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USD United States Dollar （米ドル） 

VMT Vehicle Mile Travel 

VTS Vehicle Tracking Survey 

WB the World Bank （世界銀行） 

WCTR World Conference on Transport Research （世界交通会議） 

WTP Willingness To Pay （支払い意思） 

YEC Yachiyo Engineering Co., Ltd. （八千代エンジニヤリング株式会社） 

YUEX Yangoon Urban Expressway 

YUTRA 
Project for Comprehensive Urban Transport Plan of Greater Yangon  

（ヤンゴン都市圏開発プログラム形成準備調査） 
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第 1 章 はじめに 

本章では、まず JICA の都市交通分野の調査・協力形態を概観し、今後の開発途上国における計画のあり

方について述べる。その上で、本プロ研の目的について、言及する。 

 

1.1 調査の背景 

開発途上国の都市圏においては、都市開発のスピードが速い、人口や車両数の伸びが著しい、道路の交通

渋滞や総じて低いサービス水準の公共交通、さらに交通安全上の問題など、特有の様々な都市交通問題が挙

げられる。そうした中、目指す都市像を実現するために、JICA はこれまで、開発途上国の 60 以上の都市におい

て、都市交通マスタープラン(M/P)の策定やフィージビリティ調査(F/S)を実施し、都市交通計画策定にかかる支

援を行ってきたが、現在、以下の３つの大きな課題に直面している。 

1) PT 調査を中心とした交通調査について 

JICA では、計画策定に必要な交通動態を把握する調査として、主にパーソン・トリップ調査（以下、「PT

調査」）を行っている。PT 調査は我が国でも行われているが、交通解析ゾーン体系が粗すぎることや、

自動車利用者の駐車場選択や公共交通利用者の経路選択・定期券の保有の有無など費用負担に係る

情報が欠落していること、交通需要の季節変動を考慮していないこと、その他、複雑な調査票による無

回答・無効票バイアスや遠隔地での単身生活者の回答が得られにくいなど、様々な精度面での課題や

問題が指摘されている。 

開発途上国における PT 調査は、統計的に有効なサンプル数を確保すべく 1%～3%のサンプル率とする

のが一般的であり、調査対象者の数が多く（都市人口 500 万人では最低 5 万人（1 万世帯程度）のサン

プルを要する）、調査員の訓練や予備調査の実施なども含めると 6～8 ヶ月程度の期間と多大な費用を

要する大規模調査となっている。加えて、途上国においては、以下のような深刻な課題がある。 

 自動車利用が多い高所得者層へはアクセスが困難なことが多く、協力も得にくい。 

 調査体系が複雑かつ調査項目が大量で回答者や調査員が理解できておらず、不正確・不適格

な回答の原因となっている。 

 プロジェクトベースでの調査実施のため、短期間で多くの調査員の教育が困難。 

 母集団となる住民基本台帳や選挙人名簿の精度に問題がある。 

一方で、PT 調査を中心とした交通調査は、実施後 10 年程度でデータを更新し施策に反映させる必要

があるにもかかわらず、開発途上国政府には同等の調査を実施できる予算と人材を確保できないこと

がほとんどであり、より現実的なデータ更新の手法が求められている。さらに、欧米では精度の高い

OD 表を調査結果の拡大から直接推計することは現実的ではないと理解されており、非集計モデルに

よる交通需要予測モデルを構築及び検証することに重点が置かれ、より少ないサンプリングがなされ

ている。 

2) 交通需要予測手法について 

PT 調査から得られたデータから都市交通需要を予測する手法として、従来の四段階推計法をはじめと
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するトリップベーストアプローチ1が広く用いられているが、この推定法は（立ち寄り行動など）個人の一

連の行動の連続性や（車の共同利用や送迎など）世帯構成員間の関係を考慮せず、かつ（ピーク時交

通量等の予測も技術的には可能であるが）多くの場合（時間的変化を考慮しない）日交通量の予測に

なってしまい、課金政策などの交通需要マネジメント（TDM）やピーク時の渋滞に対する交通行動の変

化を需要予測に反映しにくいなど、複数の弱点を有している。 

これらの欠点を克服すベく、アクティビティベースト需要予測モデル2などの新しい手法が研究開発され

海外では一部実用化されており、開発途上国特有の交通動態（例：徒歩を中心にした移動、車で子供を

学校に送ってから出勤し運転手が車で家に戻る、等）を反映し、より実態に即した予測ができる可能性

がある。さらに、近年、世界では携帯電話や GPS を搭載したスマートフォンなど、利用者の行動を追跡

できる端末が急激に普及しており、ここから得られる情報を利用した新しい交通データ収集方法も様々

な機関で研究・試行されており、今後JICA の PT 調査の効率化にも活用できる可能性がある。 

3) 都市交通分野の協力ニーズについて 

加えて、JICA はこれまで長期的な開発像を描く M/P 策定や個別の具体的事業の F/S を中心に協力を

行ってきたが、近年の協力においては特定地域の TDM 等のソフト施策など技術協力の支援ニーズも

増えつつある。これら交通施策に関する柔軟かつ精緻な需要予測のニーズが増加している。 

かかる背景の下、本プロジェクト研究は、JICA が開発途上国において都市交通計画策定を支援する際の、交

通調査及び需要予測の課題及び改善策を整理・検討し、開発途上国の都市交通分野の今後の協力内容につい

て整理することを目的として実施する。 

 

1.2 業務の目的 

これまで JICA では主に M/P 策定において交通調査や交通需要予測を実施してきた。昨今、調査の結論を短

期間で求められるケースや再度M/P 調査を実施しているケースが見受けられ、それぞれの調査の目的や意義、

求められるスピード感や成果、先方のニーズ等に応じて、適切な交通調査・交通需要予測の手法を使い分け・

活用することが求められている。加えて、研究や技術の革新によって、新しいツールやデータ、需要予測手法な

ど活用可能なものも増えており、調査ごとに適切な手法を選択できるよう、整理を行う。また、それにより調査期

間や費用縮減の可能性についても検討する。 

上記の目的を踏まえながら、具体的には、以下の三点について情報収集や整理・検討を行っていくものであ

る。 

 JICA が開発途上国において都市交通計画策定を支媛する際の、交通調査及び需要予測の課題及び改善

策を整理・検討する。 

 交通調査と同時に実施してきた社会・経済にかかるデータの収集方法を整理する。 

 開発途上国の都市交通分野の交通調査を伴う協力ニーズについて整理する。 

 

                                                 
1トリップベーストアプローチとは、移動に焦点が当てられ、トリップ単位の分析でそれらの発生量・目的地・交通手段・経路などを推

定し、集計される OD 表（すなわち移動行動）を所与と考えて需要予測を行う方法。 
2アクティビティベースト需要予測モデルは、移動は活動の派生需要であるという考え方に基づき、個人個人の活動に対する需要や

欲求と交通システムのモビリティやアクセシビリティの制約条件を考慮し、移動行動が意思決定されるという考え方に基づいてい

る。 
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1.3 調査対象地域 

本プロジェクト研究は、日本国内での分析・検討作業と海外（米国、ベトナム、インドネシア、タンザニア）での

調査から構成される。 

 

1.4 ファイナル・レポートの構成 

２章では、まず実際の各都市交通 M/P 案件のレビューを行い、問題点や教訓を抽出する。さらに、M/P 案件

に従事しているコンサルタント業界における意見を取りまとめ、一方で、開発途上国事例調査として、３都市にお

ける関係機関へのヒアリングに基づく M/P や M/P 調査のプロセスに関する意見および協力ニーズについて取

りまとめる。最後に現状の問題点や課題等について整理を行っている。 

続く３章では、M/P 調査において必要な交通調査・調査手段・関連データの種々の内容について、その概要

や役割、さらに利点および問題点を中心に整理を行い、交通調査・調査手段・関連データのそれぞれの側面か

ら課題を取りまとめる。とりわけ、新たな調査手段や関連データについて最新の動向を把握するとともに今後の

交通調査及び交通需要予測への活用の可能性やそれぞれの制約条件についても整理している。 

４章では特に交通需要予測に着目し、２章における問題点等の整理や協力ニーズも踏まえ、まず従来の集計

（四段階推計）モデルで現実的に起きている予測のずれの要因の構造的整理の結果、既往の需要予測におけ

る教訓等の整理を行う。その上で、集計・非集計モデルそれぞれの特徴について整理し、開発途上国における

適用にあたっての可能性や課題などについて検討を行う。続いて、日本および欧米の事例についても取りまと

め、加えて、その他のモデルの活用課題も踏まえ、今後の交通需要予測モデルに係る提言、さらにその構築に

最適な需要予測ソフトウェアおよび基幹交通調査に係る提言を行っている。 

さらに、５章では調査目的及び協力ニーズに応じた交通調査・需要予測手法の提案として、まず都市の成熟

段階に応じた協力ニーズ、および適用可能な交通調査・需要予測手法について、交通調査、調査手段、関連

データ、さらに需要予測モデル、必要ソフトについての概ねの整理イメージを示し、続いて JICA のそれぞれの

調査・協力形態に応じた必要交通調査および交通需要予測手法の提案を一覧表で提示し、それぞれ想定される

状況に分けなるべく詳細に、かつ仕様書に転用できる内容を意識して具体的に記載している。 

最後に、６章では結論及び今後の課題として、JICA の交通計画における目的を踏まえながら、本プロジェクト

研究の問題意識に対する結論を示し、さらに今後の基本的な方針について述べている。 

また、添付資料として、M/P 案件のプロジェクトレビューシート、過去の需要予測結果の検証および調査サン

プル数縮減の影響の検証のバックデータ、主要国際会議におけるペーパーの簡易レビューシート、及び海外事

例調査の各面談記録をまとめている。 
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第 2 章 都市交通 M/P 案件のレビュー 

本章では、JICA の５つの調査・協力形態について整理した上で、まず都市交通計画策定の中心である

M/P 調査の基本的な流れ（交通計画のプロセス）について、従来の交通調査及び交通需要予測の手法さらに

用語や定義等も含めて説明し、それらを踏まえて実際の各都市交通 M/P 案件のレビューを行う。レビュー対

象都市は、文献およびヒアリングによるレビューを行う都市と、それに加えて M/P 調査が既に 2 回行われて

おり過去の需要予測結果とその後 M/P 更新のために実施した交通調査結果とを比較して検証も行う都市に

分けられ、問題点や教訓を抽出する。さらに、M/P 案件に従事しているコンサルタント業界における現場での

苦労や今後の交通調査および需要予測手法の改善にあたっての意見を取りまとめ、一方で、開発途上国事

例調査として、M/P 案件対象の 3 都市における関係機関へのヒアリングに基づく M/P や M/P 調査のプロセ

スに関する意見および協力ニーズについて取りまとめる。最後に現状の問題点や課題等について、大きく交

通調査、需要予測手法、都市交通分野の協力ニーズの観点から整理を行う。 

 

2.1 JICA の都市交通分野の調査・協力形態 

現在、JICA が様々な課題に直面している中で、本プロジェクト研究における検討をするにあたり、まず以下の

５つの調査・協力形態について認識しておく。 

1) マスタープラン（M/P）策定 

都市交通 M/P は、都市交通の将来ビジョンを明確にし、交通行政の指針となるもの。開発の長期的な

方向性を示すことでアカウンタビリティを高める一方、短期的には顕在化した交通問題の解決を図る役

割を併せ持つ。その実現及び現状の課題解決のための交通分野の戦略、施策、それに必要な制度、

組織、インフラ整備計画及び事業優先度を提示するもの。様々な政策・計画の交通への影響を科学的

に評価・分析する。 

JICA では、M/P 策定に必要な交通動態を把握する調査として、主にパーソン・トリップ調査（以下、「PT

調査」）を行っている。PT 調査は我が国でも行われているが、交通解析ゾーン体系が粗すぎることや、

自動車利用者の駐車場選択や公共交通利用者の経路選択・定期券の保有の有無など費用負担に係る

情報が欠落していること、交通需要の季節変動を考慮していないこと、その他、複雑な調査票による無

回答・無効票バイアスや遠隔地での単身生活者の回答が得られにくいなど、様々な精度面での課題や

問題が指摘されている。さらに、開発途上国におけるPT調査は、その都度有効なサンプル数を確保す

べく 1%～3%のサンプル率とするのが一般的であり、調査対象者の数が多く（都市人口 500 万人では最

低 5 万人（1 万世帯程度）のサンプルを要する）、調査員の訓練や予備調査の実施なども含めると 6～

8 ヶ月程度の期間と多大な費用を要する大規模調査となっている。加えて、途上国においては、自動車

利用が多い高所得者層へのアクセスが困難な問題や、複雑な調査体系や大量の調査項目に起因する

調査データの質の問題など、さらに深刻な課題がある。 

2) 短期インフラ整備計画策定（M/P との差別化） 

都市交通M/P 策定に十分な時間的余裕がなく、かつ短期的なインフラ整備リストが必要とされる場合、

ニーズのある分野について、既存の計画等を束ねてハイレベルでの合意を重ね案件群の選定や優先

順位付けを行うもの。その後、需要予測や F/S 等を経て実施に乗せ、PDCA（Plan=計画、Do=実行、
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Check=評価、Action=改善）サイクルで継続的に計画を更新、もしくは既存の PT 調査データやセンサス

データ、需要予測モデルが存在する場合には、CDR データの他、追加 PT 調査またはアクティビティダ

イアリー調査(ADS)、さらにショッピングモールや職場でのトリップ調査など各種補足調査を実施するこ

とにより、需要予測モデルを更新し短期インフラ整備計画の策定を行う等の手法が考えられる。なお、

M/P と違い都市全体の開発方針、交通動態調査等を伴っていない場合が多く、都市総合計画としては

不十分な面は否めない。この点を補完するため、PCDA サイクルとして計画を更新する際に、PT 調査

などによる裏付けを行うことが望ましい。 

3) フィージビリティスタディ（F/S) 

F/S は M/P 策定とともに、JICA がこれまで行ってきた主要な調査・協力形態の一つであり、個別の具

体的な事業（道路、鉄道、橋等）のフィージビリティを検討するものである。有償事業の場合は、融資可

能な状態であるかどうか（bankability）を審査する。路線の決定、駅の配置、採算性など事業として評価・

分析を行う。 

4) 交通施策の立案（TOD、TDM 等) 

公共交通指向型開発(TOD)に伴う交通行動の変化や交通需要マネジメント（TDM）や料金設定など、交

通施策などの検証を行う。JICA はこれまで長期的な開発像を描く M/P 策定や個別の具体的事業の

F/S を中心に協力を行ってきたこともあり、従来の交通需要予測においては四段階推定法をはじめと

するトリップベーストアプローチ3が広く用いられているが、この推定法は（立ち寄り行動など）個人の一

連の行動の連続性や（車の共同利用や送迎など）世帯構成員間の関係を考慮せず、かつ（ピーク時交

通量等の予測も技術的には可能であるが）多くの場合（時間的変化を考慮しない）日交通量の予測に

なってしまい、課金政策などの TDM やピーク時の渋滞に対する交通行動の変化を需要予測に反映し

にくいなど、複数の弱点を有している。しかしながら、特定地域の TDM 等のソフト施策など技術協力の

支援ニーズも増えつつあり、これらの柔軟かつ精緻な需要予測も必要となっている。 

5) 交通データの更新・M/P のアップデート 

カウンターパート(C/P)機関が自ら交通データのアップデート及び計画の見直しを行う意思のある都市

に対して、データ・モデル更新等の能力強化を支援する技術協力を行う。PT 調査をはじめとする各種

交通調査は、実施後10 年程度でデータを更新し施策に反映させる必要があるが、とりわけ開発途上国

政府では同等の調査を実施できる予算と人材を確保できないことがほとんどであり、より現実的なデー

タ更新の手法が求められている。さらに、欧米では精度の高い OD 表を調査結果の拡大から直接推計

することは現実的ではないと理解されており、非集計による交通需要予測モデルを構築及び検証する

ことに重点が置かれ、より少ないサンプリングがなされている。 

 

2.2 M/P 調査の基本的な流れ 

2.2.1 M/P 調査全体の流れ 

一般的な都市交通計画の流れを次図に示す。 

                                                 
3トリップベーストアプローチとは、移動に焦点が当てられ、トリップ単位の分析でそれらの発生量・目的地・交通手段・経路などを推

定し、集計される OD 表（すなわち移動行動）を所与と考えて需要予測を行う方法。 
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注：「交通工学ハンドブック 都市交通 都市交通計画・都市物流計画（交通工学研究会）」に追記 

図 2.1 都市交通計画の一般的検討プロセス 

 

計画にあたりまず、計画に必要な情報を収集し、対象地域の交通現況の診断を行う。後述する交通調査や

統計データ、関連する既存調査報告書・データ等を収集し、対象地域の交通問題・課題の抽出、及び将来需

要予測に係る情報・データ収集が主なタスクである。 

次に計画フレームを設定し、具体的な課題や目標を明らかにする。人口・経済の将来指標の設定や対象地

域の行政機関が設定した都市圏の将来像の整理を行い、策定されるシナリオ（例えば、将来の人口配置や高

成長・中成長・低成長など）が将来需要予測のベースとして使用される。 

設定された計画フレームを基に代替案を設定し、それに応じた交通流のインパクトを予測する。交通解析

ゾーン(Traffic Analysis Zone, TAZ)を設定した上で、交通需要予測の主たるタスクであり、JICA 調査団内及び

関係機関との協議により検討・提案された都市圏の将来交通網・サービスに応じた将来 OD (Origin-

Destination)表や交通ネットワークを基に計画フレームに基づくシナリオや代替ケース毎の将来交通需要予測

を行う。 

予測された将来交通需要予測結果に基づき、代替案の効果やインパクトを推計し、実現可能性を検討する。

具体的には、提案される代替案を考慮せず現況の交通システム・サービスのまま将来交通需要を受け止め

た場合の Without ケースとの比較、あるいは代替案間の比較に基づき、道路の混雑度・旅行速度の改善等の

評価や代替案の経済・財務分析を行う。この評価結果に応じて代替案の見直しも検討される。 

代替案の評価に基づき実施案が選定された後、実施に向けた財源の確保や実施主体の検討が行われる。

JICA の都市交通 M/P の主たる成果であり、短期・中長期に実施すべき案件リストやプロジェクトプロファイル

等にまとめられる。これに加えて近年実施されるJICAの都市交通M/P案件では案件リストの中から１～２件

程度について予備的なフィージビリティスタディ(Pre-feasibility Study、プレ F/S)を実施することも多い。 

都市交通計画のプロセスとしては、計画が実施された後、当初の予測通りの効果が得られているかモニタ

リングが必要である。モニタリングについて特に重要な点としては、問題が発見された場合、要因分析に基づ

計画情報の収集と診断 

計画フレームの設定/課題・目標 

代替案の設定 交通流インパクトの予測 

評価：効果、インパクト、実現可能性 

実施：予算、日程 

運用・モニタリング 
JICA の都市交通 

M/P 調査の範囲 
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きそれをどう解決するか具体的な改善策を提示することである。モニタリングの結果によっては M/P で提案

された対象都市圏の交通システムの整備計画の見直しが要請される。 

2.2.2 M/P 調査における交通調査の概要 

交通調査は、調査対象地域あるいは調査対象案件に応じて（i）現況の問題点や課題を把握し、交通に係る

計画立案に資する（ii）将来の交通需要の量や質の変化を予測し、交通施策の評価に資する目的で実施され

る。交通調査には前述の目的や用途に応じて様々な調査があり、本プロジェクト研究では都市圏におけるOD

交通量を推計するための需要予測モデル構築に不可欠な調査を「基幹交通調査」、主に OD の補完やキャリ

ブレーションのために用いる調査を「通常必要交通調査」、それ以外を「その他の交通調査」として定義し、そ

れぞれについて概説する。 

(1) 基幹交通調査 

これまでの多くの M/P 調査では基幹交通調査としてパーソン・トリップ（PT）調査4が実施されてきた。PT

調査は都市圏における多様な交通機関（モード）の利用実態を総合的に把握する目的で実施され、交通機

関間の分担の最適化や新規路線・既存施設の改良等の効果や立案に資する。 

PT 調査は対象都市圏における交通発生の単位である人の移動に着目した調査であり、調査員による家

庭訪問面接調査等によって実施されるサンプル調査である。日本に国内においては近年では郵送配布、

郵送回収による調査実施が主となっている5が、開発途上国においては家庭訪問面接調査によって実施さ

れることが多い。PT 調査は対象地域内の世帯を対象とし、その世帯の構成員の日常の交通パターンを把

握することを主とする。このため、PT 調査では基本的に以下の情報を収集する。この他に目的に応じて世

帯の家屋の構造や居住年数、駐車場の有無、個人の月収等の情報を収集することもある。 

 世帯情報：世帯の住所、世帯構成人員数、世帯所得、自動車等の保有状況等 

 世帯構成員の情報：その世帯に居住する個人の性別、年齢、職業、トリップの有無、利用可能な自動車

類の状況等 

 世帯構成員のトリップの情報：世帯構成員が行った通勤・通学等のトリップの起終点（OD）、利用交通手

段と所要時間および費用、トリップの目的等 

PT 調査の代替的あるいは補足的に実施される調査としてアクティビティダイアリー調査（以下、ADS）が

挙げられる。ADS では PT 調査と同様に世帯情報や世帯構成員情報について質問し、これに加えて世帯構

成員の活動について日誌形式で 1 日から 1 週間程度のすべての活動や移動について記入する調査であ

る。PT 調査と異なり ADS の場合は日誌形式で記入するため理解しやすく、トリップの記入漏れが生じにく

い。 

                                                 
4 パーソン・トリップ調査全般については主に下記の文献を参照 

新谷 洋二、黒川 洸 (1967) 「都市交通計画の方法に関する考察」、交通工学、2 巻1 号 

土木学会編著 (1981) 「交通需要予測ハンドブック」、技報堂出版 

新谷 洋二 (1996) 「土木技術におけるブレークスルー パーソントリップ調査が交通計画に果たした役割」、土木学会誌、81 巻

14 号 

北村隆一 (2002) 「交通行動調査の展開」 北村隆一、森川高行編「交通行動の分析とモデリング ―理論／モデル／調査／応

用―」、第4 章、技報堂出版 

国土交通省 都市・地域整備局 都市計画課 都市交通調査室 (2007) 「総合都市交通体系調査の手引き（案）」、Online, Internet 

http://www.mlit.go.jp/crd/tosiko/sougou/index.html  Available on Feb. 22., 2018 

黒川 洸 (2013) 「都市圏パーソントリップ調査の歴史」、土木学会誌、98 巻10 号 
5国土交通省 都市・地域整備局 都市計画課 都市交通調査室 (2007) 「総合都市交通体系調査の手引き（案）」、Online, Internet 

http://www.mlit.go.jp/crd/tosiko/sougou/index.html  Available on Feb. 22., 2018 
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一方、過去に M/P 調査が実施された都市圏等では PT 調査よりも質問項目を限定した通勤通学調査が

実施されるケースがある6。通勤通学調査は PT 調査の世帯情報、世帯構成員の情報に加えて世帯構成員

で日常的に通勤あるいは通学している人について普段の通勤及び通学の状況について質問する調査であ

る。世帯構成員のトリップの情報については質問しないため、世帯構成員全員に質問する必要がなく調査

票の留め置きの必要もなく、調査を簡素化できる。 

(2) 通常必要交通調査 

1) 主に OD 補完用に実施される調査 

PT 調査等と同時に実施されるコードンライン調査では、対象地域境界を跨ぐ主要幹線道路や空港、鉄道

駅等において、路側や施設出入口での交通量あるいは旅客数調査及びドライバー・乗客からサンプルを選

びインタビュー調査を行い、対象地域内外や通過する車両や旅客の発着地（OD）を調査する。 

基幹交通調査は都市圏の居住者を対象としており、貨物や貨物車の流動の把握が困難である。このた

め、港湾や工業団地、物流センター、倉庫等でトラックOD調査を実施し、貨物車のODを補完する。調査方

法はこれらの施設の出入り口で路側インタビュー調査を実施する方法や、事業者へのインタビュー調査を

実施する方法、事業者インタビューに加えて貨物車の GPS の情報を収集する方法等がある。 

大規模な事業所やショッピングモール、大学等の多くの人が集まる大規模施設は周辺の交通への影響

が大きく、より精緻に流動を把握する必要があるケースがある。また、これらの施設は将来計画においても

新規に立地が見込まれるため単位床面積あたりから発生・集中するトリップや従業員数、訪問者数につい

て原単位を把握するため大規模施設OD 調査が実施される。 

基幹交通調査においては都市圏全体を対象とするため、特定の地域や回廊（コリドー）ごとの詳細な分

析に適さないケースがある。また、乗り換え場所、乗降場所、公共交通の運行頻度等の回廊（コリドー）ごと

の詳細な情報を把握するため特にある回廊（コリドー）に新規交通機関の導入が想定されるケースでは公

共交通コリドーOD 調査を実施する。 

2) 主にキャリブレーション用に実施される調査 

調査対象地域内の地区相互間を行き来する交通を調査するために設定される河川や鉄道等のスクリー

ンラインと道路の交点において交通量調査を行うスクリーンライン調査も基幹交通調査と同時に実施される。

スクリーンライン調査の結果は、基幹交通調査を基に推定される現況 OD の配分結果と比較検証を行い、

現況再現性の確認・現況OD 補正のために使用される。 

                                                 
6国際協力機構、インドネシア国経済担当調整大臣府 (2012) 「インドネシア国 JABODETABEK 都市交通政策統合プロジェクト 

ファイナルレポート」 （非公開）  及び 

川口 裕久 黒水 健 八木 貞幸 (2012) 「ジャカルタ首都圏における交通調査と交通行動の変化」、土木計画学研究・講演集(CD-

ROM)、45 巻 
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図 2.2 スクリーンライン調査とコードンライン調査のイメージ 

 

交通流のボトルネックや混雑区間の把握、所要時間の把握のために走行速度調査も必要な調査である。

走行速度調査の結果はスクリーンライン調査の結果や後述する交差点交通量調査の結果と合わせること

により交通量と走行速度の関係も把握できる。調査用の自動車に乗車した調査員が地点ごとの通過時刻を

紙に記入する方法や GPS (Global Positioning System)を活用し、携帯電話、車載GPS 機器、GPS ロガー等

のデータを活用する方法がある。 

(3) その他交通調査 

上記が M/P 調査において中心的な役割を果たす基幹交通調査及び通常必要交通調査であるが、これ

に加えて M/P 調査の目的に応じて追加の調査が実施される。 

都心部等で違法駐車や駐車場の不足により駐車が問題となっている場合には駐車実態調査が実施され

る。路外駐車場や違法駐車を含む路側駐車場において容量を把握するとともに料金、運営者、時間帯ごと

の利用実態を把握する。上記の大規模施設OD 調査でも大規模施設の注射実態を把握することがある。 

現存しない新たな交通機関や交通政策を導入する場合にはそれらの影響を把握するために表明選好調

査(Stated Preference Survey, SP 調査)を実施する。SP 調査においては仮にそれらの施策が実施された場

合にどのように行動するかについて質問する。 

M/P の施策として交差点改良等を想定する場合には交差点における方向別の交通量を観測する交差点

交通量調査や複数地点でナンバープレートを記録し、その照合によって地区内の自動車の流動を把握す

るナンバープレート調査が実施される。 

2.2.3 M/P 調査における交通需要予測の概要 

交通需要予測の目的は、大きくは、(i) 交通に係る計画立案のため、(ii) 策定された計画の評価のためであ

る。前者の場合、計画案あるいは比較・代替案の策定において、既存の交通システム・サービスで将来の交

通需要の増加に対応した場合の問題点の抽出を行い、対策の具体案の検討に資する、あるいは計画案に対

する代替案の比較・検討に用いられる。後者の場合は、交通計画立案のプロセスの中で計画案の選択を合

理的に行うステップの一つと考えられており、意思決定に際して計画案の説得性を高める役割も持つ。 

(1) 集計による四段階推定法7  

都市圏における総合的な交通需要予測手法の基本的な方法である四段階推定法は、文字通り、四段階

                                                 
7土木学会編著 (1981) 「交通需要予測ハンドブック」、技報堂出版 等をもとに要約 

調査対象地域境界
（コードンライン）

スクリーンライン

スクリーンライン調査地点
コードンライン調査地点
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（発生集中量、分布交通量、機関分担、配分交通量）のプロセスで推定を行う手法である。 

推計の手順としては、以下のとおりである。 

1) 対象地域の設定とゾーニング 

解決すべき課題を抱えた地域が一般的に調査対象地域として定められる。この地域がゾーニングによっ

て数十あるいはそれ以上の地区（ゾーン）に分割されることになる。各ゾーンは基本的に同規模の人口を

有するように、かつ行政区域や地理的条件を考慮して設定されるが、計画すべき交通施設のレベルや社

会経済活動、交通流動等に関するデータがそれぞれのゾーンについて準備されていなければならないた

め、データ整備の状況がゾーニングの方針に大きく影響する。 

2) 基準年次における人口・経済指標、交通流動に関するデータ整備、目標年次における人口・経済指標

関連データ整備 

これらのデータはゾーン毎の交通の発生集中の現況を分析し、発生集中モデル構築のパラメータ推定

に用いる。基準年次におけるデータはPT調査や各種統計により収集される。目標年次におけるデータは、

現況のデータを基に、社会経済フレームや既定計画に基づき設定されるのが一般的である。 

3) 発生集中交通量の推計 

各ゾーンの発生集中交通量の推計を予測する手法としては、原単位法、伸び率法、関数モデル法などが

用いられる。原単位法は、人口、世帯、土地利用面積等を単位として交通発生量を求める手法であるが、

原単位の値に地域差があることや時間経過とともに原単位が変化するため、あまり使用されない。短期の

予測や交通パターンに変化が無い場合に用いられる伸び率法は、過去の資料の傾向から将来値を推計す

る手法であり、その使用場面は限定的である。 

一般に使用される関数モデル法は、PT 調査結果等から収集されるゾーン毎の人口、従業者、学生数等

の指標から発生・集中量と因果関係を持つ指標を相関分析により説明変数として選定し、回帰モデルによ

り構築される。 

発生集中量はトリップパターンが異なる、世帯所得、自家用車保有・非保有、トリップ目的別などで推計さ

れることが多い（例えば、自家用車保有世帯の通勤目的の発生・集中量モデルなど）。 

4) 分布交通量の推計 

ゾーン間の交通量（OD 交通量）を推計する分布モデルには、大きくは現在パターン法と重力モデルがあ

る。前者は、現在のゾーン間交通量のパターンを基に、各ゾーンの将来の発生交通量・集中交通量に合う

ように収束・反復計算を行う方法であり、収束計算の方法によってデトロイト法、フレーター法等がある。現

在パターン法は、短期的あるいは交通パターンが変化しない場合の交通需要予測に使用されることが多

い。 

重力モデルは、自然科学における万有引力の法則をゾーン間のトリップ量推計に当てはめたものであり、

ゾーン間のトリップ数は、それぞれのゾーンの発生量・集中量に比例し、ゾーン間の距離（インピーダンス

と呼称することもある）に反比例するという考え方に基づくものである。将来の土地利用・人口配置の変化

や将来の交通網整備に伴うゾーン間距離の変化を反映できるため、都市交通 M/P における一般的な方法

として使用されている。 

分布交通量は、世帯所得、自家用車保有・非保有、トリップ目的別など発生集中量の予測結果を継承して

それぞれのモデル構築、将来交通需要の推計を行う。 
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5) 機関分担の推計 

交通機関分担は、トリップ目的、個人の特性、交通機関のサービスの特性、ゾーンの特性等の条件から

OD ペア（例えば、i ゾーンと j ゾーンのペア）毎の利用交通手段の比率を推計する。 

機関分担モデルの方法としては、分担率曲線を用いた方法、犠牲量モデル、集計ロジットモデル、非集

計ロジットモデル等がある8が、近年は集計ロジットモデルや非集計モデル（ロジットモデル等。次節にて説

明）を用いて OD 交通量を交通手段に振り分ける手法が一般的である。集計モデルでは 2 つの交通手段に

分割するステップを繰り返す二項選択（バイナリチョイス）を連続する方式が一般的であったが、非集計モ

デルにおいては全ての交通手段を一度にシェア分割する多項選択（マルチチョイス）方式や階層構造を仮

定したもの、選択肢間の相互作用を考慮したもの等様々な方式がある。 

 
図 2.3 手段選択プロセスの例 

 

分担率曲線は、運賃やサービスレベルの影響が考慮できないため、移動距離を説明変数として非動力

系交通（Non-Motorized Transport (NMT)、徒歩や自転車）の機関分担率を推計する際のモデルとして使用

されることが多い。 

                                                 
8土木学会 土木計画学研究委員会 交通需要予測技術検討小委員会編(2003)「道路交通需要予測の理論と適用 第I 編 利用者均

衡配分の適用に向けて」 p.31 

全交通手段 

徒歩・自転車 

交通機関利用 

自家用車 

公共交通 鉄道 

バス 

全交通手段 

徒歩・自転車 

鉄道 

自家用車 

バス 

バイナリチョイス 

マルチチョイス 
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出典：交通需要予測ハンドブック9  

図 2.4 分担率曲線の例 

犠牲量モデルは、2 つの交通機関の費用と時間および個人の時間価値分布から、移動に要する総費用

を計算し、総費用の小さい方の交通機関を選択する比較的シンプルなモデルである。都市交通 M/P では

ほとんど利用されないが、航空と鉄道の機関分担などで利用されることがある。 

集計ロジットモデルは、PT 調査等で収集されたゾーンペアごとのデータに基づき、モデルを構築する

モード毎の所要時間や費用を説明変数とした効用を算出し、交通機関間の効用の比率を手段選択比率と

するモデルである。 

ロジットモデルをはじめとする非集計モデルでは個人ごとのデータをもとに個人属性や OD ペア毎の現

在の交通手段との料金・所要時間等を説明変数とした非集計ロジットモデルを構築し、機関分担推計を行う。 

機関分担モデルは、分布モデルの予測結果を継承し、それぞれの OD 交通量についてモデル構築が行

われる（例えば、自家用車保有世帯の通勤目的の徒歩・自転車分担モデルなど）。 

6) 配分交通量の推計 

分布交通量として予測され、交通機関毎に分割された OD 交通量は、ここで交通機関毎の OD 交通量に

統合され、それぞれの交通機関のネットワーク上に配分される。特に道路交通配分モデルで利用される手

法としては、(i) 段階(あるいは分割)配分、(ii) 利用者均衡配分である10。 

段階配分は、例えば均等に 10 回配分する場合、OD 交通量の 1/10 をネットワーク上の OD ペア毎の最

短経路に配分し、各リンク（交通ネットワークはノードとリンクで構成され、点データであるノードは交差点、

ノードとノードを結ぶ線分がリンクで道路にあたる）の全ての OD ペアの交通需要の合計がそのリンクの配

分 1 回目の交通量となる。リンク交通量を基にリンク毎に設定されている道路交通容量（Q）や速度（V）と

いったリンク条件（Q と V の関係は QV 式で表現される）に応じてリンクの配分1 回目の所要時間が再計算

される。再計算されたリンクの所要時間を基に、2 回目の最短経路探索を行い、最短経路に次の 1/10 の

OD 交通量が配分され、1 回目と 2 回目のリンク交通量が合計され、それに応じて所要時間が更新、3 回目

の最短経路探索に使用される、というステップを分割回数、繰り返す手法である。 

                                                 
9土木学会編著 (1981) 「交通需要予測ハンドブック」、技報堂出版 第2 章 標準的手法 P.92 
10土木学会 土木計画学研究委員会 交通需要予測技術検討小委員会編(2003)「道路交通需要予測の理論と適用 第I 編 利用者均

衡配分の適用に向けて」 p.34 
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TDM (Transportation Demand Management、交通需要マネジメント)11や ITS (Intelligent Transportation 

Systems、高度道路交通情報システム)12等のソフト施策の評価が重要となり、それに応じて利用されること

が多いのが利用者均衡配分である。利用者均衡配分は、J.G.Wardrop が提示した 2 つの配分原則13、(i) ド

ライバーは自分にとって最も所要時間の短い経路を選択する、このため、実際に利用される複数の経路の

所要時間は等しく、利用されない経路の所要時間よりも短い（等時間原則）、(ii) 道路ネットワークの総走行

時間は最小である、の前者第一原則に基づく手法である。一般に第一と第二原則の両立は難しく、第二原

則を満たす配分方法はシステム最適配分（道路網全体としての効率化を目指した配分）と呼ばれる。ドライ

バーが最短経路を選択するという過程は、段階配分でも同じだが、段階配分の場合、分割回数の初めの選

択経路は最終的な選択経路とは異なってしまうことがある。これに対して、利用者均衡配分はドライバーの

最短経路選択ルールを理論的に表現したモデルを作成し、そのモデルに従った交通量を求めるという配分

方法であり、配分の結果が等時間原則を満たしている。利用者均衡配分の場合、段階配分の QV 条件に代

わり、各リンク交通量とリンク旅行時間の関係を示すリンクパフォーマンス関数を使用する。リンクパフォー

マンス関数には米国道路局の BPR関数14と待ち行列理論を援用してK.B. Davidsonが提案する Davidson関

数15があるが、BPR 関数を利用するのが一般的である。 

 

 

出典：道路交通需要予測の理論と適用 第I 編16  

図 2.5 BPR 関数と Davidson 関数の概形 

 

                                                 
11 自動車の利用者が利用方法を工夫したり、変更したりすることで、都市の道路で発生している交通渋滞を減らす取組み。公共交通

の利用促進やパークアンドライド、ロードプライシング、カーシェアリング、時差出勤等の事例がある。 
12 最先端の電子技術を用いて人と道路と車両とを一体のシステムとして構築することにより、道路交通の安全性、輸送効率、快適性

の飛躍的向上、環境保全を実現するもの。交通情報提供、有料道路等の自動料金支払いシステムの確立、安全運転の支援、公共

交通機関の利便性向上等の事例がある。 
13 Wardrop, J. G. (1952) “Some Theoretical Aspects of Road Traffic Research”, Proceedings of the Institution of Civil Engineers, Volume 

1 Issue 3, pp. 325-362 
14 Bureau of Public Roads (BPR) (1964) “Traffic assignment manual : for application with a large, high speed computer”, U.S. Department 

of Commerce, Bureau of Public Roads, Office of Planning, Urban Planning Division, Washington D. C. 
15 Davidson, K. B. (1966) “A Flow Travel Time Relationship for Use in Transportation Planning”, Australian Road Research Board (ARRB) 

Conference, Volume 3, Part 1, p.183-194 
16土木学会 土木計画学研究委員会 交通需要予測技術検討小委員会編(2003)「道路交通需要予測の理論と適用 第I 編 利用者均

衡配分の適用に向けて」p.51 図5-7 
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BPR 関数は、QV 式と同様に道路種別ごとに交通容量量を設定し、自由走行時の旅行時間に対する時間

交通量/時間交通容量による補正を掛けることでリンク交通量に応じたリンク旅行時間を算出する。 

道路交通配分結果は、リンク別の車種別交通量やリンクの交通容量に対する交通需要の比率（混雑度）

等で表現される。また、それぞれのリンクのリンク長にリンク交通量を乗じた値を合計した総走行台キロ、リ

ンク旅行時間にリンク交通量を乗じた値の合計値である総走行台時は、提案される道路プロジェクト等の

評価に使われる。 

道路交通配分とは別に、公共交通（トランジット）配分がある。トランジット配分は、公共交通ネットワーク

（運行ルートと乗降可能なノード、乗降可能なノードまでのアクセス、運行頻度、車両のキャパシティ等の

データ含む）の内、一般化費用が小さい経路に旅客需要を配分する方法である。駅やバス停の乗降客数、

公共交通間の乗り換え旅客数等の推計に用いられる。 

(2) 集計モデルと非集計モデル 

非集計モデルは集計による四段階推計法との対比を強調したものであり、ゾーンや目的ごとで総トリップ

数として集計した値によってモデル化を行う集計モデルと異なり、個人や世帯を単位としてそれぞれが選

択する行動をモデル化するものである17。 

非集計モデルの詳細については 4 章の 4.3.1～4.3.3 項に記載する。 

(3) アクティビティベースト需要予測モデル 

アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)は、移動は活動の派生需要であるという考え方に基づき、

個人個人の活動に対する需要や欲求と交通システムのモビリティやアクセシビリティの制約条件を考慮し、

移動行動が意思決定されるという考え方に基づいている。近年特に欧米での利用が増えている。都市ごと、

研究者ごとに実に多様なモデルが提案されている。詳細は 4 章4.3.2 項にて記載する。 

 

2.3 個別都市交通 M/P 案件のレビュー及び過去の需要予測結果の検証 

前節を踏まえて実際の各都市交通 M/P 案件のレビューを行う。レビュー対象都市は、文献およびヒアリング

によるレビューを行う都市と、それに加えて M/P 調査が既に 2 回行われており過去の需要予測結果とその後

M/P 更新のために実施した交通調査結果とを比較して検証も行う都市に分けられ、問題点や教訓を抽出する。

次表に示すとおり計12 案件をレビュー対象とした。 

今回さらに更新された、レビュー対象である 12 の都市交通 M/P 案件の基礎情報の一覧を、次表に示す。各

M/P 案件における交通調査やモデリングのスコープには、形成されてきたそれぞれの経緯があるが、概して

PT調査がはじめて実施されてきた都市圏（サンタクルス、アビジャン、ヤンゴン、コロンボ、ナイロビ）では、需要

予測モデルの構築のために各補足交通調査も含めて包括的に実施されてきている。調査準備を含めた専門家

の MM 投入も多めになり、結果として PT 調査の一票当たりの費用も比較的高めの数字となっている。また、徒

歩を含めたトリップレートについては、その調査対象のトリップの定義（最小トリップ長など）にもよるところがあ

るが、これらの都市圏では全体的に低めのトリップレートの傾向がある。PT 調査がはじめて実施されてきた都

市圏ではモビリティの発達も初期段階にあると考えれば、ある程度関連性があるかも知れない。 

一方、PT 調査におけるサンプル率は、ハノイやホーチミン、マニラ、ジャカルタなど過去の調査ではこれまで

3%前後に設定されていたケースが多いが、近年は、開発途上国政府からの調査期間の短縮のニーズや、調査

                                                 
17交通工学研究会編 (1993) 「やさしい非集計分析」、丸善、p.1 
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の費用の制約などから、新規の PT 調査、またはそうでないにかかわらず、1%前後に抑えられている傾向も見

受けられる。 

表 2.1 レビュー及びヒアリング対象の都市交通M/P 案件リスト 

No. 案件名 国名 

コンサルタ

ント 

(JV) 

実施期間 主要調査 特記事項、関連プロジェクト等 

1 

サンタクルス都市圏交通マスタープ

ラン策定プロジェクト  

ボリビア NK 

(OCG, 玉

野, NKL) 

2016年～

2017 年 

PT 調査 

通勤通学調査 

（タブレット使用） 

アクティビティ調査 

（進行中案件） 

2 
総合交通計画管理能力向上プロジェ

クト（MUCEP） 

フィリピン ALMEC 

(OCG) 

2011年～

2015 年 

PT 調査（ ア ッ プ

デートあり） 

PT 調査の殆どはカウンター

パートにより実施 

3 
ダッカ都市交通戦略計画改訂プロ

ジェクト（有償勘定技術支援） 

バングラデ

シュ 

ALMEC 

(OCG, KEI) 

2014年～

2016 年 

PT 調査 

 

 

4 

主要都市鉄道情報収集・確認調査

（METROS） 

ベトナム ALMEC 

(OCG, NK, 

JTC) 

2013年～

2016 年 

PT 調査  

5 
メトロセブ持続可能な環境都市構築

のためのロードマップ策定支援調査 

フィリピン ALMEC 

(OCG) 

2013年～

2015 年 

PT 調査 

 

 

6 

大アビジャン圏都市整備計画策定プ

ロジェクト(SDUGA) 

コートジボ

ワール 

OCG 

(JDI, IDCJ, 

ｱｼﾞ航) 

2013年～

2015 年 

PT 調査（初回） 

アクティビティ調査 

都市鉄道（現地政府） 

フライオーバー（無償） 

CDRデータによるOD作成(IBM) 

7 
ヤンゴン都市圏開発プログラム形成

準備調査（都市交通） 

ミャンマー ALMEC 

(OCG, NK) 

2012年～

2015 年 

PT 調査（ ア ッ プ

デートなし） 

8mile 交差点 

 

8 
コロンボ都市交通調査プロジェクト スリランカ  OCG 2012年～

2014 年 

PT 調査（初回） F/S（同調査内） 

ADB 案件あり 

9 

JABODETABEK 都市交通政策統合

プロジェクト(JUTPI) 

インドネシ

ア 

OCG 

(ALMEC) 

2009年～

2011 年 

通勤通学調査（アッ

プデートあり） 

首都圏交通庁設立 

パイロットプロジェクト 

JUTPI2(TOD)可能性あり 

10 

イスタンブール市都市交通マスター

プラン調査 

トルコ ALMEC 

(NK) 

2007年～

2009 年 

PT 調査（ ア ッ プ

デートなし） 

調査及びモデリングはカウン

ターパートにより実施 

継続技プロにより TDM パイロッ

トプロジェクト実施 

11 

ダルエスサラーム都市交通マスター

プラン改訂プロジェクト 

タンザニア EJEC  

(NK, CTI, 

MEX) 

2016年～

2017 年 

PT 調査 （進行中案件） 

M/P アップデート案件 

12 

ナイロビ都市開発マスタープラン策

定プロジェクト 

ケニア NK 

(IDCJ, 

EJEC) 

2013年～

2014 年 

PT 調査 世銀、アフ開銀等案件あり 

M/P アップデート案件 

注： ALMEC - アルメック VPI, OCG – オリエンタルコンサルタンツグローバル（旧PCI を含む）, KEI – 片平エンジニアリング, JDI – 日本開発政策研

究所, IDCJ – 国際開発センター, ｱｼﾞ航 – アジア航測, NK – 日本工営, JTC - 日本交通技術, YEC – 八千代エンジニヤリング, CTI – 建設技研イン

ターナショナル, 玉野 – 玉野総合コンサルタント, NKL – 中南米工営, EJEC –エイト日本技術開発, MEX –首都高速道路 

ハイライトされた案件は、２回目（以降）の大規模交通調査及び M/P アップデートを含む案件。 
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さらに、レビュー対象の都市交通 M/P 案件のうち、アクティビティダイアリー調査(ADS)に着目し、ADS が実施

された３案件のスコープ及び費用の比較を、次表に示す。なお、ジャカルタについてはモバイル機器（GPS ロ

ガー）を用いた形式（パーソントラッキング調査）となっている。いずれの ADS も、PT 調査から得られたトリップ

レートの確認及び修正を目的とした補足調査であり、ADS より得られたトリップレートは PT 調査からのものより

も大きくなっている。サンプル数は少なく調査規模は小さいが、サンプル当たりの単価は概ね千円／人・日と

なっており、国によってはPT調査のものと比べると数倍ほど高額になるところ（ジャカルタ18）や、PT調査とほぼ

同額レベルになっているところ（サンタクルス、アビジャン）もある。その分、数日間の連続したトリップを漏れなく

とらえることができる。ADS で得られたトリップにも OD 情報や利用モード等の基本情報が入力されているが、

ジャカルタのように PT 調査と同レベルのトリップ属性まで調査を行わないと、ADS をベースに需要予測モデル

を構築することは困難となる。 

 

表 2.3 都市交通M/P 案件で実施されたアクティビティダイアリー調査の基礎情報 

 

                                                 
18 ジャカルタ首都圏における PT 調査(SITRAMP)のサンプル当たりの単価は、通勤通学調査のもののほぼ２倍で、933 円／世帯、

あるいは 274 円／人。 

No. 1 6 9
City Santa Cruz Abidjan Jakarta

Country Bolivia Cote d’Ivoire Indonesia
Abbreviation for Study Name SCZMP SDUGA JUTPI
Population (million) 1.80 4.90 28.00
No. of Households (million) 0.40 1.17 7.30
Implementation Year 2016-17 2013 2010
First Time? Yes Yes No
Use of Any Mobile Device None None GPS Logger
Cost for Local Consultant

(million JPY) 1.60 6.20 8.24
(other) 14,400 USD 69,700 USD 891,650,000 IDR

Collected Samples
(households) 900 1,010 600

(persons) 1,800 3,088 2,461
Price per Sample (JPY)

(per household) 1,777 6,142 13,734
(per person) 889 2,009 3,348

(per person-day) 889 1,004 1,116
Survey Targets

Intervals (minutes) 15 15 -
Duration (days) 1 2 3

Survey Zones 433 101 95
Trip Rate per person-day 2.13 3.05 2.37
Household Attributes Yes
Individual Attributes Yes
Origin/Destination Yes Yes Yes
O/D Facility Type No No 20 types
Departure/Arrival Time every 15 min. every 15 min. Yes
Purpose 12 purposes 11 purposes 7 purposes
Cost No No Yes
Transfer Points None None 6 unlinked trips
Travel Modes 20 modes 19 modes 27 modes
Driver/Passenger No Yes Yes
Number of Occupants No No Yes
Access/Egress Cost and Time No No Yes
Transit Wait Time No No Yes
Parking Place No No No
Parking Cost No No Yes
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レビュー対象 M/P 案件における交通調査や需要予測の課題等の検討にあたっては、ヒアリングや文献等に

基づくレビューのみならず、可能な限り交通調査データや需要予測モデルを入手して、より詳細な分析を進める

ことが望ましい。その一環として、とりわけ、M/P の更新や交通調査のアップデートが最近行われているマニラ、

ベトナム（ハノイ及びホーチミン）、ジャカルタ、ナイロビ（表中の黄色の案件）を対象に、過去の需要予測結果と

実際の交通調査結果との比較検証をなるべく定量的に行い、交通需要予測のずれの要因について、１）計画フ

レーム、２）交通調査やモデル、３）その他の外部要因19、のうち、いずれによるものなのかについて整理を行っ

ている。 

具体的には、以下の検証項目について、前回のM/Pスタディで作成された需要予測結果と、その後再度行わ

れた M/P スタディで実施された交通調査結果、または現況予測データとを比較することで検証を行う。なお、需

要予測値について、複数のケースがある場合には、標準的な成長率を仮定したデータセットを用いて予測・検証

を行うものとし、交通調査実施年と需要予測対象年次とが異なる場合には直線補間で検証年次（観測年次）に合

わせたものを用いる。 

 人口の確認 

 合計トリップ数の確認 

 平均機関分担率の確認 

 平均ゾーン内々率： （ゾーン内々トリップ数合計）／（総トリップ数） 

 市・県間分布交通量の確認 

 配分結果の断面交通量の確認 

次節以降に各案件のレビュー、及び過去の需要予測の検証結果について示す。なお、検証項目は、各案件

のデータ入手状況により異なっている。 

2.3.1 マニラ 

(1) プロジェクトの背景 

フィリピン国ではマニラ首都圏をはじめとした周辺都市での経済活動の活性化と人口の集中に伴い、交

通混雑や交通事故、生活環境の悪化が深刻な社会問題となっている。この解決を図るためには、運輸交通

インフラ整備において陸海空の各交通機関を総合的に計画することが必要であり、総合交通政策を所管す

る交通省（以下、DOTC）において、各種交通手段のデータ蓄積と組織力強化及び政策立案能力強化が求

められている。 

本プロジェクト期間での達成が期待されるプロジェクト目標は、本プロジェクトの終了時に『DOTC による

マニラ首都圏の公共交通網計画の策定体制が改善されること』であり、期待されるアウトプットは以下のと

おりである。(i)アウトプット 1：マニラ首都圏における交通データベースの管理能力が向上する(ii)アウトプッ

ト 2：マニラ首都圏における公共交通網の計画策定のための人材が育成される(iii)アウトプット 3：マニラ首

都圏における公共交通網整備に係る政策課題の検討調整能力と政策形成能力が向上する、としている。 

                                                 
19 ここでは、フレーム、交通調査、モデル以外の要因でずれが生じており、国内の交通に係る制度や状況が大きく異なる場合、プロ

ジェクトが計画通り実施されなかった場合、実施済みプロジェクトの内容が大きく異なった場合などに該当するものを外部要因と定

義した。 
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(2) PT 調査をはじめとする交通調査及び需要予測手法について 

前回の PT 調査から 10 年以上が経過しており、フィリピン政府側にデータベースの管理能力を強化する

必要が出てきているため、PT 調査を JICA（マニラ市内）と DOTC（周辺県）で行うこととした。しかし、大部分

の PT 調査費の予算確保、現地ローカルコンサルタントの入札等に係る部分で、現地企業と DOTC の調整

不良が見られ、結果的に 17 ヵ月間の遅延が発生した。調査団は、15 ヵ月間の契約期間延長を JICA に提

案し、2013 年 11 月 JCC および JICA によって延長された。そのため当初予定より 1 年 3 ヵ月遅れた 2015

年12 月に活動を完了した。 

PT 調査は、JICA 負担分はマニラ市中心部を対象として抽出率 1.0%程度、サンプル数 4,966 世帯、現地

政府負担分はマニラ市周辺県を対象として抽出率1.0%程度、46,222 世帯として実施された。その他に 49 か

所のコードンライン調査交通量調査、50 か所のスクリーンライン調査を実施した。これらの結果を用いて

データベースを作成してみると、車両保有率が非常に低い（4%）という問題に直面した。調査団は DOTC が

実施した調査サンプルは低所得層にかたり偏って取得されていることを発見し、車両登録データを基に修

正し、最終化した。 

MUCEP交通需要予測モデルはJICA-STRADA、CUBEの両方を用いて、マニラ首都圏の道路ネットワー

クおよび PT 調査と補足調査の結果から作成された。交通需要予測モデルは四段階推定法により構築され

た。5 つのトリップ目的（通勤、通学、私用、業務、帰宅）を元にして、説明変数を昼間・夜間人口、就業・従業

別１～３次人口、就学・従学別人口からなる 10 のオーソドックスなトリップ発生・集中モデルを作成した。次

に交通分布は、本調査の社会経済フレームは人口のフレームトレンドのみであり、将来の経済距離データ

等はなかった。このため、基本的なフレーター法を用いることとした。交通手段選択モデルは、オーソドック

スな 2 項選択モデルを構築した。交通配分では、道路セクターが作成した GIS ネットワークを基に、道路交

通のための道路配分モデル（利用者均衡配分）を構築した。 

ピーク時か日当たり推計を行うかについては、マスタープラン策定を基とした。年あたり経済財務分析を

計算するため、日当たり推計が求められた。 

(3) 都市交通分野における協力ニーズについて 

開発ニーズについては、本プロジェクトのカウンターパートは道路セクターであるため、道路交通におけ

る関心が、特にこだわりなく高い印象で、深刻な混雑解消のため大規模な環状道路整備や高速道路を整備

しているところである。しかし一方で、フィリピンでは、財閥系企業ニーズが開発に絡むことがあるため、

TOD 開発や都市開発には関心が高いと考えられる。 

キャパシティビルディングについても関心が高く、本プロジェクト内では、より実務的な内容を学びたいと

いうカウンターパートチームの要請に基づき、公共交通網整備に係る政策課題の検討調整能力と政策形

成能力の向上を目的に、小規模の公共交通課題を題材にしたトレーニング方法が採用された。レクチャー

と演習の代わりに自ら実際に CUBE を用いながら、バス専用レーン導入検討、バスルート計画などの公共

交通改善計画について検討した。JICAプロジェクトチームはMUCEPデータベースを使いながらカウンター

パートチームに対して進捗の相談に乗る、アドバイスを行うなどの指導を行った。本アプローチは非常にう

まく機能しており、カウンターパートチームからは課題を自ら進めながら JICA プロジェクトチームに多くの

質問をし、活発に課題に取り組んでいる様子が見られた。課題が進むにつれ質問内容もより実務的なもの

が増え、検討結果はレポートにまとめられ、JCC やセミナーでカウンターパートチームによって発表された。 

また、調査団は MUCEP データベースを常態的に管理する交通計画ユニット（TPU）設立を提案し、これ

が実現化された。前の政権ではこの TPU を中心としてフィリピンの全土にわたって PT 調査を実施すること
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も考えとしてあった。 

PT 調査を JICA と現地政府で分担するのはあまり普通ではない。しかし、結果的に後れを伴いながらで

はあるが、カウンターパートはデータベースの更新、生成、データベースを用いた評価について多くの経験

を得たようである。 

(4) 過去の需要予測結果の検証 

以下に比較結果を示す。人口、合計トリップ数は 0.92、1.04 と実際の交通状況と同程度となっているが、

機関分担率の比較では徒歩は現況よりやや過小、ゾーン内々率はやや過大傾向である。市県間分布交通

量を見ると MetroManila に関係する市県間、市県間内々で 5%を超え過大、MetroManila に関係するゾーンで

-5%未満となり過小傾向である。また、断面交通量は、平均でみると同程度の値だが、個別比較では精度

が低い傾向である。 

結果について考察すると、MMUTIS で想定した個人・世帯年収は予想ほど伸びておらず20、私的交通へ

のシフトが抑止されたこと、MUCEP では高所得層のサンプル取得率が低く、偏りが徒歩に出た可能性があ

ること、Metro Manila 市中心部への一極集中が見られ、中心部－郊外地域間の交通量が数パーセントから

10%程度推計値より小さいこと、MMUTIS で考えられていた道路計画や、南北通勤線など鉄道計画の実施

状況が実際と大きく異なっていることが誤差の原因として挙げられた。 

 

表 2.4 MMUTIS－MUCEP の需要予測の検証 

2014 年 MMUTIS（予測） MUCEP（実際） 実際/予測 

① 人口 (000)21 13,617 12,461 0.92 

② 合計トリップ数(000) 26,594 27,667 1.04 

③ 平均機関分担率(%) Walk Public Private Walk Public Private 
- 

19.8 53.4 26.8 30.8 45.9 23.4 

④ 平均ゾーン内々率(%) 29.5% 21.7% 73.4% 

⑤ 市・県間分布交通量 別表 別表 - 

⑥ 配分結果の断面交通量（pcu/日） 2,435,042 2,036,898 0.84 

 

表 2.5 市県間分布交通量（０より多いと推計が過大） 

MMUTIS-MUCEP Metro Manila Bulacan Rizal Cavite Laguna 

Metro Manila -6.6% 2.4% 2.3% 1.6% 2.8% 

Bulacan 12.0% -5.5% 0.7% 0.4% 0.6% 

Rizal 15.1% 0.9% -7.6% 0.6% 1.3% 

Cavite 11.4% 0.5% 0.2% -9.7% 9.9% 

Laguna 10.2% 0.4% 1.0% 5.7% -2.4% 

 

(5) 過去モデルへ現況データを入力したモデルの妥当性検証 

過去のモデルへ現況データを入力した際の再現結果を以下に示す。発生集中量は現況／モデルの値

は 0.872 と同様の値となっている。分布交通量の誤差は概ね±10%以内であるが、Metro Manila 内々の推

計値は 11.3%ととなり過大な傾向が見られた。また、ゾーン内々率は、前節からモデルの方が 8%程度過大

であるが、新データを入力しても 10%ほど過大である傾向が見られた。このことから、モデルが過大に推計

されていることを示しており、モデルによる誤差があると判断した。 

                                                 
20 予測値は 2015/1996 で 1.73 倍、実際は 1.48 倍 
21 Metro Manila を対象 
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機関分担は、Walk はほぼ同様の値だが、Public が 10%程度過大となっている。前節の過去のモデルによ

る推計値では過小であったのに対し、過去モデルに新データを入力すると、現況30.8%のところ27.6%とほぼ

同様の値を取ることから、交通状況が変わったことによる外部要因によるものと判断した。 

分布交通量のモデル構築時、まだ都市が外延化せず、都市内に集中していたため、平均ゾーン内々率

が過大に推計されるモデルを構築した可能性がある。 

 

表 2.6 追加検証結果 

発生集中 線形式 
現況 モデル 現況/モデル 

35,503 40,686 0.872 

分布 重力モデル 
メトロマニラ内々で推計値が+11.3%、それ以外は±
10%以内の誤差 

ゾーン内々
率 

内々交通量推計モデル 
現況 モデル 現況/モデル 

21.7% 34.2% 0.63 

分担 歩行者、Public、Private を分担 

% Walk Public Private 

現況 30.8 45.9 23.4 

モデル 27.6 56.9 15.5 

 

表 2.7 追加検証による分布交通量 

 

 

以上の結果を踏まえ、要因分析を整理すると、以下となった。 

 

表 2.8 要因分析結果 

 
① 

人
口
の
確
認 

② 

合
計
ト
リ
ッ
プ
数 

③ 

平
均
機
関
分
担
率 

④ 

平
均
ゾ
ー
ン
内
々
率 

⑤ 

市
・県
間
分
布
交
通
量 

⑥ 

配
分
結
果
の
断
面
交
通
量 

計画 

フレーム 

A) GDP、人口、雇用数が想定と大きく異なった。             

B) 周辺地域の状況が大きく異なり影響を与えた。             

C) 都市計画の実施状況や都市成長が大きく異なった。             

交通調査/モ

デル 

A) 交通調査の質が確保できなかった。            

B) 需要予測モデルの質が確保できなかった。       ✓✓ ✓   

その他 

外部要因 

A) 国内の交通に係る制度や状況が大きく異なった。     ✓  ✓   

B) プロジェクトが計画通り実施されなかった。           ✓ 

C) 実施済みプロジェクトの内容が大きく異なった。             

推計値ー実測値 Metro Manila Bulacan Rizal Cavite Laguna
Metro Manila 11.4% 1.8% 1.9% 0.7% 0.5%
Bulacan 2.0% -4.8% 0.0% 0.0% 0.0%
Rizal 2.0% 0.0% -4.2% 0.0% 0.0%
Cavite 0.9% 0.0% 0.0% -3.6% 0.0%
Laguna 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% -3.1%
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(6) ずれの要因の構造分析 

予測結果のずれについて追加検証した結果、MMUTIS のモデルはゾーン内々率、分布交通量の部分で

乖離が生じており、分布交通量のモデルの質が確保できなかったと判断された。 

このため、ずれの構造要因分析では、分布の段階における関連する項目について、報告書の記載から

検証を行った。 

MMUTIS の報告書では、重力モデルが書かれており、現在パターン法は用いていないが、分布モデル

は Home Based/Non-home Based の別にはなっていない。また、分布交通量モデルは距離による目的別

モデルのみとなっており、所得階層や自動車保有台数のカテゴリー別になっていない。パラメータ推定時

の適合度指標（重相関係数、尤度、的中率、t値など）として重相関係数が記載されており、通常のレベルの

精度が確保されている。パラメータの符号条件が逆、多重共線性、複数の説明変数候補のうち、t値の低い

説明変数を採用していることはなかった。また、対象地域の TAZ は区程度のゾーンをベースとし、必要に

応じて分割されているため、大まかすぎるということはない。日ベースでの推計が行われているが、TDM

の具体施策は記載されていない。HIS 調査の回答などで調査員が不正確な記入を行っている記載は特に

ない。分布交通量に不明確なダミー変数は設定されていないようである。 

以上より、分布交通量モデルに自動車保有台数や所得階層の概念が入っていない点が、精度を落とし

ている理由と判断された。 

 

図 2.6 分布交通量検証のためのゾーン集約 

Metro 

Manila 

Bulacan 

Rizal 

Laguna 

Cavite 
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2.3.2 ハノイ 

(1) プロジェクトの背景 

ベトナムでは他国と同様に、急速な都市化が進行している。経済の効率化を推進する一方で、都市は住

民にとって良好な生活環境を整備しなければならないが、都市の拡大が著しく進行しており、ベトナム国政

府は解決のためには公共交通が重要な役割を担うべきであるとした。これまで、JICAは、都市鉄道（UMRT）

網を含む都市交通マスタープラン策定を目的に、「ベトナム国ハノイ市総合都市開発計画調査(HAIDEP, 

2004-2007)」を実施した。その後、ハノイ市では 2011 年に、鉄道網計画が承認された。現在、ハノイ市では

4 路線(1 号線、2 号線、2A 号線、3 号線)が事業実施段階にある。このような状況の下、本調査「ベトナム国

主要都市鉄道情報収集・確認調査(METROS)」は MOT(Ministry of transport)、DOT(Department of transport)、

HAPI(Hanoi Authority for planning and Investment)、MAUR(Ho chi minh city Management Authority for Urban 

Railways)を主要なカウンターパートとして、（１）交通と都市開発に関する現行計画と関係資料、特に UMRT

システムに関連する情報の収集並びに見直し（２）補足調査実施による都市交通データベースの更新（３）

更新された現在の UMRT 網と個々の路線データベースを基にした需要予測の実施（４）技術的な視点から

の UMRT 網路線の検討・見直し（５）UMRT システムの将来的な開発に関する提言の作成を目的として実施

した。 

(2) PT 調査をはじめとする交通調査及び需要予測手法について 

前身調査の HAIDEP から 10 年が経過しようとしており交通計画に必要なデータベースを再構築する必

要があること、また、近年 ODA 案件で多い鉄道評価への対応、都市鉄道網の分析に必要な交通データを

更新することを目的とし、PT 調査(9,200 世帯対象、ハノイ市と周辺省の地区を含む人口の約1%の標本抽出

率)、5 か所のスクリーンライン調査、43 か所のコードンライン調査、10 ルートの旅行時間調査を含む一連

調査を実施した。抽出率は予算の関係から低い傾向となったが、前回の交通データベースが存在すること、

交通量カウント調査個所数を増加させ、OD を修正するため良しと判断した。PT 調査では、交通に関する質

問だけでなく都市問題にも視点を向ける必要があることから、社会経済的な質問を多く取り入れ附票として

入れ込んだ。さらに予算を削減させるため、PT 調査は需要予測のローカルコンサルタントで有名な TEDI

が実施した PT 調査を利用することとしたが、TEDI の調査結果の品質は低く、旅行時間とコスト情報がない

ため、交通データとして利用しにくいという問題に直面した。そこで、交通量カウント調査の箇所数を当初よ

り増やし、OD 修正に活用した。結果、質問内容が長くなり、サンプル取得率を上昇させるのに苦労したが、

都市問題である上下水道、所得、災害などについては区別での分析が可能となり、有用だった。 

予測モデルは4段階推定法を基本モデルとしJICA-STRADAを用いて、発生/集中、分布、分担、配分の

モデルを構築した。発生/集中モデルは人口統計指標と発生集中交通量から、自動車保有/非保有、オート

バイ保有別発生・集中別、目的別の10の線形回帰モデルを構築した。分布モデルもHISデータを用いて自

動車保有/非保有、オートバイ保有別目的別で 10 の重力モデルを構築した。機関分担モデルは HIS データ

を用いて MC, Car, Bus, Truck, Bicycle の 5 車種の非集計モデルを構築した。交通量配分モデルは利用者

均衡配分としている。 

ピーク時か日当たり推計を行うかについては、ピーク時での推計の要望が求められていなかったため

日当たりとした。ピーク時交通量が必要な場合は、方向別時間集中率を調査結果から得て、ピーク時交通

量を求める方針とした。 
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(3) 都市交通分野における協力ニーズについて 

本プロジェクトでは、鉄道セクターを対象としているため、基本的に鉄道開発について興味を抱いており、

特に近年では TOD について関心が出てきている状況である。キャパシティビルディングについても関心が

あり、特に開発評価のツールについて興味を持っているが、育成の成果が出にくく、管理者側の育成方法

についての知識や経験、技術者側のやる気が足りない場面がよく見られる印象である。 

鉄道整備とフィーダーバスの連携についてカウンターパートに再三重要性を唱えてきているが、まだ鉄

道が無いため理解が浅いと考えられる。 

当時、ハノイ市では鉄道 4 路線(1 号線、2 号線、2A 号線、3 号線)が事業段階であり、本プロジェクト実施

中に 6 号線、3 号線のプレ FS、2 号線の FS、1 号線 DD が行われた。またプロジェクト実施後に JICA によ

る 5 号線のプレ FS が実施された。 

協力関係にあるドナーとしては、中国とドイツの鉄道借款案件がある。 

(4) 過去の需要予測結果の検証 

人口、合計トリップ数については、1.07、0.88 と現況交通とほぼ同様である。しかし、機関分担率について

は全体的に大きく異なっている結果となった。公共交通利用率を向上させようとするビジョンが盛り込まれ、

将来の Bus は高めに設定され、Bus は 10%程度モデルが過大となった。また、Car は将来の所得向上に応

じて自動車保有率が増大するシナリオが反映されたため、10%程度モデルが過大となった。 

内々率の実際/モデルについては 1.61 倍となり、モデルが過小となっている。配分結果の断面交通量は

過小傾向を示している。 

 

表 2.9 HOUTRANS－METROS の需要予測の検証 

2013 年 HOUTRANS（予測） METROS（実際） 実際/予測 

① 人口 (000)22 3,792 4,063 1.07 
② 合計トリップ数(000)1 9,359 10,571 0.88 
③ 平均機関分担率(%) Bicycle MC Car Bus Truck Bicycle MC Car Bus Truck 

- 
11.3 56.8 15.2 14.1 2.6 19.4 64.2 5.4 9.8 1.1 

④ 平均ゾーン内々率(%) 29.0% 46.8% 1.61 

⑤ 市・県間分布交通量 別表 別表 － 

⑥ 配分結果の断面交通量（pcu/日） 450,487 294,852 0.65 

 

表 2.10 市県間分布交通量（０より多いと推計が過大） 

 

(5) 過去モデルへ現況データを入力したモデルの妥当性検証 

過去のモデルへ現況データを入力した際の再現結果を以下に示す。その結果、発生集中量は現況／モ

デルで1.22を示しており、モデルの方が過大に推定されていることが分かった。前節の過去モデルの推計

値では、予測結果は同程度だったが、過去モデルに現況データを入力するとモデルが2割程度過小となっ

                                                 
22 ハノイ市を対象 

HAIDEP-METROS Center South West East North
Center 7.5% 0.1% 0.1% 0.5% 0.5%
South 0.2% 2.6% -0.4% 0.1% 0.1%
West 0.0% -0.4% 0.0% 0.1% 0.0%
East 0.6% 0.2% 0.1% 3.1% 0.2%
North 0.7% 0.1% 0.0% 0.2% 1.4%
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ていることから、交通状況が変化したと判断した。また、前節のゾーン内々率の結果は、過去の予測結果

は過小傾向だったが、過去モデルに現況データを入力すると同程度となったことから、モデルの誤差では

なく、外部要因の影響によるものと判断した。 

手段分担率は、Car は同程度、Bus は過大傾向を示しており、前節の過去の予測結果は過大傾向だった

が、過去モデルに現況データを入力すると Car は同程度となったが、Bus は 5%程度過大に推計された。

Bus が過大傾向を示しているが、将来に Bus 利用が増大するシナリオが想定されているためと判断した。 

以上より、追加検証によって、ゾーン内々率は入力データの変容に伴う外部要因によるものが原因と判

断し、機関分担率はシナリオ設定によって多少ずれが生じていると判断した。 
 

表 2.11 追加検証結果 

発 生 集
中 

線形式 
現況 モデル 現況/モデル 

22,174 18,249 1.22 

分布 重力モデル 現況とモデルの誤差は 10%以内 

ゾ ー ン
内々率 

内々交通量推計モデル 現況 モデル 現況/モデル 

46.8% 51.4% 0.91 

分担 

2 段階2 項選択モデル % Bicycle MC Car Bus Truck 

現況 25.9 60.2 5.2 6.5 2.2 

モデル 23.5 58.3 5.1 12.8 0.2 

 

表 2.12 追加検証による分布交通量 

 
 

表 2.13 要因分析結果 
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口
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均
ゾ
ー
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⑤ 

市
・県
間
分
布
交
通
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⑥ 

配
分
結
果
の
断
面
交
通
量 

計画 

フレーム 

A) GDP、人口、雇用数が想定と大きく異なった。             
B) 周辺地域の状況が大きく異なり影響を与えた。             
C) 都市計画の実施状況や都市成長が大きく異なった。             

交通調査/モ

デル 

A) 交通調査の質が確保できなかった。             
B) 需要予測モデルの質が確保できなかった。    ✓ ✓       

その他 

外部要因 

A) 国内の交通に係る制度や状況が大きく異なった。    ✓  ✓     
B) プロジェクトが計画通り実施されなかった。           ✓  
C) 実施済みプロジェクトの内容が大きく異なった。            

推計-実際 Center South West East North
Center -1.1% -0.4% -0.3% 0.4% -0.1%
South -0.4% -0.9% 0.1% 0.2% 0.0%
West -0.3% 0.1% -1.5% 0.2% 0.0%
East 0.3% 0.2% 0.2% -3.2% -0.1%
North -0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -4.2%
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(6) ずれの要因の構造分析 

予測結果のずれについて追加検証した結果、HAIDEP のモデルは発生集中量が過大、機関分担のバス

の部分で乖離が生じており、発生集中と機関分担モデルの質が確保できなかったと判断した。 

このため、ずれの構造要因分析では、分布と機関分担の段階において関連する項目について、報告書

の記載から検証を行った。 

1) 発生集中モデル 

報告書に発生集中別目的別発生集中モデルが記載されており、Home Based/Non-home Based の目的

は１つにまとめられている。発生集中モデルは自動車保有別でカテゴリーを持っている。ただしパラメータ

推定時の適合度指標（重相関係数、尤度、的中率、t 値など）は記載が無い。パラメータの符号条件が逆、

多重共線性は無いようであるが、複数の説明変数候補のうち、t 値の低い説明変数を採用しているかにつ

いては記載が見当たらない。TAZ は Commune をベースとしており、ゾーンが細かく設定されていないこと

は見受けられない。既存統計との乖離は見られないが、トリップ生成モデルを構築していることから、補正

は行われていると考える。調査実施時の不正確な記入、古くに実施されたセンサスと経年の住民登録等の

人口統計データによる検証、補正については記載がなかった。 

また、政治的に決められた自治体の将来人口予測値を採用しているか、国家目標等の野心的な一人当

たり GDP の目標値を予測値として利用しているか、ナンバープレート登録機関の自動車登録台数と自動車

輸入や自動車税徴収機関の自動車台数に齟齬があるかどうかについても記載はなかった。 

発生集中モデルは従学従業人口が説明変数となっており、昼間人口が考慮されている。将来の所得あ

るいは自動車保有は社会経済指標モデルとして推計されているようである。 

特定地域の将来人口密度が極めて高い、現実的ではない大規模あるいは極めて高密度な開発計画を

想定して無かった。 

このため、Home Based/Non-home Based の別になっていないこと、発生集中モデルの推計精度が確認

できないこと、野心的な GDP や人口をそのまま採用したかどうかが不明の部分が精度を落としている理由

と判断された。 

 

2) 機関分担モデル 

報告書には手段選択モデルが記載されている。手段選択モデルは離散選択モデルが使用されており、

対象地域で妥当な車種区分が設定されている。Home Based/Non-home Based の別は定められておらず、

所得や自動車保有は考慮されていない。パラメータ推定時の適合度指標（重相関係数、尤度、的中率、t 値

など）は記載が無い。多重共線性は無いようだが、複数の説明変数候補のうち、t 値の低い説明変数を採

用しているかどうか記載がない。 

手段選択モデルで旅行時間など交通政策の評価に必要な説明変数を採用している。 

対象地域の TAZ は Commune ベースであり、必要に応じて分割している。推計は日ベースで行っている

が、TDM に関する具体施策の記載はなかった。 

既存統計、調査員の不正確な記入、ナンバープレート登録機関の自動車登録台数と自動車輸入や自動

車税徴収機関の自動車台数の齟齬などに記載はなかった。 

明確な根拠なくダミー変数が設定されていることはなかったが、手段選択で、規制速度による最短経路

探索、回答データ、距離のみを用いて LOS データ（ゾーン間一般化費用）を作成しているかは記載が無く、

Bicycle, MC, Car, Bus, Truck 別で LOS データを算出している。 
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配分ネットワークデータの作成方法、平均値法を採用しているか、混雑による公共交通の速度低下が考

慮されているかどうか、公共交通台数増加による渋滞悪化が考慮されているか、収束計算の条件の記載

が無く、判断ができない。ただし、道路混雑による手段選択の変化を考慮した繰り返し計算は実施していな

いようである。 

以上より、Home Based/Non-home Based の別になっていないこと、所得階層や自動車保有を考慮してい

ない、道路混雑による手段選択の変化を考慮した繰り返し計算を実施していない部分が精度を落としてい

る理由と判断された。 

 
図 2.7 分布交通量検証のためのゾーン集約 

2.3.3 ホーチミン 

(1) プロジェクトの背景 

ベトナムでは他国と同様に、急速な都市化が進行している。経済の効率化を推進する一方で、都市は住

民にとって良好な生活環境を整備しなければならないが、都市の拡大が著しく進行しており、ベトナム国政

府は解決のためには公共交通が重要な役割を担うべきであるとした。これまで、JICAは、都市鉄道（UMRT）

網を含む都市交通マスタープラン策定を目的に、「ベトナム国 ホーチミン都市交通計画調査 (HOUTRANS, 

2002-2004)」を実施した。その後、ホーチミン市で 2009 年に鉄道網計画が承認された。現在、ホーチミン市

では 3 路線(1 号線、2 号線、5 号線)が事業実施段階にある。このような状況の下、本調査「ベトナム国主要

都市鉄道情報収集・確認調査(METROS)」は MOT(Ministry of transport)、DOT(Department of transport)、

HAPI(Hanoi Authority for planning and Investment)、MAUR(Ho chi minh city Management Authority for Urban 

Railways)を主要なカウンターパートとして、（１）交通と都市開発に関する現行計画と関係資料、特に UMRT

システムに関連する情報の収集並びに見直し（２）補足調査実施による都市交通データベースの更新（３）

更新された現在の UMRT 網と個々の路線データベースを基にした需要予測の実施（４）技術的な視点から
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の UMRT 網路線の検討・見直し（５）UMRT システムの将来的な開発に関する提言の作成を目的として実施

した。 

(2) PT 調査をはじめとする交通調査及び需要予測手法について 

前身調査の HOUTRANS の実施以降 10 年が経過しており、交通計画に必要なデータベースを再構築す

る必要があること、また、近年 ODA 案件で多い鉄道評価への対応、都市鉄道網の分析に必要な交通デー

タを更新するために家庭訪問調査(20,000 世帯対象、ホーチミン市と周辺省の地区を含む人口の約 1%の標

本抽出率)、25 か所のスクリーンライン調査、18 か所のコードンライン調査、16 か所の交通量観測調査、16

ルートの旅行時間調査を含む一連調査を、ホーチミン交通大学に再委託をして実施した。PT 調査では、交

通に関する質問だけでなく都市問題にも視点を向ける必要があることから、社会経済的な質問を多く取り入

れ附票として入れ込んだ。前回の PT 調査を実施した HOUTRANS の OD データと上述の補足調査の交通

データ結果を更新し、UMRT ネットワークと路線の分析を実施した。結果、質問内容が長くなり、サンプル取

得率を獲得するのに苦労したが、都市問題である上下水道、所得、災害などについて区別での分析が可

能となり、カウンターパートからの評価が高かった。また、高所得層のサンプル数取得が困難であったため、

特定地域を対象として再調査を行い、サンプル回収率の上昇を図った。 

予測モデルは4段階推定法を基本モデルとしJICA-STRADAを用いて、発生/集中、分布、分担、配分の

モデルを構築した。発生/集中モデルは人口統計指標と発生集中交通量から、Home Based/Non-home 

Based トリップ別発生集中別目的別（通勤、通学、私的、業務、帰宅）に 10 のモデルの線形回帰モデルを構

築した。分布モデルは HIS データを用いて内々、内外モデル別Home Based/Non-home Based トリップ別目

的別（通勤、通学、私的、業務、帰宅）で 18 の重力モデルを構築した。手段分担モデルは PT データを用い

て徒歩・自転車分担モデルを目的別で構築・計算し、残りのトリップを非集計モデルで目的別 MC, Car, Bus

の 3 車種に分担させて構築した。なお、鉄道評価ができるように、道路交通から鉄道への転換モデルも非

集計モデルで構築している。交通量配分モデルは分割配分（10 段階）とした。分割配分にした理由は、ホー

チミンでは混雑が著しく、利用者均衡配分だと非現実的な迂回をするようになることを確認したためである。 

ピーク時か日当たり推計を行うかについては、ピーク時での推計の要望が求められていなかったため

日当たりとした。ピーク時交通量が必要な場合は、方向別時間集中率を調査結果から得て、ピーク時交通

量を求める方針とした。 

(3) 都市交通分野における協力ニーズについて 

ホーチミンの状況は、TOD、キャパシティビルディングについて関心があり、特に開発評価のツールにつ

いて興味を持っているが、育成の成果が出にくく、管理者側の育成方法についての知識や経験が足りない

場面がよく見られる印象である。 

鉄道整備とフィーダーバスの連携についてカウンターパートに再三重要性を唱えてきているが、まだ鉄

道が無いため理解が浅いと考えられる。 

当時、ホーチミン市では 3 路線(1 号線、2 号線、5 号線)が事業実施段階にあり、本プロジェクト実施後に

JICA による 3 号線の FS が実施された。 

協力関係にあるドナーとしては、フランスと日本の鉄道借款案件がある。 

(4) 過去の需要予測結果の検証 

人口、合計トリップ数については、1.02、0.99 と現況交通とほぼ同様である。しかし、機関分担率について

は全体的に大きく異なっている結果となった。一方、市県間交通量については外周市県間（Outside）以外の
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かい離は 10%以下であり、比較的良好である。断面交通量は実際の交通量が推計に比べ 1.773 倍となって

おり、過小となっている。 

検証結果のずれについてヒアリング、考察すると、推計は公共交通利用率を向上させようとするビジョン

が盛り込まれ、将来のBusは高めに設定され、Carは、将来の所得向上に応じて自動車保有率が増大する

シナリオが反映されたため、将来の Car が高めに設定された。実際には中国から輸入された低廉なオート

バイの使用状況が高くなったため、MC の利用率が増大したと推察される。 

一方、平均ゾーン内々率は実際よりやや過小となり、想定よりトリップ長の伸びが大きくならなかったも

のと想定される。予測の Car,BUS の機関分担率は、実際に比べてかなり高いため、より効率的な交通状況

となっており、結果、配分結果の断面交通量は過小傾向を示している。 

 

表 2.14 HOUTRANS－METROS の需要予測の検証 

2013 年 HOUTRANS（予測） METROS（実際） 実際/予測 

① 人口 (000)23 10,726 10,910 1.02 

② 合計トリップ数(000)1 20,327 20,507 0.99 

③ 平均機関分担率(%) MC Car Bus Truck MC Car Bus Truck 
- 

58.7 12.1 28.1 0.1 89.9 3.6 4.7 1.7 

④ 平均ゾーン内々率(%) 35.3% 48.7% 138.1% 

⑤ 市・県間分布交通量 別表 別表 － 

⑥ 配分結果の断面交通量（pcu/日） 1,221,873 2,142,583 1.754 

 

表 2.15 市県間分布交通量（０より多いと推計が過大） 

 

(5) 過去モデルへ現況データを入力したモデルの妥当性検証 

過去のモデルへ現況データを入力した際の再現結果を以下に示す。その結果、発生集中量は0.968とほ

ぼ同様なった。分布モデルについても現況とモデルの差は 10%以内となり、ほぼ同様の値を示した。 

ゾーン内々率については、現況／モデルの値が 1.67 を示し、モデルが過小推計を示した。内々交通量

を他のモデル K（G＋A)^b24に置き換える等、ゾーン内々率モデルの構築を検討したが、24%と大差がなかっ

た。 

以上より、過去の予測結果が過小、新データを入力しても過小となっているため、モデルの誤差によるも

のと判断した。 

機関分担率は、ビジョンによる分担率設定前でモデルと現況を比較すると、オートバイが過大となった。

これは、中国メーカーが 1999 年にベトナムへ進出しており、日本製の 1/2 の価格で売り出したことで、シェ

アが一時 80%ほどに利用者が増大していることが影響していると考えられる25。このことから、オートバイの

                                                 
23 HCMC を対象 
24 K、b をパラメータ、G を発生交通量、A を集中交通量としたときの内々交通量を計算するモデルとして知られる。 
25 ベトナム市場攻防戦：バイクは「中国、総崩れ」状態で日本の天下に(http://news.searchina.net/id/1533467?page=1) 

 中国製バイク、潰し合いで東南アジアから敗走(http://japanese.china.org.cn/business/txt/2016-09/27/content_39383541.htm) 

中国製バイク、ベトナム市場からまもなく淘汰(http://www.viet-jo.com/news/economy/120228095722.html) 

HOUTRANS-METROS HCMC Binh Duong Dong Nai Long An
HCMC 7.9% 0.1% 0.2% 0.0%
Binh Duong 0.1% -2.3% 0.1% 0.0%
Dong Nai 0.2% 0.1% -1.0% 0.0%
Long An -0.1% 0.0% 0.0% 1.6%
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増大を踏まえてモデルを推定したため、モデルが過大傾向を示したことが考えられる。推移を想定しにくい

ことから、分担率のずれは外部要因によるものとした。 

 

 

図 2.8 オートバイ保有台数の推移 

 

表 2.16 追加検証結果 

発生集中 線形式 
現況 モデル 現況/モデル 

20,507 21,182 0.968 

分布 重力モデル 現況とモデルの誤差は 10%以内 

ゾーン内々
率 

地域ごとの内々率を適用 現況 モデル 現況/モデル 

49.1% 29.3% 1.67 

分担 

歩行者のみ事前に分担 

その後多項ロジットモデルの分担 

（前回と比較のため自転車を除

外） 

現況 89.9 3.6 4.7 1.7 

モデル 97.5 1.2 0.8 0.5 

現況 89.9 3.6 4.7 1.7 

 

表 2.17 追加検証による分布交通量 

 

以上より、要因分析結果は以下となった。 

METROS-HOUTRANS Model HCMC Binh Duong Dong Nai Long An

HCMC -0.9% 0.2% -0.1% 0.2%

Binh Duong -4.4% 7.3% -2.4% 0.1%

Dong Nai -1.7% -1.1% 2.4% 0.0%

Long An 4.1% 0.2% 0.0% -1.3%
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表 2.18 要因分析結果 

 
① 

人
口
の
確
認 

② 

合
計
ト
リ
ッ
プ
数 

③ 

平
均
機
関
分
担
率 

④ 

平
均
ゾ
ー
ン
内
々
率 

⑤ 
市
・県
間
分
布
交
通
量 

⑥ 

配
分
結
果
の
断
面
交
通
量 

計画 

フレーム 

A) GDP、人口、雇用数が想定と大きく異なった。             
B) 周辺地域の状況が大きく異なり影響を与えた。             
C) 都市計画の実施状況や都市成長が大きく異なった。             

交通調査/モ

デル 

A) 交通調査の質が確保できなかった。             
B) 需要予測モデルの質が確保できなかった。      ✓      

その他 

外部要因 

A) 国内の交通に係る制度や状況が大きく異なった。     ✓✓ ✓     
B) プロジェクトが計画通り実施されなかった。             
C) 実施済みプロジェクトの内容が大きく異なった。           ✓ 

(6) ずれの要因の構造分析 

予測結果のずれについて追加検証した結果、HOUTRANS のモデルはゾーン内々率の部分で乖離が生

じており、分布交通量のモデルの質が確保できなかったと判断した。 

このため、ずれの構造要因分析では、分布の段階における関連する項目について、報告書の記載から

検証を行った。 

HOUTRANS の報告書では、重力モデルが書かれており、現在パターン法は用いていないが、分布モデ

ルは内々率の設定で、調査当時のトリップ長がかなり短いことを考慮し、ゾーンの大きさを考慮した地域別

の将来内々率を設定して対応している。また、分布モデルは Home Based/Non-home Based の別にはなっ

ていない。また、分布交通量モデルは距離によるモデルだが目的別とはなっておらず、所得や自動車保有

台数のカテゴリー別にもなっていない。パラメータ推定時の適合度指標（重相関係数、尤度、的中率、t 値な

ど）として t 値、重相関係数が記載されており、通常のレベルの精度が確保されている。パラメータの符号

条件が逆、多重共線性、複数の説明変数候補のうち、t 値の低い説明変数を採用していることはなかった。

また、対象地域の TAZ は Commune 程度のゾーンをベースとし、必要に応じて分割されているため、大ま

かすぎるということはない。日ベースでの推計が行われているが、TDM の具体施策は記載されていない。

HIS 調査の回答などで調査員が虚偽の記載を行っている記載は特にない。分布交通量に不明確なダミー

変数は設定されていないようである。 

以上より、分布交通量モデルに個別の将来内々率を設定していること、目的別モデルとなっていないこ

と、保有台数や所得の概念が入っていない点が、精度を落としている理由と判断された。 
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図 2.9 分布交通量検証のためのゾーン集約 

2.3.4 ジャカルタ 

(1) プロジェクトの背景 

インドネシア国ジャカルタ首都圏では JICA の支援により 2004 年にジャカルタ首都圏総合交通計画調査

(SITRAMP)が策定され、同首都圏の交通計画の根幹となっている。その後、Bus Rapid Transit System 

(BRT)の運行、高速道路の整備等、様々な交通施策が実施されたが、SITRAMP では想定できなかった急

速な車両登録台数の増加（ジャカルタ特別州のみでも 2000～08 年までにオートバイは約 4 倍、自動車は

約 2 倍）等により交通渋滞は依然深刻である。また、SITRAMP で提言された広域都市圏の交通インフラ事

業の計画、実施上の調整を行う枠組みは設置されていなかった。 

JABODETABEK 都市交通政策統合プロジェクト(JUTPI)フェーズ１においては、ジャカルタ首都圏の交通

渋滞の解消のため、①SITRAMP の改訂を行い、あわせて、②SITRAMP の改訂を独自に実施していくため

に中央および地方の政府関係機関職員からなる技術チームに対して必要な能力強化を行い、さらに、③

SITRAMP で提案している広域都市交通事業の整備計画、実施調整に必要な枠組みの設置、ならびに同枠

組みの計画策定、実施調整能力を実効的なものとするためのパイロット事業等の実施、また、関連する事

業化調査（F/S）を通じた活動支援を視野に入れるものである。 

(2) PT 調査をはじめとする交通調査及び需要予測手法について 

交通調査に関して、プロジェクト開始当初は SITRAMP で実施された交通需要予測をアップデートするた

めの最低限の調査を想定しており、2008 年のプロジェクト開始前に実施したスクリーンライン調査結果等を

活用してアップデートを行う予定であった。しかし、想定を上回る速さで都市化やモータリゼーション（自動

車の大衆化）が進展していることから、約 18 万世帯(約 2.6%)に対する大規模な家庭訪問調査を実施するこ
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ととなった。一方、調査項目については通勤通学目的に限定することで各世帯への訪問回数を減少させ、

費用の低減を図った。サンプリングについては人口センサスがほぼ同時期に実施されていたがプロジェク

トへの反映は間に合わないため、住民登録情報を活用した。 

通勤通学調査では調査対象を通勤・通学目的に絞ったものの質問項目は多岐にわたった。世帯、個人

の基本的な属性情報に加え、通勤・通学トリップの乗り換え地点やバスの路線番号、料金、待ち時間等をア

ンリンクトトリップ26ごとに詳細に質問した。このため、これらの情報は各世帯構成員に確認する必要があり、

結果的に調査員は何度も再訪問せざるを得なかった。住民登録情報はデータ作成時と調査実施時のタイ

ムラグやデータの不備等により約5%については実際に訪問しても存在しないケースがあった。高所得者世

帯は他の世帯と比較して調査への協力を得られた世帯が少なかった。協力が得られた世帯でも居住する

コンプレックスへの許可取得に時間を要した。これらは調査開始時の想定を超え、結果的に当初 3 か月を

想定した現地調査は 10 か月近くを要した。また、通勤通学調査によって推計された自動車登録台数と既存

の統計データを比較すると自動車では通勤通学調査による推計は登録台数の 1/3程度となっていた。この

ため、自動車登録台数のデータをもとに拡大係数の補正を行った。 

トリップレートについては通常の PT 調査では、通勤、通学以外のトリップが記載されないケースが多くあ

ることが指摘されている。これらの行動を補足し、トリップレートを高い精度で推計するために通常の紙に

よる調査票と合わせて調査対象日に個人用の GPS 記録装置を持って歩いてもらう個人追跡調査(Person 

Tracking Survey, PTS)を実施した。また、同様に車両に GPS を装着する車両追跡調査(Vehicle Tracking 

Survey, VTS)と高齢者、障害者、貧困層を対象とした交通弱者への調査(Transport Equity Survey, TES)をあ

わせて実施した。 

交通需要予測については基本的にはSITRAMPで作成されたモデルを基本とした。発生集中量予測モデ

ルはSITRAMP のモデルを基本とし、PTSをもとに補正を行った。分布交通量予測モデルは SITRAMP で開

発されたモデルをそのまま活用した。機関分担についてはネステッド（通学目的）及び多項ロジット（通学以

外）モデルを作成し、所得階層別目的別 OD 表に適用した。OD 表の推計にあたっては Cube を用いた。ま

た、ネットワーク作成についても Cube を用いた。推計された OD 表とスクリーンラインにおける交通量を比

較したところ、３つのうち一つのスクリーンラインで差が認められたが、方向規制による U ターン等が関連

しているものと考えられる。配分では SITRAMP において独自に開発されたソフトを活用したが、世界有数

の大都市の複雑なネットワーク(特にバス路線)であったため配分には１ケースあたり 4～8 時間を要した。

また、OD 表やネットワーク作成で異なるソフトを用いたために、ファイルのやり取りに時間を要しただけで

なく手作業が入ることによるミス等も発生した。 

結果的に、急速なモータリゼーションに対応して実施した調査であったが調査の実施から分析、交通需

要予測までは約1 年半を要した。 

(3) 都市交通分野における協力ニーズについて 

JICA では 2014 年から JUTPI フェーズ２を実施中であり、省庁・地域横断的な都市交通政策についての

枠組みの形成、公共交通利用促進のためのパイロットプロジェクトの実施、及び公共交通指向型都市開発

(Transit-Oriented Development, TOD)プロジェクトの実施能力向上の支援を行っている。また、ジャカルタ首

都圏の都市交通行政を担うジャカルタ首都圏交通庁が運輸省の下部組織として 2016 年に設置された。 

JUTPI の都市交通マスタープランでも提案されている都市高速鉄道(Mass Rapid Transit, MRT)は南北の

                                                 
26 ある目的（例えば、出勤や買物など）を持って起点から終点へ移動するリンクトトリップに対し、アンリンクトトリップとは一つの「交

通手段」による移動を単位とし手段トリップを意味する。 



34 

路線が工事中で、その他の路線も実現可能性調査や設計の段階にある。JUTPI 都市交通マスタープラン

の中でも提案されているモノレールは主に政治的な理由によりキャンセルされ、LRT の計画に置き換えら

れている。都市内の 6 つの高架高速道路や無料の高架道路、フライオーバー等のプロジェクトは JUTPI で

提案された路線とは異なるものの実施が進められており、一部の無料の高架道路は開通している。 

また、3-in-1 と呼ばれる都心部のピーク時乗車人員規制を廃止し、JUTPI では提案されていないナン

バープレート制を導入している。 

ジャカルタでは急速なモータリゼーションが進行しており、限られた道路空間を考慮すると大量輸送機関

の導入だけでなくロードプライシング等の強力な TDM を早急に実施する必要性が高いと考えられる。また、

長期的には TOD 施策等も重要性が高い。 

交通調査や交通需要予測の点から考えると TDM 施策や TOD 施策では集計データでは分析が困難な

様々な変数を扱う必要がある。例えば、トリップの出発時刻や徒歩距離も考慮する必要がある。また、3,044

万人(2015 年推計)の人口を考えると大規模な家庭訪問調査を定期的に行うことは容易ではなく、交通行動

の急速な変化も併せて考えると詳細かつ小サンプルな交通行動調査によるモデルの継続的なアップデー

トと既存の統計資料を基本とする将来推計が現実的と考えられる。 

しかしながら、これらの手法がインドネシア側で継続的に実施されていくためには行政機関職員だけで

なく交通計画分野の民間コンサルタントも含めた能力向上が必要と考えられる。 

(4) 過去の需要予測結果の検証 

2004 年の SITRAMP の将来交通需要予測結果と 2010 年 JUTPI の現況交通需要を比較した表を以下に

示す。詳細については添付資料 2「過去の需要予測結果の検証」を参照されたい。域内の人口は当時の予

測を 16%上回り、合計トリップ数は予測をさらに上回っている。市県間分布交通量を見ると特に郊外部のト

リップ数が過大あるいは過少に予測される傾向であったがばらつきはそれほど大きなものではなかった。

機関分担については、オートバイのシェアが予測を遥かに上回るレベルとなり、一方で公共交通のシェア

は予測の半分以下となっている。自動車については当初想定していたシェアとおおむね同程度となってい

る。平均ゾーン内々率についてはかい離が大きく観測値は SITRAMP による予測の半分程度の割合であっ

た。2008 年時点の SITRAMP による予測配分交通量と実際の観測交通量を比較すると実際の交通量の方

が PCU 換算で約30%程度高かったがマニラやホーチミンよりは R2 は大きな値(0.65)となった。 

 

表 2.19 ジャカルタ首都圏を対象とした SITRAMP の予測と JUTPI の現況の比較 

2010 年 SITRAMP（予測） JUTPI（実際） 実際/予測 

① 人口(000)27 24,098 27,911 1.16 

② 合計トリップ数(000)28 23,698 28,920 1.22 

③ 平均機関分担率(%)29 MC Car Public MC Car Public 
- 

20.7 22.7 56.7 61.7 12.4 25.9 

④ 平均ゾーン内々率(%) 26.2% 53.6% 2.04 

⑤ 市・県間分布交通量 別表 別表 － 

⑥ 配分結果の断面交通量(pcu/日)30 2,551,832 3,286,285 1.29 

 

                                                 
27 Jabodetabek を対象 
28 通勤通学トリップを対象。非動力系交通（徒歩・自転車等）も含む。 
29 通勤通学トリップを対象。非動力系交通（徒歩・自転車等）は対象外。 
30 全目的のトリップを対象。非動力系交通（徒歩・自転車等）は対象外。 
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表 2.20 市県間分布交通量（０より多いと推計が過大）31 

  Jakarta Tangerang Bogor Bekasi Total 

Jakarta 1.6% -0.3% -0.4% -0.9% 0.0% 

Tangerang 2.1% -0.1% -2.2% 0.2% 0.0% 

Bogor 0.8% -2.0% 3.6% -2.5% 0.0% 

Bekasi -0.4% 0.1% -3.3% 3.7% 0.0% 

 

表 2.21 要因分析 

 
① 
人
口
の
確
認 

② 

合
計
ト
リ
ッ
プ
数 

③ 

平
均
機
関
分
担
率 
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平
均
ゾ
ー
ン
内
々
率 

⑤ 

市
・県
間
分
布
交
通
量 

⑥ 

配
分
結
果
の
断
面
交
通
量 

計画 

フレーム 

A) GDP、人口、雇用数が想定と大きく異なった。 ✓ ✓    ✓ 

B) 周辺地域の状況が大きく異なり影響を与えた。 ✓ ✓    ✓ 

C) 都市計画の実施状況や都市成長が大きく異なった。 ✓ ✓    ✓ 

交通調査/モ

デル 

A) 交通調査の質が確保できなかった。       

B) 需要予測モデルの質が確保できなかった。  ✓ ✓✓  ✓ ✓ 

その他 

外部要因 

A) 国内の交通に係る制度や状況が大きく異なった。   ✓✓    

B) プロジェクトが計画通り実施されなかった。   ✓   ✓ 

C) 実施済みプロジェクトの内容が大きく異なった。   ✓   ✓ 

 

将来人口について、SITRAMP ではインドネシア大学の予測値を参照しており、出生率の減少、乳幼児死

亡率の減少、人口の社会減を想定している。しかしながら、ディベロッパーによる郊外の住宅開発など、都

市化が予想以上に急速に進み、地方からジャカルタ首都圏への一極集中化が進み、特に仕事を求めて上

京する労働者数が急増していると考えられる。 

オートバイの急増については、中間層の増加（各家庭が複数台所有）やオートバイ購入ローンの簡易化

による急速な普及、慢性化する交通渋滞を避けるための手段として利用されること、などが要因として指摘

されている。一方で、公共交通については、2004 年以降に BRT が整備されたが 2010 年現在では整備路

線も限られており、一部は専用レーンが設置されておらず待ち時間の長さや車内混雑、事故、乗換やアク

セスの不便性など欠点が顕在化してきた。その他のバスは深刻な交通渋滞の影響によりBRTよりもさらに

サービスレベルが低く、公共交通のシェアの減少に歯止めがかからない状況となっている。 

大きな差が見られた手段選択は上層から順に動力／非動力系交通、公共／私的交通、オートバイ／乗

用車の連続二項選択モデルであったが、各段階で非集計モデルではなく分担率曲線が採用されており、目

的別、所得階層別、都市部／郊外部別に推計されているものの、特に動力／非動力系交通の選択および

オートバイ／乗用車の選択に関しては、（時間やコストに依存しない）距離のみの関数となっている。この

ため、道路混雑による交通手段選択の変化を十分に考慮できなかったと考えられる。加えて所要時間等の

LOS (Level of Service)データが観測地とシミュレーションで異なっていることも明らかとなった。オートバイ

等は交通法規を守らない利用を前提としているケースも多く、そのような場合には所要時間の推計値の精

度を上げるのは容易ではない。また、ジャカルタでは警察による交通流管理、イベント、駐車車両、無謀運

                                                 
31 全目的のトリップを対象。非動力系交通（徒歩・自転車等）も含む。 



36 

転者等により所要時間のばらつきが大きいとも指摘されている。 

これに加えて、オートバイローンの普及等、所得以外の社会状況の変化も手段選択に影響を与えている

可能性が高いと想定される。ジャカルタ首都圏で作成されたアクティビティベースト需要予測モデル32によ

る機関分担率(MC: 25.5%, Car: 18.0%, Public: 56.5%)の方が 2010 年の実測値に近く、アクティビティベースト需

要予測モデルの適用により精度の向上が期待できたことを示している。しかしながら、2002 年の SITRAMP

の PT 調査結果と 2010 年の通勤通学調査結果を用いてそれぞれの年次の目的地・機関分担統合モデル

（非集計）を作成した結果ではモデル構造や有意となる変数が大きく異なり、交通手段選択行動が大きく変

化していることも指摘されており33、開発途上国における急速な社会変化や選好の変化を高い精度で予測

することは容易ではないことを傍証している。 

(5) 過去モデルへ現況データを入力したモデルの妥当性検証 

過去のモデルへ現況データを入力した際の再現結果を以下に示す。発生集中量は現況／モデルの値

は 1.250 と現況の値が約 25%多くなっている。分布交通量の誤差は概ね±2%以内であり、同様であった。ま

た、ゾーン内々率もほぼ同じ値となった。一方、機関分担についてはオートバイ、バスについて大きな差と

なっており、モデルによる誤差があると判断した。分析結果の照査は添付資料 2「過去の需要予測結果の

検証」に示す。 

表 2.22 追加検証結果 

発生集中 線形式 
現況 モデル 現況/モデル 

28,920 23,141 1.250 

分布 重力モデル 現況とモデルの誤差は 2%以内 

ゾーン内々
率 

TAZ ごとに内々交通量推計モデ

ルを適用 

現況 モデル 現況/モデル 

53.56% 53.87% 0.994 

機関分担 

徒歩 vs それ以外、 

私的交通 vs 公共交通、 

オートバイ vs 自動車 

の二項ロジットモデルの連続 

% オートバイ 四輪 バス 計 

現況 61.7 12.4 25.9 100.0 

モデル 19.4 14.7 65.9 100.0 

 

以上の結果を踏まえ、要因分析を整理すると、以下の通りとなった。 

                                                 
32 Yagi, S. (2006) “An Activity-Based Microsimulation Model of Travel Demand for Transportation Policy and Impact Analysis” Ph. D. 

Thesis, Graduate College of the University of Illinois at Chicago 
33 Yagi, S., D. Nobel and H. Kawaguchi (2014) “Time-Series Comparison of Auto/Motorcycle Ownership and Joint Mode and Destination 

Choice Models Based on Two Large-Sclae Surveys in Jakarta” Asian Transport Studies, Vol. 3, Issue 1, p. 46-65 
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表 2.23 要因分析結果 
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フレーム 

A) GDP、人口、雇用数が想定と大きく異なった。 ✓ ✓    ✓ 

B) 周辺地域の状況が大きく異なり影響を与えた。 ✓ ✓    ✓ 

C) 都市計画の実施状況や都市成長が大きく異なった。 ✓ ✓    ✓ 

交通調査/モ

デル 

A) 交通調査の質が確保できなかった。       

B) 需要予測モデルの質が確保できなかった。  ✓ ✓✓    

その他 

外部要因 

A) 国内の交通に係る制度や状況が大きく異なった。   ✓✓   ✓ 

B) プロジェクトが計画通り実施されなかった。   ✓   ✓ 

C) 実施済みプロジェクトの内容が大きく異なった。   ✓   ✓ 

(6) ずれの要因の構造分析 

予測結果のずれについて追加検証した結果、SITRAMP のモデルは発生集中量が過小、かつ機関分担

のオートバイとバスの部分で乖離が生じており、発生集中と機関分担モデルの質が確保できなかったと判

断した。 

このため、ずれの構造要因分析では、発生集中と機関分担の段階における関連する項目について、報

告書の記載から検証を行った。 

発生集中モデルは通常の重回帰モデルであり、Home Based/Non-home Based は区別され、かつ所得階

層別さらに都市部／郊外部別に細かくモデルが構築されている。パラメータの t 値や符号も概ね問題ない

が、一部、郊外部の Home Based Other の中所得者層の集中モデルで符号がマイナスかつ t 値も低いパラ

メータが見られた。ただし、これが発生集中量の過小となる原因の全てになるとは考えにくい。TAZ は行政

の最小単位である Kelurahan/Desa をベースに全部で 336 ゾーンが設定されており、ゾーンが細かく設定さ

れていないことは見受けられない。ナンバープレート登録機関の自動車登録台数と自動車税徴収機関の

自動車台数との乖離はあったが、PT 調査データの拡大係数において補正は行われていた。しかし世帯の

車両保有を予測するモデルの構築は行われていない。また、調査データの質を確保するために、様々な

対策や手段が取られていた。 

また、社会経済指標の予測については、著しい経済成長および当時の社会問題にもなった労働人口の

ジャカルタ首都圏への流入を背景に、就業者数は実際よりも多めの予測であった一方、全体の人口や学生

数については実際よりも過小の予測となっていた。しかし、実際のデータを SITRAMP モデルに入力し直し

ても、発生トリップ数は実際の観測値を以前２割ほど下回るものであった。そのため、予想を上回るモータ

リゼーションやモビリティの増大等の外部要因により、発生集中モデルのパラメータ自体が異なってきたも

のと考えられる。ただし、世帯の自動車保有を直接予測するモデルを事前に構築し、発生集中モデルにも

反映させていれば、この乖離は多少小さくできたかも知れない。 

機関分担モデルについては、上層から順に動力／非動力系交通、公共／私的交通、オートバイ／乗用

車の連続二項選択モデルであったが、各段階で非集計モデルではなく分担率曲線が採用されており、目的

別、所得階層別、都市部／郊外部別に推計されているものの、特に動力／非動力系交通の選択および

オートバイ／乗用車の選択に関しては、（時間やコストに依存しない）距離のみの関数となっている。 
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このため、需要予測モデルに関しては、外部要因による影響を除けば、世帯の自動車保有を直接モデ

ルに組み込み予測していないこと、および時間やコストに敏感でない集計モデル（分担率曲線）を使用して

いることが精度を落としている理由と判断された。 

 

図 2.10 分布交通量検証のためのゾーン集約 

2.3.5 ダルエスサラーム 

(1) プロジェクトの概要 

タンザニア経済の中心であるダルエスサラーム市（「ダ」市）は人口約 430 万人（2012 年センサス）を擁し、

交通渋滞等の深刻化する都市交通問題に対応すべく、2007-2008年に「ダルエスサラーム総合都市交通体

系策定調査」が実施され、2030 年を目標年次とする都市交通 M/P が策定された。しかし、当初の予想を上

回る人口増加や自動車登録台数の激増、都心の高層ビル開発など都市圏の交通流動に大きく影響する社

会環境の変化に対処すべく、2016 年に都市交通M/P の改訂プロジェクトが開始された。 

2016-2017 年の M/P 改訂では、前回 2007 年に実施された PT 調査の約 2 倍にあたる 2.2 万世帯（サン

プル率 1.7％）を対象に PT 調査を実施する一方、調査票の簡素化や需要予測のための交通ゾーンの統合

を行い業務の効率化を図っている。 

2008 年 M/P および 2017 年 M/P 改訂では、PT 調査と種々の関連する交通調査に基づき、現況および

将来の交通需要は四段階推定法に基づき予測されている。両 M/P とも機関分担モデルは RP 調査をベー

スとするが、公共交通（BRT）を考慮した上で SP 調査に基づく非集計ロジットモデルを併用している。また

2008 年の M/P 調査時には交通量の少なかったオートバイは 2017 年では増加しており、機関分担モデル

にオートバイを対象として含めている。 

(2) 過去の需要予測結果の検証 

次表に 2008 年 M/P の 2017 年を目標年次とした将来需要予測結果と 2017 年 M/P 改訂時の現況の交

通需要の推計値を示す。 

Tangerang Jakarta 

Bogor 

Bekasi 
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表 2.24 検証結果の概要 

比較年次：2017 年 2008 M/P での予測値 2017 M/P 改訂時の現況 
実際/ 

予測 

①人口 (000) 4,230 5,782 1.37 

②合計トリップ数(000)1 5,245 8,674 1.65 

③平均機関分担率(%) 
NMT MC Car Bus/BRT NMT MC Car Bus BRT 

  
27.2 - 15.1 57.7 39.6 4.9 3.7 47.9 3.3 

④平均ゾーン内々率(%) N/A N/A   

⑤市・県間分布交通量 *1 195 187 0.96 

⑥配分結果の断面交通量（千

pcu/日） *2 
200 232 1.16 

*1: コードンラインを通過するパーソン・トリップ（千トリップ/日） 

*2: 放射状の幹線道路4 本の環状道路の外側断面の交通量の合計 

 

2008 年の M/P での予測と 2017 年 M/P 改訂時の現況との交通需要の予測には大きく差異が生じてい

る。これは特に「ダ」市の人口フレームに起因しており、2008 年 M/P で設定された将来人口フレームは、

2002 年の人口センサスに基づきタンザニア統計局や世銀の BRT プロジェクトで予測された将来人口を基

に設定されたものである。しかし、実際には2012年センサスでのダ市の人口は430万人と2008年M/Pの

2017 年予測を上回る人口増となっている。 

将来交通需要に大きく影響を与える人口フレームの設定に当たっては、その為の基礎資料や統計の精

度や信頼性を確認する必要があると思われる。また、現地政府が予測・設定した人口・社会経済フレームを

与件とした需要予測を要請される場合についても、現実的なフレームに基づくシナリオを別途用意し、将来

交通需要予測を行うことが望ましい。 

2008 年 M/P の時点では「ダ」市におけるオートバイの台数は少なく（当時のモーダルシェアは 0.6%）、そ

のため信頼性のある機関分担モデルを構築するに至らなかった。しかし 2017 年M/P 改訂時にはオートバ

イのモーダルシェアは約5％に増加しており、機関分担モデルにオートバイが追加されている。 

交通機関の変化に限らず、交通需要の変化に影響を与える社会経済情勢・技術の予測は困難であるが、

中所得国の事例を参照するなど可能な限り対応を検討することが望ましい。 

2.3.6 ナイロビ 

(1) プロジェクトの概要 

ナイロビ市はケニア国の首都であるとともに、同国の約 1/2 の雇用・GDP を占める社会経済の中心であ

り、また東アフリカおよび中央アフリカの重要な経済拠点に位置付けられている。このため、ナイロビ市の

経済成長および貧困削減に向けた都市生活水準の向上に寄与する都市交通施策は重要であり、都市部の

道路網整備や交通マネジメント改善等効率的な交通システムの構築が求められ、2025年を目標年次とした

「ナイロビ都市交通網整備計画調査（NUTRANS）」が 2006 年に JICA により実施された。しかし、ナイロビ市

の人口増加やそれに伴う交通渋滞、スラムの拡大、環境の悪化等の都市問題は解決に至らず、今後想定

される更なる人口増や都市域の拡大に対応した持続可能な都市の発展のためには交通ネットワーク、都

市インフラの改善を盛り込んだ総合都市交通マスタープランが必要とされた。これを受けて、2014 年に

JICA は「ナイロビ都市開発マスタープラン（NIUPLAN）」を策定した。 

2006 年の NUTRANS および 2014 年の NIUPLAN ではナイロビ市内1 万世帯を対象に PT 調査を行い 、

コードンライン調査・スクリーンライン調査と併せて、それぞれ調査時点の現況ODを推計している。両M/P

とも将来交通需要予測は四段階推定法を用いており、集計ロジットモデルで構築された機関分担モデルの
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変数に自動車保有状況を含めている。また、NUTRANS、NIUPLAN ともに約 2,000 サンプルの SP 調査を

行っており、NUTRANS では公共交通への転換意向を、NIUPLAN では現状では存在しない BRT への転換

モデル等に活用されている。 

(2) 過去の需要予測結果の検証 

次表に NUTRANS（2006 年）の 2013 年を目標年次とした将来需要予測結果と NIUPLAN（2014 年）の現況

の交通需要の推計値を示す。 

 

表 2.25 検証結果の概要 

比較年次：2013 年 NUTRANS での予測値 NIUPLAN での現況 
実際/ 

予測 

①人口 (000) 2,768 3,142 1.13 

②合計トリップ数(000)1 6,350 6,817 1.07 

③平均機関分担率(%) 
Walk Public Private Walk Public Private 

- 
46.2 34.2 19.5 45.6 40.9 13.5 

④平均ゾーン内々率(%) 49.50% 28.80% 0.58 

⑤市・県間分布交通量  N/A  N/A   

⑥配分結果の断面交通量

（pcu/日） 
 N/A N/A   

 

2013 年時点のナイロビ都市圏の人口は約 314 万人と推計され、2006 年 NUTRANS の推計値の約 1.13

倍増とされる。一方で、推計されるパーソン・トリップ数は NUTRANSの635万トリップ/日に対して、NIULAN

では682万トリップ/日と推計され、人口の差異に比較してトリップ数の差異は小さくなっている。この結果に

対して PT 調査の精度の違いや現実問題として貧困層が増えトリップ率が低下したなど様々な理由が考え

られる。一般には、経済発展に応じてトリップ回数の比較的多い富裕層が増え、結果平均トリップ率も増加

する。このため、過去に PT 調査が行われており、改めて PT 調査を実施する場合には、パイロット調査の

段階で基本的な集計結果の比較を行い PT 調査結果の妥当性を検証することが望ましい。 

またナイロビの事例の特徴としては、公共交通のシェアが 2006 年の予測値よりも高く、一方で自家用車

類のシェアは 2006年予測値よりも低くなっている点があげられる。この理由としては、ナイロビ市の大型バ

スの積極的導入や料金抑制が効果的に作用し、自家用車を保有してなお、公共交通を利用した市民が増

えた等が考えられるが、実際の要因の特定は難しい。トリップ率と同様、過去の PT 調査結果と比較する、

あるいは現実の観測交通量や輸送量の統計など信頼性の高い資料やデータが入手できれば、現況再現

時に照査することも重要である。 

2.3.7 過去の需要予測の検証結果のまとめ 

交通調査データや需要予測モデルを入手して、マニラ、ベトナム（ハノイ及びホーチミン）、ジャカルタ、ナイ

ロビ、ダルエスサラームを対象に、①計画フレーム、②交通調査、③交通需要予測モデル、④外部要因に分

け、過去の需要予測結果と実際の交通調査結果との比較検証を行った結果、以下のような要因によってずれ

が生じていることが明らかになった。 

(1) 計画フレーム 

まず、①計画フレームのずれが見られた都市の多くは、都市の状況が予測と比較してずれが生じており、

例えばダルエスサラームやナイロビの例のように、人口フレームの基礎資料の精度が低く、計画人口とず

れが見られた例や、ジャカルタのように、都市開発が計画より多く進んだことで人口フレーム以上の人口増
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加となったなどの要因でずれが生じていたことが挙げられており、少なくとも現況の状況を反映した最新の

計画人口を用いる必要がある。開発途上国においてはこのような開発が急速に進む例も多く、これらのフ

レームや社会経済状況、それに伴う個人の行動に変化があった際にも柔軟に対応できる非集計等の交通

需要予測手法の導入を検討する必要がある。 

(2) 交通調査 

また、②交通調査によるずれの要因として、高所得サンプルの取得率が低くなることが問題となる例が

あり、例えばマニラでは、開発途上国自身で調査を行ったこともあり高所得サンプル率が取れなかった例

があり、高所得層が集まるオフィスビルや高級デパートなどで調査を行うなど交通調査手法の工夫が今後

必要と考えられる。 

(3) 需要予測モデル 

③需要予測モデルでは四段階推定を用いて推計している例が多く、各段階でずれや変化が見られた。

モデルによるずれの要因については詳細に分析すべきとの観点から、ずれの構造要因についても着目し

て分析を行った。その結果、例えば、発生集中段階では、ハノイ、ジャカルタ、ナイロビなどの例でずれが

見られており、構造要因についてみてみると、ハノイでは Home-Based/Non-home-Based が一つにまとめ

られており、その違いをカテゴリーの詳細化によって考慮する必要があった。 

また、分布段階では、マニラ、ハノイ、ホーチミン、ナイロビでずれが生じており、ナイロビでは平均内々

率を将来値として設定していることがずれの要因と指摘しており、現況調査データに基づくモデル化が必要

と考えられ、特に内々モデルを別のモデルとして構築しない目的地選択モデル等、ABM や非集計によるモ

デル化が望ましい。また、マニラ、ホーチミンのように Home-Based/Non-home-Based での推定となってい

ないこと、トリップ目的や所得、自動車保有別のモデルとなっていないことなどが原因として挙げられており、

モデルの構築しているカテゴリーを見直すことで是正できると考えられる。 

機関分担では、ホーチミンやジャカルタでずれが生じており、公共交通利用率を向上させるシナリオが

反映された点や外部要因としてオートバイの普及量が大きく変化したことが挙げられた。このような外部要

因に関係する部分は非集計モデルを採用することでそれを政策変数としてコントロールできる場合があり、

ABM や非集計モデル化が有用であると考えられる。また、構造要因の分析では、Home-Based/Non-

home-Based での推定となっておらず、モデル構築のカテゴリーを詳細化する必要があること、道路混雑と

手段選択の変化を考慮した収斂計算を行っておらず、これらを考慮したモデルにする必要があること、ジャ

カルタのように機関分担モデルで分担率曲線を用いており、非集計モデルを構築する必要があることが挙

げられた。 

(4) 外部要因 

そのほか④外部要因では、保有台数に係る輸入状況の変化や交通状況の変化、都市開発や交通計画

の実施状況によって、マニラ、ハノイ、ホーチミン、ジャカルタ、ダルエスサラーム、ナイロビでずれが見ら

れており、非集計モデルによってこれらの政策変数を説明し、将来をコントロールしていくことが望ましいこ

と、マニラ、ハノイ、ジャカルタ、ナイロビの例のように、計画通りでない交通または都市開発プロジェクトが

実施された/実施されなかった点がずれとして挙げられ、様々な政策の変更に対して柔軟に対応できる非

集計等の手法の導入や開発プロジェクトに対する感度分析、無理のない開発を前提として推計することが

挙げられる。 
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2.3.8 その他都市交通 M/P 案件のレビュー 

(1) サンタクルス都市圏交通マスタープラン策定プロジェクト 

サンタクルス都市圏は、サンタクルス・デ・ラ・シエラ市（以下、サンタクルス市）を中心とする都市圏で、

ボリビア国では首都のラ・パス都市圏に次ぐ規模の都市圏である。近年、同都市圏への人口集中が進行し、

道路の渋滞問題を始めとした都市交通問題が表面化するようになっている。プロジェクトの目的は 2035 年

を目標年次としたサンタクルス都市圏の交通マスタープラン策定と能力強化を通し、都市圏内の現状及び

将来の交通改善に寄与することである。 

都市化した地域を中心に 7,500 世帯(サンプル率は約 1.7%)を対象とした PT 調査と郊外部を中心に 8,500

世帯(サンプル率は約2.0%)を対象とした通勤通学調査が実施された。PT 調査は訪問回数が多く、質問項目

も多くなることからサンプル数を限定し、通勤通学行動や社会経済属性については通勤通学調査を合わせ

て実施することで費用と時間の削減を図った。サンプリングは県の統計局が実施したセンサス結果が入手

できる都市部ではセンサス、郊外部では衛星画像を用いて行った。その他、関連するコードンライン調査、

スクリーンライン調査等の一連の調査を実施した。交通需要予測については一般的な集計による四段階推

定法で実施した。 

Android OS で 8 インチの GPS 機能付き電子タブレットを調査員が用いて両調査を実施した。タブレットの

専用アプリを開発し、調査員はタブレットに表示される質問票に従って質問し、その場で入力を行う。居住

地や出発地、目的地等の位置情報は緯度経度の形でアプリによって保存される。また、PT 調査では調査

対象日の行動を回答者に記録してもらう必要があるため、紙のトリップメモ（行動記録表）も用いた。 

調査実施上の課題は他の PT 調査と同様に高所得者層への調査が困難であり、高所得者が多いコンプ

レックス等では特別な許可が必要となったり、回答を拒否する世帯もあった。県の統計局による簡易センサ

ス結果をもとにランダムサンプリングを行ったが、同センサスでは該当する世帯の回答者が不在の場合に

は近隣の世帯からの情報をもとにデータを作成しているケースがあり、実際現場に行くと不正確な場合が

あった。また、治安状況が良くない地域で後述するタブレットが盗難被害にあったり、調査員が住民に囲ま

れて特定地域から出ていくよう要求されるケースもあった。タブレットと専用アプリを用いた調査の課題も明

らかとなった。専用アプリについては様々な条件で試験を行い、パイロット調査も行ったが、本格調査開始

後も様々なエラーやバグが検出された。 

都市交通分野における協力ニーズについては都市内及び近郊鉄道、BRT 等の様々な施策のアイデア

が出されていた。このため、マスタープランに置いて定量的な検討に基づいた提案が必要であった。都心

部については歴史的地区に指定されており、歴史的地区を含む中心部での交通管理施策に関心が高かっ

た。特に駐車が問題となっており、駐車場の立地や規制、さらに中心部での自動車乗り入れ規制について

の検討についてニーズがあった。 

(2) ダッカ都市交通戦略計画改訂プロジェクト 

JICA は、2009 年から 2011 年にかけてダッカ交通調整局(Dhaka Transport Coordination Authority: DTCA)

をカウンターパート(C/P)機関とした「ダッカ都市交通網整備事業準備調査(DHUTS)」(フェーズ 1 及び 2)を実

施し、世界銀行の協力を得て策定された都市交通戦略計画(Strategic Transport Plan for Dhaka: STP)のレ

ビューや DMA(Dhaka Metropolitan Area)における交通需要の見直しを行った。さらに、バングラデシュ政府

は、DTCA がダッカ大都市圏(Greater Dhaka Area: GDA)の都市交通計画の策定、管理、承認などを行う

DTCA Act を策定すると同時に、JICA に対して STP の見直しを要請し、それを受けて 2014 年より「ダッカ
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都市交通戦略計画改訂プロジェクト(Project on the Revision and Updating of STP: RSTP)」が実施された。 

PT 調査は、Household Interview Survey (HIS) として 2010 年（対象地域：DMA）及び 2014 年（対象地域：

DMA を除く GDA）の２回実施されており、これらの PT データの統合が RSTP 調査団にとって大きな課題で

あった。DHUTS の PT データはクリーニングがされていない上、当時の日本人の PT 調査主担当は存在せ

ずローカルコンサルタントに直接委託されていた経緯もあり、現地の担当者への接触も断たれていた。し

かし、RSTP の PT 調査自体は、犠牲祭休暇やストライキ等の影響を受けて多少の遅れは出たものの、ほ

ぼ予定通りに調査を完了することができた。PT 調査は、2014 年人口全体の 0.67%分のインタビュー票を得

ることができた。予算事情によりサンプル率は少なかったが、専門家による見解では問題ないとされた。  

また、元々防災マネジメントを目的とした CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）の分析に基

づくトリップ OD 表の構築の研究が東京大学により行われた。CDR の解析によるトリップ数とトリップパター

ンの比較では、GDA全体ではHISの結果との差はあまりなかったが、交通解析ゾーンレベルで比較した場

合、両者の相関性は低かった。しかし、HIS が実施できなかった軍管理下の地区などを含めて、偏りのない

データの分析が CDR では低費用で可能である。 

RSTP のスコープ内及び RSTP より派生したプロジェクトの殆どは公共交通、特に軌道系交通の整備で

ある。公共交通への需要が極めて多いため、BRTの整備すらもはや向かないとされ、一方で郊外のニュー

タウンにおける TOD 型の MRT 駅周辺整備の方向に関心が高まっている。また、TDM や交通管理型の施

策については、交通マナーの悪さが目立ち、時期尚早で具体化には至っていない。キャパシティビルディ

ングについては、MRT のオペレーターとしての Dhaka Mass Transit Company (DMTC)の総合的な運営能力

の強化が必要とされている。一方、需要予測に係る DTCA への技術移転は、C/P がエリート官僚で異動も

多く技術的な興味がほとんどなかったこともあり、十分にその目的を果たすことができなかった。 

(3) メトロセブ持続可能な環境都市構築のためのロードマップ策定支援調査 

2013 年、メトロセブ開発調整委員会（MCDCB）と JICA は、メガセブビジョン 2050 を実現するためのロー

ドマップとアクションプランを策定するための調査実施を決めた。調査対象地域はメトロセブの 13 市町の他、

2013 年11 月の台風ヨランダ（国際コード名はハイヤン）による被害を受けたことから、セブ州北部地域を含

むことになった。本業務の目的は、別途設定されている将来ビジョン、メガセブビジョン 2050 の実現のため

ロードマップ、および、アクションプランを策定することである。 

上下水、廃棄物、スマートシティ等都市サービスについて幅広く扱ったロードマップ策定のため、交通行

動特性だけでなく、メトロセブ住民の社会経済状況、開発課題に関する住民の意見等のデータを収集する

PT調査を実施した。調査対象地域は、メトロセブの全区からランダムに抽出された6,500世帯（抽出率1.16%

程度）を対象に調査を実施した。（200 サンプルはオンライン調査で行われた） 

質問内容は、世帯情報、世帯メンバーの情報、一日当たりの各メンバーの詳細なトリップ記録、現在の居

住環境や都市サービスに係る住民の満足度や意見を含んでいる。また、災害、上水供給サービス、下水設

備、排水設備、電気と燃料、廃棄物処理、そして交通渋滞に係る住民の認識が明らかになった。 

交通需要予測モデルは JICASTRADA を用いて、PT 調査結果と交通調査の結果から作成された。交通

需要予測モデルは四段階推計法により構築された。 

交通調査と需要予測の専門家投入量は各 2.5MM だったが、これから計画を策定しようとする地域に対し

て PT 調査の実施、需要予測を実施するには期間がかなり短く設定された。 

都市交通分野における協力ニーズについては、メトロセブは計画自体が少ないため、ほとんど新規とし

て網羅的なプロジェクトがリスト化された。（都市交通・高速道路関連 25 プロジェクト（橋梁・道路整備がプロ
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ジェクト費用として多い）、上下水道ゴミ関連 56 プロジェクト、廃棄物管理 13 プロジェクト、エネルギー関連

5 プロジェクト） 

現地政府は開発ニーズ、キャパシティビルディングについてはどれも意欲的であったが、キャパシティビ

ルディング時では方法論がわからないという印象を受けた。当時、カウンターパートは、WorldBank と強調

して BRT プロジェクトを支援していた。 

(4) 大アビジャン圏都市整備計画策定プロジェクト(SDUGA) 

コートジボワール国（「コ」国）の政治・経済の中心地である大アビジャン圏において、2000 年に策定され

た都市整備計画の評価・分析、2030 年を目標年次とする都市交通セクターM/P を含む都市整備計画の策

定、優先度の高いプロジェクトにかかる F/S を行うことにより、持続可能かつ国家開発方針と一致した都市

整備計画が策定及び実施されることを目的とした。 

2013 年に、大アビジャン圏で初となる 11 種類の詳細な交通調査を実施した。このうち PT 調査は、交通

計画策定に必須となる人口センサスが予定通り進むと仮定して、2013 年 2 月に調査を開始したが、対象世

帯数（人口）、サンプル率、抽出方法の確定のため当初から懸案であった2013年人口センサスの進捗につ

いて先方に確認したところ、人口センサスは 2013 年 3 月時点ではまだ実施されておらず、11 月に実施予

定だが実施予算が付いていないという情報であった。そのため、人口センサスの実施・集計を待たず INS

（国家統計局）が推計した 2013 年の大アビジャン圏人口をベースに、そこに含まれるコミューン（周辺自治

体）やカルティエ（地区）人口については過去の 1988 年と 1998 年の人口センサス結果を用いて調査団が

推計することとした。 

その後、M/P を策定し、ドラフトファイナル・レポート提出後の 2014 年 10 月になって、「コ」国政府よりセ

ンサスの暫定結果が提供され、「分析はセンサスの最新結果を用いて同レポートで採用している大アビ

ジャン圏の 2013 年総人口との比較を行い、本プロジェクトの成果に与えるインパクトの大きさについて分

析を行い、このインパクトが大きいと判断される場合は 2014 年センサス結果を取り入れて将来推計をし直

し、都市計画、交通計画マスタープランに反映させる」旨の要請が出され、反映作業はほぼすべての解析

のやり直しが必要となり、大きな追加労力と期間を要することが懸念された。結局、センサスの最新結果と

調査団推計値の差は大アビジャン圏全体では 9.1％、アビジャン自治区のみでは 5.7％の過大推計である

ことが確認され、全体としては調査結果に与える影響は軽微と判断され、「コ」国側に伝えたところ、現況及

び将来の社会・経済フレームワークの変更に伴う将来土地利用フレームの変更及び交通需要予測への反

映は行わないことで合意ができた。 

その他の交通調査結果は、スクリーンライン交通量など、交通需要予測モデルの妥当性の検証及び補

正のために利用された。とりわけ、PT 調査の結果を解析した結果、トリップレートが一日 2.0 以下と低い値

が算出され、より詳細にトリップ及び行動を収集できるアクティビティダイアリー調査(ADS)の追加実施を

行った。これにより、回答者が行った一日の真のトリップ数を得ることが可能となり、調査地域内の OD 推計

に必要である大規模な PT 調査と、それを補助する ADS とを組み合わせることで、交通需要予測モデル

（発生集中モデル）の精度を向上させることができた。 

ただし、ゾーン別社会経済指標の設定にあたっては、国全体の動向、地域別の人口推移・動態、土地利

用や産業構造の変化、避難民の帰還が及ぼす影響等を踏まえ、上位・関連計画における社会経済指標の

予測値や地域の中心国としての位置付けを十分考慮するなどし、種々の想定や仮定の下、推計した大アビ

ジャン圏の将来人口及び就業人口をコミューン及び各ゾーンに分配させたが、調査団にはゾーン指標設定

の専門家はいないため、困難であった。 
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機関分担に関しては、モード別の一般化費用を推計し、二項選択ロジットモデルにより４つの代表モード

への分割を行った。一方、ミニバスやルートタクシー等、路線図は存在しないが非常に複雑なパラトラン

ジット系の公共交通については、PT 調査結果のモード別 OD 解析結果やスクリーンライン調査の交通量カ

ウント結果等から路線を逆推計することで路線設定を行い、ネットワーク配分から出力されるモード別の乗

客数より需要推計を行わざるを得なかった。 

SDUGA のスコープ内で実施されたプレ F/S として港湾地区の連絡橋が優先案件として決定したが、政

治的に採択されず、港湾の穀物バースのリハビリ案件のみプレ F/S として実施された。一方、「コ」国政府

は SDUGA と並行して、都市鉄道のプロジェクトを最優先案件として進め、調査団にも需要予測モデルや当

該鉄道の需要予測結果のみならず、M/P についても大統領府への情報提供や説明が求められた。ただし、

技術移転については「コ」国のカウンターパートは、総じて実際に技術的な内容に関する経験が乏しいため

か、初歩的なコンピュータの操作もできないという状況もあり、作業性は全体的に低かった。 

「コ」国では一方的に増加する自動車交通を前に交通管理の効果も少なく、TDM 施策の考え方もまだ一

般的ではないこともあって、道路や公共交通のインフラ案件が優先的に進められているが、ドナーによる

債務取り消しが行われた直後ということもあり、基本的には官民協働(PPP)による整備が前提となっている。 

(5) ヤンゴン都市圏開発プログラム形成準備調査（都市交通） 

効果的かつ持続可能性のある公共交通システムおよび道路ネットワークによって、ヤンゴン都市圏の住

民が、都市サービスへのモビリティとアクセシビリティを確保することを目的に、YUTRAが2012年より2015

年まで実施された。さらに、ヤンゴン都市圏の都市交通開発について、2035 年を目標年次とする都市交通

M/P を策定するとともに、優先プロジェクトにかかるプレ F/S を実施した。 

PT 調査は Household Interview Survey (HIS)として YUTRA で実施されたが、その 1 年前にも別 JICA 調

査“Strategic Urban Development Plan (SUDP)”にて HIS が実施されている。SUDP の HIS は通勤通学調査

や社会調査に近い内容のものであるが、SUDP も同じコンサルタントが参加しており、YUTRA の HIS にお

けるトリップ解析結果をある程度補完するものとして利用されている。 

ミャンマー国における PT 調査は初めてであったが、調査員は熱心でかつ回答者も協力的であったこと

もあり、回答拒否率も少なく、ほぼ当初スケジュール通りに調査を終えることができた。また、YUTRA の

HIS のもう一つの特徴としては、ヤンゴン都市部のみ 2%のサンプル率で、残りの地域は 1%に設定されたと

いうことである。これは、とりわけヤンゴン都市部に様々なプロジェクトが計画されており、ドナーをはじめ

各方面からの関心が高かったことによるものである。サンプル率そのものは低いが、市民の経済レベルが

一様に低いこともあり、1%でも解析等に耐え得るものと考えられていた。 

交通需要予測モデルの構築には、計 7.5 人月の投入を要した。長期計画まで含められるため、日交通ト

リップを対象にモデリングを行ったが、続く Urban Mass Rail Transit (UMRT)のプレ F/S ではピーク時OD で

モデルの改訂を行っている。特に開発途上国の都市で典型的なオートバイが、ヤンゴン市内では乗り入れ

が禁止されているため、そのシェアは低くなっている。また、機関分担モデルでは目的別の時間価値を取り

入れた非集計モデルの構築を検討したが、RP（すなわちPT調査）に基づく構築は時間的な制約から、また

SP 調査は（市民の新交通機関に対するイメージが皆無であまりに非現実的であり）ヤンゴンには適さず実

施されなかったことから、非集計によるモデル構築は断念された。いずれにせよヤンゴンの場合、当時の

公共交通の質のレベルがあまりに酷く、非集計モデルで示されたとしても、自動車利用者が公共交通に転

換することなどは殆ど考えられないとされた。また、カウンターパートへの交通調査や需要予測手法の技

術移転については、彼らのバックグラウンドが様々で、かつ総じて算数の基礎学力に弱いことなどから、技
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術移転効果への期待も薄いものであった。 

ヤンゴンの都市交通セクターは、公共交通整備と道路整備の双方に重点が置かれ、YUTRA の交通デー

タ及び需要予測モデルも、UMRT をはじめとする公共交通整備プロジェクト及び道路整備プロジェクト、さら

に TOD のスタディなど多岐にわたり利用された。また、TDM 施策については政府レベルでは着目されるこ

とはなかったが、現在実施中の YUTRA2 では、交通管理をはじめ、交通安全、水上交通、バス整備などが

スコープとしてスタディされている。なお、YUTRA の交通データ及び需要予測モデルも、YUTRA2 にて現在

改訂中である。 

(6) コロンボ都市交通調査プロジェクト 

スリランカ最大の都市圏であるコロンボ都市圏(Colombo Metropolitan Area)の人口は370万人に達してお

り(2012 年)、内戦終結後の経済発展と相まって交通需要の増加も顕著であり、増大する交通需要に対処す

るため、交通システムの改善と整備が求められている。このため、信頼性の高い交通データを構築、統合・

総合的な都市交通マスタープランを構築、優先度の高いプロジェクトに対してフィージビリティ調査を実施す

ることを目的として実施された。 

PT 調査を中心とした一連の交通調査が実施された。PT 調査は約3 万6 千世帯(12 万 5 千人、サンプル

率約2.3%)に対して実施された。PT 調査は通常の質問に加えて引越前の居住地、引越前の通勤通学行動、

過去の勤務地、各アンリンクトトリップの詳細について質問しており、通常の PT 調査と比べても分量が多く、

複雑な調査と言える。 

PT 調査実施にあたっては、規模が大きく複雑な調査となることから詳細な仕様書を用意して内容を周知

するとともに技術、価格の両方による総合評価方式による調達を行った。ローカルコンサルタントは調査の

複雑や大規模調査の管理の難しさを把握しきれておらず、入札にあたっても調査実施に必要な金額を積算

できていなかったと推察される。結果的に、調査実施時にはローカルコンサルタントの費用削減や管理能

力不足に起因する様々な問題が生じた。調査員への給料未払いや不明確な給与支払い条件および杜撰

な管理により、調査員によるストライキが発生した。さらに、調査員による不正確な行為も明らかとなり、調

査団側、ローカルコンサルタント側双方で監査を行ったが、双方の主張が異なることが多く、事実関係の確

認に多くの時間を要した。また、他の PT 調査同様に高所得者層では調査への協力拒否が多く、自動車登

録台数を用いて拡大係数の補正を行った。その他の調査実施上の課題としてはマイノリティであるムスリ

ムコミュニティによる調査拒否、教員のストにより学校休暇が挙げられる。 

交通需要予測おいては四段階推定法を用いた。スリランカでは道路開発庁で配分にJICA STRADAが利

用されている実績があり、配分は JICA STRADA を用いた。機関分担は数多くの複雑な計算を効率的に処

理できる Cube を用いた。機関分担と配分はセットで繰り返し計算を行ったが、演算に時間がかかるだけで

なく、異なるソフトを用いているため、ファイル移動等の手作業も発生し、1 ケース当たり少なくとも約 8 時間

かかった。このため、コンピュータを大量にレンタルして複数のケースの同時配分を行った。 

プロジェクトの中でモノレール、マルチモーダル・トランスポート施設、パーク＆ライド施設についてフィー

ジビリティ調査を実施した。しかし、その後のスリランカでの政権交代等によりLRTに変更となった。LRTの

協力準備調査が実施中である。アジア開発銀行は M/P で提案された都市圏の鉄道近代化支援を行ってお

り、設計業務を実施中である。世界銀行は 2014 年に M/P の結果を活用して低炭素都市交通調査を実施し、

都市圏の温室効果ガス排出量の評価と 2 つの鉄道駅での交通結節施設に関する調査を行った。道路庁で

は M/P で提案された都市高速道路の計画がある他、メガポリス省で中央駅や郊外の駅でのマルチモーダ

ル・トランスポート施設に関する事業を継続している。その他中国は港湾都市開発、韓国はITS分野での支
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援を開始している。メガポリス省ではコロンボ都市圏を含む西部州の開発計画を 2016 年に策定し、M/P の

検討結果を活用して交通セクターのレポートも作成した。その中では上述のインフラ整備に加え、ロードプ

ライシング、パークアンドライド、時差出勤等のソフト施策の必要性も指摘している。 

(7) イスタンブール市都市交通マスタープラン調査（IUAP） 

イスタンブール市において、急速な都市化とモータリゼーションに交通施設整備が追いつかず、渋滞、事

故、排気ガスなどの問題が日々深刻化している状況下、この調査の目的は、自家用車から公共交通機関

への利用者のシフトを通じて、イスタンブール市の都市交通問題の改善を図る総合的な都市交通 M/P とし

て長期的計画（目標年次2025年）、中期計画、短期計画（目標年次2012年）を策定するとともに、同M/Pの

実施計画を策定することである。 

本 M/P 調査に際して行われた PT 調査は、イスタンブール市(IMM)が調査会社を通じて独自に実施した

ものであり、調査結果の解析や需要予測も IMM によるもので、JICA 調査団はその結果のみを受けてレ

ビューを行い、M/P の策定や短期優先案件の提案を行う形となっている。IMM では都市圏の規模は小さい

ものの、大学の協力も得ながら M/P の策定を過去にも３回（1984, 1987, 1997 年）行っており、本調査では

コードンライン調査やスクリーンライン調査も IMM で実施するなど、自身で交通調査や需要予測を行うこと

ができるレベルにあると言える。 

週一回の定例ミーティングで、調査団と IMM は常に進捗状況を確認し合い情報交換を行っていた。しか

しながら、IMM より調査団に与えられた OD は対象年次が異なるため、別途本調査のために OD を推計し

直す必要があった。また、PT 調査結果は拡大係数が付与されたものではなく、データクリーニングも行わ

れていなかった。というのは、IMM は集計モデルではなく、非集計モデルを構築することを目的としており、

調査団に与えられた2006年現況ODも、非集計モデルの結果として出されたODであった。また、さらに何

度か IMM によりモデルの修正が行われるたびに現況OD も変わってしまった。 

需要予測モデルのレビューにおいて、発生集中モデルにおける将来のゾーン別社会経済指標値の設定

では、将来土地利用計画が裁判で無効になるなどしたが、調査団としては他に拠るべき土地利用計画がな

いため、無効となった将来土地利用計画を使用せざるを得なかった。分布モデルでは、IMM が構築した

TransCAD のモデルと並行して、調査団は Fortran を中心にモデルの再現を試みたが、両者の予測結果は

近いものの係数が異なるなどしたため、カウンターパート機関より異論が出るリスクがあった。機関分担モ

デルでは、前段の分布モデルの最終化に時間を要したため、Fortran で十分に再現する時間を取ることが

できなかった。ネットワーク配分では、IMM はピーク時交通の配分を前提にリンク容量等の設定を行ってい

たため、M/P の年間の便益や費用を評価する立場にある調査団は、日単位のリンク容量や出入力データ

に修正する必要があった。また、トランジット配分はIMM側では時間の関係で構築されておらず、調査団が

JICA-STRADA で構築を行った。（IUAP 終了後、IMM は TransCAD でトランジット配分データを構築した。） 

IUAP のスコープ内で実施されたプレ F/S は、メトロバス(BRT)の延伸６区間と複数の新規鉄道コリドーの

スタディであったが、その後我が国の資金協力に繋がるようなものはなかった。むしろ、本調査のパイロッ

トプロジェクト「カディキョイ地区歩行者空間整備」で実施されたような、交通需要マネジメント(TDM)系の施

策にトルコ側の関心が寄せられた。とりわけ、歴史文化財と調和した都市環境保全の観点から、イスタン

ブール市歴史地区(人口約45万人、面積約17km2)の交通状況の改善が緊急課題として提言され、トルコ国

はイスタンブール市(IMM)交通局職員の TDM 施策実施能力の強化を目的とした技術協力を我が国に要請

し、「イスタンブール市歴史地区交通需要管理プロジェクト」（2011年～2014年）として技プロが実施された。 

当技プロでは、駐車や交通管理、プライシングなどの様々な TDM 施策が検討された結果、スマートパー
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キングシステム及びトラフィックセルシステムが、パイロットプロジェクトとして採用された。なお、これらの

TDM 施策の評価では、対象地域が限られることもあり一部ではあるが、新たに技プロの対象となった公共

交通結節点強化対策の検討を含め、IUAP 以降 IMM が自身で更新した交通需要予測モデルやデータベー

スを事前評価に利用している。 

 

2.4 コンサルタントからのヒアリング 

海外交通分野、特に交通需要予測に従事するコンサルタントを招いて、本プロジェクト研究の概要及び取りま

とめ方針案について説明を行い、(1) PT 調査の質及び維持管理、(2) PT 調査をはじめとする基幹交通調査の目

的・有用性、(3) 需要予測モデルなどについて、実際に交通調査・需要予測に携わる技術者の立場から、現場で

の経験や交通需要予測に係る新技術の導入意向について意見交換を行った。このうち、(1) PT 調査の質及び維

持管理及び(2) PT 調査をはじめとする基幹交通調査の目的・有用性について下記に意見交換結果の概要を示

す。(3) 需要予測モデルについては第4 章に記載する。 

 

(1) PT 調査の質および維持管理 

PT 調査の質に関しては、案件の予算・時間の制約上、四段階推定法での交通需要推計に十分なサンプ

ルを確保することが困難になりつつある、またサンプルに偏りが生じることがある等の課題がある。これに

対して経済発展が著しい大都市における交通システムや交通行動の高度化・複雑化に即した非集計モデ

ルの活用とそのための比較的小規模サンプルでの交通調査の計画・実施の重要性が指摘された。 

現場の経験に基づく高所得者層の PT 調査サンプル確保の問題やモバイル端末を活用した調査など、

今後の課題として考慮すべき報告があった。 

現地側が自律的・継続的に行うことが難しい PT データの維持管理に関しては、タイ・フィリピンにおける

JICA プロジェクトで構築されたデータベースの現地での継承の例がコンサルタントから紹介された。 

 

コンサルタントからの意見・報告 

ꞏ 目的別所得別モデル構築のための PT 調査サンプル世帯のグルーピングを考慮すると、高い有効サ

ンプル率が要求される。PT 以外の補足調査も考慮した非集計モデルを適切に採用する方が望ましい。 

ꞏ 高所得者層がヒアリングを拒否する傾向が強く、サンプルの分布が現実から乖離するという問題があ

る。世帯訪問調査の成否は広報によるところもあるため、新聞やテレビ等のメディアを通じて調査の

協力を要請することがあるが、経験上その効果は限定的と思われる。 

ꞏ モバイル端末を活用した世帯訪問調査では、費用縮減は期待できないが精度が向上した実感はある。 

ꞏ タイでは BEIP（Bangkok Environmental Improvement Project, 1996）で構築したモデルがその後のプロ

ジェクト策定の意思決定に使用されるようにオーソライズされており、継続的に需要予測データが更

新されているようである。論文執筆のために大学が積極的に関与する、また現地民間コンサルに継

承されている事例もある。 

ꞏ フィリピンの NCTS (National Center for Transportation Studies)のように日本人技術者を送り、現地で

の技術移転を図った事例もある。 

ꞏ 継続的なデータ管理・更新は主に予算面から難しいが、一度構築されたデータを必要に応じて 10～

20 年に亘って使用し、F/S 等の評価に使用されていることもある。 
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(2) PT 調査をはじめとする基幹交通調査の目的・有用性 

PT 調査をはじめとする基幹交通調査とそれに基づく需要予測は結果が出るまでに長い時間を必要とす

るため、政治日程や F/S の都合を考慮すると、調査目的を早く安価に達成できる手法が望ましいという提

起に対して、インフラ投資の判断材料として基幹交通調査は依然、重要であり、都市交通マスタープラン策

定と F/S、技術移転・継承では交通調査や交通需要予測に求められる役割も異なるため、それぞれの調査

の目的に適した交通調査・交通需要予測のあり方を検討する必要性について指摘があった。 

 

コンサルタントからの意見・報告 

ꞏ PT 調査の結果は、新規・改良を含む大規模なインフラ投資を考える際の判断材料として、需要のボ

リュームを議論するための基礎データとして重要である。特にインフラの発達が遅れている国・地域

において PT 調査をはじめとする基幹交通調査は今後も重要な基礎データとなる。 

ꞏ ADS 等の PT 調査とは異なる手法を利用する場合でも、インフラ投資の判断材料という目的は忘れて

はならない。 

ꞏ 将来ビジョンを持つ MP と、投資が関係しエビデンスベースに近い F/S ではデータの見直しの方法が

異なる。エビデンス vs 将来ビジョンではなくそれぞれ使い方が異なることを留意すべき。 

 

2.5 開発途上国事例調査結果 

都市交通M/P案件のレビューにおける、開発途上国での交通調査・交通需要予測におけるレビュー結果を踏

まえ、海外での事例調査（コンサルタント、研究者または行政機関に対するヒアリング）を行い、情報収集・分析

を行った。海外調査先は、当初予定の開発途上国２カ国にインドネシア（ジャカルタ）を追加し、ベトナム（ハノイ、

ホーチミン）、インドネシア（ジャカルタ）、タンザニア（ダルエスサラーム）の３カ国とした。 

2.5.1 ベトナム 

ハノイでは 2007 年に JICA による都市開発計画調査(HAIDEP)の中で都市交通 M/P を策定、ホーチミンで

は 2004 年に都市交通M/P(HOUTRANS)を実施している。HAIDEP では都市鉄道(UMRT)、BRT、環状道路、水

運、HOUTRANS では UMRT 及び環状道路などのプロジェクトが提案されている。その後、UMRT の情報収

集・確認を目的に、「ベトナム国主要都市鉄道情報収集・確認調査(METROS)」（2013 年～2016 年）にて両都市

の PT 調査が再実施され、M/P の見直しが行われている。 

HAIDEP、HOUTRANS とも、公共交通システムの大幅な改善シナリオを見据えた交通M/P が提案されてお

り、これらに合わせて中長期の公共交通の分担率も高く設定されていたが、約 10 年が経過した現在のところ、

目標は達成されていないようである。提案プロジェクトの一部は遅れて実施されていることもあり、先方政府

には、これらが現在も有効な優先プロジェクトなのかどうかや、路線は提案どおりのままでいいのかなど、や

や不安な見方や M/P の提案と異なる動きも出はじめている。例えば HAIDEP で提案された環状４号線は、都

市化が広がったことでより外側に位置した運輸省(MOT)の提案の方が道路整備計画に採用されている。

HAIDEP の高速道路計画の１路線も、これまでにない都市のスプロール化に起因する土地収用のための難し

さと費用の高騰からキャンセルされている。 

MOTをはじめとするベトナム側関係機関は、定期的な交通データベースのアップデートを、とりわけ交通状

況の変化に対応するため、できれば５年おきのアップデートを望んでいる。ベトナム国の経済成長は著しく、

HAIDEP 及び HOUTRANS で提案された開発の方向性はもはや有効ではないかもと危惧している。また、仮
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に新たな M/P スタディが実施された場合でも、これまでのように２，３年の期間はもはや長すぎ、５年間隔に

大幅な異動のある政府には適合しないため、提案プロジェクトの速やかな実施まで考慮すると、なるべく短い

期間でのスタディを望んでいる。また、過去の M/P で提案されたプロジェクトで未実施のものについて、状況

の変わった現在も、路線など詳細も含めて有効かどうかの再検討を実施し、また、他ドナーと協力しつつ、実

施のための資金及び運営スキーム、制度面の整備、優先度などについてもスタディして欲しいと望んでいる。 

一方、ベトナム側で実際に交通調査データベースや需要予測など、スタディを行う TEDI は、M/P の策定の

プロセスや作業に係る知識の政府機関内でのキャパシティビルディングを行うべきと主張している。一般に、

政府の関係者は M/P の策定過程における困難や問題を飛ばして、彼らの計画をサポートする結果のみを待

ち望んでいる傾向がある。今後のスタディではこうしたキャパシティビルディングを重点的に実施し、政府が

自ら率先してスタディを行うように目標を置くことを望んでいる。 

その他、インフラ整備以外でベトナム側が日本の技術協力を望んでいる分野については、交通信号管理シ

ステム、TDM 施策、TOD、データベース管理のための IT センターなどが挙げられている。スマートフォンなど

モバイルデバイスを用いた新たな調査手法については、ベトナムでは未実施だが一様に関心は示している。

また、社会・経済・交通状況が著しく変化している中において、“新たな”交通需要予測の手法についても興味

は示しており、こうした技術移転も望まれている。 

2.5.2 インドネシア 

JICA はインドネシア政府と長年に渡り、ジャカルタ首都圏の都市交通問題に取り組んできた。2000 年～

2004 年には国家開発企画庁（BAPPENAS）をカウンターパートとして、開発調査型技術協力プロジェクト「ジャ

カルタ首都圏総合交通計画調査(SITRAMP)」を実施、ジャカルタ首都圏都市交通 M/P を作成した。同 M/P で

は、現在ジャカルタ特別州を中心に導入している BRT、及び円借款事業として建設が行われている MRT 等

が提案されている。また、その後継の技術協力プロジェクトとして、経済調整大臣府（CMEA）をカウンター

パートとし、「JABODETABEK 都市交通政策統合プロジェクト(JUTPI)」を実施、SITRAMP で作成した M/P の見

直し・更新、及びジャカルタ首都圏の都市交通問題をセクター／地域横断的に取り扱う「ジャカルタ首都圏交

通庁(JTA)」の設立支援を行っている（フェーズ 1： 2009 年～2012 年、フェーズ 2： 2013 年～2016 年）。 

その成果もあり、2016 年には運輸省下にジャカルタ首都圏交通局(BPTJ)が設立し、ジャカルタ首都圏の交

通データベースも運輸省下で一元管理されるようになった。BPTJ は、SITRAMP 及び JUTPI フェーズ 1 で提

案されていた大統領府直属のジャカルタ首都圏交通庁(JTA)とは異なって、マスタープラン計画実施の権限ま

では有していない。しかし、BPTJ は SITRAMP や JUTPI フェーズ 1 など、これまでの交通調査データベース

を維持管理・更新し、将来需要予測も含めたジャカルタ首都圏マスタープランの更新や実施促進、モニタリン

グ等を行う任務を有している。 

BPTJ は設立後まもなくジャカルタ首都圏の地方自治体を回って、地方政府の各交通計画を交通マスター

プランに取り込むべく、マスタープランの説明を行っている。このように統合・更新されたマスタープランが

ジャカルタ首都圏交通マスタープラン(RITJ)であり、現在、BPTJ が最終化作業を行っているものである。予定

では、RITJ の最終化後、地方自治体間で基本合意書(MoU)を締結し、法制度（大統領令）化に向けた手続きを、

2017 年中を目途に行うことになっている。 

先の M/P 開発調査である SITRAMP に比べ、JUTPI フェーズ１は技プロでありながら、カウンターパート間

の相互活動も限られたスキームでインドネシア側の参加がフルに活かされない内容だと考える関係機関が

多く、結果としてインドネシア側の活動があまり当初の効果をもたらせなかった。そのため、続く JUTPI フェー
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ズ２では、技術移転とキャパシティビルディングの効果を発揮するため、Focus Group Discussion(FGD)など、

インドネシア側と相互の作業プログラムを計画することにより、技術移転やキャパシティビルディングのあり

方の量的及び質的な向上が望まれている。なお、インドネシア側の発展に供するような質の高いスタディで

あれば、交通調査等も含め２，３年かかることにはインドネシア政府も理解を示している。 

BPTJ は、交通調査や需要予測も含めた RITJ の更新への支援を明らかに望んでいる。しかし、これまでと

は違う画期的なスタディ方法の改善を期待している。さらに、TOD については、BPTJ は約30 箇所の TOD 計

画を RITJ に追加するとしているが、インドネシア政府には TOD の実施に向けた各ステークホルダーとの調

整経験がなく、必要法制度も未整備であるため、とりわけ資金分担やスキーム、運営管理分担、インフラ及び

施設設計などを含め、具体化に向けた技術的な取り組み支援が JUTPI フェーズ２でも望まれるところである。 

その他の関係機関から挙げられてきた都市交通分野の協力ニーズの新たな分野としては、環境に優しい

Green Transport（自転車シェアリングシステム、歩行者施設の改善や自転車道の整備を含む）、相乗り型サー

ビスやスマートフォンを使用したオンライン配車サービスなど新たな交通手段を含めた交通調査方法の支援、

TOD 計画実施のためのキャパシティビルディング、等がある。 

2.5.3 タンザニア 

2008年にJICAによる「ダルエスサラーム総合都市交通体系策定調査（以降、DSMとする）」が実施された。

タンザニア政府は DSM を、現在までに実施されてきた交通プロジェクトの大部分を含めた包括的な M/P と認

識している。DSM にて提案されたプロジェクトのうち、完成済みまたは事業化が進んでいるものには、ダルエ

スサラーム市内の Kiganbomi 橋（供用中）、Tazara フライオーバー（2018 年完成目標に工事中）、Ubungo 交差

点改良（2019 年完成予定）、都心部の Morocco 道路改修や Samoa 通り整備（パイロットプロジェクト）BRT

フェーズ 1（供用中）及び BRT フェーズ 2（入札準備中、アフリカ開銀(AFDB)・世銀・EU の協調融資）である。

BRT のそれ以降のフェーズ 3,4,5,6 は資金の目処が立っていない。DSM の提案プロジェクトの多くが実施され

つつある一方、約２年をかけて策定された M/P は、主に予算制約及び政治的観点から法制化されていない。 

この他、DSM で提案され、その後の技術協力プロジェクトにより設立準備が行われているダルエスサラー

ム都市交通庁(DUTA: Dar es Salaam Urban Transport Authority)は、ダルエスサラームの交通関係機関間の調

整を行うことを目的としているが、利害関係の調整の問題から設立には至っていない。そのため、DUTA の設

立を支援するための JICA による技術協力プロジェクト「ダルエスサラーム都市交通及び政策改善コンセンサ

ス」(CUPID: Consensus for Urban Transport and Policy Improvement in Dar es Salaam)が、2010 年より継続中で

あり、一方で、ダルエスサラーム市の著しい社会経済および都市・交通基盤の変化に対応するため、DSM を

更新し法制化を目指し、2040 年を目標とした「ダルエスサラーム都市交通マスタープラン改訂プロジェクト」

（優先プロジェクトの実現可能性調査を含む）が 2016 年から実施されている。 

2008 年策定の DSM に伴って整備された交通データベースは、ドナーを含めた多くのステークホルダーで

活用されている。また、M/P 調査のデータベースの更新にあたっては、データベースを整備し管理するため

の組織が必要である。これには、対象組織の適切な人的資源と能力向上のためのキャパシティビルディング

も含まれる。需要予測モデルに関しては、タンザニア側が大学の研究者等を活用しつつ将来的に需要予測モ

デル構築を自力で行えるべく、段階的な能力強化支援が重要と考えられる。 

携帯電話位置情報データ（CDR: Call Detail Record）によるデータ収集がタンザニアで実施され、ダルエスサ

ラーム市の人口の約 3%のデータを用いて分析されている。大ゾーンレベルで目的別の OD が推計されてい

るが、トリップ目的やトリップのコスト等は CDR から判別することは不可能であり、これらを補足する交通調査

により目的等を推計する方法が確立されなければ、需要予測モデルの構築は困難と考えられる。 
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世銀の資金提供を受けて、民間コンサルタント Oxford Policy Management（OPM）により、タブレット及び世

銀のサーベイソリューションを活用した調査員の訪問による生活水準調査が 2014 年に実施され、2015 年調

査には、スマートフォンを供与して MMM (Mobile Market Monitor)アプリケーションにより個人のトリップパター

ンを自動的に検出し、後で回答者が確認を行う調査が実施された。特にスマートフォンによるトリップ調査で

は、機器の操作習得や携帯電話の充電など様々な問題が確認された。 

政府機関では、M/P の更新の際は、交通計画と都市計画及び土地利用との一体化が必要と考えられてお

り、BRT の拡張計画の詳細化、公共輸送サービスの強化プログラム、モーダルシェアの改善、鉄道・港湾・空

港セクターの詳細スタディなど多岐にわたる詳細な議論に対する期待が大きい。また、予算不足を克服して

プロジェクトを予定通り実施さるために、官民協働(PPP: Public Private Partnership)などのプロジェクト融資ス

キームについて JICA のキャパシティビルディングで求められている。その他、新たな協力の分野としては、

ITS や交通管理センターの整備など、交通管理面からの交通渋滞解消に注目が集まっている。 

2.5.4 協力ニーズの比較 

開発途上国の事例調査を行ったインドネシア（ジャカルタ）、ベトナム（ハノイ、ホーチミン）及びタンザニア

（ダルエスサラーム）の３カ国４都市における都市交通調査及び需要分析について、大きく JICA 都市交通

M/P の実施状況、交通データベースの更新状況及び交通計画や実務への活用状況、及び今後の都市交通

分野の協力ニーズ全般の３つの観点から、次表のように取りまとめた。 

３カ国に共通する傾向として、策定された M/P は法制度化されていないが、実施機関は設立されたという

ことである。プロジェクトの実施状況については、多額の投資を伴う大規模インフラプロジェクトは当地の経済

状況では実施困難なこともあり、実施スケジュール通りには進まないことが多く、政府担当職員の異動も加わ

り、開発の方向も若干変わってしまうケースもあった。 

一方、実施には時間を要したが、タンザニアのBRTをはじめとする基幹公共交通プロジェクトは進行してお

り、各国とも実現に向け内外からの投資にも目を向けている。 

M/P 策定後の交通調査データベースのアップデートについては、各国とも積極的で規模の大小は異なって

も何らかの交通調査は実施されている。ベトナムは専らMOT傘下のコンサルタントに頼る一方、インドネシア

やタンザニアでは、新たな技術（携帯電話やタブレット端末）による効率的な交通調査の実施を自身で模索し

ており、調査実施上の課題は本プロ研の参考にもなる。 

事例調査を実施した3か国においては、担当部局は都市交通M/Pの意義・有効性を十分認識していること

が確認された。一方、都市交通 M/P における計画とその後の開発の実態に乖離が生じており、各国におい

て M/P の更新に対する認識は高い。また、M/P の定期的な更新の必要性については、包括的な土地利用や

交通機関の統合、戦略的計画とともに各国とも基本的に理解している。しかし、更新とは言え最低二年間やそ

れ以上かかる M/P のアップデートについては、インドネシアやタンザニアの担当部局では概ね覚悟している

が、政治レベルでは任期や選挙のタイミングにより早期の対応を求められることもある。ベトナムでは人事異

動もあることからより短期での更新を望んでいる。また、更新に伴う技術移転については、その後も自身で

M/P 更新が実際にできるようなより良いスキームを３カ国とも期待している。具体的には交通需要予測の他、

PPP による予算調達手法など、さらに高度で複雑なキャパシティビルディングも各国が望んでいる。なお、需

要予測ソフトウェアについては、インドネシア及びベトナムでは PTV または CUBE のソフト、タンザニアでは

JICA STRADA など、各国それぞれ特定の需要予測ソフトの使用を期待しているようである。 
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2.6 問題点等の整理 

前節における各 M/P 案件のレビュー及び過去の交通需要予測の検証、国内のコンサルタントからのヒアリン

グ、開発途上国の事例調査、主要学会から見る世界的な情報収集の結果から、共通して見えてきた問題点や課

題等について、PT 調査を中心とした交通調査、交通需要予測手法、及び都市交通分野の協力ニーズの観点よ

り、課題別に以下のとおり整理を行った。 

2.6.1 PT 調査を中心とした交通調査について 

PT 調査のサンプルさらに、データが長年活用される可能性も踏まえ、限られたリソースの中での質の高い

調査を実施するためにはサンプル数は限られていても偏りのないように実施し、それらの調査結果を有効活

用できる需要予測手法と合わせて検討を行う必要がある。 

1) 調査の目的・内容に係る課題 

日本では、データの信頼性や情勢の安定性から、定期的な都市圏 PT 調査など同様な交通調査の内容

となっているものが多く、それが一定の成果を成してきていた。しかし、2.5 に示す日本の事例に係るヒアリ

ングで示すように、近年の日本の市町村の M/P 策定では大規模インフラ建設ではなく、子育てや高齢者向

け施設検討などミクロ的な施策が望まれ、例えば岐阜市の総合交通戦略の例では細かな目標設定とそれ

に応じた戦略の設定、実施に向けた協議会の設置など、各市町村の特徴に応じた目的設定がされるように

なってきた。開発途上国では、時代と場所で生じている問題やその質が異なり、それを各交通調査によっ

て現状整理したうえで M/P 策定を行っているため、各状況に応じた調査の目的設定をしているものと考え

られるが、1950 年代にアメリカで開発された大規模 PT 調査を中心とした調査体系は基本的に不変であっ

た。日本の都市圏 PT 調査の実施および結果の分析には通常２年程度の期間を費やしているが、開発途

上国における交通調査の期間については政治日程への配慮や F/S につなげるために短期間で何らかの

結果を求められるケースが多い。 

このため、関係機関の多くは半年から１年プロジェクトから結果が出ないことに対して不信感が生じる

ケースがある。2.4とも関連するが、結果が出るまで時間を必要とする大規模PT調査及びモデル構築の理

解について、海外調査にてヒアリングしたところ、政治レベルではとにかく短期での実現が求められること

が通常であるが、担当レベルでは概ね理解を示す国（インドネシア）や２，３年も待てない国（ベトナム）、本

当に重要で有益な結果であれば理解できる国（タンザニア）など、様々であった。さらに、都市交通分野の

協力ニーズを踏まえ、対象がインフラ案件の場合の交通需要（トリップ）量の議論より、むしろ TDM などの

交通政策に対する交通行動（アクティビティ）の変化を対象にした議論も重要であることが分かった。このた

め、調査の目的を明確にしたうえで、それを着実に実施できる評価手法や調査手法について検討する必要

があると考えられる。 

なお、新規の交通機関や交通施策の需要予測のためには SP 調査も行われているが、途上国の場合、

公共交通の整備が全く遅れていて新規公共交通のイメージがつかめないような都市では、SP 調査の実施

とモデル構築が困難で、実施には相当の知見と工夫が必要なケースもあることにも留意しておく必要があ

る。 

一方、PT 調査でしばしば問題になるトリップの記入漏れを防ぎトリップレートをより正確に把握するため

に、補足調査としてアクティビティダイアリー調査(ADS)も行われている。ADS の調査票は根本的に変わる
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ため、PT 調査と同レベルの複雑な内容まで含めると回答者の負担も大きくなることにも留意すべきである。

そのため、既存の PT 調査（＋補足ADS 調査）にするか、あるいは初めから ADS で基幹調査を行うべきか

の選択については、途上国側の協力ニーズを踏まえ今後どのような需要予測の手法が適しているかを踏

まえ決定する必要がある。また、スマートフォンなどのモバイル機器を使用しトリップを自動検出するトリッ

プダイアリー調査により、回答者による複雑な調査票の記入などの負担の軽減を図ることも考えられる。い

ずれにせよ、M/P 策定のプロセスや交通調査の手法については、事前に途上国側の理解や合意を得てお

くことが重要である。 

2) 社会経済データに係る課題 

社会経済のマクロデータについてはセンサス（国勢調査）のデータに頼らざるを得ないが、実際には国

勢調査が遅れたりしてデータが揃っていない場合も多く、古い人口データを使用し、調査団で調整をする

ケースもある。また、調査の段階で最新データが上がってくることもあり、その際には解析のやり直しなど

反映作業が必要となり、大きな追加労力と期間を要することが懸念される。通常、定期的に行われている

センサスや各種調査など必要な社会経済データ及びその精度は PT 調査と同様に非常に重要であり、M/P

スタディを実施する前の段階でそれらの内容や精度、入手予定など事前に明確化しておき、スムーズなPT

調査データの分析を行えることが肝要である。 

途上国における現地政府・機関による既存の社会経済指標の予測、新都市開発等の既定計画が与件と

してある場合、基本的には M/P 策定の過程でレビューを行い、計画の熟度などに応じて社会経済指標に

反映する。これら社会経済指標の予測結果や既定計画の計画値・スケジュールについて信頼性・実行性に

疑念があっても公的な指標や政治的な案件であった場合、M/P の中で修正を提言することは難しい。ただ、

これまでの M/P 案件の需要予測結果の検証から言えることは、社会経済的な変化が大きい途上国におい

て、長期的な需要予測はなかなか精度よく推計できないのが現状である。特に、政府の打ち出している都

市開発政策などや制度変更などが社会経済フレームに影響する場合もある。そのため、M/P 調査におけ

る長期的な予測は、むしろ政策決定のために都市の将来像やビジョンを議論することを目的とするのがよ

いだろう。すなわち、都市開発を考慮した M/P は目標年のあるべき姿に基づいた社会経済指標設定であ

ることが多いことを認識し、それを踏まえた上での提言を行うべきと考えられる。 

3) 新しい交通調査手段や関連データに係る課題 

通勤通学情報を含む社会経済調査においては、サンタクルス都市圏交通 M/P スタディのレビューにも

あったとおり、調査員による電子タブレットを利用した先進的な取り組みがあったが、これにはインタビュー

とデータ入力の同時実施、入力間違いの防止、不正確な記入の防止、位置情報の正確な把握等のメリット

がある一方、想定外のエラーやバグへの対応等のデメリットも指摘されている。 

また、アクティビティ（トリップ）の調査においては、タンザニアの海外調査で回答者自身のスマートフォン

の携帯アプリケーションによるトリップダイアリー調査が試験的に実施され、現場での様々な問題や課題が

浮き彫りになったが、これらを克服し新しい交通調査手段の模索を進めていくことが今後とも期待される。

このような電子タブレットなどを利用した新しい交通調査手法では、利用方法などについて調査員や回答者

が情報リテラシーを持っていることが必要であり、それに加え、十分なテストやユーザーに配慮したアプリ

ケーション設計、機械学習などによるアプリケーションの調整が必要である。また、新しい電子機器を用い

た調査は、例えば地図情報などインタアーネットアクセスを前提としていることも多く、地域や時間帯によっ

て利用できないと調査ができないという課題があるものの、これらの課題に対応できれば今後の有効活用

の可能性がある。 
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一方、CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）の解析によるトリップ数とトリップパターンにつ

いて通常の PT 調査の解析結果と比較したダッカの事例で言えば、全体としては PT 調査の結果との差は

あまり見られなかったが、デメリットとして、交通解析ゾーンレベルで比較した場合には両者の相関性は低

く、従来の PT 調査の代用は困難とされている。しかし、PT 調査が実施できない地区などを含めて、偏りの

ないデータの分析が CDR では収集可能であることがメリットとしてあげられている。なお、ダルエスサラー

ムでは CDR の解析も世銀の調査で進められ、大ゾーンレベルであるが目的別の OD トリップ数まで作成さ

れており、OD 表更新の一手段となっている。一方、CDR データは軍の機密情報や警察の捜査情報とみな

される場合があり、国によっては利用できないこともある。詳細は第3章で述べるが、CDRは、今後の研究

次第で将来的に活用が広がる可能性はあるものの、現状では用途が限られている。 

上述の通り、交通調査におけるモバイルデバイスの活用については、現段階では実用化にはまだ課題

があるが、今後の研究、改善により将来的に有効に活用できる可能性があるといえる。 

 

これまでの開発途上国における都市交通マスタープランでは大規模な PT 調査を実施している。しかし、

変化の大きい途上国における需要予測の難しさ、TDM をはじめとする柔軟かつ精緻な交通施策の検討

ニーズの高まり、また、需要予測手法の多様化等を踏まえ、限られたリソースの中で質を向上させた上で

大規模調査を実施するのは困難であり、PT 調査をはじめとする基幹交通調査のあり方を見直す必要があ

る。 

新しい交通調査手段については今後の有効活用の可能性があるものの、現段階では PT 調査の課題を

即座に解決できるものではない。また、社会経済データについては M/P スタディを実施する前の段階でそ

れらの内容や精度、入手予定など事前に明確化しておき、スムーズな PT 調査データの分析を行えること

が重要である。 

2.6.2 交通需要予測手法について 

1) 従来の交通需要予測手法に係る課題 

従来の集計型の交通需要予測手法である四段階推定モデルの各段階について、個別都市交通 M/P 案

件のレビュー及び既存の需要予測結果の検証において浮かび上がってきた問題は以下のとおり。 

 

発生集中モデル： M/P 案件レビューで整理したように、四段階推定法の発生集中モデルの段階では、

ハノイ、ジャカルタ、ナイロビの例でみられたように、推計結果と新しい PT 調査で乖離が生じていた。これ

らの変化は、例えばナイロビの例のように、主に社会的状況が高度成長やライフスタイルの変化が生じ、

人口あたり発生トリップ数が変化したことに起因するが、モデル自体に不具合があった場合も存在する。例

えば、ハノイの例では、発生集中モデルが Home Based/Non-home Based 別にモデル構築が行われてお

らず、ずれの要因になりうる結果を得ており、モデル構築上の課題となっている。また、ジャカルタの例で

は、過去の推計モデルと新しい推計モデルではモデル構造が大きく異なっており、モデルの構築方法につ

いて課題があることが示された。 

 

分布モデル： 通常、重力モデルが適用されるトリップ分布モデル（目的別に OD を推計するモデル）の

決定係数は概して高くなく、モデルの再現性が課題となっており、四段階推定の中でも最も悩ましいとされ

るモデルである。個別案件レビュー結果では、例えばマニラ、ハノイ、ホーチミン、ナイロビの例のように、
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特にゾーン内々率の精度が悪い場合があり、それによって全体の OD 表の精度を落とすことが見られてい

る。例えばナイロビなどは、観測値の内々率をそのままモデルの与件値とするなどで精度を落としている

例があった。また、ゾーン内外 OD についても、都市開発などの理由によりモデルで精度よく説明できない

部分があり、誤差が大きい場合が見受けられた。これまでの OD 表はゾーン指標を説明変数とするトリップ

発生集中モデルをベースに分布させたものであり、個人の属性を反映できないがゆえに説明が困難に

なっている可能性があり、これまでの集計ベースでのモデル化よりもむしろ、異なる属性を持つ個人の目

的地選択をモデル化することが有効になる可能性が示唆される。 

 

機関分担モデル： 機関分担モデルは、従来の集計型の交通需要予測手法でも集計モデル/非集計モデ

ルに分かれることが多く、M/P 案件レビューでは集計モデルを採用している例も少なくなかった。M/P 案件

レビューの中では、ハノイ、ホーチミンのようにオートバイから公共交通利用率を向上させるビジョンが盛り

込まれ、推計値と新しい PT 調査結果に誤差が生じているケースがあった。また、ジャカルタの例では、距

離に応じて一定率をオートバイに振り分けるなどをした結果、誤差が生じているケースがあった。 

 

ネットワーク配分： ピーク時あるいは一日当たりの交通量を対象とした交通需要予測を行うかについて

は、通常、M/P 案件では費用便益分析などの評価が行われることもあり、特にピーク時での推計の要望が

先方から求められていない場合には一日当たりの交通量でネットワーク配分を行っている。また、続く F/S

案件などでピーク時交通量の予測が必要な場合には、方向別ピーク率を調査結果から得て、ピーク時交通

量を求めることが通常であるが、ピーク時を対象に OD 表を再推計しネットワーク配分をし直すには多大な

時間と労力を要する課題がある。 

 

以上のように、既存の集計モデルに基づく需要予測手法では各段階で課題が多く指摘されており、手法

の改善を図ることが求められてきている。さらに近年、先方政府などの要望から需要予測の投入人月及び

期間の短縮が求められ、PT 調査をはじめとする大規模交通調査を実施し、なるべく精緻な OD表や需要予

測モデルを構築し交通需要を分析するための時間の確保が課題となっている。第 4 章でも議論するが、開

発途上国の都市圏でも従来のインフラ整備から様々な交通政策のニーズが最近増えつつある中で、需要

予測や交通調査の投入人月及び期間の短縮に直結しなくとも、個人の属性に基づく交通行動に着目するこ

とによりこれらのインパクトを柔軟に表現し色々なシナリオを評価できる手法（いわゆる非集計モデル）の

適用可能性を検討することが非常に重要となってきている。 

なお、メインとなる交通需要予測手法のいかんにかかわらず、貨物車の分布交通量については、貨物

OD 調査の結果などから現況の OD は何とか推計できるものの、需要予測モデルをまともに構築すること

は難しく、ゾーン別将来 GDP や就業人口に比例させるなど、比較的単純な方法で済ませていることも多い。

同様に、コードンライン調査に基づく外部 OD の需要予測も、比較的単純な手法であることが多い。このた

め、計画として貨物流動をとらえる場合や域外の OD の需要予測が重視される場合には、より丁寧な説明

や政策変数を取り扱う必要がある。これについてはそれなりの作業量を伴う別の研究課題となるが、過去

の M/P 案件のレビュー結果として、この点についても留意しておく。 

2) 需要予測ソフトに係る課題 

後述するように市販の交通需要予測ソフト(TransCAD, CUBE, VISUM, EMME)の選択自体の問題はない

が、開発途上国ではどの需要予測ソフトにおける配分ネットワークにおいても、様々な種類の車両が出入
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りし通常多くの障害が発生するような道路ネットワークで、適切な交通容量や QV 式の設定を行い、現況再

現させることは困難である。同様に、公共交通ネットワークにおいても、路線図も存在せず非常に複雑なパ

ラトランジット系の公共交通の再現を図るのは限界があり、困難を極めている。また、数百に及ぶバスルー

トを入力したケースでは配分計算にかかる時間が長くなり、作業上のボトルネックとなる。従来のトリップ

ベースト需要予測あるいは新たな需要予測手法を問わず、OD 表作成後はネットワーク配分が行われるの

で、開発途上国都市圏における上記の交通ネットワーク状況の再現の問題は、いずれにしても避けられな

い問題である。いずれにしても、混とんとした交通システムを克服し、ある程度“成熟”しかけた都市で初め

て非集計モデルの適用可能性を含めた需要予測手法の改良の余地が発生することになるであろう。 

JICA が開発した交通需要予測ソフトウェアである JICA-STRADA についてはモジュールが分かれてお

り、入力データ以外は GUI (Graphical User Interface)で指示でき、初心者にも習得・利用しやすいが、柔軟性

は低く、様々な入力データを用いた繰り返し計算も含め STRADA で想定していないモデル等は対応できな

い。一方、欧米で販売されているソフトは柔軟な設定や計算が可能である反面、高価で複雑であり、また交

通計画や数学、コンピュータの基礎知識が必要であり、習得にも時間がかかる。また、どの市販ソフトもブ

ラックボックスの部分があり、明確な説明が困難な点がある。 

また、JICA-STRADA は初心者の研修用には適しているが、開発途上国のような複雑な交通体系では、

より柔軟な設定が可能な市販需要予測ソフトを使用する方が望ましい場合も考えられる。なお、海外調査

（アメリカ）の結果によると、市販の交通需要予測ソフトのいずれにおいても、ネットワーク配分の結果（LOS

データ）と ABM の結果（OD 表）とを相互に組み込み、繰り返し計算ができるような設定が可能であるので、

交通需要予測ソフトの選択には特に問題はない。 

3) 社会経済指標及び外部要因に係る課題 

ゾーン別社会経済指標の設定にあたっては、国全体の動向、地域別の人口推移・動態、土地利用や産

業構造の変化等が及ぼす影響等を踏まえ、上位・関連計画における社会経済指標の予測値や地域の位置

付けを十分考慮するなどし、種々の想定や仮定の下、推計した将来人口や就業人口を行政区域、さらに各

ゾーンに分配させるが、調査団にはそのようなゾーン指標設定の専門家は通常いないため、社会経済フ

レームや都市計画担当の専門家、または交通調査や需要予測担当の専門家がゾーン別社会経済指標の

設定を担当することが多く、困難な作業となっている。また、M/P 案件のレビューで見られたように、例えば

ジャカルタの例では、社会増加と郊外住宅開発などが影響して人口計画フレームにずれが生じたことや、

ダルエスサラームの例のように精度の低い人口フレームを使わざるを得なかったこと、ナイロビの例のよ

うに外出率の低下や一人当たりトリップ数の減少などによりトリップ低下したとことなどが現認で、予測結果

の精度を落としているケースが課題として挙げられる。 

交通需要予測において非集計モデル化を考えた場合、従来の集計モデルにおけるゾーン別社会経済指

標の設定の問題は、土地利用モデルとのリンクによるゾーン指標の設定や非集計モデルへのインプットと

しての世帯マイクロデータ(Population Synthesis)の設定の問題に置き換わる。世帯マイクロデータの生成プ

ロセス自体は、欧米ではほぼ確立されており、開発途上国における適用例もダッカ（バングラデシュ）やム

ンバイ（インド）で既に存在している。途上国においても、サンプル数は少なくても、全人口に拡大できるコ

アサンプルをいろいろな地域からまんべんなく入手することが重要であるが、途上国の場合、キーとなる

人口センサスデータの信頼度にも問題があることもあり、適用にあたっては課題も多い。 

一方、外部要因に係る課題として、開発途上国では都市構造、経済、交通行動が急速に変化しており、

急速なモータリゼーションが生じる可能性もあれば治安の悪化による急激な経済の停滞も起こりうる。 
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例えば、M/P 案件のレビューでは、マニラの例で見られたように、個人・世帯収入が予想以上に伸びて

おらず、私的交通へのシフトが抑止されたことや、ハノイでは、交通計画実施の進捗が遅れ、土地利用や、

交通状況が想定と大きく異なったこと、ホーチミンでは、他国から輸入された低廉なオートバイの使用状況

が高くなったため、オートバイの利用が増大した等がにみられたる。また、ジャカルタでは所得増加による

中所得者層の増加と、オートバイのローン制度の普及によりオートバイの普及が予想以上に見られたこと、

ダルエスサラームのように社会的な趨勢から配車アプリの普及やオートバイの普及によりモーダルシェア

などが予想を超えて変わったこと、ナイロビの例では大型バスの積極的導入や低価格の料金政策などが

効果的に作用したこと、マニラ、ハノイ、ジャカルタなどのように実施プロジェクトの内容が変化した例や計

画通りでないプロジェクト実施状況であった、などが考えられる。このように、開発途上国では外部要因の

影響も受けやすく、これらを想定することは困難である。このため、結果の解釈において、交通需要予測は

あくまで様々な前提条件と数学モデルによるシミュレーションであり、幅のある想定値である点を関係者が

理解する必要がある。過去の M/P スタディの事例からの検証では、交通調査や需要予測モデル自体の問

題よりもむしろ予期せぬ外部要因により（短・中期の）需要予測が実際と異なってしまったケースも少なから

ずあった。社会経済的な変化が大きい途上国において、長期的な需要予測はなかなか当たらないものと

思料される。むしろ M/P 調査における長期的な需要予測は、政策決定のための将来像やビジョンを議論

することを目的とした需要設定型であるべきとなろう。 

いずれにせよ、結果として幅があるような需要予測であれば大規模PT調査をかけなくても、ADSを中心

にした非集計モデルで良いのでは、という考え方もあるため、より少ないサンプル数による非集計モデル

を中心とした需要予測手法の実務への適用について、検討する必要があると考えられる。 

以上のように、近年の需要予測では、交通渋滞が深刻な開発途上国では大規模交通インフラ整備も必

要であるが、それだけではなく、TDM など交通行動変容による政策実施も同時に行う必要があり、これらを

組み合わせた調査を M/P として組み込んでいくことが重要である。このため、時間帯や対象とする利用者

属性が複雑で、かつ様々なシナリオを評価できる需要予測手法が必要となってきている。 

2.6.3 都市交通分野の協力ニーズについて 

1) 開発の方向性に係る課題 

開発途上国の事例調査において、PT調査を含めM/Pは誰によって使われているか、ステークホルダー

のニーズに合っているかなどについてヒアリングを行った結果では、進捗は遅いが他に拠り所もなく“忠実

に”実行している国（ベトナム）や、開発の方向性や政策のみを採用しているとする国（タンザニア）、気に

入ったM/Pの提案プロジェクトを出所は言わずに各機関が自身の実施計画として策定する国（タンザニア）、

M/P を基本に進めているものの“アドホックな”プロジェクトも実施され得る国（インドネシア）など、使われ

方は様々である。近年、国際機関や DAC 加盟国だけでなく様々な援助国・機関が都市交通分野の支援を

行っており、民間が参画できる案件も増えている。しかし、それぞれの機関がそれぞれの都合で支援して

おり系統だった支援となっていないケースもある。都市交通 M/P はデータをもとに合理的な計画を策定し

ており、これら関係機関のアドホックな取り組みを包含し、都市全体の計画として取りまとめることが期待さ

れている。 

開発の方向性について、各都市の M/P 案件のレビューを行った結果としては、全体的には道路整備よ

りも公共交通整備の方向となっている。ただし、BRT など比較的安価な公共交通整備の場合には、道路整

備と抱き合わせることも多く、道路セクターがインフラ整備の基礎となっている。なお、インフラ整備につい
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ては、官民協働（PPP）による整備を前提にしている都市圏も増えつつあり、近年ニーズとして出てきている

一部の PPP のような需要喚起型の政策を作っていく場合、ステークホルダーとの対話を踏まえて、何をや

りたいのか引き出せる形にできるアウトプットが必要である。その際の交通調査データはその議論と実現

したい政策を支えるエビデンスとして捉えるのが望ましく、かつ先述したように様々な政策立案のためには

非集計手法が適していると考えられる。 

一方、公共交通指向型開発(TOD)の概念が広く普及しつつあり、交通需要予測においても反映するよう

求められるケースがあるため、どの程度まで予測に反映させるべきかについて整理する必要がある。集

計モデルの場合、公共交通周辺ゾーンへの人口の貼り付けであれば追加作業量は限定的であるが駅周

辺のゾーンを切り出して小さくする必要があり、さらに徒歩距離の短縮等を反映する場合、複雑かつ時間

のかかる作業となる。TOD については各都市の成長段階にもよるものの、いずれ関心が高まることが予

想される。その評価には TOD により家から駅へのアクセス距離が短くなることや、就業機会が駅周辺に集

中的に配置されることなどを、手段選択や目的地選択のモデルに直接入力できるような非集計モデルによ

る需要予測手法が適することになる。したがって、これら非集計モデルの適用可能性を検討することが望

ましいと考えられる。ただし、開発途上国における TOD には財閥系の企業ニーズが開発に絡む場合は、

企業の動向が直接作用し、行動原理が予測しにくい可能性があることにも留意すべきである。 

2) 短期施策や TDM に係る課題 

M/P 策定については、政治的な要請等から短期間に結果を求められたり、短期計画の提案を中心に行

うような要請があるケースもある。先述したように M/P 策定においては、大幅に予算・時間を短縮できる手

法はないと考えられる一方、M/P は政策決定者が公に説明できる資料であれば良いという意見もある。開

発の方向性について、結果が出るまで時間を必要とする大規模 PT 調査及びモデル構築の理解について

ヒアリングしたところ、概ね理解を示す国（インドネシア）や２，３年も待てない国（ベトナム）、本当に重要で

有益な結果であれば理解できる国（タンザニア）など、様々であった。 

短期計画では交通管理の施策が中心となるケースが多い一方で、その場合に求められる調査や需要予

測の精度と大規模なインフラ整備に求められるものは異なる。重点を置くべき施策については、M/P 案件

開始時から関係者の理解を得る必要があるものの、最終的に意思決定され、アカウンタビリティが求めら

れたときに技術的にどれだけ丁寧に説明できるかが重要になる。また、単なる予測需要量だけでなく、個

人レベルにまで踏み込み、例えば富裕層や貧困層が利用するのかなどの説明材料になればさらに良いで

あろう。 

一方、最近協力ニーズの増えている TDM 施策については、道路および公共交通セクターの整備をある

程度終えている都市で、初めて選択肢として意識されるものである。また、ITS も含めて、交通管理施策の

効果や必要性は、人々の交通マナーなどその都市の事情や慣習にも大きく左右されるものであり、むしろ

教育や啓蒙が重要である場合もある。とりわけ新たな技術システムを伴う施策の場合には、その運営を行

うための素地や能力の向上、そして技術移転が先ず必要になる。また、TDM 施策の評価や交通行動の予

測を四段階推定法で行うことは本質的に難しいため、インフラ整備をある程度終えTDM施策へのニーズが

出てきた都市において、非集計モデルによる政策評価の可能性の検討を行うことになる。 

時代背景は異なるがアメリカでは大規模インフラ整備が中心だった1960年代とは異なり、1970年代には

エネルギー危機の影響から調査規模も小規模化し、評価する政策内容もパークアンドライド、公共交通活

性化、駐車料金施策、バスレーン設置等の TDM 施策に対応することが求められたため、非集計行動モデ

ルの開発と実務への適用が進み、政策分析重視の交通計画へと移行している。近年は日本でも少子高齢
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化に伴いミクロな政策評価への対応が求められており、非集計モデルやアクティビティベースト需要予測モ

デルの適用が検討されていることからも非集計モデルによる政策評価の可能性を検討する意義は大きい。 

3) 技術移転に係る課題 

キャパシティビルディングで着目されがちなのは GIS や交通需要予測だが、数学やコンピュータ、交通

工学などのリテラシーがあるかどうかもわからないカウンターパート職員 10～20 名に対して行っても、実

際にはほとんど効果が限定的なのが現状である。さらに、カウンターパートのバックグラウンドや興味の対

象も需要予測から全く異なる場合もあり、そのような場合には表面的な技術移転で終わることもあり、カウ

ンターパート自身によるモデルやデータベース、M/P の更新も不可能になる。むしろ政策決定者にとって

重要なのは数字から判断できる目を養うことであり、技術者を養成するならば、対象者の選別をし、プロ

ジェクトを超えて深く長く教えるべきと考えられる。また、一方で、優秀な技術者になれば、海外に流出する

者も出てくることが想定される。 

技術移転の有無や必要性については、プロジェクト形成時によく話しておくことや、研修者の参加要件の

設定や研修でのテストの導入、初心者の学習用に適したJICA-STRADAの利用などが改善方策として考え

られる。とりわけ交通需要予測の能力開発について、途上国側が需要予測モデルの基礎の技術移転を要

望する場合には従来の四段階推定を採用し M/P 調査の活動の一環として勉強会等を定期的に開催し行う

ことが望ましい。 

また、新たな交通調査や交通需要予測手法を用いる場合には、技術移転にも関わることであるので、政

策決定者にも新たな手法の必要性を理解してもらえるためのロジックが必要となる。さらに高度で、政策立

案の際の分析について技術移転を要望する場合には、非集計モデル等を活用した能力強化プログラムを

設定するか、もしくは別案件としての支援が妥当であると考えられる。 
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第 3 章 必要交通調査・調査手段・関連データの現況と課題 

前章でも一部言及されていたように、M/P 調査において必要な交通調査・調査手段・関連データの種々の

内容について、その概要や役割、さらに利点および問題点を中心に整理を行い、交通調査・調査手段・関連

データのそれぞれの側面から課題を取りまとめる。とりわけ、交通調査においては、PT 調査の現況と問題点

や課題について、既存PT調査サンプル数縮減の需要予測に対する影響の検証結果についても言及し、特に

精緻な OD 表の作成には PT 調査のサンプル数縮減は困難であることを述べる。また、アクティビティダイア

リー調査が PT 調査（および集計ベースでの需要予測）の問題点であるトリップの漏れや回答者にとって理解

しにくいという課題を解決し、かつ世帯構成員間の関係や時間的変化、トリップ間の関係に係る開発途上国特

有の交通行動を捉えることができる点において、これまで途上国における JICA の交通調査の問題をより克

服できる可能性があることにも言及する。一方、これまでの紙ベースの調査手段に加えて様々な新しい調査

手段や需要予測モデルへの入力値となりうる様々な情報も入手できるようになりつつある。これらの調査手

段や情報源について最新の動向を把握するとともに、今後の交通調査及び交通需要予測への活用の可能性

やそれぞれの制約条件についても整理する。 

 

3.1 交通調査 

交通調査、とりわけ交通需要予測モデル構築に不可欠な調査である基幹交通調査と考えられるパーソン・ト

リップ（PT）調査、通勤通学調査、アクティビティダイアリー調査(ADS)、SP 調査、及びその他必要調査について、

その概要や調査結果の役割、さらに課題等を中心に整理を行う。 

3.1.1 パーソン・トリップ調査 

(1) 概要 

PT 調査は、都市圏における現況の人流を起終点（OD）と利用交通手段に着目し、把握するための基礎

的な交通調査の一つである。PT 調査の特徴は、特定の交通機関に限らず調査対象地域全体の人流を把

握できることにある。 

PT 調査で収集される情報は、基本的には世帯情報、世帯構成人員の情報、個人のトリップ情報に大別さ

れる。世帯情報は世帯の住所、世帯構成人員数、世帯所得、自動車等の保有状況等を基本質問事項とし、

後日の調査内容確認のための電話番号や世帯主名など個人情報を含むことがある。また、必要に応じて

家屋の構造、居住年数等の補足情報を含むケースもある。世帯構成人員の情報は、その世帯に居住する

個人の性別・年齢・職業・トリップの有無・利用可能な自動車類の状況等を含み、必要に応じて個人月収等

の個人情報を含むことがあるため、収集した情報の取扱いには注意を払う必要がある。トリップ情報は個

人が行った通勤・通学等のトリップの起終点・利用交通手段と所要時間および費用・トリップの目的等を基

本的な情報として収集する。 

PT 調査の調査手法は大きく 4 段階に分けることができる。最初に調査準備として、世帯住所や起終点の

位置をコード化するためのゾーンの設定を行う。この時、人口センサス等の統計と整合性を図るために市

町村区等の行政区分と対応した PT 調査用のゾーンコードを設定する（ケースによっては、PT 調査用の

ゾーンを交通需要予測のための交通ゾーンと同じにすることもある）。この PT 調査ゾーンとそれに対応し

た人口センサス等に基づく世帯数・人口から、ゾーン別の目標サンプル率・サンプル数を設定する。 
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PT 調査がアメリカで開発された当初は 5%程度の高いサンプル率が設定されていたが、サンプル率を下

げる取り組みがなされ、アメリカでの 1990 年代初頭の PT 調査のサンプル数は平均 2,500 世帯程度であ

り、近年の先進国の主要大都市圏でも多いケースで２万世帯程度のサンプル数である。この背景には調査

にかける予算や時間の制約に加えて、サンプル数設定の目的が現況 OD 表を推定することからモデルを

作成することに変化していったこと、個人の交通行動をモデル化することでサンプル数が少なくても説明力

の高いモデルが作成できる非集計の交通需要予測の導入が進んだことが挙げられる。 

第２章でも述べた通り、開発途上国における PT 調査のサンプル数は、対象都市圏に含まれる世帯数の

凡そ 3%で実施されることが多かったが、近年の JICA 案件は 1%前後となっている。過疎地と住宅密集地等

ゾーンに含まれる世帯数に応じてサンプル率を変えることもある。サンプル数を縮減した場合の影響につ

いては後述する。 

また、サンプル数の設定と並行して現地の状況に適合した調査票の設計を行う。調査票の設計に当たっ

ては、特に OD の住所の特定が重要でかつエラーも多いため、正確な位置を回答できるように配慮する必

要がある。 

開発途上国におけるPT調査の一般的な手法である調査員による世帯訪問調査の場合、調査員の募集・

トレーニングまたは再委託先との協議・トレーニングを行う。実際に現場でのパイロット調査を実施し、調査

票の妥当性の確認や調査時における注意事項や問題点の抽出を行い、必要に応じて適宜、調査票の修正

やトレーニングへのフィードバックを行うことが望ましい。 

調査員のトレーニングやパイロット調査のフィードバックが実施された後、本格調査を行う。調査員の世

帯訪問によって収集された調査票は適宜、PC にインプット、データ化処理を行い、サンプル数が適切であ

ること、回答に抜けが無いことや論理的な整合性等を確認し、必要であれば再度、世帯を訪問あるいは電

話連絡により有効なサンプル数を所定の目標数に達するようにマネジメントする。 

PT 調査データの収集・クリーニングが完了した後、ゾーン別の世帯数または人口等とサンプル数から計

算される世帯サンプルの拡大係数を計算し、これをデータに追加することで PT 調査結果のデータベース

の完成となる。なお、交通需要予測に用いる際には、別途実施されるスクリーンライン調査結果と整合を図

り、サンプルに対して補正係数を設定する。また、対象地域境界上の道路や鉄道駅・空港などで実施され

るコードンライン調査の結果と PT 調査の結果を統合し、対象地域における現況OD 表は完成される。 

この他、実施に当たって市民の理解と協力を得るために広報活動を行うことが推奨される。PT 調査の広

報活動は、現地政府と協力し新聞・TV 報道を活用するとともに、最近ではインターネットを介したソーシャ

ルネットワーキングサービス（SNS）を活用した広報も行われている。 

(2) 調査結果 

PT 調査の結果は、ゾーン別の平均世帯所得等の現況の社会経済指標の分析、現況の人流の状況の把

握、将来需要予測のための四段階推定法の需要予測モデル構築等に利用される。 

現況の人流の状況は目的別・代表交通手段別 OD やゾーン別の発生集中量等の集計結果で表現される。 

(3) 日本の事例に係るヒアリング 

日本でも、PT調査をはじめとする大規模調査の縮減の検討が徐々に進められており、ビッグデータや小

規模サンプル数による短期のOD表更新などの検討が進んでいる。PT調査のニーズと課題及び改善の方

向性、データ更新に関する事例について国土交通省都市局都市計画課都市計画調査室にヒアリングを実

施した。概要を以下に示す。 
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1) PT 調査のニーズと課題及び改善の方向性について 

PT 調査は 1 年に 4 都市程度実施されており、全国初の広島での PT 調査実施から 50 年が経過し、2017

年現在で 64 都市合計140 回実施されたが、最近では実施件数も減少傾向にある。2014 年に自治体にアン

ケートしてみると、最近の交通計画上の課題としてミクロ的な交通施策が求められていることが分かった。

PT の課題を収集・整理した結果、細かい施策を行うためには PT だけでは困難で、ゾーン内々や郊外部の

機関分担モデルも精度が悪いなどの課題があった。これらを踏まえ、PT 調査の高度化を目指し、従来型

PT 調査の改善、全国 PT 調査とビッグデータを用いた現況把握、スマートプランニング34の３つについて手

法を検討しており、具体的には以下の通りである。 

 全国規模で抽出数を低くして実施している全国 PT 調査（各都市 500 世帯程度・5 年おきに実施）を

活用して原単位の変化を把握する一方でビッグデータにより OD を更新し、都市圏PT 調査を実施し

ていない都市圏でも都市交通の現況を把握すること 

 地区レベルで計画するためにゾーン分割をして精度を上げながら、スマートプランニングを実施す

ること 

 PT 調査実施の 5 年後、3 年後のデータを知るためにビッグデータを活用しながら更新すること 

PT 調査の手法については 2007 年に策定した総合交通調査体系調査の手引き（案）及びその解説版が

あり、上記の検討結果を踏まえ、ビッグデータやデータ更新について記述した別冊版を 2018 年に発行する

予定である。 

また、2018 年度に東京 PT 調査の実施を予定しており、実施方法については大きな変更はなく、調査は

郵送配布で、回答のみ Web でも回答できる形を予定している。 

2) PT 調査のデータ更新 

PT 調査データの時点更新については、現在のところ居住人口の更新（拡大係数）や原単位の更新など

で対応している。原単位の更新は 5 年ごとに実施される全国 PT 調査を使って、都市圏 PT の原単位を修

正する場合や全国 PT 調査の中で票の積み増しを行うケース、小サンプルの PT 調査で更新することもあ

る。松山市では 2007 年に都市圏 PT 調査を実施した後、2015 年に全国 PT 調査で実施する 500 世帯に加

えてアドオン調査で票の積み増しを行って更新している。 

現段階では、ビッグデータの技術は発展途上のため、今後状況に応じて、ビッグデータを主として分析を

行う方法と、PT 調査を組み合わせる方法について選択していく予定である。京阪神では PT 調査が道路交

通センサスと同じ 2010 年に実施されているため、OD 表更新は道路交通センサスの伸び率を活用してい

る。加えてビッグデータを用いて集計ベースの更新をしている。新しい都市開発などは道路交通センサス

の伸び率では OD は表現できないため、新しい都市開発があった部分のみ携帯電話のビッグデータを購

入し、高額なビッグデータの購入費用を抑える工夫をしている。 

現時点では 10 年、20 年後のデータ更新は難しいと考えている。 

 

以上のように、日本国内では、少子高齢化を背景に交通計画上の課題はマクロ的なインフラ整備からミ

クロ的な交通施策に変化しており、交通調査に求められる役割についても交通需要の大局を把握すること

から個人の行動変化の把握に変わりつつある。また、開発途上国と同様に従来のPT調査の課題にも直面

                                                 
34 個人単位の行動データをもとに、人の属性ごとの行動特性を把握した上で、施設配置や歩行空間等を変化させたときの歩行者

の回遊行動のシミュレーションを実施しながら、施策や取り組みを検討する計画手法の総称 (国土交通省都市局都市計画課都市計

画調査室, 2017) 
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しており、効率的な調査の実施を目指して、調査の小規模化かつ精緻化や PT 調査データの時点更新、さ

らにビックデータの活用についても検討が進められている。 

(4) 課題 

1) 回答者にとって理解しにくい調査票 

これまでの JICA 案件の PT 調査では、1940 年代にアメリカの連邦道路局(Bureau of Public Roads, BPR)

により提案された調査票の形式が踏襲されている。しかし、トリップの概念は広く一般に使われているわけ

ではなく、回答者にとっては理解しにくい調査票となっている。特に、通勤途中に子供を学校に送迎する

ケース、就業地からの外出等の Non-home Based トリップ等が抜け落ちるケースが多い。徒歩や自転車等

の非動力系交通手段（NMT: non-motorized transport）によるトリップも同様に抜け落ちが発生していると考

えられる。帰宅時に夕食を購入するケース、隣の家に挨拶に行くケース、散歩やジョギング、巡回の取り扱

いは調査によっても定義が異なっており、これらの定義が回答者に正確に伝達され、理解された上で回答

されているケースはむしろ少ないと想定される。 

これまでのジャカルタやサンタクルスでの取り組みでは、アクティビティダイアリー調査(Activity Diary 

Survey, ADS)と PT 調査の比較でも主に Non-home Based トリップを中心にトリップ数が少ないことが報告さ

れており、日本における PT 調査についても同様に活動日誌調査との比較で約 20%の未報告トリップが報

告されている35。 

これらの課題に対応するためには、日誌形式となっており回答者にとってより理解しやすい ADS を活用

したり、スマートフォン等を活用して自動的に移動を把握することが必要と考えられる。また、必ずしも通

勤・通学目的以外のトリップ情報が必要ない場合は通勤通学調査で代替できる。 

2) 生活活動に関する情報の不足 

PT 調査はあくまで移動に着目した調査であり、活動に関する情報はトリップ目的に留まる。しかし、移動

は本来は活動に派生するものである。活動は世帯構成員間の関係性（子供の送迎、同じ時間に食事 等）、

時間的な制約（勤務、就学等の時間が決まった活動やそれに伴う移動 等）、移動距離の制約（時間制約内

に移動できる距離、勤務先や学校の位置、帰宅の立ち寄り可能性）等様々な要素に影響を受けており、特

に、近年着目されている交通行動に影響を及ぼす TDM 施策等は生活活動を適切に把握しなければその

政策の影響の全容を把握できない。特に開発途上国においては安全上の配慮で親が子供を学校に送迎

するケースが多かったり、激しい交通渋滞により時間制約が大きかったりと生活活動の影響を考慮する必

要性が高い。 

これらの対応策として、ADS を実施することで世帯構成員間の関係や時間変化、トリップ間の関係にか

かる開発途上国特有の交通行動をとらえることができる。 

3) 大規模調査の管理 

近年の JICA 案件ではマスタープラン調査全体の工期が１年程度しかないことも多く、交通需要予測やマ

スタープラン策定作業を考慮すると２－４か月程度で PT 調査を完了させる必要があるケースが多い。しか

し、実際には２章で述べたスリランカのコロンボやジャカルタの事例ように、当初数か月の想定が実際には

PT 調査の実施だけに 10 か月近くかかっているケースもある。その大きな要因の一つはローカルコンサル

                                                 
35名取 義和、谷下 雅義,、鹿島 茂 (2000)「パーソントリップ調査における回答誤差とその発生要因」土木計画学研究・論文集、17 

巻 p. 155-162 
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タントが短期間での大規模調査の管理の困難さについての認識がないまま、適切でない見積もりを行い無

理な受注をしているケースが見受けられる。結果として監督員、調査員の人数が不足し、場合によっては

調査員への給料が未払いとなりストライキの発生、不正行為の誘発、調査員の大量退職等が生じ、調査の

品質に問題が生じたり、調査全体の大きな遅延となっている。調査規模が大きくなればなるほど、また、調

査期間が短くなればなるほど限られた時間内の調査の完了には多くの人手が必要となる。調査員が数百

人、場合によっては千人近くに及ぶ場合、管理体制も大規模となり、例えば 500 人の調査員の場合、10 名

に 1 名監督員を配置しても監督員だけでも 50 名となり、監督員を管理する幹部も相当数必要となる。この

ような大規模調査で複雑な調査体系を各調査員にトレーニングし、かつ PT 調査の理解しにくい内容を回答

者に理解してもらうことは容易ではない。このように、サンプル率を上げることが必ずしもPT調査の質の確

保につながるものではないことに留意する必要がある。 

調査の大規模化の対策としては可能な範囲で調査を小規模化すること、ローカルコンサルタントの調達

においても品質管理体制や同規模の調査の経験等を重視することが挙げられる。また、４章でも詳述する

ように近年はサンプル数が多くなる TAZレベルの現況OD作成のための調査ではなく、非集計モデルを作

成するための調査とすることでサンプル数の削減が可能となる。また、サンプル数が多い場合でも調査期

間に余裕をもって実施することで１日あたりの調査員の人数を減らすことが可能である。 

4) サンプル数縮減の影響 

第２章で述べた通り PT 調査のサンプル数は、対象都市圏に含まれる世帯数の凡そ 3%で実施されること

が多かったが、近年の JICA 案件は 1%前後となっている。本プロジェクト研究においてはマニラ及びジャカ

ルタを対象として 3%程度で実施された PT 調査結果を、その半分の 1.5%程度の２つのデータセットを ID に

より奇数データと偶数データの二つに分割して実際にその影響がどの程度あるかについて四段階推定法

の各モデルを再推定し、各モデル及びモデルのアウトプットの検証を行った。結果の詳細は添付資料３に

示す。 

トリップ発生集中量についてはほとんど差はみられなかった。Non-home Based (NHB)トリップやビジネス

トリップ等、一部のモデルの決定係数(R2)の差が見られたが、顕著なものではなかった。しかし、サンプル

数が取れないトリップ目的や、もともとばらつきの大きいトリップ目的などは偶数と奇数で差が大きい傾向

が見られた。分布交通量はマニラの例やジャカルタの例では TAZ レベルの OD ペアの約半分以上が観測

値と 10%以上の差があり、郊外部で特にその傾向が顕著であった。市・県間 OD の分布交通量で見ると観

測値に近くなるが、依然郊外都市間の OD を中心にばらつきが目立った。目的別や交通機関別の OD 表の

場合にはさらにばらつきが大きくなると考えられる。機関分担率モデルの結果については、都市圏レベル

の集計結果ではジャカルタ、マニラともに大きな差は見られなかった。個々のODではばらつきがみられて

も都市圏全体で集計することでプラスとマイナスの誤差が相殺されたと考えられる。また、交通量配分結果

の検証では、マニラの例については、道路及び公共交通配分ともに 50 か所中 6 か所で 0.8 未満、1.2 以上

のばらつきが見られ、ジャカルタの例では道路及び公共交通配分ともに、最終的な配分結果では主要な幹

線道路の交通量は 3％以内のばらつきで、大きな差異は見られなかった。これは、交通機関別の OD 表で

ばらつきがあっても配分では各道路の交通量は様々な OD ペアの合計であり、都市圏レベルの機関分担

と同様に集約による相殺が影響していると推察される。また、道路容量の情報による補正の効果が影響し

ていると考えられる。加えて、そもそも全体のトリップ数が大きく異なれば影響は避けられないため、トリッ

プ数の大きい OD ペアについては一定の精度で推計されていたと推察される。 

以上から TAZ レベルの OD 表ではサンプル数を半減させるとトリップ数の少ない郊外部、
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NonHomeBasedTrip やビジネストリップ、長距離トリップなどを中心に誤差が大きくなり、サンプル数が少な

いという点では高所得層や、調査時点で使われていない交通手段もこのうちに入る可能性が高い。これは

広く用いられているOD表推計のための必要サンプル数の数式36及び37から概算した結果とも概ね合致する。 

しかしながら、PT 調査は決して安価で迅速に実施できる調査ではないため、調査実施にあたってはそも

そも「TAZレベル」の「トリップが少ないODペア」についても「現況」OD表を精度高く推計する必要があるか

という点は改めて検証する必要がある。20-30 程度のトリップしかない OD ペアを一定の精度で推計するに

はほぼ悉皆（全数）調査が必要 37となり、日本の 1990 年の京阪神PT 調査の検証例でも調査結果データの

うち OD 交通量を±10%で推定するに十分な観測トリップ数がある OD ペアは全体の僅か 0.60%、精度±50%

で推定できる OD ペアの割合は 9.58%、さらに精度 100%の場合でも全体の 21.04%に過ぎない38。上記のこと

から、多くの先進国ではそもそも調査の目的が TAZ レベルの現況OD 表を精度高く推計することではなく、

非集計等のモデル構築やモードシェアの確認のために必要なサンプル数の確保を目標としているケース

が多い。 

加えて、開発途上国での都市交通マスタープラン策定では将来推計を行うことが必要であり、仮に現況

OD 表が精度高く推計できたとしても、将来推計に活用するモデルに問題があれば将来予測の結果は信頼

できないものになってしまう。特に、上記に挙げたような長距離、ビジネストリップ、高所得層サンプルなど

については、現時点の調査でトリップ数が少なく、かつ発展途上国の経済発展によって、将来においてはこ

れらのトリップが増加する見込みがある交通であり、都市交通マスタープラン策定上においても大切な指

標となりうる。 

なお、トリップ数の大きい OD ペアで一定の精度が確保できていれば、配分のレベルでは誤差の相殺の

効果や道路容量による補正も相まってサンプル数を縮減しても一定の精度を保つことが可能である。 

詳細は４章にて記載するが、必要サンプル数については数式のみにとらわれることなく調査目的を明確

にした上で、調査実施上の課題も含めて多角的な観点から検討を行う必要があると考えられる。 

5) 高所得者・トリップレートが高い人のデータ取得 

開発途上国の経済成長は著しく、将来の交通需要予測では経済発展により高所得者層が増えることが

想定され、高所得者層のサンプルの確保は極めて重要である。にもかかわらず、２章においても指摘が

あったとおり、レビューした案件の多くで自動車利用の多い高所得者層から協力が得にくく、拡大係数や重

みの補正を行う必要があった。これらの要因把握と拡大係数の補正を行い、交通量カウント調査と比較し

て整合性を確認する作業は、誤差が一定の範囲に収まるまで繰り返して行う必要があり、作業時間が増え

る要因となっている。 

また、高所得者に限らず、トリップレートの高い忙しい人は回答拒否の傾向があることも想定され、回答

拒否による無回答バイアスを低減するためには、スマホアプリやインターネットアンケート調査を活用し、

調査の自動化や調査内容の簡素化により回答者の負担を極力減らすことが望まれる。加えて、後述する

高所得者にアクセスしやすいショッピングモールやオフィス等での補足調査で補完する方法も考えられる。 

6) サンプリング時のバイアスと作業負荷 

PT 調査サンプルを準備するためにはセンサスや住民登録情報、選挙人名簿等の全住民を含むリストか

                                                 
36国土交通省 都市・地域整備局 都市計画課 都市交通調査室 (2007) 「総合都市交通体系調査の手引き（案）」、Online, Internet 

http://www.mlit.go.jp/crd/tosiko/sougou/index.html  Available on Feb. 22., 2018 
37 Smith, M. E. (1979). “Design of Small-Sample Household-Interview Travel Surveys.” Transportation Research Record, 701, p.p. 29 35. 
38北村隆一、森川高行編 (2002) 「交通行動の分析とモデリング ―理論／モデル／調査／応用―」、技報堂出版、p. 63 
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らランダムサンプリングすることが望ましいが、この方法の場合、調査員が対象世帯を探すのに時間がか

かることが指摘されている。また、これらのリストも問題を抱えているケースも多い。元の情報が古い（セン

サスの場合通常 10 年に１回程度。国によっては数十年実施されていないケースもある）、住所の記載が不

正確あるいは不十分、親元を離れた下宿生や単身赴任者が住民登録情報を更新していない、郊外と都心

に２つの自宅があるケースがある、選挙対策等により居住地ではなく出身地で登録されている、外国人や

短期居住者が欠如している等様々な課題が報告されている。また、これらは機密性の高い個人情報である

ため、開示できない場合、開示までの行政手続きに時間を要するケースもある。 

一方で、現場で調査員がサンプリングを行う場合、調査しやすい在宅の世帯やアクセスしやすい低所得

者層の世帯に集中し、高所得世帯や不在の世帯のサンプルが不足する懸念がある。特に、紙ベースの調

査の場合、調査員によるサンプリングが適切に行われたかどうかを調査後に確認することは困難である。

作業効率性とランダム性の双方を考慮した場合、衛星画像等によるサンプリングや地区の何軒目等の

ルールベーストのサンプリング、それらを組み合わせた方法が代替案として考えられる。例えばキンシャ

サ市都市交通マスタープラン策定プロジェクトでは、直近のセンサスが 1980 年代に実施されたものであっ

たため、地区ごとのサンプルは推計人口を用いて定めた上で衛星画像によりサンプリングを行い、集合住

宅では何階の何軒目等のルールを作成して調査を実施した。また、タブレットを用いた調査員によるインタ

ビュー形式であったため、サンプルにたどり着いたことの確認に、タブレットの座標情報とサンプルの座標

情報を照合した。現場での検証の結果、タブレットの GPS 装置の性能やタイムラグ、GPS 電波の受信状況、

衛星画像の精度等により、現場でタブレット機器の GPS が示す位置と実際の建物の位置に大きい場合は

50m の程度の誤差が確認されるケースもあったが、タブレット操作に習熟し、地図の読み方を理解すること

で対応した。 

7) 住所の特定 

これまでの紙ベースの PT 調査では、訪問先の住所やランドマーク等を回答者に記入してもらい、回収

後にゾーンコーディングを行う方法が一般的である。しかし、自宅や通勤先以外の住所は回答者も把握し

ていないケースが多く、記入が不明瞭となり、正確な場所を特定することが困難なケースが報告されてい

る。特に番地や通り名は記載されていないことも多い。ランドマークについても回答者によって呼称が違う

ケースや、複数の別の場所の施設について同じ名称が使われているケースもある。加えて紙ベースの場

合には手書きのため、判読できないケースも多く、結果的に調査員や調査監督、ゾーンコーディング担当

スタッフの類推で記載されているケースもある。 

これまではゾーンレベルでの集計で大きな問題となることはなかったが、２章で指摘があった近年関心

が高まっている公共交通志向型都市開発(TOD)では、駅への徒歩のアクセスを改善して施策の影響を評価

する必要があり、上記のような不明瞭な住所の問い方法では分析が困難である。 

一方、後述するスマホアプリを活用すればスマートフォンの GPS により移動の軌跡をより正確に把握す

ることができる。また、調査員がタブレットを活用してインタビューするケースでは、自宅についてはGPSに

より座標を取得でき、移動先については地図で具体的な場所を指してもらうことができる。ただし、この方法

の場合、調査員と回答者が地図を理解できる必要がある。 

8) 品質管理体制 

前項とも関連するが PT 調査は複雑な体系であり、回答内容の論理性チェックとその修正に係る時間と

労力が必要である。例えば、免許保有年齢に満たない子供が免許を保有していると回答していたり、到着

時刻が出発時刻より前になっている等の論理エラーが挙げられる。また、明確に論理エラーと言えないも
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のの、ピーク時に所要時間が短い等、エラーの疑いがあるデータも見受けられる。論理エラーやエラーの

疑いのあるデータは現場で調査票回収時に確認すれば一番手間が少なくて済むため、調査員にエラーの

内容について周知し、現場で記入漏れのチェック、簡易な論理エラーのチェックを実施するようトレーニン

グを行う。しかし、論理エラーについては理解が難しく、人手だけで完全にチェックを行うには時間がかか

るため、データの入力後に論理チェックプログラムを作成し、論理エラーやエラーの疑いのあるデータを抽

出する。初回のチェックでは全回答者の数を上回る論理エラー等が検出されることも珍しくない。このため、

これらの論理エラーについて入力間違いがないか確認し、そうでなければ電話か再訪問より論理エラーが

なくなるまでデータの修正を行う。これは極めて時間と人手のかかる作業であるが、ローカルコンサルタン

トが作業ボリュームを軽く見積もっているケースも多い。また、この修正作業の作業量の多さが不正行為の

温床にもなっている。現地政府もこの重要性を認識していないケースが多く、第２章で述べたイスタンブー

ルやマニラでは現地政府が中心になって PT 調査を実施したものの、多くのエラーが見つかり、利用が困

難であったり、利用するまでに修正に多くの時間を費やす必要があった。 

これらの対策としては、タブレットを活用したインタビュー調査とすることで調査時に即時にエラーを検出

でき、それを現場ですぐに確認できるメリットがある。さらに、スマートフォンのアプリを活用すれば移動に

ついての情報は自動で収集されるので、人為的エラーによる問題を回避できる。目的等の入力や確認が

必要な項目でも、タブレットのインタビュー調査と同様に論理エラーをその場で指摘することが可能となる。

また、紙ベースで実施する場合であっても、論理エラーのチェック項目やチェック項目の例を調達時等の極

力早い段階でローカルコンサルタントに示すことでローカルコンサルタントが準備できる。 

9) その他の課題 

その他、これまでのレビューの結果等から PT 調査の以下の問題が指摘されている。 

 ゾーン体系が粗く、近年ニーズが高まっている公共交通志向型都市開発(TOD)や非動力系交通機関

（徒歩、自転車等）の解析が困難である。 

 交通需要の季節変動を推定する情報が皆無である。 

 休日のデータを収集していない調査が多い。 

 加えて、これまで実施した都市では当初想定していなかった現場での様々なトラブルが報告されてい

る。（マイノリティコミュニティからの調査協力拒否、先生のストライキによる学校の休み、調査員が盗難

被害にあったケース、治安の悪い地域でのトラブルや協力拒否、調査員によるストライキ 等） 

3.1.2 通勤通学調査 

(1) 概要 

通勤通学は交通需要において相当分を占める主要なトリップであり、都市圏の交通政策を検討する上で

も重要視される。日本では人口センサスに相当する国勢調査の中に通勤通学調査が含まれているが、開

発途上国における人口センサスでは該当する項目が含まれないのが通例である。通勤通学調査では世帯

情報、世帯構成人員の情報についての質問は PT 調査と同様であるが、個人のトリップ情報の代わりに通

勤通学者の日常の通勤通学トリップについて質問を行う。PT 調査では調査日を設定してその前後に訪問

する必要があるが、通勤通学調査では多くの場合は 1 度の訪問ですべての質問について回答を得ること

ができ、PT 調査と比較して費用・時間が削減できる。 

途上国において通勤・通学トリップの把握は、PT 調査において可能であるが、PT 調査の実施には多大

な費用と労力を必要とするため、過去に実施された PT 調査結果の更新、或いは社会経済属性に関する情
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報を補完する為に実施されることがある。 

(2) 調査結果 

通勤通学調査によって収集される情報は、日常の通勤、通学トリップについての情報であり、PT 調査で

把握することができるすべての目的のうち、ピーク時の交通に大きな影響を与える現況の通勤・通学トリッ

プのみの情報を把握することができる。このため、現況 OD 表を作成するには、通勤通学トリップ以外につ

いては別途過去の PT 調査結果を利用したりモデルによって推計する必要がある。 

通勤通学調査は TAZ ごとの社会・経済フレームワークを作成するための基礎資料としても活用される。

TAZ ごとの所得階層や自動車保有、従業地別の従業人口、就学地別の就学人口、年齢階層等の情報は通

常の入手可能な統計資料では把握が困難である。また、これらは後述する非集計の場合には、世帯マイク

ロデータ作成にも活用される。 

(3) 課題 

通勤通学調査に関しては PT 調査の以下の項目については概ね同様の課題を抱えている。それぞれに

ついて概説する。 

1) 回答者にとって理解しにくい調査票 

PT 調査とは異なり、通勤通学調査では世帯及び個人属性と普段の通勤・通学行動について記入するだ

けであるため、PT 調査と比較すると理解が容易であり、これによって結果に影響が及ぶことは少ないと考

えられる。しかし、ジャカルタの通勤通学調査の例では、通勤・通学トリップの乗り換え地点やバスの路線

番号、料金、待ち時間等をアンリンクトトリップごとに詳細に質問している。また PT 調査の事例ではあるが、

コロンボの調査では引越前の居住地、引越前の通勤通学行動、過去の勤務地について質問している。この

ような詳細な質問をむやみに増やすことで、理解不足による記入間違いや回答拒否、一部回答拒否を増や

すことになりかねない。調査票の設計にあたっては各質問についてその必要性や使用目的を確認する必

要がある。 

2) 生活活動及びトリップに関する情報の不足 

通勤通学調査では日常の通勤通学調査のみについて質問するため、PT 調査同様に生活行動に関する

情報が不足するだけでなくトリップに関する情報も収集できない。 

3) 大規模調査の管理 

PT 調査と同様。 

4) サンプル数縮減の影響 

現況通勤通学 OD 作成を目的とする場合は PT 調査と同じ課題が生じるが、TAZ ごとの社会・経済属性

を把握するための就業地別就業人口、就学地別就学人口を把握することが目的の場合はサンプル数を縮

減することは可能となる。 

5) 高所得者・トリップレートが高い人のデータ取得 

PT 調査と同様。 

6) サンプリング時のバイアスと作業負荷 

PT 調査と同様。 
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7) 住所の特定 

PT 調査と同様。 

8) 品質管理体制 

PT 調査と同様。 

9) 通勤通学調査特有の課題 

行商により生計を立てている人、日雇いの仕事を様々な場所で行っている人は一定の就業地がなく、通

勤・通学調査の普段の通勤・通学行動について回答できないケースがある。後発開発途上国等ではこれら

人の割合が高いことが想定され、彼らの行動については別途ADS 等で把握する必要がある。 

10) その他の課題 

PT 調査と同様。 

3.1.3 アクティビティダイアリー調査 

(1) 概要 

アクティビティダイアリー調査(ADS)は、世帯訪問により世帯・世帯構成人員の属性情報と共に、時間軸に

沿って 1 日以上の活動と移動（OD と利用交通手段）を調査するものである。PT 調査とそれに続く四段階推

定法では把握や整理が難しい短トリップやトリップチェーン、世帯構成人員相互の関係（他の世帯人員の学

校・職場への送迎など）、調査期間によっては休日を含む 1 週間分のトリップの情報を収集できるため、PT

調査と置き換えるケースや PT 調査の補完的な調査に位置付けられる場合がある。また、欧米で採用され

る機会が多いアクティビティベースト需要予測モデル（ABM）構築のための調査として実施されている。PT

調査の項でも述べたとおり、Non-home Based トリップの記入漏れが少ないことも大きなメリットの一つであ

る。 

(2) 調査結果 

ADSで収集される情報は、所定の時間区分別の活動およびゾーンコードに変換される活動場所、利用交

通手段と移動に係る費用などである。活動は大きくは在宅と宅外に分かれ、在宅の場合は就寝・食事・娯

楽等、宅外の場合の活動は就業・授業・買い物等PT 調査での目的に相当する。 

これらの情報を基に、活動と活動の間で利用される交通手段選択の条件や、活動の順序・組み合わせ

の時間特性、在宅活動と外出率の関係の分析等を行うことができ、在宅者の潜在的な交通需要の分析や

短トリップの推計、休日の交通需要やトリップチェーンの分析、アクティビティベースト需要予測モデルの構

築など、都市における交通政策の新たな側面からの分析に資すると考えられる。 

(3) 課題 

ADS の課題としては、調査項目が PT 調査と比較しても多いため、調査対象である回答者の負担が大き

く、回答拒否や無効サンプルの割合が高くなる恐れがある。 

ADS の調査票設計に当たっては、時間軸に沿って活動を自由に記入する方法と、所定の時間区分・活動

内容が記載された調査票にチェックを入れる方法に大別できる。前者の場合には、データ化がより困難で

あり、後者の場合には記入ずれや所定の時間区分未満の活動の記載方法のなど課題があり、いずれにし

ても回答者への負担は大きい。 
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また、ADS のサンプル数は PT 調査に比べて小規模であるが調査項目が多いため、調査結果のデータ

化・論理エラーチェック等に要する労力・時間も課題の一つと考えられる。 

これらの対策としては可能な限り質問項目を減らし、簡素化する方法がある。例えば、移動等はアンリン

クトトリップの詳細については質問せず、利用した交通機関を複数回答で選択し、合計の所要時間や料金、

乗り換え回数を質問する方法が挙げられる。また、スマホのアプリ等を活用し、移動については GPS の情

報を収集し、機械学習を活用して交通機関や活動内容を推測し、結果の確認のみ回答者が行う形式等が

考えられる。 

通常は調査の負荷が高いため、これまでの PT 調査と同様の規模で実施されることは少ないものの、5) 

高所得者・トリップレートが高い人のデータ取得、6) サンプリング時のバイアスと作業負荷、7) 住所の特定、

8) 品質管理体制、9) その他の課題は、PT 調査と同様の課題が存在する。 

その他、活動の定義が人によって異なるケースがあり、例えば仕事を探して歩きまわっている人は活動

と移動の区分が難しく、明確に定義した上で調査員及び回答者に周知する必要がある。 

交通需要予測モデルの重要なインプットとなる将来の社会経済フレームに関して、土地利用モデルとの

リンクによるゾーン指標の設定や、非集計モデルへのインプットとしての世帯マイクロデータ(Population 

Synthesis)の研究も広く行われている。そのため、社会経済フレームに係る課題への取り組みとして、実務

レベルでの（交通需要予測を含む）包括的都市モデルの適用例や世帯マイクロデータの実用化について調

査を行う。 

3.1.4 SP 調査 

(1) 概要 

実際の行動を観測する顕示選好(RP: Revealed Preference)調査である PT 調査に対して、仮想的な状況

での選好意識を調査する SP 調査は、新規に計画・整備される道路・橋梁・公共交通機関・TDM 施策等の将

来需要を予測する際に用いられることが多い。 

一般に SP 調査では、既存のルート・交通機関と予測対象とするルート・交通機関の料金・所要時間等の

条件比較を基に、選択あるいは順位づけ、評点、マッチングを調査する方法や、仮想の複数の選択肢を提

示する方法がある。複数の条件を提示することで、一人の回答者から複数の条件下での回答を得ることが

できるため、比較的少ないサンプルでモデル構築に必要な情報を収集できる長所がある。 

(2) 調査結果 

都市交通 MP において実施される SP 調査は、個人が利用可能な選択肢群の中から最も望ましい（個人

の効用が最も大きい）選択肢を選ぶという仮定に基づき、交通手段選択の非集計モデルの構築に使われ

ることが多いが、経路選択モデル、居住地選択モデル等に活用することも可能である。 

(3) 課題 

一般に SP 調査自体の課題としては、提示された条件の下で回答者の選好を調査したものであるため、

実際の行動を反映した RP 調査に比較して信頼性が低下する。しかし、調査時点では存在しない交通イン

フラの設計や評価を行うための需要予測を RP 調査結果から行うことは難しいため、SP 調査が実施される

ケースが多い。近年の研究により、SP 調査について信ぴょう性に関する４つの課題と安定性に関する４つ
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の課題が示されている39。調査票設計時にはこれらの問題点を軽減するよう慎重に考慮する必要がある。 

1) 信ぴょう性 

 被験者が分析者の意図に合わせようとする「肯定（追従）バイアス」 

 利用時の制約をあまり考えないことによる「無制約バイアス」 

 自己の行動の矛盾を正当化する「正当化バイアス」 

 政策決定を自分の有利な方向へ導こうとする「政策操縦バイアス」 

上記に加えて開発途上国では被験者が施策内容について十分理解しないまま、あるいは誤解した状態

で回答する問題も指摘されている。例えば２章のヤンゴンの事例では、市民の新交通機関に対するイメー

ジが皆無であまりに非現実的であり、SP調査は実施されなかった。このため、開発途上国においては新交

通機関のイメージが難しいと想定される場合には選択肢を特定しない方法（例えば交通機関 A、B、C と属

性の属性の水準（所要時間、定時性、料金 等）を示す）を用いる。しかし、この方法の場合、快適性や信頼

性等の選択肢固有の特性を示す選択肢固有変数を入れることはできない。なお、属性の水準設定につい

ては、多くの属性の多くの水準を組み合わせると下記に記載する安定性の問題が生じうる。しかし、一部要

因配置計画等の手法を用いることで質問数を効果的に削減することが可能である。 

また、自動車利用可能など回答者の属性によって条件の設定ケースが増える場合もあり、SP 調査の設

計・実施・分析に当たっては相応の経験を必要とする。 

2) 安定性 

 被験者の疲労によるデータ精度の低下。 

 複数回の回答が意思決定に影響を与え、それぞれの選択が独立性を失う。 

 最初の方の回答が、回答に慣れるための練習となり、その信ぴょう性が低下する。 

被験者の疲労によるデータ精度の低下については一対比較の場合は 10 回程度までであれば影響が少

ないとの研究結果もある40。 

3.1.5 その他必要交通調査 

都市交通M/P調査において実施が必要な調査については 2 章にて概説したことから、本項では PT 調査、

通勤通学調査、ADS、SP 調査以外の調査のうち、調査手法について現行の調査手法で留意すべき点や新た

な調査手法が提案されている調査について記載する。 

(1) スクリーンライン調査等の交通量カウント調査 

これまで、開発途上国においては人件費が安価であることから交通量は現場での調査員による手動計

測を行うことが一般的であった。手動計測は安価であることに加えて調査が迅速であり、現場の状況に合

わせて柔軟に対応でき、事故等の特異事象の記録、特殊な車両の記録等にも対応が可能である。一方で、

ベトナムやインドネシアの事例では、短時間にきわめて多くのオートバイや自動車がレーンに関係なく走行

しており、手動計測での記録は容易ではなかった。また、これまで現場でカウントされた数量が正しいかど

うかを検証する方法はなく、過去の調査結果等から妥当性を検証するしかなかった。 

これらの課題に対応するため、現場でのビデオカメラでの撮影画像や既設CCTV (closed-circit television、

                                                 
39 北村隆一、森川高行編 (2002) 「交通行動の分析とモデリング ―理論／モデル／調査／応用―」、技報堂出版、p. 88 - 89 
40 Bradley, M. and A. Daly “Use of logit scaling approach to test for rank-ordered fatique effects in stated preference data”, 

Transportation 21, pp. 167-184, 1994. 
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有線テレビ方式)のビデオ録画を活用し、撮影後に屋内でカウントすることでスロー再生も可能となり、短時

間に通過する大量の車両のカウントも行うことができる。加えて、画像が残されているため、カウント結果

に疑義が生じた場合も再検証することが可能である。多くの都市で治安対策や交通状況観測のために

CCTVが導入されており、これらの都市ではCCTVの録画ビデオが入手できれば、現場での調査を実施す

ることなく交通量のカウントを行うことも可能である。 

カウントの精度はカメラの設置位置の高さや角度、画質等に影響されるため、CCTV 画像を入手する際

は交通量カウントに適した画像を入手する必要がある。また、夜間は白黒カメラや赤外線カメラ等を用いな

い限り車種の特定が容易ではないため、留意する必要がある。 

ビデオ画像を処理して自動的にカウントする様々な方法も提案されている。例えば、時空間画像を領域

分割する確率モデルである時空間 Markov Random Field (MRF) モデル41等が挙げられる。また、ビデオ画

像を機械学習により判別する方法も各種提案されている。 

しかし、これらの技術はオートバイが近接して一斉に走行するようなケースを想定していなかったり、カ

メラの設置位置の高さや角度、画質等の様々な適用条件があったり、初期設定時に時間を要したり、ライセ

ンス費用が発生する等の条件もあり、活用する際には各項目について慎重に検討する必要があるとともに、

新たな場所で適用する場合はビデオ画像等による手動カウントも併用することが望ましい。 

その他の交通量観測手法は道路上に設置したチューブをタイヤが踏む際の空気圧の変化を利用する

チューブ式や、金属製車両通過時の磁気の変化により把握する磁気式、発信する超音波の反射波の変化

を利用する超音波式等様々な方法が提案されている。いずれも、特に開発途上国においては車種の判定

が課題であり、今後の技術開発が望まれる。 

(2) 走行速度調査 

以前は調査用の自動車に乗車した調査員が地点ごとの通過時刻を紙に記入する方法が広く用いられて

きたが、GPS (Global Positioning System)を活用し、GPS ロガーや GPS 機能付きの携帯電話等で位置座標

を記録し、後日解析する方法が一般的となりつつある。加えて、多くの開発途上国の都市でも GPS を活用

した車両追跡サービスを提供している民間企業があり、それらの会社から GPS のデータを購入することで

効率的に情報収集を行うことができる。その際、車両追跡サービスはトラックやバス等の事業用車両を対

象としていることが多いため、調査対象車両の車種について留意する必要がある。また、観測間隔やエン

ジンの起動状況が記録されているかどうかも重要な指標となる。 

(3) 安全対策に関する課題 

これまでの調査では安全上の課題もいくつか指摘されており、路側 OD 調査での交通安全対策と家庭訪

問調査での治安対策について述べる。 

1) 道路上のコードンライン調査等の路側OD 調査での交通安全対策 

路側OD調査は道路上で警察官等によって走行中の車両を誘導して路肩等に停車させ、調査員がインタ

ビュー調査を行うものである。このため、警察官や調査員が交通事故に巻き込まれる可能性が高く、交通

安全対策が重要となる。車両を停止させる場所は見通しが良く路側帯に大型車にも対応できる十分な駐車

スペースがある場所が望ましく、調査地点の前から案内板等で注意喚起を行った上で、カラーコーン等を

用いて非調査対象車両の流動に影響を与えないように配慮しながら調査対象車両を誘導する必要がある。

                                                 
41 上條俊介，松下康之，池内克史，坂内正夫"時空間Markov Random Filed モデルによる隠れにロバストな車両トラッキング" 電子

情報通信学会論文誌 D-II, Vol.J83-D-II No.12, pp2597-2609, 2000 年12 月 
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夜間は視認性が低下するためさらに入念な対策が必要となり、照明を用いた上で、調査員は反射板付きの

ジャケット等を着用し、安全対策に留意する必要がある。 

軸重検査所や料金所、税関等が設置されている場所では車両が停車する前提となっているため効率的

かつ安全な調査が可能となる。 

2) 家庭訪問調査での治安対策 

家庭訪問調査では通常は調査員が一人で対象世帯を訪問するため、調査員が治安の悪い地域等で盗

難被害にあうケースや不審者として扱われ地域住民に囲まれるケース等は報告されている。前者のケー

スでは、調査前に地域の有力者から協力を得た上で、地域の住民を調査員として活用することでリスクを

低下させることができる。また、あらかじめ危険が想定される地域では、調査員数を増やしたり、警察官や

警備員を同行することも対策として考えられる。 

後者については、現地政府の協力を得た上での公な調査であることを明示する書類や証明書、身分証

等が有効であるが、地域によっては現地政府に批判的な勢力が優勢であることもあり、各地域の事情に合

わせて慎重な対応が必要となる。 

(4) 調査許可に関する課題 

これまでの多くの調査で交通調査実施にかかる調査許可取得に時間を要するケースが多く報告されて

いる。国、地域によって状況は大きく異なっているものの、許可を要する項目は多岐にわたる。家庭訪問等

の調査に対しての統計当局の許可、地域の自治体の許可、調査を実施するローカルコンサルタントの業者

登録、調査を実施するローカルコンサルタントに対する調査実施許可、住民登録情報等を利用するための

許可、調査員の身分証についての許可、車両を停車させるための許可、港湾や空港等の運営者からの調

査実施許可、治安当局からのビデオ撮影に関する許可等がある。規定が広く公開されていないケースや

明文化されていないケース、許可取得に非常に時間がかかるケースもあり、都市交通マスタープラン調査

全体に影響を及ぼすこともある。調査実施前に慎重に検討を行うとともに、現地政府の行政機関の手続き

状況に依存するため交通調査にかかる期間を十分に確保する必要がある。 

3.1.6 交通調査についての課題 

交通調査の計画に当たっては以下の点に留意し、適切な交通調査の種類・規模を検討することが重要と思

われる。 

また、都市圏における現況のパーソン・トリップを把握し、交通需要予測モデル構築に向けて、交通調査に

おいては以下の課題を念頭に置くことも重要と考えられる。 
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表 3.1 交通調査実施時の留意点 

調査対象地域の現
状 

既存の交通調査の有
無 

JICA や他ドナーが行った交通に係る調査報告書を精査し、可能であれば交
通調査結果を入手し、調査地点や調査規模、調査内容を確認し、現在の状況
と照らし合わせて適切な交通調査の種類や規模を検討する。 

 統計データの整備状
況 

交通調査に関連する人口・経済状況、自家用車・公共交通に係る統計データ
の有無や利用可能性を調査・入手し、内容を吟味した上で交通調査・需要予
測モデルへの活用可能の検討を行い、適切な交通調査の内容・規模などの
計画時に考慮する。 

 現地C/P やローカ
ルコンサルタントの
スキルレベル 

交通調査の計画に当たっては、円滑かつ確実な交通調査を実施するため
に、特に交通調査の再委託先となりうるローカルコンサルタントのスキルレ
ベルを、交通調査の実績・経歴等から確認しておくことが望ましい。 

また、技術移転の対象となることが多い現地C/P のスキルレベルを把握
し、将来、自律的な交通計画を行えるように適切な交通調査・需要予測モデ
ルを考えることも必要と思われる。 

都市交通M/P の
中での役割 

交通調査・需要予測
の目的 

都市交通M/P の目的に即した交通調査・需要予測モデルの選定が重要で
ある。このため、M/P に含まれるプレ F/S・長期計画の策定に携わる業務従
事者と協議し、必要とされるアウトプットを踏まえた適切な交通調査・需要予
測モデルの構築を目指す。 

 将来フレーム等の将
来の社会経済状況の
想定 

人口センサスなど既存の統計データを調査年次に合わせて補正する場合
や、将来需要予測に大きく影響を与える人口フレーム・人口配置等の想定に
あたっては、担当の業務従事者と協議を行うことが望ましい。 

 

表 3.2 交通調査についての課題の整理 

交通調査 課題 対処法（案） 

   

PT 調査 回答者にとって理解しにくい調査票 ・ADS の採用 

・通勤通学調査による代替 

PT調査、通勤通学
調査 

生活活動及びトリップに関する情報の
不足 

・ADS の採用 

PT調査、通勤通学
調査 

大規模調査の管理 ・調査規模の小規模化 

・ローカルコンサルタントの調達時に品質を考慮 

・PT 調査実施目的の見直し（TAZ レベルの現況OD 表作
成から需要予測モデル作成へ） 

PT 調査 サンプル数縮減の影響 ・PT 調査実施目的の見直し（TAZ レベルの現況OD 表作
成から需要予測モデル作成へ） 

・現況調査で取得サンプル数が少なく、ばらつきが大きい
が将来の経済成長に伴い増加する見込みのあるような交
通には補足調査の実施が必要 

PT調査、通勤通学
調査、ADS 

高所得者・トリップレートが高い人の
データ取得 

・スマホアプリやインターネットアンケート調査の活用 

・ショッピングモールやオフィス等での補足調査の実施 

PT調査、通勤通学
調査 

サンプリング時のバイアスと作業負荷 ・衛星画像を用いたサンプリングやルールベーストサンプ
リングの組み合わせ 

PT調査、通勤通学
調査、ADS 

住所の特定 ・スマホアプリの活用 

・タブレットを用いたインタビューの実施 

PT調査、通勤通学
調査、ADS 

品質管理体制 ・スマホアプリの活用 

・タブレットを用いたインタビューの実施 

通勤通学調査 一定の就業地がない人の回答 ・ADS で補足 

ADS 回答者の負荷 ・調査の簡素化 

・スマホアプリの活用 

SP 調査 信ぴょう性 ・適切な調査票の設計 

 安定性 ・適切な調査票の設計、質問数の削減 
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3.2 交通調査手段 

ここでは、交通調査、とりわけ PT 調査のようなインタビューを伴う交通調査の手段をまとめる。これまでの紙

ベースのインタビュー調査手段に加えて、収集の困難な高所得者層データ等の確保のために取り入れるべき

様々な新しい調査手段（ショッピングモール・オフィス等補足調査、モバイル機器による調査、インターネットによ

る調査等）の現況や課題についても整理を行う。 

3.2.1 紙ベースのインタビュー調査とコンピュータ支援インタビュー調査 

従来の紙（と鉛筆）によるインタビュー調査(PAPI: Paper-and-Pencil Interviewing)は、紙の調査票に回答を全

て記入するものであり、調査票は枚数を節約するためにもなるべく理解しやすく簡潔なものに設計される。選

択された回答により場合分けされる質問が組み合わさるような複雑な構造のものは、なるべく避けることが望

まれる。 

PAPI にかかる費用としては、調査員及び監督員の費用（トレーニングや試行も含む）、データ入力、データ

クリーニング、調査票の印刷など、様々な費用が含まれる。調査票は最終印刷にかけた後は修正をかけるこ

とは難しく、事前に内容についての綿密なチェックが行われる。調査員は調査票の内容を完全に理解し、誤回

答を防ぐため回答者からの様々な質問に対し適確に説明できるように備えておく必要があるため、十分なト

レーニングは必須である。調査結果のデータの精度と信頼性は、調査票のシンプルさと調査員の理解度に大

きく依存する。 

裏を返せば、PAPI は調査員や回答者による人為的エラーによる影響を受けやすい。そのため、記入済み

の調査票や入力済みの内容も精査し、エラーを識別する必要がある。調査データの精度が一定の基準に満

たない場合には再度調査を実施する場合もあるが、調査の規模が大きいことや高費用などの理由で実際に

はそのまま済ませていることが多い。 

  
  Source: Passenger Transfer Bottleneck Survey, 2017, JUTPI Phase 2, Indonesia 

図3.1 PAPI の例（バスシェルターでの調査） 

情報技術が進化を遂げる中、コンピュータ支援インタビュー調査(CAPI: Computer-Assisted Personal 

Interviewing)として、調査票の電子化も進んでいる。次節で説明されるインターネットに接続されたタブレット等

モバイル機器の利用は、その代表である。CAPI には、入力データが即チェックされ記入漏れや範囲エラー、

論理エラーを防ぐことができ、選択された回答による場合分けの追加質問も自動で表示され、不正確な行為

も防ぎ、人件費を節約でき、途中で調査票の修正にも対応可能など、様々な利点がある。 

一方で、一般的な課題としては、調査に使用するハードウェアの調達や確保、インターネット通信体制の確

保の他、調査員をはじめとするデータ入力者の情報リテラシーの課題があり、これらを克服できてはじめて

CAPI の利点を享受できることになる。 
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3.2.2 タブレット等モバイル機器の活用 

新たなデバイスによる交通調査（特に PT 調査）手法としては、タブレット等のモバイル端末を持った調査員

が調査対象者に聞き取りを行いながらトリップ情報などを端末に直接入力し、同時に位置情報も GPS や地図

を利用して入力を行うことで入力やエラーチェックの手間を省く手法と、調査対象者が自ら GPS ロガーや GPS

機能を搭載したスマートフォン等のモバイル機器を持ち歩くことでトリップを自動的に検知し、後でトリップの確

認や目的などの追加情報を本人が入力する手法との、大きく２つが存在する。 

Craig(2014)42によると、アフリカ（タンザニア及びケニア）にて実施されたタブレット端末を持った調査員によ

るインタビュー調査では、一票当たりの単価は紙ベースの調査(PAPI)に比べ74％の費用縮減が、また一票当

たりに要する時間は46％の時間の短縮ができたとされている。費用の縮減は主にデータクリーニングの必要

度合いが少なくなったことや、調査員の人件費の縮小に起因し、時間の短縮は主にデータ入力に要する時間

の短縮に起因していると報告されている。 

一方、本プロジェクト研究のレビュー対象であったサンタクルス交通 M/P 案件でもモバイル端末（タブレット）

を持った調査員による PT 調査が実施されており、先述したとおり、データ入力エラーや不正確な記入の防止、

精度の高い位置情報等のメリットがある一方、アプリケーションのエラーやバグ、蓄積データのアップロード

等、様々な問題や課題が指摘されている43。 

世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが国連食糧農業機関(FAO)と協力して開発したフリーソフトウェ

アである「サーベイソリューション」は、タブレット（アンドロイド）端末を持った調査員による調査データ入力の

手法の一つで、複雑で大規模な調査を最小限の技術支援で実施できるよう、安価で持続的なソリューションを

提供することを目的としている。タブレット端末は調査実施主体が用意しなければならない。また、ソフトウェ

アのダウンロードは無料だが、世銀のサーバーの利用が必須で開発途上国の政府機関であれば基本的に

無料であるほか、民間や学術機関も廉価で利用することができる。アプリケーション上の調査票の作成も調

査実施主体の責任で行うが、ユーザーフレンドリーな調査票作成プログラムが用意されている。インターネッ

トに接続され次第、調査データが世銀本部のサーバーに転送される。「サーベイソリューション」は既に 70 ヶ

国以上への利用実績があり、最大の調査は南アフリカの 2.6 百万世帯を対象にした調査となっている。PT 調

査としての利用実績はまだないが、複雑なトリップ調査票の作成も可能と見受けられる。 

 

                                                 
42 Craig, Leisher (2014), “A Comparison of Tablet-Based and Paper-Based Survey Data Collection in Conservation Projects,” Social 

Sciences 3, no. 2: 264-271. 
43 Wilcox, A.B., Gallagher K.D., Boden-Albala, B., Bakken, S.R. (2012) “Research data collection methods: from paper to tablet 

computers”. U.S. National Library of Medicine Supplement 50:S68-S73. 
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出典: World Bank 

図3.2 サーベイソリューションのシステム 

 

  
Source: Advancing CAPI Technology with Survey Solution, booklet by the World Bank 

図3.3 サーベイソリューションの実施状況 

3.2.3 スマートフォンによるトラッキング 

欧米では調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載したスマートフォン等のモバイル機器を持ち歩くこと

により、自動検出されたトリップに追加情報を入力してもらう調査手法が実用化されている。開発途上国にお

いても、インドネシアを例に挙げると、国際的市場調査機関であるEmarketerによれば、スマートフォンのユー

ザー人口は 2017 年の 6,500 万人から 50％増加し、2019 年には 1 億人を超えると予想されている。スマート

フォンによるトリップ調査には以下の特長がある44。 

 データ収集の速度が大幅に上がり、調査規模にもよるが調査データベースの完成までに要する期

                                                 
44 Trucano, Michael, “Using mobile phones in data collection: Opportunities, issues and challenges,” A World Bank Blog on ICT Use in 

Education, 2014. 
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間が数週間から数か月短縮される。同時に、密接なモニタリングにより問題が発現してもほぼリア

ルタイムで修復することができる。 

 デジタルデータの入力により、PAPI におけるデータ入力及び転写エラーを大幅に削減できる。イン

ターネットによるデータ転送によりデータの“輸送”中に誤って紛失することもなくなり、データの保管

やアクセスも容易となる。 

 初めてのデータ収集であっても、調査員や回答者もスマートフォンの操作に慣れていることで安定

した操作が期待できる。特殊な操作が必要な場合にもオンラインヘルプデスクや動画の活用など、

新たな技術サポートが可能である。 

 ラップトップなど他のデバイスに比べ、より頻繁な充電も可能になる。 

 

一方、この調査手法で最大の課題は、検出されたトリップに対する調査対象者の確認プロセスである。機

械学習機能により交通機関や目的の判別はある程度行えるが、コスト情報入力とともにこの確認プロセスが

最重要であるにも関わらず、調査対象者が多くの検出されたトリップを目にした場合、きちんと読まないで“確

認”を済ませることがよく起きている。そのため、電話等による定期的な調査継続の確認やフォローアップ、さ

らに調査対象者にそれなりのインセンティブを与えることが必要である。さらに開発途上国における同様の調

査の場合、スマートフォン所有者を調査対象に選ぶことにより生じるサンプリングバイアスの問題、仮に調査

のためスマートフォンを提供したとしても調査対象者がスマートフォンの操作に不慣れな問題や地図の読み

方に不慣れな問題、バスやパラトランジットの乗り継ぎと活動のための滞在の自動的な識別が容易ではない

問題、なども存在する。 

世界で実用化されているスマートフォンによるトリップ調査には、rMove, MEILI, FMS (Future Mobility Sensing), 

Motion Tag の大きく４つのアプリケーション（またはシステム）が開発されており、Motion Tag 以外は TRB で

ヒアリングを行うことができたので、その概要について以下にまとめている。 

1) rMove 

rMove は米国 RSG 社により開発されたアプリケーションで、ニューヨーク都市圏での 10,000 サンプルや

シカゴ都市圏での 7,000 サンプルのトリップ調査を含め、米国（他にオハイオ州）及びイギリスで利用実績

がある。また、中国（北京）では、北京交通発展研究院との協働により rMove によるトリップ調査を行った経

験があるが、インターネットの無線帯域やセキュリティ、アクセス等の制限の問題でシステムがうまく機能

せず、rMove を中国向けに改造しなくてはならなくなった。また、中国のセキュリティポリシーのためクラウ

ドサーバーも使用することができず、ローカルサーバーを使用せざるを得なかった。 

調査の流れとしては、調査対象者は調査依頼をメールで受け取り、調査参加に同意した後、調査員が訪

問して調査内容と調査対象者の所有するスマートフォンによるトリップ調査の仕組みについて説明を受け

る。調査対象者は rMove を自分のスマートフォンにインストールし数日間一定の時間帯にアクティベートさ

せる。トリップが検出されると、連続したトリップも含め一日の終わりまたは週の終わりにそれらのトリップ

に関する質問画面が現れる。しかし、トリップの詳細は忘れてしまったり、疲れて入力を怠ってしまったりす

ることもある。なお、rMove は WiFi 接続でも位置情報の取得が可能である。 
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出典: RSG 

図3.4 rMove によるトリップ調査の流れ 

調査対象者へのインセンティブとして、約７日間の調査協力あたり 10US ドルを目安に謝礼金を調査開始

時と終了時に半分ずつに分けて支給している。スマートフォン非所有の調査対象者にはスマートフォン自

体を支給することもある。 

スマートフォンによるトリップ調査でも交通機関の検出は特に困難で、特に公共交通の待ち時間により異

なるトリップとして検出されるかどうかが課題である。また、低所得者層の交通行動や普段行わないトリッ

プなどについても、正確なトリップの検出が課題となる。 

バッテリーの消費による問題については、運用当初は深刻であったが、現在はバッテリーの節約をする

ようにアプリケーションを改善するなどにより、問題はほぼ解消されつつある。 

2) MEILI 

MEILI はスウェーデン王立工科大学の Yusak Susilo 教授の研究チームが開発したアプリケーションであ

る。プログラムはオープンソースで、機械学習を前提にしているため、例えば交通渋滞に起因する停止や

乗り換えに起因する停止との区別はつくものの、最初は半自動的にトリップの詳細を入力する必要がある。

利用実績としてはストックホルム（約 200 サンプル）及びヨーテボリ（約 100 サンプル）があるが、調査対象

者が若年層に限られており、あくまでこれまでの PT 調査に対する補足調査的な位置づけになっている。ス

ウェーデンでは大多数が iPhone の利用者ということもあり、iPhone 向けに開発されたアプリケーションであ

る。なお、今後はインドネシア（ジャカルタ、バンドン）やシンガポールでも MEILI を利用した同様のトリップ

調査が計画されている。 
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出典: KTH Royal Institute of Technology 

図3.5 MEILI によるトリップ調査の例 

Susilo 教授によると、トリップデータの収集プロセスにはこれまでの紙の調査票ベースのトリップ調査と

同じくらいの期間を要するとのことである。また、スマートフォンを用いた新たな交通調査手法においても、

（機械ではなく）人を介する必要があることについて理解されていないことが多い。それでも、紙の調査票

ベースのトリップ調査と比べ、スマートフォンによる新たな交通調査手法では交通機関の正答率は 80%、目

的になると 40-50%程度に低下すると言われている。また、トリップの詳細の精度を高めるとすると、バッテ

リーの消費量が増えることになるとも言われている。 

3) FMS 

科学技術の最先端分野にいるシンガポールの世界的な研究者と MIT 間の交流のための知的ハブとして

設立された Singapore-MIT Alliance for Research and Technology (SMART)は、FMS (Future Mobility Sensing)

と呼ばれるスマートフォンをベースにしたトリップ調査のプラットフォームで、機械学習機能やモニタリング

システムも備えており、Mobile Market Monitor(MMM)により商用化されている。FMS は米国アリゾナ州フェ

ニックス（約7,000 世帯計約3,000 人）、シンガポール、テルアビブ、ダルエスサラーム、ブリュッセルの各都

市での利用実績がある。ダルエスサラームは途上国でFMSによるトリップ調査を実施した最初の都市であ

り、世銀の援助によりスマートフォン（アンドロイド）を 600 人の調査対象者全員にインセンティブとして支給

することにより、４～６週間のトリップ調査が行われている。このダルエスサラームでの FMS によるトリップ

調査は、準備から調査データベースの完成まで約１年かかっている。 
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Stop Verification  Activity Verification 

 
出典: MMM 

図3.6 MMM によるユーザーインターフェイス及びアクティビティの確認 

トリップに係る追加情報は、一日または一週間の終わりにスマートフォンに送信される毎日のトリップの

リストで調査対象者が確認し、運賃等のコストや交通機関、目的などを入力することにより完成される。交

通機関や目的などが修正された場合には、その都度、機械学習機能により識別能力が向上する。滞在とト

リップはシステムにより自動的に生成され、自動で生成されたものが実際と異なる場合には調査対象者が

修正することも可能であるが、操作が煩雑になるため修正されないケースも多い。バッテリーの消費も、ス

マートフォンの加速度計が人の動きを感知した時にのみ GPS 機能が起動するようにするなど、精度が落ち

るリスクがあるものの、節約の工夫がされている。 

蓄積されたトリップデータのスマートフォンからの送信は、15～30 分間隔で WiFi 接続状況を確認し、接続

され次第クラウドサーバーにアップロードされる。なお、このダルエスサラームのトリップ調査は研究目的
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のパイロットフェーズであるため、調査データは OD 表の構築などの実務目的には使用されていない。 

3.2.4 インターネットアンケート調査 

インターネットアンケートは、インターネット上に構築されたアンケート調査票に基づき、回答者が回答して

いく調査方法である。アンケート調査票の設計・構築を行えるサービスがあり、手軽にアンケート調査が行え

る。 

主なメリットとして、回答者との接触が無いため、アンケートの郵送・回収・聞き込みが無く、従来の紙ベー

スの調査手法と比較して最も安価である。また、プログラムによって無関係な質問のスキップ、繰返しの質問

を簡単に行うことが容易に可能で、アンケート上で回答者の理解を促進させるための適切な質問を生成でき

る。近年ではスマートフォン用にデザインできるため、スマートフォンでも回答可能で、回答時はリアルタイム

でデータ入力が可能のため、回答の妥当性検証、チェック回答の矛盾の特定、または訂正などを促すことが

できる。また、サーバー上に直接回答結果を保存できるため、エラーの削減、データの収集、処理が従来の

他の方法より高速であり、サーバーに集計されたデータを用いて、回答者の行動を即座に分析することが可

能である。 

なお、実施上の留意点としては、スマートフォンの使用や、識字率の程度、インターネット普及率によっては、

回答対象が限られる場合があり、データに偏りが生じる可能性がある。このため、サンプルが取れない可能

性を考え、最小サンプル数の基準値を設ける必要がある。 

また、オープンクエスチョン方式は、サンプル抽出の観点で偏りが生じる場合があるため、できるだけク

ロースクエスチョンにする必要があること、サンプル抽出方法は従来通り無作為抽出とし、回答時にインター

ネットサイトに誘導するなどの方法を取り入れる必要がある。 

 

 

出典: Sydney Travel and Health Survey (The University of Sydney) 

図3.7 アクティビティ画面 
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出典: the Sydney Travel and Health Survey (The University of Sydney) 

図3.8 トラベルモード情報のドラッグ＆ドロップインタフェース 

3.2.5 ショッピングモールやオフィス等での補足調査 

収集の困難な高所得者層データ等の確保のためにショッピングモールやオフィスビル等で回答者に調査

する方法は、街頭で調査するインターセプト法と同様で、有為サンプリングの一種である。家庭訪問による調

査では回答拒否されやすい高所得者層が最も出入りする可能性のあるショッピングモールやオフィスビル等

が最も効率良くインタビューできる場所として選ばれる。 

家庭訪問する調査員を家に受け入れるのではなく、公共の場所での調査という点で一定の安心感がある

一方、回答者がインタビューに割くことのできる“自由”時間が限られるため、インタビューに要する時間は適

度に短く設定する必要がある45。ショッピングモール出入りする人やオフィスビルに出入りする会社員を無作

為に呼び止めてインタビューに協力依頼することになるため、実際に回答した人の中には対象としている高

所得者層以外の人も当然含まれており、調査データを実際に補足データとして活用するには、属性や地域的

な観点からもデータのバイアスや分散について十分考慮に入れる必要がある。 

これらの補足調査の実施許可を得るのは、比較的ショッピングモールの方が容易で、通常、オフィスビルの

マネジメントより許可を得る方はハードルが高い。その分、一旦許可が下りれば、オフィスビルの会社員らは

比較的信頼してインタビュー調査依頼に応じ、各会社への訪問インタビューも実現する可能性はある。 

  
出典: https://www.snagajob.com/job-seeker/jobs/job-details.aspx?postingid=32830244 (左) 

     http://surveymeter.org/read/54/pilot-test-survei-komfas-ifls-5-tahun-2014 (右) 

図3.9 ショッピングモール（左：米国）及びオフィス（右：インドネシア）でのインタビュー調査の例 

                                                 
45 Kumata, H., Scramm, W. (1956) “A pilot study of cross-cultural methodology”. Public Opinion Quarterly, p. 229-237. 
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3.2.6 効率的な交通調査の手段についての課題 

IT の革新的な発展によって前節で述べたような方法を用いた交通調査を実施することで、効率的な交通調

査を行うことが可能と考えられる。しかし、開発途上国においては、技術やその国の制度、考え方が異なるた

め、効率的な交通調査を実施する際には、以下のような課題が生じる場合がある。 

例えば、新しい技術を利用して交通調査の調査票を作成しても、回答者に回答の入力の仕方などについて

知識が無ければ、入力のサポートのために人材を割くことになる場合や、バイアスが生じる可能性がある。

また、通信技術を用いた交通調査では、インターネットの帯域幅、セキュリティ、および中国などのインター

ネットアクセス規制を行っている国では期待されていたほど十分に機能しない場合がある。 

新しい電子機器を使ってデータ収集する場合（タブレットやモバイルを利用）は、その操作方法や特性をしっ

かり把握したうえで利用することが望ましく、情報リテラシーが必要であることが迅速な調査実施の課題にな

ることがある。また、この他、データ収集するアプリケーションの技術的な問題と使用感について広範囲に調

整やテストをする必要があること、予期しない電子的な問題（例えば修正したデータが削除された、収集デー

タの送受信ができなかった等）への対処が場合によって起こることに留意する必要がある。特に、オンライン

を前提とした通信機器を用いる調査の場合は、インターネットのアクセス状況が悪い地域や時間帯などは期

待通り動作しない可能性があることに留意する必要がある。 

個人のスマートフォンなどを利用した調査では、①スマートフォンを使わない人への対応、②異なるアプリ

ケーションプラットフォームへの対応（IOS、Windows、Android、Blackberry）、③バッテリー消耗への留意とプラ

イバシー保護に関する説明や配慮、④回答率上昇へのポスター、リーフレット、放送、およびソーシャル・ネッ

トワーキング・サービスなどのインセンティブ付などの対応が必要である。 

また、ITを活用して従来型のOD推計法に固執せず、携帯電話データ(CDR)を前提としたOD表の推計法も

今後検討の対象に入れていくべきであるが、トリップ目的の抽出、キャリア間のバイアス、SIMフリー携帯にお

ける頻繁な番号変更などによってトリップ情報が把握できない等の課題がある。さらに、CDR データなど、携

帯電話会社などで既存データの購入・利用を行う際には、利用許諾を政府などに求める場合もあるが、機密

データの扱いになっているところも多く、そもそも利用できない等の課題がある。 

一方、補足調査の方法としてショッピングモールやオフィスでインタビューを行うインターセプト調査は、家

庭訪問による調査では回答拒否されやすい高所得層のサンプルを収集するのに比較的有効な方法であるが、

調査の質問量が多いと回答率が低くなる可能性があるので、質問量を少なくし簡潔にインタビューすることが

できるかが課題である。 

 

3.3 関連データ 

3.3.1 既存 M/P 調査の需要予測モデルへの入力値 

従来型の四段階推定法による需要予測の場合、M/P 調査の中で実施される PT 調査で収集される世帯所

得やトリップデータを基にモデリング・パラメータ推定を行うが、その前提となる現況の人口配置などは既存

の統計資料・データを参照する。M/P調査の対象地域の世帯数や人口等はPT調査のサンプリングや調査結

果のサンプル拡大を行うために必須であり、また将来の人流の総量を決定する将来人口フレームの設定に

は、既存の人口センサス等の統計資料を用いることが一般である。 

一般的には、トリップの特徴やモード選択に影響する世帯所得別に交通需要予測モデルは構築されること

が多い。途上国に於いては、世銀等が支援する経済センサスデータが希に存在することがあるが需要予測
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に活用可能な詳細なデータが入手困難であるばかりでなく、そもそも需要予測に利用可能な世帯所得のデー

タが無い場合が多い。 

また集計の需要予測モデルによっては、変数に居住地・従業地/学校ベースの就業者や学生数を取り入れ

ている場合もある。居住地ベースの就業者・学生数は人口センサスから集計が可能な場合もあるが、従業

地・学校ベースのデータを更新するためには別途、労働統計データを収集するか土地利用などから推計する

ことになり、データ入手のハードルや精度・労力の面で問題が生じることもある。 

非集計の場合であっても、モデル自体のパラメータ推定は小サンプルの調査で可能であるが、地域全体の

状況を把握するためには TAZ 別人口や居住地・従業地/学校ベースの就業者や学生数等のデータは必須で

ある。また、世帯マイクロデータ作成のための元データ（通常数パーセントのセンサスや通勤通学調査等の

サンプルデータで世帯構成や世帯収入、世帯者車両保有、世帯構成員の年齢、性別、職業等の情報を含むも

の）も必要となる。 

人口センサスの他には、自家用車・オートバイの保有状況の確認のために、自動車登録台数等のデータを

収集することもあるが、市郡単位での集計結果のみである場合が多い、新規登録台数のみの統計が多い（実

際に運用されている台数と乖離している）、登録台数であっても廃車時に削除されていない、登録した市郡と

は異なる地域で運用されている（登録料や税金が市郡によって異なる場合）、税金対策等により登録されてい

ない等の問題があり、その活用は容易ではない。オートバイ等は税金を逃れるため部品のまま輸入され、違

法のナンバープレートをつけて組み立てられると統計データに計上されていない車両となり、そのような車両

多く存在する国もある。 

この他、将来の人口配置を予測するにあたり、都市部拡大の予想や開発余地等を把握するために土地利

用データを使用する場合もある。しかし土地利用データの整備・維持管理には多大な労力と費用を要するた

め、土地利用データが整備されている国・地域は少なく、またデータが存在しても長らく更新されていない、実

用に適さない精密度、M/P の対象地域の一部のみデータが存在する等の問題がある場合もある。 

また、配分モデルに際しては、道路ネットワークおよび公共交通運行ネットワークが必要とされる。現在は

多くの国で道路ネットワークのGIS化が進められているが、道路等級・延長・車線数・幅員・路面状況等の道路

情報が網羅されているケースは少なく、既存のネットワークデータが存在しない場合は M/P 調査の中で実走

による道路インベントリ調査を行うこともある。近年は Google Street View 等の写真データが整備されている

都市では、道路インベントリ調査の際にそれらを活用するケースもある。また、公共交通ネットワークについ

ては、鉄道等の大容量交通機関の場合は WEB 等での運行情報の提供が一般化しており、運行主体または

公共交通管理主体からの情報提供に依存する場合が多い。しかし、バスやミニバス、乗り合いタクシー等に

ついてはこれらの情報が提供されているケースは少なく、行政機関から許認可の情報を入手したり、スクリー

ンライン調査、公共交通コリドーOD 調査等の情報を活用する。 

3.3.2 センサスデータ 

(1) 概要 

多くの国では国連の勧告に従って、およそ 10 年周期で自国の人口静態統計を得るために家庭訪問調査

などによる人口センサス調査を行っており、この結果は各国の統計局等が行う将来人口予測や議席配分

など政策決定に寄与している。また、最も信頼性の高い社会的基礎データとして他の統計調査のフレーム

として活用されている。しかし、後発開発途上国等では予算制約により長期間人口センサスが実施されて

いない国や直近のセンサス実施が遅れている国もある。 
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人口センサスは基本的には全数調査であるため、調査や集計に要する時間・費用は大きく、調査結果が

公表されるまでに調査開始から通常 2 年程度を要する。このため、日本やその他ドナーの技術的・経済的

な支援を受けて調査を行った途上国もある。 

人口センサスでは、世帯とその構成員に関する年齢・性別等の情報をコア情報とし、各国の実情に応じ

て、世帯のタイプや構造、宗教や職業・年収などの情報も収集される。人口センサスの集計結果として良く

目にするのは、人口ピラミッドや市町村別の世帯数や性別・年齢階層別人口表などである。 

(2) 課題 

 全数調査ではなくサンプル調査の場合が希にある。 

 調査ゾーンの区割りが選挙名簿を基本とされることがあり、行政区分と必ずしも一致しない場合がある。 

 行政区分が変わり、前回のセンサスの調査ゾーンと異なる場合がある。 

 M/P 調査開始時にセンサス調査が準備中であるなど、最新のセンサス結果の入手ができず、やむを

得ず 10 年近く昔のデータを補正してサンプリングに用いる場合がある。 

 センサスの集計報告書は基本的に各国の統計局の WEB サイトより入手できる場合が増えているが、

例えば区等の行政区分の最小単位やセンサス調査ゾーン単位での年齢階層別性別世帯・人口の情報

が必要となる場合、生データの入手が難しい場合がある。 

 勤務先や学校、所得等の情報が調査されているケースが限られている。 

3.3.3 衛星画像 

(1) 概要 

衛星画像は一般的には建物のフットプリントや土地利用データの構築、或いは道路ネットワークの構築

に活用されることがある。衛星画像は M/P 調査の中で、現地政府が保有するデータを提供される場合もあ

れば、M/P 調査の予算で民間から購入する場合もあり、後者が一般的である。 

入手したデータは画像解析による土地被覆分類（人工物・水域・森林など）や人力による建物のフットプリ

ントや地籍図の作成に用いられ、現場での建物用途調査等の情報と統合され土地利用図として使用される。

また、PT 調査等のサンプリングに活用することもできる。プロジェクトによっては、インフラ事業による非自

発的移転の影響件数把握や地形情報の作成等にも活用されることがある。 

(2) 課題 

 現地から既存衛星データを提供される場合、解像度（地上分解能）が低い、撮影年次が古いなどの理由

から使用に適さないデータがある。また、プロジェクトでの利用許可について版権の確認が必要となる。 

 民間から衛星画像データを購入する場合、解像度・購入面積に応じて多大な費用が掛かる。 

 直近のアーカイブが存在しない場合や、存在しても雲量が多い、撮影角度に問題がある場合はさらに

古いデータを購入したり、新規に撮影を依頼する必要がある。新規に撮影をする場合はさらに高額とな

る。古いデータを活用する場合は同じ都市圏でも地域によって撮影年次が異なってしまい、データの取

り扱いに留意が必要となる。 

 衛星画像を基にした画像解析を行う場合、時間・費用を考慮すると解析の外部委託が望ましいが、その

場合でも委託費が問題となる。 

 衛星画像からフットプリントを起こし、建物利用データを作成する場合、現場で建物用途を調査する必要

があり労力・時間・費用が要求される。 
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3.3.4 CDR （Call Detail Record：携帯電話位置情報データ） 

(1) 概要 

CDR は携帯電話事業者が料金課金のために個人が携帯する情報端末との通信のやり取りのデータを

蓄積したビッグデータの一つであり、長期に亘る情報端末の移動を把握することができる。また、情報端末

を携帯する個人の属性を別途収集し、拡大することで、人流を推計することができる。なお、CDR はデータ

量が多くてもサンプルのデータであり、全数のデータでは無いことを念頭に置いて活用方法を検討すべき

である。 

CDR は携帯電話を使用した時点の地点（近傍の通信状況の良い通信アンテナ）と時刻の情報の蓄積で

あり（個人を特定できる電話番号もデータとして蓄積されるが、通常は情報提供の際に任意の ID に変換さ

れる）、必ずしもトリップエンドを表現するものではないが、長期に亘るデータの分析により頻出する地点や

時刻を参考に自宅や職場あるいは学校等の位置を推定することができる。また、過去のパーソン・トリップ

調査がある場合にはパーソン・トリップ調査の結果と CDR データを複合的に用いて現況 OD 表を更新する

方法も開発されている46。 

(2) 課題 

 CDR データは、対象国のセキュリティや個人情報保護の観点から情報の入手が困難な場合がある。 

 CDR に基づく位置情報の精度は、通信アンテナの位置に依存し、通信状況によっては、端末自体が移

動しなくてもデータ上は移動したように見える場合もある。 

 携帯電話の保有率は高くなったとはいえ、貧困国における携帯電話の保有には地域差があると思われ

るため、データの歪みが想定される。 

 通信キャリアが多く存在する国においては、1 社からデータを入手できたとしても、通信サービスエリア

やサービス利用者の分布を考慮し、補正する作業が必要となる。 

 CDR から収集・分析される結果はトリップエンドのみであり、移動経路や交通手段は分析の目的に応じ

て別途収集する必要がある。 

3.3.5 Wifi/Bluetooth 端末等の MAC アドレス照合 

(1) 概要 

個人が所有する PC やハブ、ルーター及びモバイル端末等には、ネットワーク上のノードとして識別する

ための MAC アドレスが割り振られている。この MAC アドレスは基本的には一意であり、Wifi や Bluetooth

等を介してネットワークにアクセスした際の通信ヘッダーに送信元・送信先の MAC アドレスが組み込まれ

ることで情報が正しくやり取りされる。 

このため、この MAC アドレスを追跡することで特定の端末の移動経路を特定することができ、交通分野

への応用が研究されている。例えばバンコクにおける実験47では、特定エリア内に設置したWifiルーター群

にアクセスした端末のMACアドレスを蓄積し、これを解析することで交通流動の変化の研究を行っている。 

                                                 
46 Ge, Q. and Fukuda, D. (2016) “Updating origin–destination matrices with aggregated data of GPS traces”, Transportation Research 

Part C, Vol. 69, p. 291-312 
47 Potanon, T., Panwan, P., Ishizaka, T., Narupiti, S. and Fukuda, A. (2017) “Observation of Traffic State Based on Mac Address Matching 

by Using Bluetooth” Presented at the 12th International Conference of Eastern Asia Society for Transportation Studies, Ho Chi Minh 

City 
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(2) 課題 

 MAC アドレス追跡は、携帯端末を保有し且つ Wifi または Bluetooth 機能をオンにしている端末をサンプ

ルとするため、収集したデータの補正や拡大方法についても検討する必要がある。 

 MAC アドレス追跡から把握できる情報は、Wifi ルーターの設置密度に応じた移動経路であり、移動モー

ドやトリップ目的の分類は難しいと思われる。このため現場での活用に当たっては、機能を理解して目

的に合わせて活用場面を検討すべきである。 

 本来 MAC アドレスは機器に固有の番号だが、偽装可能な機器もあり、途中で変更されると追跡できな

い。 

 

3.3.6 過去調査やセンサス等の関連データについての課題 

過去調査やセンサス等の統計・関連データに係る課題を以下に整理する。 

 

表 3.3 過去調査やセンサス等の統計・関連データに係る課題の整理 

関連データ 課題 対処法（案） 

既存M/P 調査の需要予測モ
デルへの入力値 

・世帯所得データの入手が困難 

・ゾーン別従業者数や学校ベースの学生数な
どの入力値の推計 

・将来の人口配置予測に利用できる土地利用
データが入手困難 

・交通ネットワークデータの更新 

・改めて通勤通学調査調査等を実施し、
モデルに必要な指標を収集、更新 

・統計等の生データ提供依頼および提供
費用の考慮 

・道路インベントリ調査など必要な付帯調
査の計画、実施 

センサスデータ ・精度の問題（全数調査で無い場合） 

・センサスの調査ゾーンの問題 

・最新データが入手できない場合の補正 

・詳細なデータが入手困難な場合がある 

・既存センサスデータが古い場合、更新
に活用できる統計やデータを収集、分析 

・人口フレーム設定に係る作業を考慮し
たリソース投入 

衛星画像 ・分析に適した解像度のデータは高価 

・画像解析に係る費用、時間 

・画像解析や土地利用データを考慮した
リソース投入 

・地籍図等は別案件で対応 

CDR ・データの入手が難しい 

・技術的な問題がある 

・サンプルの歪み 

・取得可能なデータが限定的 

・現状では、別途実施される PT 調査など
から推定される現況OD の補正や長期
変動の把握などに利用 

MAC アドレス照合 ・サンプルの補正や拡大方法 

・取得可能なデータが限定的 

・MAC アドレスが偽装されているケースがあ
る 

・現状では研究段階であり、現場での活
用は限定的 
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第 4 章 交通需要予測の改善の方向性の検討 

本章では、特に交通需要予測に着目し、第2章における問題点等の整理や協力ニーズも踏まえ、まず従来

の集計（四段階推定）モデルで現実的に起きている予測のずれの要因の構造的整理の結果から、集計モデ

ルにおける限界にも言及しながら、既往の需要予測における教訓等の整理を行う。その上で、集計・非集計

モデルそれぞれの特徴について整理し、開発途上国における適用にあたって、オンデマンド型や相乗り型の

タクシーサービスの普及など最近の動向も踏まえた可能性や課題等について検討を行う。続いて、日本の事

例（主に OD 表の更新の取り組み）および欧米の事例（主に需要予測モデルの非集計化への取り組み）につ

いても取りまとめる。また、集計・非集計モデルの活用に加えて、土地利用、世帯マイクロデータ、世帯自動車

保有モデル等その他のモデルの活用課題についても取りまとめる。その上で、開発途上国の多様な生活様

式や交通行動、それに対応した TDM をはじめとする各個人の交通行動に働きかける様々な交通施策の影響

を柔軟に表現できる交通需要予測手法として、従来の集計モデルから非集計モデルへの移行が推奨される。

一方、交通調査についても非集計モデルの構築に最適な基幹調査としてアクティビティダイアリー調査を推奨

し、そのサンプル数算定の考え方と留意点についても整理を行う。また、非集計モデルを交通需要予測の主

体とするにあたり、今後必要になる需要予測ソフトについても整理しつつ、JICA が開発した交通需要予測モ

デルである JICA-STRADA の今後の活用方法についても検討を行う。 

 

4.1 四段階推計モデルについて 

四段階推定モデルは発生集中、分布、分担、配分の 4 つのステップを踏まえた手法である。開発途上国への

適用においては、第二章の既往の予測結果検証で整理したように、各段階で予測のずれが見られた。 

以下に各段階における計算方法の概要と予測結果のずれ、及び構造要因分析結果について示す。 

1) 発生集中 

この段階では、各交通ゾーンの発生量(当該ゾーンから出発するトリップ量)と集中量(当該ゾーンに帰着

するトリップ量)を推計する。一般的にはトリップ目的別重回帰モデルに将来値となる人口や車両保有台数

など社会経済指標を入力し、ゾーンごとのトリップ発生量・集中量を求めるものである。既往の予測では、

現地側の社会経済指標の整備状況に依存しているのが一般的であるが、ずれの構造的要因としては、モ

デルが Home Based/Non-home Based の別に分かれていないケースや、自動車保有台数などが変数と

して含まれていない等の要因が影響していると示唆された。 

2) トリップ分布 

トリップ分布は、前段の発生量/集中量をどのゾーンからどのゾーンへ移動するか、及びその量を推定

する段階である。この段階では目的別(通常、通勤、通学、ビジネス、プライベート、帰宅の 5 種類)別で推定

されることが多い。推定するモデルは、現況の交通分布パターンを踏襲するフレーター法と OD 間の旅行

時間などの抵抗によって分布量が変化する重力モデル法の2種類が一般的に選択される。2種類の差は、

フレーター法が現状のパターンが現状と変わらず、都市開発等がない状態である場合に選ばれ、長期/超

長期を予測する場合には重力モデル法が適していると言われている。既往の予測結果を検証すると、特に

内々率のずれが大きいケースが多かった。ずれの構造的要因に着目すると、分布交通モデルが所得階層

や自動車保有の状況を加味したものとなっていない点、トリップ目的別や Home Based/Non-home Based

の別にモデルが構築されていない点、都市開発等があるにもかかわらずフレーター法で推定している点
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が原因であることが示唆された。 

3) 機関分担 

前段で、出発地目的地(OD)間で何トリップ移動するかが分かっており、各OD 間のトリップのうちのいくつ

がどの交通手段を選ぶかを算定するのがこの段階である。機関分担モデルは、考えられうる交通手段別

のゾーン間旅行時間や交通運賃を基に、代表交通手段別トリップ量を算定するもので、算定モデルは集計

ロジットモデル、非集計ロジットモデルが代表的である。合理性、説明性の観点では非集計モデルが優れ

ていると言われているが、途上国のこれまでの需要予測では、集計ロジットモデルの適用も多くみられて

おり、モデルの選択ミスであることが指摘された。また、トリップ目的別、収入や保有台数の別、Home 

Based/Non-home Based の別でモデルが構築されていないことや、手段選択モデル構築で用いられる

LOS データ（ゾーン間一般化費用）について実勢速度とは大きく乖離している速度で作成されていることが、

精度をおとす原因であることが示唆された。 

4) 交通量配分 

機関分担で算出された OD 間の機関別交通量を与件とし、出発地と目的地間を繋ぐ無数のルートから、

一般化費用に応じて最小費用ルートに交通量を分配する段階である。機関分担で算出されたOD間の手段

別交通量をどのルートに配分するかについて、一般的に用いられる交通量配分手法は、①公共交通配分

（公共交通）、②分割配分（公共・私的交通）、③均衡配分（公共・私的交通）がある。 

基本的にこれらの配分手法は、目的地到達までの旅行時間は合理的にルート選択され、だれも改善で

きない状態という Wardrop の原則に基づくものであり、分割配分と均衡配分は、均衡配分の方が厳密な解

を求めることが可能で、説明性が優れていると言われている。既往の研究では、交通量配分より前の段階

での誤差が大きい分析結果を得ているが、バス等の公共交通の混雑によるサービス低下と公共交通増加

による混雑悪化の影響を同時推定するような方法は採用されていないことが多く、改善の余地があると考

えられる。 

 

4.2 既往の需要予測における教訓等の整理 

既往の需要予測結果を用いて、①計画フレームや②交通調査、③需要予測モデル、④外部要因のどこに予

測のずれがあったかを検証し、整理した。その結果、①計画フレームが影響を与えているジャカルタ、ダルエス

サラーム、ナイロビの例などは、郊外住宅開発等などが人口計画フレームに影響を与えており、誤差が生じて

いることが示された。②交通調査が影響を与えているマニラの例のように、特に高所得者のサンプル数が多く

取得できず誤差の要因になりうる例があった。 

③需要予測モデルが影響を与えている例では、機関分担モデルに集計モデルが多く適用されており、そもそ

もモデルの選択ミスであることが指摘された。また、モデル誤差について構造要因を分析したところ、(A)発生集

中モデルや分布交通モデル、機関分担モデルで、Home based/Non-home Based 別やトリップ目的別、所得や保

有台数別のモデルを構築しないケースがあり、精度を落としている可能性がある点、(B)予測モデルに関するヒ

アリングでは、代表的な 1 日のみの交通行動の拡大に着眼したため、通勤通学以外の行動については情報が

欠落する傾向にある点、(C)既往の需要予測結果をレビューの結果、日ベースの予測がほとんどであり、時間当

たりの予測を行っている例はほとんど見られなかった点、(D)立ち寄り行動や個人の一連の交通行動、近年途上

国で増加していると言われている乗り合い乗車などが表現できず、加えて複雑な料金政策などの交通需要マネ

ジメント（TDM）やピーク時の渋滞に対する交通行動の変化を需要予測に反映できない点、が指摘された。 
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④外部要因が与えている例では、ベトナムのように中国の販売戦略によってオートバイが予想以上に流入す

るケースや、ジャカルタのようにオートバイ購入ローン制度導入などで手段分担が大きく変わった等、現地政府

の意思決定・政策的な部分が現実の都市構造や交通状況を大きく変化させ、結果的に超長期の需要を精度よく

予測できない例が示された。 

このように、これまで検討されてきた需要予測は、全体的な交通傾向を平均化したモデル化を行い、簡易的

に表現しやすい・経験的・精度重視的な予測を実施してきたが、実際に予測結果を検証すると大きくずれが生ず

るケースが少なくなかった。それに加え、計算プロセスの妥当性について説明責任を全うできない可能性を持

つこと、計画フレームや外部要因であるローン制度導入や住宅開発など現地政府の政策決定の考慮や、乗合

交通・電子機器やビッグデータを活用した新たな政策内容の複雑化に対し、現行のモデルでは対応できない部

分が多い、ということが需要予測の教訓すべき点と考えられる。 

 

4.3 集計・非集計モデルの特徴と開発途上国における適用 

4.3.1 集計モデルと非集計モデル 

非集計モデルは集計による四段階推計法との対比を強調したものであり、ゾーンや目的ごとで総トリップ数

として集計した値によってモデル化を行う集計モデルと異なり、個人や世帯を単位としてそれぞれが選択する

行動をモデル化するものである48。例えば、機関分担段階においては、集計モデルでは、ゾーンや目的ごと

の各交通機関の選択割合と所要時間や一般化時間との関係から分担率曲線を作成し推計する。一方で、非

集計モデルでは、各個人が交通機関を選択する手段選択モデルで推計を行う。非集計モデルは個人の行動

を反映していることから非集計行動モデル(disaggregate behavioral model)、選択問題を対象としていることから

離散選択モデル(discrete choice model)とも呼ばれる。集計モデルと非集計モデルの特徴を下表に示す。 

 

                                                 
48交通工学研究会編 (1993) 「やさしい非集計分析」、丸善、p.1 



94 

表 4.1 交通需要予測における集計モデルと非集計モデルの比較 

 集計モデル 非集計モデル 

調査単位 個々のトリップ 個々のトリップあるいは個々の活動 

分析単位 

被説明変数 

説明変数 

ゾーン 

ゾーンごとの選択比率 

ゾーン別データ 

個人（世帯） 

個人の選択確率 

個人別データ 

理論的背景 多くは経験式 ランダム効用理論 

推定方法 回帰分析 等 最尤推定法 等 

政策の表現 ゾーン代表値の変化 

（ゾーンごとでの集計値での分析が可
能な大規模インフラ等） 

個人の説明変数値の変化 

（左記に加えてゾーン内や個人の選択行動の
違いを考慮する必要がある交通需要マネジメ
ント(TDM)施策 等） 

四段階推計法に対
応したモデルの名
称 

発生・集中モデル（重回帰モデル等） 

分布モデル（重力モデル等） 

交通機関分担モデル（分担率曲線等） 

ルート配分（段階配分等） 

トリップ頻度モデル 

目的地選択モデル 

交通手段選択モデル 

経路選択モデル 

その他のモデルの
例 

 自動車保有モデル 

出発時間帯選択モデル 

活動選択モデル 

立ち寄り行動選択モデル 等 

メリット ꞏ モデル作成が比較的容易 

ꞏ LOS(level of service)データの設定

作業が比較的容易 

ꞏ 理論的基礎が明快 

ꞏ 少ないサンプルでモデル化が可能 

ꞏ 個人属性を考慮しやすい 

デメリット ꞏ 膨大な調査が必要 

ꞏ 実際と逆の相関が発生すること

がある（空間的集計による生態学

的相関） 

ꞏ LOSデータの作成をトリップ等個々の観

測値に行う必要がある。 

ꞏ サンプルが少なすぎればモデルが不安

定になる。 

出典：「やさしい非集計分析」等をもとに追記49 

 

非集計モデルのモデル構造は様々な書籍により解説50されているため、本項では近年主に用いられてい

るモデルの概要のみ紹介する。ランダム効用理論51に基づく離散選択モデルでは、ある選択肢の効用（望ま

しさ）を仮定し、選択肢ごとに効用をある関数により与えた上で、選択肢間の効用の比較によって選択確率を

導出する。選択肢の効用は連続変数でありかつ説明変数の線形和である確定項と確率的に変動する確率項

（誤差項）仮定する。選択肢間の効用の比較によって選択確率を算定する方法（モデル構造）が異なる様々な

モデルが提案されている。もっとも単純なものは２つ選択肢（二項）の選択問題に適用でき、確率項の分布に

                                                 
49交通工学研究会編(1993)「やさしい非集計分析」p. 2 および土木学会 土木計画学研究委員会 交通需要予測技術検討小委員会

編(2003)「道路交通需要予測の理論と適用 第I 編 利用者均衡配分の適用に向けて」p.33 表4-1、土木学会編 (1993)「新体系土

木工学60 交通計画, 表5.1」に追記 
50 例えば 

McFadden, D. (1974), “Conditional logit analysis of qualitative choice behavior”, in P. Zarembka, ed., Frontiers in Econometrics, 

Academic Press, New York, pp. 105– 142. 

Ben-Akiva, M. and S. Lerman (1985), “Discrete Choice Analysis: Theory and Application to Travel Demand”, MIT Press, Cambridge, 

MA. 

Kenneth Train (2003) “Discrete Choice Methods with Simulation”, Cambridge University Press, Online Available on 12th March at 

https://eml.berkeley.edu/books/choice2.html 

土木学会土木計画学研究委員会 委員長 黒川洸編 (1995) 「非集計行動モデルの理論と実際」、丸善 

北村隆一、森川高行編 (2002) 「交通行動の分析とモデリング ―理論／モデル／調査／応用―」、技報堂出版 

交通工学研究会編 (1993) 「やさしい非集計分析」、丸善 
51 Marschak, J. (1960), "Binary choice constraints on random utility indications", in K. Arrow, ed., Stanford Symposium on Mathematical 

Methods in the Social Sciences, Stanford University Press, Stanford, CA, p. 312–329. 
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ガンベル分布を仮定する二項ロジットモデル(binary logit model, BL)52である。確率項の分布に正規分布を仮定

する二項プロビットモデルは計算負荷が高いため、ロジットモデルを用いることが多い。ロジットモデルを 3 つ

以上の選択肢に拡張したものが多項ロジットモデル(multinomial logit model, MNL)であり、交通分野に限らず広

く用いられている。ロジットモデルの特徴は選択確率の比はその選択肢の確定効用のみ影響を受け、選択肢

集合に含まれる他の選択肢から影響を受けない。これを IIA（independence from irelevant alternatives）特性53と

いう。特徴的な例として赤バス―青バス問題が知られている54。自動車と赤バスの２つ選択肢があり、それぞ

れの効用の確定項の値は等しいとすると選択確率は 1/2 と 1/2 になる。しかし、赤バスとまったく同じサービ

スを行い、つまり効用の確定項の値が等しい青バスが導入されると車、赤バス、青バスの選択確率は全て

1/3 となる（ただし、色の好みはなく、青バスの導入によりバスの混雑は低下せず、バス運行頻度が増える等

は想定しない）。しかし、実際には車とバスの関係は変わらず、車、赤バス、青バスの選択確率は 1/2、1/4、

1/4 が正しいと考えられる。IIA 特性はそれぞれに独立した選択肢の場合は問題とならないが、例えば車に対

して鉄道とバスは公共交通としての類似性を持っており、推計の際の問題となりうる。 

このような特性を緩和する方法として様々なモデルが提案されている。ロジットモデルを基本として選択肢

の階層構造を仮定し、効用の分散の大小を示すスケールパラメータを導入したネステッドロジットモデル

(nested logit model, NL)も広く用いられている。近年ではBL、MNL、NLを含み一般化したGEV (general extreme 

value)モデルの一種であるクロスネステッドロジット(cross nested logit, CNL)モデル55が開発されている。CNL

では上位階層（ネスト）への帰属度を設定でき、一つの選択肢から複数のネストに帰属することも可能である。

さらにミックストロジットモデル(mixed logit model, MXL)56では、母集団に対しパラメータの確率分布を想定して

期待値と分散で表現し、母集団内でのばらつきを考慮することができる。BL、MNL、NL のパラメータ推定には

最尤推定法が用いられることが多い。近年は Biogeme や R 等の無料のソフトを利用してパラメータ推定も可

能である。 

4.3.2 トリップベーストアプローチとアクティビティベーストアプローチ 

これまでのトリップを集計単位としたトリップベーストアプローチは以下のような課題を抱えている。 

 ゾーンごとでのデータの集約、目的ごとでのデータの集約、グループごとの集約 

 交通行動と活動の相互依存関係が考慮されていない。（例：今日は遅くなるから車で） 

 時空間の制約（活動時間と活動場所）が明示的に考慮されていない。（例：会社は５時までで帰りに

途中で買い物） 

 世帯構成員どうしの関係が考慮されていない。（例：子供を学校に送ってから会社へ） 

アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)は、移動は活動の派生需要であるという考え方に基づき、

個々人の活動に対する需要や欲求と、交通システムのモビリティやアクセシビリティの制約条件を考慮し、移

                                                 
52 Luce, D. (1959), Individual Choice Behavior, John Wiley and Sons, New York. 
53 上記の文献(Luce, 1959)で考慮され、問題点は下記の文献で提示されている。 

Chipman, J. (1960), “The foundations of utility”, Econometrica 28, p.193–224 

Debreu, G. (1960), “Review of R.D. Luce individual choice behavior”, American Economic Review 50, p.186–188 
54 例えば下記の文献で詳細に解説されている。 

Kenneth Train (2003) “Discrete Choice Methods with Simulation”, Cambridge University Press, Online Available on 12th March at 

https://eml.berkeley.edu/books/choice2.html 

北村隆一、森川高行編 (2002) 「交通行動の分析とモデリング ―理論／モデル／調査／応用―」、技報堂出版 
55 Vovsha, P. (1997), “The cross-nested logit model: Application to mode choice in the Tel Aviv metropolitan area”, Conference 

Presentation, 76th Transportation Research Board Meetings, Washington, DC. 
56 McFadden, D. and K. Train (2000), ‘Mixed MNL models of discrete response’, Journal of Applied Econometrics 15, 447–470 



96 

動行動が意思決定されるという考え方に基づいている。近年、特に欧米での利用が増えている。都市ごと、研

究者ごとに実に多様なモデルが提案されており、発展段階ごとに以下のような項目が考慮できる。 

 起点から同じ場所に戻るまでのトリップをつなげたツアーの概念 

 地域内の各世帯、個人の行動 (Population Synthesizing) 

 活動（移動）時間帯の選択 

 立ち寄り行動 

 １日の活動パターン 

 通勤・通学先 

 定期券や駐車券の利用 

 世帯員の送迎 

これにより、例えば「今晩はお酒を飲みに行くから公共交通で行こう」、「帰りに子供を迎えに行かないとい

けないから車で行こう、仕事も早めに切り上げよう」といった生活行動と移動を表現でき、料金施策や時差出

勤といった TDM 施策を表現できるだけでなく、インフラ整備についても「通勤時間が短くなったから帰りに本

屋に立ち寄ろう」といった整備による生活行動の変化を考慮した推計が可能となる。 

ABM の推計の流れを下図に示す。時間帯別の OD 表作成の部分（４段階推計法の発生集中から機関分担

までに相当）をアクティビティベースト需要予測モデルで推計し、配分、社会経済フレーム作成、土地利用、貨

物流動等はこれまでの集計の四段階推計法と同様であるケースが多い。通常 ABM と配分は統合して繰り返

し計算を行う。 

 

アクティビティベースト

需要予測モデル 

世帯マイクロデータ生

成モデル 

地域経済 

モデル 

人口推計 

モデル 
土地利用 

モデル 

補完モデル 

ネットワーク均衡

配分モデル 

大気汚染物質 

排出量モデル 

世帯マイクロデータ生成 

長期選択行動(車両保有、定期券購入等) 

世帯構成員の 1 日の活動パターン選択 

ツアーの主要目的地、交通機関、スケジュール選択 

立ち寄り行動の有無 

立ち寄り場所選択 

トリップの交通機関とスケジュール選択 

世帯の 1 日の活動パターン選択 

世帯構成員間の同行(送迎等) 

基本的なアクティビティベースト需要予測モデル 世帯構成員間の関係の考慮 

 

出典：Castiglione, J. et. al. (2015)をもとに追記57 

図 4.1 アクティビティベースト需要予測モデルの推計の流れ 

 

ABM に必要な調査とデータは、基本的にはトリップベーストアプローチのモデルと大きな差はなく、従来の

PT 調査等のデータでモデル構築は可能である。しかし、移動だけでなく１日の活動をすべて調査票に記載す

                                                 
57 Castiglione, J., Bradley, M., and Gliebe, J. (2015) “Activity-Based Travel Demand Models; A Primer” SHRP 2 (The Second Strategic 

Highway Research Program) Report S2-C46-RR-1, Transportation Research Board 
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る ADS によって、さらに説明力の高いモデル構築が可能となる。通常必要交通調査（2.2.2 (2)にて記述したス

クリーンライン調査等の主に OD の補完やキャリブレーションのために用いる調査）や社会・経済フレーム

ワークも必要である。 

様々なモデルのタイプが提案されており、離散選択型モデル、ルールベーストモデル、ネットワーク探索型

モデル等がある。米国では計算負荷が少なく、手段選択モデルと同様に取り扱いができる離散選択型モデル

が適用されるケースが多い。 

 

4.3.3 主な集計モデル及び特徴 

様々な集計モデルの中から、以下では開発途上国の実務で適用されている２つのモデルについて概説す

る。集計四段階推計法はこれまで広く用いられてきた手法である。一方、簡易ツアーベーストモデルは集計モ

デルではあるものの、トリップの代わりのツアーを基本単位として分析するモデルである。後述する VISUM

のオプションとして、この簡易ツアーベーストモデルを組み込むことができる。 

 

表 4.2 主な集計モデル及び特徴 
 

概要 メリット デメリット 

集計四段階
推計法 

いわゆるトリップを発生
集中、分布、分担、配分
の 4 段階に分けて推計
する手法 

ꞏ モデルの構造が単純、論理が明確で

理解しやすい 

ꞏ 適用例が多く、教科書・文献も豊富

で、実務経験者も多い 

ꞏ このため技術移転に適している 

ꞏ 計算負荷は中程度 

ꞏ 信頼性のあるモデル構築のために

は相当数のサンプル収集が必要 

ꞏ 集計による誤謬の可能性 

ꞏ 個人属性や選好を反映しづらい 

ꞏ 政策による時間・活動場所・活動内

容の変更等を反映しにくい 

ꞏ 外部要因を考慮しにくい 

簡易ツアー
ベーストモデ
ル 

トリップの代わりにツ
アー（トリップチェーン）
を基本として分析 

ツアー発生、目的地・機
関分担、配分の段階に
分けるのが一般的 

ꞏ 立ち寄り行動を明示的に表現可能 

ꞏ 各段階で非集計モデルも適用可能 

ꞏ 全段階集計モデルの場合、相当なサ

ンプル数が必要 

ꞏ 計算負荷はモデルの複雑さによる 

ꞏ 集計による誤謬の可能性 

ꞏ 非集計モデルでも、世帯マイクロ

データを作成しない場合、推計時

に「集計問題」が生じる 

ꞏ ABM と比べると政策による時間・

活動場所・活動内容の変更等を反

映しにくい 

ꞏ 外部要因を考慮しにくい 

 

4.3.4 主な非集計モデル及び特徴 

様々な非集計モデルの中から、先進国の実務での適用が多い 2 つの事例について概説する。四段階推計

法の非集計化は配分を除く 3 つの段階を非集計モデルで推計する手法で、伝統的な集計四段階推計法と類

似性が高い。トリップ発生集中モデルはトリップ頻度選択モデル、分布モデルは目的地選択モデル、機関分

担モデルは手段選択モデルが対応しており、特に手段選択モデルは交通分野での非集計モデルが開発され

た初期の段階から利用されてきた58。一方、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)は、交通は活動の

派生需要であるという考え方に基づき活動をモデル化する手法であり、世帯内の役割分担、共通活動、時間

帯や場所の制約など様々な行動をモデル化することが可能である。 

                                                 
58 Hensher, D. A. and Stopher, P. R. (1979) in Hensher, D. A. and Stopher, P. R. (eds) “ Behavioural Travel Modelling”, Croom Helm 
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表 4.3 主な非集計モデルの特徴 
 

概要 メリット デメリット 

四段階推計
法の非集計
化 

四段階推計法の一部
の段階で非集計モデル
を活用（通常は配分以
外）。 

ꞏ 集計四段階推計法と同様 

ꞏ 個人属性や選好を反映可(様々な外

部要因も考慮可) 

ꞏ 集計による誤謬を回避 

ꞏ TDM 等様々な政策を評価可 

ꞏ 比較的小サンプルでも推計可能(大

規模調査管理上の精度上の課題を

回避) 

ꞏ 配分以外の各段階の非集計モデル

は適用事例も多い。(例：トリップ頻度

モデル、目的地選択モデル、手段選

択モデル、目的地手段同時選択モデ

ル 等) 

ꞏ 世帯マイクロデータを作成しない場

合、推計時に「集計問題」が生じる 

ꞏ ABM と比べると政策による時間・

活動場所・活動内容の変更等を反

映しにくい 

ア ク テ ィ ビ
ティベースト
需要予測モ
デル 
(ABM) 

世帯内の役割分担や
共通活動を含め 1 日の
生活行動をモデル化 

配分については同様の
方式が一般的 

ꞏ 時空間特性、世帯・個人特性を高精

度に反映可能(様々な外部要因も考

慮可) 

ꞏ 集計による誤謬を回避 

ꞏ TDM 等様々な政策を時空間制約を

考慮して評価可 

ꞏ 比較的小サンプルでも推計可能(大

規模調査管理上の精度上の課題を

回避) 

ꞏ 計算負荷が高い 

ꞏ 様々なモデルが提案されており選

択が容易でない 

ꞏ 汎用ソフトが少数 

 

4.3.5 日本における交通需要予測の動向 

交通需要予測手法及びスマートプランニング、都市地域・総合戦略に関する事例について国土交通省都市

局都市計画課都市計画調査室にヒアリングを実施した。概要を以下に示す。 

1) 交通需要予測手法及びスマートプランニング 

これまで都市圏の交通需要予測手法としては四段階推定モデルが広く用いられてきたが、2018 年度に

は東京 PT 調査が実施予定であり、2019 年度に実施予定の将来推計ではアクティビティベースト需要予測

モデル(ABM)に切り替える方針で検討を行っている。特に四段階推定で見えなかった子育てや高齢者に関

連する施策について ABM で分析しようと考えている。 

一方、前述したように、都市圏では交通計画上の課題としてミクロ的な交通施策も求められている中、エ

ビデンスに基づく政策(Evidence Based Policy Making（EBPM）)の考え方が中央省庁で広まっており、施策前

後のアンケートで何となく良くなったなど感じ方で施策の効果が期待できるという説明ではなく、所要時間

が 15 分から 10 分となり、通行者が何人増えるといった具体的な根拠を示して施策の必要性を説明するこ

とが求められ、予算確保の際にも考慮されつつある。 

スマートプランニングについては、非集計モデルを作成し個人単位のシミュレーションを行っており、例

えばこれまでは定量的な根拠なく技術者の感覚でメッシュ内の施設配置を決定していたのをビッグデータ

やシミュレーションを活用し、滞在時間や回遊、歩行距離などを推計し、図書館や保育所、駐輪場等の適地

を分析する手法となっている。これまで行われてきた需要予測で算出されるゾーン単位の手段別 OD 表を

ベースとしてゾーン内の回遊行動についてプローブパーソンデータ等の個人単位の調査結果を用いて回

遊経路選択や目的地選択を繰り返し収斂計算していく手法となっている。 

岡山の事例ではオープンカフェの実施を想定し、スマートプランニングにより歩行者交通量が対象地区
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で 6 割増えることが示された。その他に子育て施設立地、維持管理などの検討が可能と考えている。 

2) 都市・地域総合交通戦略 

目標を設定し、それを達成するための交通計画として、都市・地域総合交通戦略の枠組みがある。これ

までの都市交通マスタープラン策定と異なる都市・地域総合交通戦略の主な特徴は以下の 4 点である。 

 将来都市像を実現するためにまちづくりの視点から交通や土地利用等の施策をパッケージ化 

 関係者間の連携と役割分担による推進体制（協議会方式） 

 実施プログラムによる着実な推進 

 PDCA（Plan=計画、Do=実行、Check=評価、Action=改善）サイクルによる持続的な施策展開 

これまでに 88 都市で策定され、5 都市で策定中である。一部の都市では初回の策定後に更新も

行われている。岐阜市の総合交通戦略59 良い事例である。岐阜市は既に PDCA サイクルで運用段

階に入っている。岐阜市の総合交通戦略ではコンパクトシティを目指すと記載されており、まちづくり

の方向性に従って戦略を立て施策の説明を行っている。スケジュールや実施主体を明確化し、評価

指標の設定と計測方法も記載されている。前総合交通戦略についても客観的に評価を行い、目標に

対する到達/未到達の状況も説明したうえで問題点を共有し、次の 5 年で何をやるのかが協議されて

いる。総合交通戦略策定時の基礎データにはいくつかのケースがあり、都市交通マスタープラン策

定時の PT 調査を総合交通戦略策定時に活用するケース、都市交通マスタープランは策定されてい

ないが小規模な PT 調査で総合交通戦略のみ策定するケース、特に調査を実施せずに総合交通戦

略のみ策定するケースがある。 

都市・地域総合交通戦略では市町村によって個別にアウトカム指標を掲げていたり、MP の中で指標を

設定している都市がある。最近では、目標や想定される効果を定量化しないと予算が下りない仕組みと

なっている。将来検討については、予測結果も使いながら計画を策定している。協議会の中で PT 調査結

果を使ってシナリオ分析を行い、結果について評価する方法もある。 

3) まとめ 

交通需要予測に関しては、評価項目の多様性や予測のプロセスの妥当性、施策の必要性の説明が求め

られる時代に変化してきており、これらに応えるために ABM やビッグデータを活用したスマートプランニン

グなどが検討されている。途上国においても同様に、開発の必要性について説得力のある予測結果が必

要で、現地政府が日本国内向けに説得する場面もあり、このような手法を用いることによって、説明力が高

まるだけでなく、これまで説明できなかった評価項目が評価できる。 

また、日本の多くの都市において既に実施されている都市・地域総合交通戦略の枠組みについても、

JICA の都市交通分野の調査・協力形態の一つである短期インフラ整備計画と共通の特徴や策定手法を有

していることが分かる。 

 

4.3.6 主要学会等から見る世界の潮流 

1) 主要学会における交通調査及び交通需要予測の手法の傾向分析 

ここでは、PT 調査を中心とした交通調査及び交通需要予測手法についての欧米を含む世界全体の傾向

を把握するために、関連する以下の主要国際会議のペーパー（入手可能な最新回）のレビューを行った結

                                                 
59 http://www.city.gifu.lg.jp/21865.htm 
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果を取りまとめている。なお、レビューした個々のペーパーの詳細については添付資料4 “Quick Review of 

Conference Papers”にまとめている。 

 交通調査手法に係る国際会議 (ICTSM: International Conference on Transport Survey Methods) 第10

回大会（2014 年11 月）： 21 件（“Technology in Survey Methods”テーマを中心） 

 米国交通運輸研究会議 (TRB: Transportation Research Board) 第95 回年次総会（2016 年1 月）： 32 件

（“Travel Demand Forecasting”委員会下のセッションを中心） 

 世界交通会議 (WCTR: World Conference on Transport Research) 第13 回大会（2013 年7 月）： 54 件

（“Travel Demand Models”テーマを中心） 

 アジア交通学会 (EASTS: Wast Asian Society on Transportation Studies) 第11 回大会（2015 年9 月）： 

23 件（“Travel Demand Modeling”セッションを中心） 

レビューを行ったペーパーの内容について、それぞれの会議別に、交通調査や交通需要予測手法の改

良を行ったものと、実務や個々のケースへ適用したものの、大きく２つに分けた割合を比較したものを、下

表に示している。ICTSM は会議のテーマの性格上、交通調査に何らかの改良や新たな方法を取り入れた

ものがほとんどである。一方、交通需要予測モデルを主に扱った他の３会議では、モデルの改良に関する

ペーパーの割合が、TRB、EASTS、WCTR の順に多くみられた。 

 

表 4.4 主要国際会議ペーパーの内容内訳（手法の改良vs. 実務系） 

学会名 手法の改良(%) 実務系(%) 合計 (%) 

ICTSM 2014 90 10 100 

TRB 2016 100 0 100 

EASTS 2015 26 74 100 

WCTR 2013 19 81 100 

 

同様に、レビューを行ったペーパーで論じられる対象モデルについて、交通需要予測手法に係る会議別

に、集計モデルと非集計モデルの２つに分けた割合を比較したものを、下表に示している。集計モデルで

は、通常より多くのデータを収集する必要があり、EASTSやWCTRでは都市圏全体の包括的データを対象

にしたペーパーの割合が比較的多い。表では示されていないが、特に WCTR では、開発途上国における

ケースの割合が多い。一方、非集計モデルはモデルの改良の余地もあることから、TRB のペーパーでは

多くが非集計モデルを扱っている。 

 

表 4.5 主要国際会議ペーパーの対象モデル（集計モデル vs. 非集計モデル） 

学会名 集計 (%) 非集計 (%) 合計 (%) 

TRB 2016 10 90 100 

EASTS 2015 22 78 100 

WCTR 2013 22 78 100 

 

次に、レビューを行った交通需要予測手法に係る会議のペーパー全体において、具体的な対象モデル

の割合を、下表に示している。ペーパーの件数としては、機関分担モデルを扱うものが半分を占めており、

次いでネットワーク配分モデル及び分布（目的地選択）モデルがこれに続く。適用した地域の特性や人々

の行動の影響要因を受けやすいモデルの課題や内容の改良が、より多く論じられている。 
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表 4.6 主要国際会議ペーパー全体の対象モデル内訳 

対象モデル % 

交通手段選択 51 

ネットワーク配分 7 

目的地選択 7 

活動時間帯選択 6 

自動車保有 5 

経路選択 4 

マイクロシミュレーション 3 

その他 17 

合計 100 

 

2) 各国における交通調査及び交通需要予測の改善の取り組み 

以下では主に交通需要予測の分野の世界的潮流をリードしてきた米国での事例をもとに 1990 年代まで

の交通調査及び交通需要予測の改善の取り組みを既存資料60に基づき概説し、近年の状況を 2017 年の米

国交通運輸研究会議(TRB: Transportation Research Board)年次総会におけるヒアリング及び文献をもとに

とりまとめる。 

1940 年代以降、郊外化とモータリゼーションが急速に進展し、交通施設整備の必要性が認識され、それ

までの路側 OD 調査では得られない交通行動に影響を与える調査として PT 調査の開発が重視された。

1944 年に連邦道路局(Bureau of Public Roads, BPR)により「家庭訪問交通調査手順のマニュアル」が発行さ

れ、世帯ベースでの OD 調査が 7 都市で実施された。その後、本格的な PT 調査とそれを活用した集計に

よる四段階推定法による需要予測を行ったのが 1950 年代のデトロイトとシカゴ都市圏におけるものである。

この時期の PT 調査のサンプル率は総じて高く、高いものでは 5%程度のものもあった。この時期に予測手

法の開発もすすみ1952年にCambellにより時間比を用いた分担率曲線が提案され、1956年にはVoorhees

が OD データを用いた重力モデルを推定、1957 年には最短経路配分法がシカゴ都市圏で適用された。日

本及びJICAの都市交通マスタープラン案件で用いられている交通調査手法や規模、交通需要予測手法の

多くはこの時期のものと同様である。 

1950 年代から 1960 年代にかけて大規模な道路整備が行われ、それに伴い 1960 年代から 1970 年代に

かけて小規模な都市でも PT 調査が実施されるようになった。1964 年には都市公共交通法(Urban Mass 

Transportation Act)により広域公共交通システムの計画と実施が推奨され、公共交通施設整備についても

予算規模が拡大した。 

しかし、1970 年代にはエネルギー危機等により燃料税収入の縮小と建設費高騰によりインフラ建設財源

が枯渇し、国レベルの政策に関心が向かい 1960 年代のような大規模データ収集やモデルの開発は下火

となった。政策内容もパークアンドライド、公共交通活性化、駐車料金施策、バスレーン設置等これまでの

集計的な分析では容易ではない施策の評価が必要となった。この背景のもとに非集計行動モデルの開発

と実務への適用が進み、政策分析重視の交通計画へと移行してく。McFadden らの研究により離散選択モ

                                                 
60 例えば 

Weiner, E. (1997) “Urban Transportation Planning in the United States: An Historical Overview”, Fifth Edition, DOT-T-97-24, Technology 

Sharing Program, U.S. Department of Transportation, Washington, D.C. 

北村隆一、森川高行編 (2002) 「交通行動の分析とモデリング ―理論／モデル／調査／応用―」、技報堂出版 p. 63-64 

土木学会土木計画学研究委員会 委員長 黒川洸編 (1995) 「非集計行動モデルの理論と実際」、丸善 
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デルが交通需要の分野に適用され、同時に Manheim や Ben-Akiva のグループが交通手段選択を中心に

実用化に向けた研究や実務での適用を行った。一方、1970 年代には PT 調査の小規模標本化が試みられ

ており、例えば 1,000 トリップ程度の需要を 25%の相対誤差、90%の信頼度で推計するには 4.3%のサンプル

率が必要であり、精度の高い現況 OD 表を調査結果の拡大から直接推計することは現実的でないと指摘さ

れている61。また、サンプル数決定には現況 OD 表の推計ではなく、モデルの推計を重視すべきであり、そ

の場合には当時の集計モデルでも 1,000 世帯程度でもモデルが推計できると指摘している。 

1980 年代、レーガン政権下に地方分権、規制緩和、民間セクター参加が進められ、政策課題も多様化し

ていく。この時期に PC ベースでのパッケージソフトウェアが開発され大規模ネットワークでの利用者均衡

配分や確率的利用者均衡配分62が可能となった。1990 年代には改訂大気浄化法(Clean Air Act 

Amendments, CAAA)により環境問題への政策評価が求められ、総合陸上交通効率化法(Intermodal Surface 

Transporation Efficiency Act, ISTEA)により特定の交通機関だけではなくモード横断的な政策評価への対応

ニーズが高まった。加えて、ITS や TDM の重要性が増している。 

1990 年代初頭の PT 調査のサンプル数は平均 2,500 世帯程度との報告があり63、2000 年代以降の家庭

訪問調査もニューヨーク、シカゴ、サンフランシスコ、ロンドン、シンガポール、パリ等の大都市圏でも 7,000

～19,000 世帯程度となっている。また、調査手法も予算制約により面接調査からコンピュータを用いた電話

インタビュー (computer-aided telephone interview, CATI)への移行が進んだ。 

このように 1940 年代から 1960 年代にかけては交通インフラ整備のために基幹交通調査として大規模な

PT 調査を実施し集計モデルで交通需要予測を行う方法が広く活用されてきたが、1970 年以降、この手法

の課題が明らかになってきた。政策オプションが大規模な交通インフラ整備中心からモード横断的な施策

や TDM 施策等の行動変容に働きかける施策が増えるとともに公平性の分析や個人の生活の質の評価等

評価も多様化する中でこれまでの集計的な方法では評価ができず、これらを評価できる方法としてABMの

開発が進むとともに実務での適用が検討された。 

近年は比較的小規模な交通調査を用いた ABM の適用が広がっており、その背景には時間ごとに変化

する料金施策等の個人の生活行動に影響を及ぼす交通マネジメント政策の評価、受益者（被害者）は誰な

のかといった公平性の分析、個人の生活の質を視野に入れた政策の評価に対するニーズの高まりがある。

2017 年時点で、全米の 25 大都市圏のうち概ね 20 の都市圏で ABM による需要予測が行われている。一

方、百万人規模の中規模都市圏では予算的な制約からこれまでの四段階推定法を使い続けている。都市

圏計画機構(MPO: Metroplitan Planning Organization)の交通計画担当者が需要予測モデルを ABM に移行す

る際に障害となるのは、モデルの複雑さにある。しかし、ABM による需要予測モデルの構築はここ数年効

率化や経験の蓄積が進み、費用が削減されつつあることもあり、ABM の全都市圏への浸透は時間の問題

と言える。 

ABMによる需要予測への移行の背景には、以上の他にも、ロードプライシングやカープールなど様々な

交通需要マネジメント(TDM)施策や公共交通利用促進の高まり、Uber や Bridj 等の Shared Mobility （カー

シェアリング、需要対応型バス・タクシー、ライドシェアシステム等の新たな相乗り交通システム）や自動運

転など新たな交通機関の出現及びインターネットの普及による行動パターンの変化、排出ガスの推計や費

                                                 
61 Smith, M. E. (1979). “Design of Small-Sample Household-Interview Travel Surveys.” Transportation Research Record, 701, p.p. 29 35. 
62 ドライバーが認識している各経路の旅行時間は正確なひとつの値ではなく確率的に（ランダムに）変動する誤差を含んでいると考

える均衡配分モデル。 
63 Cambridge Systematics, Inc. (1996) “Scan of Recent Travel Surveys”. DOT-T-97-08, Final report prepared for the U.S. Department 

of Transportation and U.S. Environmental Protection Agency, Technology Sharing Program, U.S. Department of Transportation, 

Washington, D.C. 
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用・便益の公平性など環境及び社会的インパクトへの関心の高まりなど、各交通施策のより正確な評価へ

の必要性がある。 

 

4.3.7 開発途上国における集計・非集計モデルの活用 

(1) 主なモデルの比較 

開発途上国におけるモデルの活用方法について述べる前にモデルの採用にあたって考慮すべき点と、

前項、前々項にて概説したそれぞれのモデルについてその特徴を下表に示す。概して、集計四段階推計

法、簡易ツアーベーストモデル(集計)、四段階推計法の非集計化、ABM の順番に従って行動特性の表現力

が高まり、様々な政策の評価も可能となる一方、様々な政策の評価を行えば計算負荷も高く技術移転の難

易度も高くなる傾向にある。調査負荷については集計ベースのモデルでは一定数のサンプルが必要とな

り、調査の負荷も増加するが、非集計の二つのモデル（四段階推計法の非集計化、ABM）についてはサン

プル数の削減が可能である。一方、集計モデルは調査の費用が増加するものの、全体としてはそれぞれ

の手法で大きな差はない。 

 

表 4.7 主なモデルの比較 
 

時空間特
性の表現 

個人・世帯特
性の表現 

多様な政策
への感度 

計算 
負荷 

調査 
負荷 

費用 技術移転の
難易度 

集計四段階推計法 低 低 低 中 高 中 中 

簡易ツアーベースト
モデル(集計) 

低-中 低-中 中 中-高 高 中 中-高 

四段階推計法の非集
計化 

低-中 中 中 中-高 中 中 中-高 

アクティビティベース
ト需要予測モデル 

中-高 高 中-高 中-高 中 中 高 

出典：Activity-Based Travel Demand Models: A Primer64をもとに加筆修正 

注：四段階推計法の非集計化は配分以外を非集計化し、Population Synthesis を実施した場合を想定。 

簡易ツアーベーストモデルは世帯・個人を詳細にセグメンテーションを行った上で集計化したものを想定。 

 

(2) 開発途上国において留意すべき点 

これまで、先進国において適用されてきた集計四段階推計は、個人や世帯、時空間特性の表現が難しく、

多様な政策への感度も低い。そのモデルが開発途上国にもそのまま適用されてきた。しかし、成熟した先

進国とは異なり、開発途上国では交通行動も日々変化しており、その多様さや変化に柔軟に対応した政策

は目を見張るものがある。例えば、インドネシアのジャカルタでは約8年でオートバイの登録台数が4倍に

増えており、3－4 年の間にオートバイや自動車のオンライン配車サービスが急速に普及し、一方でモータ

リゼーションへの対策として鉄道のサービス改良や BRT の路線拡大が急ピッチで進んでいる。加えて、3-

                                                 
64 Castiglione, J., Bradley, M. and Gliebe, J. (2015) “Activity-Based Travel Demand Models: A Primer” SHRP 2 Report S2-C46-RR-1, 

TRB 
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in-1と呼ばれるユニークな都市部でのピーク時3人以上乗車規制が実施されていたが、それもナンバープ

レート奇数偶数規制に変更されている。このようなダイナミックな変化とそれに呼応した迅速かつ大胆な政

策変更は、先進国では想像もつかない速さで進んでいる。交通行動のみならず、経済成長も急速であり、

中間層の急拡大が確認されている。しかし、ひとたび金融危機が生じれば一気に治安が悪化し、経済が縮

小することもある。グローバル化に伴い都市に居住する人も実に多様であり、所得による階層は明確であ

るものの、それに加えて民族、宗教、国籍も多様な都市も多い。このように、開発途上国においては状況の

変化が激しく長期的な予測は困難であり、ゾーンという大きな単位でしか分析ができない集計モデルにお

ける分析は限界に達しつつある。交通需要予測についても開発途上国の急激な社会経済状況の変化、交

通行動の変化、多様性、大胆かつ急速な政策変更に柔軟に対応できることが求められている。その意味で、

個人や世帯特性、時空間特性の表現が可能で、TDM をはじめとする多様な政策の評価に活用できる非集

計モデルは、むしろ開発途上国においてこそその必要性が高いといえる。 

(3) 相乗り交通をはじめとする開発途上国における新たな傾向 

近年の全世界的な傾向として、シェアードモビリティと呼ばれる相乗りをはじめとする車両の共有システ

ムが急速に普及しており、開発途上国も例外ではない。本項では近年の相乗り交通の状況を把握するとと

もに、交通需要予測における影響を検討する。現在、相乗り交通はただ単に便利な交通手段としてだけで

はなく、限られた道路空間を有効に活用する画期的な交通施策として大きな注目を集めている。OECD 

(Organization for Economic Co-operation and Development) は、リスボン都市圏を対象に自動運転による相

乗り交通の導入に関して、数値シミュレーションを用いた検討を実施した65。結果、輸送力の高い公共交通

と連携した相乗りサービスを導入することで、自動車の総トリップ距離は伸びるものの、ピーク時における

自動車台数の削減、CO2 排出量の削減、必要となる駐車場空間の削減につながることが定量的に示され

ている。 

相乗り交通導入事例として、大別してカーシェアリング、スクーターシェアリング、自転車シェアリング、オ

ンディマンド乗車サービス、ライドシェア(相乗り)、新たな公共交通、クーリエネットワークサービスの 7 種が

挙げられる。 

 

                                                 
65 Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD) / International Transport Forum (ITF). Urban Mobility System 

Upgrade - How Shared Self-Driving Cars Could Change City Traffic. 2015  http://innovativemobility.org/wp-

content/uploads/2015/11/SharedMobility_WhitePaper_FINAL.pdf  Accessed July 14, 2016 

Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD) / International Transport Forum (ITF). Shared Mobility - 

Innovation for Livable Cities. 2016  http://www.itf-oecd.org/sites/default/files/docs/shared-mobility-liveable-cities.pdf  Accessed 

July 14, 2016 
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カーシェアリング 
 往復 

 片道 

 個人所有自動車のシェアリ

ング 

- P2P カーシェアリング 

- P2P とこれまでのカーシェ

アリングのハイブリッドモデ

ル 

- 市場での P2P 

- 区分所有 

 

スクーターシェアリング 

新たな公共交通 

 シャトルサービス 

 マイクロトランジット 

ライドシェア(相乗り) 

 自動車(6 人まで) 

 バン(7-15 人) 

自転車シェアリング 

 公共によるもの 

 キャンパス内 

 P2P 

オンディマンド乗車サービス 

 Ridesourcing/TNCs 

 Ridesplitting 

 オンライン迎車 

クーリエネットワークサービ

ス 

 P2P 配送サービス 

 オンディマンド人貨混載

クーリエサービス 

P2P (Peer-to-Peer): サーバー等を

介さない個人間の取引 

Ridesourcing/ TNCs (Transportation 

Network Companies) provided 

services:ドライバーと乗客を結び

つけるサービス。Uber や Lyft 等

の会社が提供していることが多

い 

Ridesplitting: Ridesourcing/ TNCs 提

供のサービスでトリップを途中で

区切ることにより提供できるルー

トを増やすもの 

 

出典：Shaheen et al.66 

図 4.2 相乗り交通の重要領域 

開発途上国においても急速に広がっており、中国等の自転車シェアリング、東南アジア各国で広がって

いるアメリカの Uber 社やシンガポールの Go Ride 社によるオンディマンド乗車サービス（オンライン配車

サービス）が挙げられる。これらの国々では経済発展に伴いスマートフォンも急速に普及しており、オン

ディマンド乗車サービスの利用も急増している。これらの会社は自動車の配車だけでなく、相乗りのマッチ

ング、オートバイの配車、クーリエサービス等も提供している。例えば、ジャカルタでは 2015 年の時点でも

ジャカルタ首都圏の回答者のうち 93%の人が相乗り交通を知っており、51%が利用経験があると回答してい

る67。同調査の中では女性が利用により肯定的だとしている。開発途上国における研究は限られているが、

ジャカルタ及びボゴールにおけるケーススタディでは、既存のミニバス等にオンライン配車装置を整備し、

マイクロトランジットとして運行することで運行状況を改善するだけでなく、渋滞改善効果が期待できること

が示されている68。 

交通需要予測上はすでにいくつかのモデルが提案されている。相乗り交通は複数の利用者、配車担当、

個々の車両等多くの意思決定者が関わることから、非集計の離散選択モデルを基本としつつ、それらを組

み合わせて関係者間のやり取りも表現する Agent-based approach が活用されている69。このような複雑な

                                                 
66 Shaheen, S., Chan, N., Bansal, A. and Cohen A. Shared Mobility – A Sustainability & Technologies Workshop – Definitions, Industry, 

Developments, and Early Understanding. November, 2015 http://innovativemobility.org/wp-

content/uploads/2015/11/SharedMobility_WhitePaper_FINAL.pdf  Accessed July 14, 2016 
67 Ipsos. Transport among the Asian Online Population. A Survey Conducted about Transport Jakarta. 2015 
68 Kawaguchi, H., Tsumura,Y., Danno M. and Kuwahara, M. Microtransit Service as an Innovative Countermeasure for the Tangled 

Urban Transportation Issues in Emerging Economies – A Case Study in Jakarta, Journal of EASTS, 2017 (forthcoming) 
69 例えば 

Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD) / International Transport Forum (ITF). Urban Mobility System 

Upgrade - How Shared Self-Driving Cars Could Change City Traffic. 2015  http://innovativemobility.org/wp-

content/uploads/2015/11/SharedMobility_WhitePaper_FINAL.pdf  Accessed July 14, 2016 

Organisation for Economic Co-operation and Development (OECD) / International Transport Forum (ITF). Shared Mobility - 

Innovation for Livable Cities. 2016  http://www.itf-oecd.org/sites/default/files/docs/shared-mobility-liveable-cities.pdf  Accessed 
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システムは集計モデルで明示的に表現して分析を行うことは不可能である。 

(4) 集計四段階推計法の特徴と活用 

集計四段階推計法は理解しやすく、事例・文献・実務経験者ともに豊富であり、技術移転が容易である。

ただし、集計モデルであっても機関分担については非集計モデルを適用することが一般的になっており、

個人の選択行動の反映を考慮するとその方が望ましい。しかし、精度の確保には相当なサンプル数が必

要であり、政策による時間・活動場所・活動内容の変更等を反映しにくい。このことから、開発途上国側が需

要予測モデルの技術移転を要望し、活動場所・活動内容の変更を生じる複雑な交通施策の実施を想定しな

い場合には、従来の四段階推計の採用もありうるが、長期的な視点では様々な施策の変更があった際に

修正の対応が困難になるため、非集計モデルや中間的なモデルが望ましい。 

(5) 非集計モデルや中間的なモデルの特徴と活用 

非集計モデルは時空間特性、世帯・個人特性を反映可能であり、TDM 等の様々な政策評価にも適用可

能である。また、非集計モデルは比較的小サンプルでも推計することができるため、必要調査サンプル数

を小さくでき、一定の費用縮減効果が得られるため開発途上国の交通需要予測においても適用を検討する。

ただし、非集計モデルの適用による時間の短縮は期待できない。中間的なモデル(簡易ツアーベーストモ

デルや四段階推計法の非集計化)は特徴も中間的であり、地域事情や想定する政策、技術移転の必要性

等を総合的に勘案して適用するモデルを選定する。 

4.3.8 開発途上国におけるその他モデル（土地利用・世帯マイクロデータ等）の活用課題 

交通需要予測モデルの重要なインプットとなる将来の社会経済フレームに関して、土地利用モデルとのリ

ンクによるゾーン指標の設定や非集計モデルへのインプットとしての世帯マイクロデータ(Population 

Synthesis)の研究も広く行われている。一方、多くの需要予測モデルの構成要素の一つとして、あるいは 1 日

の活動パターンを選択するモデルや交通手段選択モデルの説明変数として、世帯の自動車保有状況が挙げ

られる。それを表現するモデルとして、世帯の自動車保有モデルについても研究が進められてきた。そのた

め、社会経済フレームに係る課題への取り組みとして、実務レベルでの（交通需要予測を含む）包括的都市

（土地利用）モデルの適用例や世帯マイクロデータの実用化、世帯の自動車保有モデルの概要について以下

にまとめる。 

(1) 土地利用モデル70 

欧米では土地利用と交通の相互作用を考えた計画立案やその実施の重要性が改めて指摘されており、

インフラ建設、価格の変動、TDM、交通量削減策など、主として交通政策がもたらす土地利用変化を予測す

る機能を含めた土地利用モデル（実用都市モデル）が、実際の計画立案や評価に際して広く用いられてい

る。土地利用モデルには、人口センサスデータや衛星画像、建物ポリゴン(Footprint)、建物利用データ、標

                                                 
July 14, 2016 

L. M. Martinez, G. H. A. Correia, J. M. Viegas (2015), “An agent-based simulation model to assess the 

impacts of introducing a shared-taxi system: an application to Lisbon (Portugal)”, Journal of Advanced 

Transportation, 49(3), April 2015. 

D. J. Fagnant, K. M. Kockelman (2014), The travel and environmental implications of shared autonomous 

vehicles, using agent-based model scenarios , Transportation Research Part C: Emerging Technologies, 40, 

March 2014. 
70 TRB Annual Meeting で 2017 年1 月8 日に実施した HBA Specto Incorporated の John Abraham 氏、Geraldine Fuenmayor 氏、

Cecilia Barboza 氏へのヒアリング結果を取りまとめた。 
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高、産業連関表など様々な情報が入力のためのデータとなる。データさえあれば土地の区画(parcel)レベ

ルでのシミュレーションも可能となる。詳細レベルは別として、経済が大きく変化する途上国の都市でも土

地利用モデルは有用とされている。欧米には実用段階にある様々な土地利用モデルが存在し、アメリカで

は既存モデルとして定評がある土地利用－交通統合モデルパッケージである MEPLAN やそのバリエー

ションでオープンソースでもある TRANUS が多くの MPO において実績があった。近年は、マイクロシミュ

レーションの代表モデルである UrbanSim や PECAS（いずれもオープンソース）の適用が広がってきてい

る。また、MUSSA は CUBE に CUBE Land パッケージとして組み込まれ、商業ベースで拡販されようとして

いる。 

(2) 世帯マイクロデータ(Population Synthesis) 

一方、世帯マイクロデータ(Population Synthesis)は、ABMなど非集計モデルへの入力値として属性を持っ

た各世帯をシミュレーションで生成するツールであり、多くの場合、土地利用が最初の入力情報となるため、

基本的には上記土地利用モデルとは異なる。世帯の属性とは、世帯人員、家屋タイプ、年齢、性別、既婚・

未婚の別など５種類から10種類程度で、良い結果のためには可能な限り単純化が望まれる。属性が10種

類と多くなれば、必要な人口のサンプル率も 3%程度になる71。なお、自動車所有状況については、世帯マイ

クロデータに付属することもあるが、別途、自動車所有モデルで生成される。GIS の土地利用データを入力

し、細かい区画レベルでの世帯の生成も可能である。マイクロシミュレーションであるので、基本的には将

来人口フレームなどのマクロの設定値とは関係なく世帯が生成され、将来人口フレームの基礎となる死亡

率や移動率の設定を入力することにより、将来の条件を反映させることができる。 

世帯マイクロデータの生成プロセス自体は、アリゾナ大学の開発した“PopGen”や Parsons Brinckerhoff

社の開発した“SimPop”など、既存のオープンソースのプログラムを使用することが可能である。全米で定

期的に実施され入手が容易な人口センサス(PUMS: Public Use Microdata Sample)データや、交通実態調査

(NHTS: National Household Travel Survey)、及び地域によりサンプルを上乗せして同時に調査するアドオン

調査データとの使用互換性も比較的高く、特に大きな問題はなさそうである。他国においても、サンプル数

は少なくても、全人口に拡大できるコアサンプルをいろいろな地域からまんべんなく入手することが重要で

ある。データさえ揃えば、大規模都市でなければ、世帯マイクロデータの開発は、専門家一人の投入で６

か月、二人の投入では３か月ほどである。なお、３百万人程度の人口の生成には、約６～８時間かかって

いる 71。 

開発途上国における適用例は、バングラデシュ（ダッカ）やインド（ムンバイ）である。途上国の場合、

キーとなる人口センサスデータの信頼度にも問題があることもあり、適用にあたっては課題も多い。人口

が約１千万人のダッカでは１年間のデータ収集も含め、世帯マイクロデータの完成に３年かかっている。そ

の他、ムンバイやサウジアラビア（メッカ）でも２年かかっている72。 

(3) 世帯自動車保有モデル73 

世帯自動車保有モデルは多くのアクティビティベースト需要予測モデルの中に取り込まれており、特に

発展の著しい開発途上国においてはモータリゼーションが急速に進むため、自動車保有モデルをモデル

の全体構造の中に取り込み、将来の予測に活用することが重要となる。推計された保有状況（台数、車種 

                                                 
71 TRB Annual Meeting で 2017 年1 月9 日に実施した Bilal Farooq 教授へのヒアリング結果による。 
72 TRB Annual Meeting で 2017 年1 月9 日に実施した Ahsan Habib 教授へのヒアリング結果による。 
73 山本俊之 (北村隆一、森川高行編) (2002) 「交通行動の分析とモデリング ―理論／モデル／調査／応用―」、第13 章、技報堂

出版、p. 235-245 をもとに要約 
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等）は活動パターン選択モデルや目的地選択モデル、交通手段選択モデルの入力変数となる。 

世帯自動車保有モデルは予測時点の世帯属性等によって保有状況を選択する静的モデル、一定の時

間間隔ごとに観測し、各時点での自動車保有状態を推計する動的状態モデル、自動車の更新状態を表現

する更新行動モデルがある。 

静的モデルのうち、都市交通計画で用いられることが多いモデルに保有台数選択モデルがある。保有

台数選択モデルは多項ロジットモデル等で自動車保有台数を選択するモデルとして表現される。説明変数

には世帯収入、世帯の子供の数、世帯の就業者数、公共交通機関の利用可能性、自動車購入費用、自動

車維持費用、駐車場制約等が導入されている。近年、一部の開発途上国ではオートバイの登録台数が増

加傾向にあり、それらの国では乗用車とオートバイの保有状況の組み合わせを選択肢とするモデルを作

成することもできる。この場合、多項ロジットモデルでは IIA 特性(無関係な選択肢からの選択確率の独立

性)があるため、nested logit model や cross nested logit model 、 mixed logit model 等のモデルを用いること

で選択肢間の相関を考慮することができる。また、ジャカルタの事例ではオートバイローンの普及により急

速にオートバイ登録台数が増加し、ベトナムの例では中国製の安価なオートバイにより普及が進んだ実情

があり、SP 調査等でローンの普及や安価な車両の購入意思について質問することで、ある程度これらの

影響を考慮した保有モデルの構築も可能となる。ただし、3 章でも述べたように SP 調査特有の信ぴょう性

や安定性の問題があるため、適用にあたっては慎重に検討する必要がある。静的モデルはこの他に世帯

が保有する車種選択をモデル化した車種選択モデルや走行距離を予測する走行距離モデル、それらを含

めて統合的に表現する統合モデル等がある。 

動的状態モデルには動的保有台数モデル、動的自動車利用モデル、動的自動車保有・利用統合モデル

等がある。動的保有台数モデルは一定期間（通常 1 年）ごとの自動車保有状況を説明するモデルであり、

説明変数は静的モデルの保有台数選択モデルと同様であるが、過去の自動車保有状況を加えることがで

きる。静的モデルと同様に、自動車走行距離やトリップ時間などを被説明変数とする動的自動車利用モデ

ルや動的自動車保有・利用統合モデルも開発されている。 

さらに、更新行動モデルは保有状態ではなく、保有状況の変化をもたらす行動をモデル化している。これ

により、購入、中古車市場への供給、廃車の需要予測が可能となり、更新と維持のためのそれぞれの費用

を考慮したモデル化、保有期間を考慮することによる長期的な意思決定のモデル化が可能となる。 

動的状態モデルや更新モデルは詳細な自動車の市場分析等に有効なモデルであるが、モデル構築に

はパネル調査（同一の個人あるいは世帯を繰り返し調査して行動の変化を把握する調査）等によって過去

の自動車保有状況や維持管理費用等を把握する必要がある。開発途上国において急速にモータリゼー

ションが起こる際は基本的に新規購入であるため、静的モデルでも都市交通へのモータリゼーションの影

響は考慮できると考えられる。 

4.3.9 需要予測モデルの改善に最適な交通調査及びサンプル数算定の考え方と留意点 

(1) 非集計モデル構築時のサンプル数 

非集計モデルの理論上、厳密には本格調査実施前にプレ調査等を実施し、一度モデルを推計した上で

各パラメータの分散共分散行列を算定し、信頼度・許容誤差を決めれば解析的に最低サンプル数を推定で
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きる74。また、基本的には最も有意でないパラメータに依存する75。しかし、プレ調査の実施は費用と時間の

増加となり、開発途上国での調査の運用面を考えると適用は容易ではない。 

一方、様々な手法により実データを使った検証が行われており、選択肢数、モデル構造、サンプリング方

法等により異なる。以下に主に交通手段選択モデルを対象とした検証結果を示す。 

 一般に 500-1,000 の観測値があれば十分に大きいと考えられている76 

 日本における手段選択モデルを想定した検証で必要サンプル数は 800-1,000 程度77 

 日本における大規模調査の再サンプルによる検証。選択肢別抽出法では 300-500 でよい78 

 同様に日本における大規模調査の再サンプルによる検証。 280-350 でよい79 

 実際には交通分野では数百のサンプルのケースが多い80 

 

上記は各モデルに必要なサンプル数であり、データを分割して複数のグループごとにモデルを作成する

際には、それぞれグループごとにモデルを推計できるだけの十分なサンプル数が必要となる。所得別にモ

デルを作成する場合、サンプルの確保が困難な高所得者層がネックとなる。例えば、高所得者が全体の

10%として、そのサンプルを 1,000 サンプル集めるには 10,000 サンプル必要となる。また、ゾーンを被説明

変数とした目的地選択モデルや交通手段目的地同時選択モデル等では選択肢数が多くなり、特定の選択

肢のサンプルがない、あるいは極めて少なくなった場合には不安定なモデルとなり、パラメータの推定が

困難となる。開発途上国においての離散選択モデル構築時の目的地選択モデルや目的地手段同時選択

モデルの必要サンプル数については、今後の研究蓄積を待つ必要がある。TRB でのインタビュー結果に

よると、ABM のモデル開発に必要なサンプル数は、何日分のトリップデータを収集されたかにもよるが、通

常のアメリカの都市圏で 2,000～6,000 サンプルと言われている。ただし、大都市圏では、ニューヨークで

10,000 サンプル、シカゴで 7,000 サンプルを使用した例もある。一方、近年の欧米の都市圏におけるサンプ

ル数は概ね 10,000 世帯前後で、多くても 20,000 世帯の ADS や PT 調査でモデルを推計している例が中心

であった81。これらを総合すると、現時点では ADS により複数日のデータが取れれば概ね個人ベースでは

                                                 
74 de Bekker-Grob, E. W., Donkers, B., Jonker, M. F., and Stolk, E. A. (2015) “Sample Size Requirements for Discrete-Choice 

Experiments in Healthcare: a Practical Guide”, The Patient - Patient-Centered Outcomes Research, Vol. 8, Issue 5, pp. 373-384 
75 Rose J. M., and Bliemer M. C. J. (2009) “Constructing efficient stated choice experimental 

designs”, Transport Reviews, Volume 29 No.5., pp. 587–617 
76 Ortúzar, J. de D. and Willumsen, L. G. (2011) “Modelling Transport”, A John Wiley and Sons, Ltd., Publication, pp. 276 
77桐越 信、塚本 直幸(1983)「シミュレーションデータによる非集計ロジットモデルの誤差解析」、第5 回土木計画学研究発表会講演

集、pp. 450-461 
78森地 茂、屋井 鉄雄(1984)「非日常的交通への非集計行動モデルと選択肢別標本抽出法の適用性」、土木学会論文報告集、343

号、pp. 161-170 
79太田 勝敏 (1980, 1981) 「非集計行動モデルの交通計画への適用に関する研究Ⅰ、Ⅱ」、文部省科学研究費報告書 （土木学会土

木計画学研究委員会編 (1995) 「非集計行動モデルの理論と実際」丸善 での引用） 
80 Ortúzar, J. de D. and Willumsen, L. G. (2011) “Modelling Transport”, A John Wiley and Sons, Ltd., Publication, pp. 285 
81 例えば 

ニューヨーク都市圏 約18,800 世帯 (ABM を構築) 

NYMTC (New York Metropolitan Transportation Council North Jersey Transportation Planning Authority) (2014) “2010/2011 

Regional Household Travel Survey, Final Report” Online, Internet, Available on 12th March 2018 

https://www.nymtc.org/portals/0/pdf/RHTS/RHTS_FinalReport%2010.6.2014.pdf 

サンフランシスコベイエリア 約15,000 世帯 (ABM を構築) 

Metropolitan Transportation Commission (2004) “San Francisco Bay Area Travel Survey 2000: Regional Travel Characteristics 

Report” 

シカゴ都市圏 約14,000 世帯 (ABM を構築) 

CMAP (Chicago Metropolitan Agency for Planning) (2011) “Chicago Regional Household Travel Inventory, Final Report” Online, 

Internet, Available on 12th March 2018 

http://www.cmap.illinois.gov/documents/10180/77659/methods_final_3-1-11.pdf/f6c9bb35-03db-43d2-98d2-4e32ea034979 
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2,000 (アメリカの通常の都市圏の事例) ～40,000 人サンプル程度(1 世帯4 人で 10,000 世帯を想定)あれば

ABMのモデルの構築は可能と想定される。今後、開発途上国においてのさらなる検討が望まれる。後述す

る現地コンサルタントの経験・能力に応じて管理できる数量という点を考慮すると、ADS や PT 調査といった

回答者にとって負荷が高く複雑な調査の場合、開発途上国においては 5,000 人サンプル程度が一つの目

安と考えられる。 

(2) 開発途上国における非集計モデル構築時の基幹交通調査サンプル数算定の考え方 

本項では開発途上国における特徴を踏まえた上で、非集計モデル構築時の基幹交通調査のサンプル数

算定の考え方について整理する。サンプル数算定に先立ち、調査目的を明確にし、それに応じて目標を設

定することが重要である。これは目的に応じて必要となるサンプル数の考え方も異なるためである。その

上で、開発途上国における調査実施時の特徴や制約条件を踏まえ、さらに費用縮減を目指して調査規模縮

減に配慮した対策検討を行う流れとする。以下に各項について示す。 

1) 調査目的に応じた目標の設定 

非集計モデル構築時には大きく 3 つの観点からサンプルが必要となる。1 点目はモデル構築である。モ

デル構築に関しては交通手段選択で数百～1,000 人サンプル、ABM 全体の構築でも 2,000～40,000 人サン

プル程度あれば可能と考えられる。一方、社会経済指標（ゾーン指標）の作成には異なった考え方で算定

する必要がある。一般的な割合計算のための必要サンプル数算定の数式82を用いると以下のとおりである。 

信頼度95%、誤差±5%で 384 サンプル 

信頼度95%、誤差±10%で 96 サンプル 

このことから、ゾーン等の分析単位ごとに100～400サンプルあればよい。また、社会経済指標算定のた

めには PT 調査を実施する必要はなく、通勤通学調査でも情報収集が可能である。 

世帯マイクロデータ作成(Population Synthesizer)に関しては、一般的な IPF (Iterative Proportional Fitting)

の場合、次元にもよるが 3%程度以上が望ましい(TRB でのインタビュー結果)。一部のモデルでは 1%でも精

度が確保できるとの報告もある83。こちらも通勤通学調査や国勢調査等の個票データで所得等があれば代

替可能である。 

                                                 
ロンドン都市圏 毎年約8,000 世帯 (2005 年から 2010 年まで複数年実施し合算して分析されている) 

TfL (Transport for London) (2011) “Travel in London, Supplementary Report: London Travel Demand Survey (LTDS)” Online, 

Internet, Available on 12th March 2018 

http://www.clocs.org.uk/wp-content/uploads/2014/05/london-travel-demand-survey-2011.pdf 

シンガポール 約10,000 世帯 

LTA (Land Transport Authority, Singapore) (2013) “Household Interview Travel Survey 2012: Public Transport Mode Share Rises to 

63%”, News Release, Online, Internet, Available on 12th March 2018 

https://www.lta.gov.sg/apps/news/page.aspx?c=2&id=1b6b1e1e-f727-43bb-8688-f589056ad1c4 

パリ首都圏 約7,000 世帯 

INRETS (Institut National de REcherche sur les Transports et leur Sécurité) (2010) “Redressement de l’Enquête Nationale sur les 

Transports et les Déplacements – 2007-08”, Online, Internet, Available on 12th March 2018 

http://www.statistiques.developpement-

durable.gouv.fr/fileadmin/documents/Themes/Transports/Transport_de_voyageurs/Deplacements/Note_methodo_redressement_EN

TD_cle7ca4ec.pdf 

82 ここで 。なお d は誤差（割合）、p は想定割合、S は標準偏差、Z は信頼係数 
83 Sun, L. and Erath, A. (2015) “A Bayesian network approach for population synthesis”, Transportation Research Part C, Vol. 61, pp. 49-
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2) 開発途上国におけるサンプル数設定時の留意点の考慮 

開発途上国におけるサンプル数設定時の留意点を以下に示す。 

信頼できる社会経済統計の欠如：信頼できる社会経済統計がないため、それらを補完する調査が必要と

なる。社会経済統計の補完を目的に調査を行う場合、時間・費用のかかる PT 調査でなく、簡素化した通勤

通学調査（世帯情報、世帯構成人員の情報、通勤通学トリップ情報について質問する調査。3.1.2 節を参照）

等で代替することが望ましい。 

高所得者層・自動車利用層サンプルの確保：既述の通り、高所得者層のサンプル確保は開発途上国に

おける調査の大きな課題である。これらを補完する方法として、ショッピングモールやオフィスビル等で高

所得者層を対象にした補足調査や Web アンケートや携帯電話を活用した調査で、高所得者層の回答拒否

の防止を図ることができる。 

加えて第２章に示した通り、家庭訪問調査実施においてはいくつかの課題が示されている。現地コンサ

ルタントの経験・能力に応じて管理できる数量となるよう、サンプル数削減と調査の簡素化を行うことが望

ましい。これまでの調査では、実施するコンサルタントがいない、慣れていないケース、経験がないにもか

かわらず単純なアンケート調査と同じという想定で低価格入札するケース、短期間に教育された人材を確

保できないケース等が報告されている。一人の管理者が行き届く調査員人数は経験上多くても 40～50 人

程度であり、これより大きい人数になると監督員と調査員の 2 層構造から 3 層、4 層の調査体制となる。仮

に調査員 1 名あたり 2 週間で 25 世帯調査を行うと仮定すると、50 人であれば 2 か月で 5,000 世帯の調査

が終了計算となる。調査期間、調査規模と確保できる調査員数を考慮して調査設計をする必要がある。必

要サンプル数は目安であり、その数字に満たない場合はその分誤差が拡大するだけである。通常、調査

実施上の間違いやサンプリングの偏りはより大きな問題であるため、サンプル数のみにとらわれず、総合

的な観点から調査の質を向上する方法を検討する必要がある。 

3) 調査規模縮減に配慮した対策検討 

むやみに調査規模を拡大することは費用が増加するだけでなく調査の品質管理も困難になるため、調

査目的の達成のために影響のない範囲で調査規模の縮減に配慮した対策検討を行う。既存調査を活用で

きるケースにおいては、過去の国勢調査、所得統計、PT 調査・通勤通学調査の個票データ（集計データも

社会経済指標算定のために必要であるがモデル作成には活用できない）を最大限活用する。その他、衛

星画像と建物利用調査、トリップ発生原単位調査を活用して、通勤・通学者数の把握も可能である。 

通常、開発途上国においては高所得者のサンプル数の確保がネックとなる。ターゲット（高所得者層等）

を明確にした補足調査を行うことで、基幹交通調査のサンプル数を削減できる可能性がある。例えば、ト

リップ発生原単位調査や SP 調査実施時に同時に、ショッピングモールや職場での補足調査を実施すれば

効率的に高所得者層のサンプルを確保できる。 

加えて、高所得者層・青年層を中心に、回答拒否を減らすために調査方法の工夫を行うことで全体のサ

ンプル数の縮減も期待できる。彼らの回答しやすさを考慮して Web アンケートやモバイルアプリ等を活用

するほか、短時間で回答できるように調査内容の簡素化を行うことも重要である。 

4.3.10 必要需要予測ソフトウェアについて 

開発途上国を支援するドナーである JICA、世銀、ADB などの交通インフラ整備プロジェクトでは、定型の需

要予測手法は無く、予測手法や利用ソフトウェアは業務に従事するコンサルタントに依るところ大きい（例外と

して、世銀や ADB の道路プロジェクトの評価に HDM-4 の使用が規定されることがある）。 
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現在、世界的に交通需要予測に使用されている主なソフトウェアとしては、以下のものがある。 

 CUBE 

 Visum 

 EMME 

 TransCAD 

 SATURN 

 JICA-STRADA 

 

これらのソフトウェアは全て、一般的に需要予測に必要な以下の機能を実装している。 

 GUI を搭載しマウスなどのデバイスによる直感的な操作 

 均衡配分を含む四段階推定法のモデル推計とそれに基づく交通需要予測 

 非集計機関分担モデルの構築と需要予測 

 公共交通配分（運行ルート・運行頻度を含むトランジット配分） 

 GIS との連携または統合 

 

また、一部のソフトウェア（CUBE、Visum など）は別途ソフトウェアを購入あるいは拡張機能を追加購入する

ことで、動的シミュレーション（マイクロシミュレーション）や土地利用モデルとの連携などが可能となっている。 

(1) CUBE 

米国の citiblas 社が開発・販売を行っており、同社は CUBE を活用したコンサルタント業務も行っている。

CUBE はタイ・インドネシアをはじめとする東南アジアのローカルコンサルタントでも良く利用されている。 

2017 年現在、CUBE の最新バージョンは 6.4.3 であり、基本的な交通需要予測を行うための CUBE BASE

の他、追加購入が必要な拡張機能として旅客のモデルを行うための Cube Voyager、メゾスコピックシミュ

レーションを行う Cube Avenue、マイクロシミュレーションを行う Cube Dynasim、土地利用モデルの Cube 

Land、貨物需要予測を行う Cube Cargo、OD を推計する Cube Analyst 等がある。また、異なる PC 間でデー

タやモデルの共有をクラウド上で行うための Cube Cloud のサービスも提供されている。 

CUBE の主な特徴としては、シナリオマネジメント機能と呼称される複数条件のケースについて需要予測

を容易に行えること、GUI 上で一連のモデルをフローチャート形式で表示させ、モデルからモデルへデータ

のやり取りを可視的に設定できること等があげられる。なお、モデル自体はスクリプト入力で設定する。 

(2) Visum 

独国の PTV 社が開発・販売している Visum の最新バージョンは 17 であり、私的交通機関と公共交通機

関を組み合わせたマルチモーダルトリップモデルやカーシェアリングのモデル化、シミュレーションベース

の動的配分の Visum への組み込み等の機能が追加されるなど、先進的な取り組みが行われている。また、

複数のケースを設定することでシナリオ毎の需要予測の比較を行うことも容易である。 

Visum の特徴としては、同社のマイクロシミュレーションソフトである Vissim との連携である。Vissim はマ

イクロシミュレーション分野では世界的に使用されており、オートバイの並走や可変式信号制御の再現など

が可能である。 

(3) EMME 

EMME は加国の INRO が販売するソフトウェアであり、最新バージョンの 4.3 では、交通ネットワークの代
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替ルート構築を容易とするシナリオマネジメント、特に全国レベルの長距離トリップの時間軸に沿った配分

結果を算出する Space-Time Traffic Assignment 等の機能強化に加え、トランジット配分の計算時間短縮等

のソフトウェア自体の最適化が図られている。 

EMME は一般的な四段階推定法に必要な機能を全て搭載しており、特に計算結果の可視化やモデリン

グ作業の記録など使用者の利便性が配慮されている。 

(4) TransCAD 

米国で開発された TransCAD は GIS ベースの需要予測ソフトウェアであり、このため既存の GIS 統計

データから需要予測モデルへのデータ入力、等距離圏の作成といった GIS ベースのデータの視覚化等に

優れている。この他、貨物の需要予測や施設配置の分析、配送エリアやルートの分析など物流需要予測に

係る機能も同梱している。 

(5) SATURN 

英国で開発された SATURN は主に英国と英国が支援する国で使用されることがあるソフトウェアである。

SATURN は構造的には 5 つのモジュールからなり、交通ネットワークエディターである PMAKE、ネットワー

クチェックのための SATNET、OD 表の編集のための MX、配分とシミュレーションを行う SATALL、配分結

果表示の P1X で構成されている。 

この基本機能に加えて、SATURN の配分結果を GIS フォーマットで表示・解析するための SatView、交差

点の信号制御用のコードを生成する SatCoder 等の追加ソフトウェアがある。 

SATURN の特徴としては、交差点流入部の待ち行列の長さや信号制御方式の評価・最適化等を

SATURN 上で行うことができる交差点のシミュレーション機能が挙げられる。 

(6) JICA-STRADA 

JICA-STRADA は、JICA プロジェクトでの使用とデータベースの共有化を目的に 1993 年から学識経験

者、国土交通省（旧建設省、運輸省）、民間コンサルタントによる研究会を中心に開発が始められ、1997 年

から一般に販売が開始された。本プロジェクト研究におけるコンサルタント業界報告会においても JICA-

STRADA 開発時の背景として需要予測ソフトウェアを共通化することにより、交通需要予測データフォー

マットの統一化し、ソフトウェアの違いに起因する需要予測手法・計算結果の差異の解消ができ、結果を比

較することができると指摘された。また、技術移転のしやすさについても指摘があった。 

現在は価値総合研究所が販売・サポートを行っており、最新バージョンは 4.0 となっている。STRADA の

特徴としては、機能がモジュール化（個別のソフトウェア）されたパッケージであり、各モジュールで生成さ

れるアウトプットファイルを他のモジュールのインプットファイルとして参照する点である。また、生成される

中間データやアウトプットデータが、他のソフトウェアと異なりバイナリ形式ではなく人間が読めるテキスト

形式であるため、他の需要予測ソフトウェアや GIS へのデータ提供にあたりバイナリファイルからテキスト

形式に変換する必要が無い。 

他の需要予測ソフトウェアと比較して、複数の需要予測シナリオの比較や GIS に基づく交通ネットワーク

データの専用フォーマットへの変換など、機能や操作性の点において劣る一方、価格が他の需要予測ソフ

トウェアのおよそ 1/10 であることから、国内の教育機関等で採用されている。 

ベンダーである価値総合研究所へのヒアリングの結果、STRADAの既存のモジュールの更新・機能強化

は考えておらず、同研究所が保有する土地利用モデルとの連携を次回のバージョンアップで反映すること

が検討されている。このため、最新の需要予測理論に基づき、順次、機能強化や拡張機能の追加が行わ
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れることが予想される他の交通需要予測ソフトウェアと比較した場合、ソフトウェアのスペック上の優劣は

拡大することが予想される。 

STRADA は、コンベンショナルな一連の交通需要予測に必要な機能を実装しており、また比較的低廉で

あることから、交通需要予測の手法を学ぶための技術移転のためのツールとして活用が期待できる。 

(7) ABM 用ソフトウェア 

現在、アメリカの都市圏で実用化が進んでいる ABM の具体的モデルとしては、以下の４つがある。他に

も大学等で研究開発されたモデルもいくつか存在するが、複雑なモデル構造で実用化には至っていない。 

 ActivitySim： Ben Stabler 及び Joel Freedman による開発。ツアー（自宅を出てから帰ってくるまでの一

連のトリップチェーン）をベースにし、計算処理が早く精度も高いモデル。 

 DaySim： John Bowman 及び RSG 社により開発。サクラメントなどで適用され、空間計画データの反映

にも便利で、年次ごとの交通計画への反映が行いやすい。アメリカの他、デンマーク（コペンハーゲン）

での適用実績がある。途上国では、中国の北京で郊外の新都市計画を含んだ需要予測を ABM に移行

させる際にDaySimの適用が試みられたが、新都市の人口の詳細が未定で、結局DaySimは見送られ、

PTV 社の VISEM（アクティビティパターンに基づく集計モデル）に変更された経緯がある。 

 CT-RAMP： Peter Vovsha により開発。世帯構成員間の相互関係を重視したモデル。イスラエル（エル

サレム）での適用実績がある 

 TourCast： Cambridge Systematics 社が開発 

一方、ヨーロッパでは、MATSim と呼ばれるエージェント（個体及び集合体）ベースの ABM が Kay 

Axhausen らによって開発され、リヨン、ベルリン、ストックホルムやスイスの諸都市、さらにイスラエル（テル

アビブ）やシンガポールで適用されている。なお、開発途上国では、いまのところ実務レベルでの ABM の

適用実績はない。 

これまでの四段階推計法のうち、ABM に置き換えられるのは、トリップ発生集中、分布、機関分担の各モ

デルの三段階までで、ネットワーク配分については時間帯別のネットワークとなる他は従来のままである。

市販の交通需要予測ソフトのうち、アメリカではTransCADやCUBEの利用が最も多く、VISUMやEMMEの

利用もある。いずれのソフトウェアにおいても、ネットワーク配分の結果（LOS データ）と ABM の結果（OD

表）とを相互に組み込み、繰り返し計算ができるような設定が可能であるので、ABM 利用にあたっての交

通需要予測ソフトの選択には特に問題はない。なお、VISUM には、公共交通の時刻表をそのまま反映させ

たトランジット配分オプションが用意されている。また、TransCAD など、後述する世帯マイクロデータ

(PopGen)のプログラムが組み込まれたものも存在する。 

 

4.4 交通調査関連の方向性 

3 章においては、アクティビティダイアリー調査(ADS)が PT 調査の問題点であるトリップの漏れや回答者に

とって理解しにくいという課題を克服し、かつ世帯構成員間の関係や時間的変化、トリップ間の関係に係る開

発途上国特有の交通行動を捉えることができる点において、途上国における JICA の交通調査の問題をこれ

までより克服できる可能性がある点を明らかにした。 

本章においては、開発途上国における交通需要予測において求められる点として以下の 3 つの点に着目

した。 

 多様でダイナミックに変化する生活様式や交通行動およびそれらの将来像が表現できるか。 
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 それに対応した TDM をはじめとする各個人の交通行動に働きかける様々な交通施策の影響を柔軟に

表現し色々なシナリオを評価することができるか。 

 交通施策について説明責任が求められた際にどれだけ技術的に丁寧に説明できるか。 

その上で、予測精度よりも予測プロセスの妥当性に重点を置いて説明し議論するための交通需要予測手

法として、従来の集計モデルから非集計モデルへの移行が望ましいことを示した。 

交通調査手法としての ADS は交通需要予測手法としての非集計モデル、その中でも特に ABM と元来親和

性が高い。ABM 自体は PT 調査からも構築することはできる。ADS では世帯構成員間の関係や時間的変化、

トリップ間の関係等の生活活動と交通行動の関係性をとらえることができる点で、構築できる ABM の自由度

が大きく向上し、表現できる行動や政策がより拡大する。ADS の課題として回答者や調査員への負担が大き

い点が挙げられるが、非集計モデルを構築する場合はサンプル数も PT 調査に比べて大幅に削減できるた

め、その分、回答者への報酬や経験豊かな調査員の雇用に充てることもできる。言わば、サンプル数という

量よりも個々のデータの質を重視した調査を行うことにより、様々な政策分析に活用できる需要予測モデル

が構築できる。いかに多くのサンプルを集めたとしても、その結果でトリップが大幅に抜けているのであれば

全体としての調査及び需要予測の質は大幅に低下してしまう。 

また、開発途上国においてはセンサスの個票データが入手できないケースもあるため、必要に応じて世帯

マイクロデータ作成あるいはゾーン指標の基礎データとして通勤通学調査を実施することで、包括的なモデ

ルを作成することができる。 

  



116 

第 5 章 調査目的及び協力ニーズに応じた交通調査・需要予測手法の提案 

本章では、まず都市の成熟段階に応じた協力ニーズ、および適用可能な交通調査・需要予測手法につい

て、交通調査、調査手段、関連データ、さらに需要予測モデル、必要ソフトについての概ねの整理イメージを

示す。続いて、M/P 策定、短期インフラ整備計画策定、フィージビリティスタディ、交通施策立案、および交通

データの更新・M/P のアップデート（能力強化）のそれぞれの協力形態に応じた必要交通調査および交通需

要予測手法の提案を一覧表で提示し、それぞれ想定される状況に分けなるべく詳細に、かつ仕様書に転用で

きる内容を意識して具体的に記載する。とりわけM/P策定については、M/P策定が初回またはPT調査等が

近年未実施の場合と M/P を更新し策定する場合に、フィージビリティスタディについては対象が大規模インフ

ラの場合と交差点改良等比較的規模が小さい場合に、それぞれ大別して交通調査・需要予測手法に係る提

案内容を詳述する。 

 

5.1 都市の成熟段階及び協力目的に応じた交通調査及び需要予測手法の整理 

まず都市の成熟段階に応じた協力ニーズ、および適用可能な交通調査・需要予測手法について、交通調査、

関連データ、調査手段、さらに需要予測モデル、必要ソフトについての概ねの整理イメージを、図 5.1 に示す。都

市の成熟段階とは、経済的な指標等で捉えたものよりも、むしろ都市生活の困難さの度合い、とりわけ交通に関

して言えば、おびただしく様々な種類の車両が出入りし通常多くの障害が発生するような交通状況であったり、

公共交通においても路線図も存在せず非常に複雑なパラトランジット系の公共交通しかないなど、都市の交通

システムの混とん・整然の度合いを概ね表したものである。一般的に、都市の成熟段階に関わらず、M/P 策定

やフィージビリティスタディ(F/S)への協力ニーズは常に起こり得るものであり、PT 調査や ADS などの基幹交通

調査、さらにセンサスデータやその代替としての（大規模）通勤通学調査はどの段階でも必要なものとなる。

ショッピングモールやオフィスでの補足調査やタブレット端末を用いた調査なども、成熟段階に関わらず有効な

調査手段であり、また需要予測モデルとしては、途上国側が需要予測モデルの基礎の技術移転を要望する場

合を除き、非集計モデルが基本的に適用可能である。 

この他、各都市の取り巻く状況にもよるが、M/P や交通調査データ等の更新を必要とする都市では、衛星画

像データが社会経済指標の更新に役立つほか、インターネットによる調査やスマートフォンによるトリップ調査も

効率的で有効な調査手段になることがある。中でも、都市の社会経済が伸びつつも M/P の策定や更新に十分

な時間的余裕がなく、一部ソフト施策も含めた短期的なインフラ整備リストが必要とされる場合には、非集計モデ

ルの構築が推奨される。TDM や TOD をはじめとする交通施策を中心とした交通計画の場合には、より技術的

に丁寧に説明責任を果たすことのできる非集計モデルによる評価が重要となる。また、交通計画能力強化につ

いても、高度な政策立案の際の分析においては、非集計モデル等を活用して能力強化プログラムを設定もしく

は別案件としての支援が妥当と考えられる。 

続いて、より具体的に、M/P 策定、短期インフラ整備計画策定、F/S、交通施策立案、および交通データの更

新・M/P のアップデート（能力強化）のそれぞれの協力形態に応じた必要交通調査および交通需要予測手法の

提案について、表5.1 に提示し、各ケースについての詳細を次節以降で取りまとめている。 
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表5.1 協力目的に応じた交通調査・調査手段・関連データ・モデルの整理 

JICA調査・協力形態 目的・概要 基幹交通調査 通常必要交通調査 その他交通調査 調査手段 関連データ モデル・予測手法 留意事項

一定の信頼度を確保した現況OD表が
必要な場合
・大規模PT＋補足調査（ADS）

センサス、道路インベントリ

・集計（技術移転ニーズあり、
またはTDM等交通施策を伴
わない場合）
・非集計（上記に該当しない
場合）

集計分析で分析精度を上げるとサンプ
ル数が膨大となるため、調査監理を考
慮し十分な調査期間と予算の確保が必
要。
F/S等でOD表やモデルが利用される可
能性にも留意。
技術移転目的の集計モデルの場合に
は、JICA-STRADAが利用可能。

上記に該当しない場合
・ADS＋通勤通学調査

センサス個票、道路インベン
トリ

非集計
OD表やモデルは頻繁に変化するため、
効率の良い作成・更新が望まれる。

M/P更新 ADS
上記のうち直近に実施されて
いないもの

前回のM/Pのモデルへの入
力値、センサス、CDR、衛星
画像（土地・建物利用変化）

・集計（技術移転ニーズあり）
・非集計（上記に該当しない
場合）

技術移転目的の集計モデルの場合に
は、JICA-STRADAが利用可能。

既存M/P調査が存在する場合
・ADS

前回のM/Pのモデルへの入
力値、センサス、CDR、衛星
画像（土地・建物利用変化）

前回のM/Pのモデル（集計or
非集計）

上記に該当しない場合
・ADS＋通勤通学調査

センサス個票、道路インベン
トリ

非集計

既存M/P調査が存在する場合
・ADS＋補足調査（SP）

前回のM/Pのモデルへの入
力値、センサス、CDR、衛星
画像（土地・建物利用変化）

前回のM/Pのモデル（集計or
非集計）

上記に該当しない場合
・ADS＋通勤通学調査＋補足調査（SP）

センサス個票、道路インベン
トリ

非集計

周辺状況が大きく変化しないと予測され
る場合
・交差点交通量調査(渋滞長調査・信号
現示調査を含む)
・必要に応じてナンバープレート調査

走行速度調査
手動カウント、CCTVカメラ等
による撮影、MACアドレス照
合(自動車OD推計)

道路幾何構造 マイクロシミュレーション

将来交通需要は社会経済のマクロ値の
伸びに合わせるが、長期的な予測は困
難。
便益や影響の範囲も限定される。

周辺状況が大きく変わると予測され
既存M/P調査が存在する場合
・交差点交通量調査(渋滞長調査・信号
現示調査を含む)＋補足調査（ADS）

道路幾何構造(マイクロシミュ
レーションの場合)
前回のM/Pのモデルへの入
力値、センサス、CDR、衛星
画像（土地・建物利用変化）

前回のM/Pのモデル＋メソ・
マイクロシミュレーション

既存M/P策定からそれ程経過していな
い場合当時のモデルをそのまま利用す
ることが可能。ただし、現在の状況（平均
乗車人数やトリップレート、モード選好
等）に適合しているものか精査が必要。

周辺状況が大きく変わると予測され
既存M/P調査が存在しない場合
・交差点交通量調査(渋滞長調査・信号
現示調査を含む)＋ADS＋通勤通学調
査

道路幾何構造(マイクロシミュ
レーションの場合)
センサス個票、道路インベン
トリ

非集計＋メソ・マイクロシミュ
レーション

M/Pと同様にモデルを作成しなおす必
要があるため費用と時間を要する。

既存M/P調査が存在する場合
・ADS＋補足調査（SP, 通勤通学調査）

前回のM/Pのモデルへの入
力値、センサス個票、CDR、
衛星画像（土地・建物利用変
化）

非集計（前回のM/Pのモデル
が非集計であればそれを利
用）

上記に該当しない場合
・ADS＋通勤通学調査＋補足調査（SP）

センサス個票、道路インベン
トリ

非集計

交通データ更新・M/Pの
アップデート（能力強化）

主に中進国において、C/P機
関が自ら交通データのアップ
デート及び計画の見直しを行
う意志のある都市に対して、
データ・モデル更新等の能力
強化を支援する技術協力を
行う。

ADS

必要に応じて
[主にOD補完用]
コードンライン調査、公共交
通コリドーOD調査、大規模施
設OD調査、トラックOD調査
[主にキャリブレーション用]
スクリーンライン調査、走行速
度調査

タブレット/モバイル機器/紙
ベースの調査、インターネット
/ショッピングモール/オフィス
補足調査

前回のM/Pのモデルへの入
力値、センサス、CDR、衛星
画像（土地・建物利用変化）

集計or非集計（C/Pの要望に
よる）

能力強化のみが目的であれば、中ゾー
ンレベルでも可。
集計モデルや配分のみの場合には、
JICA-STRADAが利用可能。
地元の大学等研究機関やコンサルタン
トとの連携も必要。

※1　基幹交通調査とは、需要予測モデル構築に不可欠の調査。
※2　補足調査とは、対象を都市圏の一部に絞った調査。
※3　通勤通学調査は、センサス個票が入手不可の場合や、通勤先・通学先に関する統計情報がない場合に実施。
※4　インターネット/ショッピングモール/オフィス補足調査は、非集計モデルの構築を念頭に、高所得者層の概ね1,000サンプルを収集できる調査規模。
※5　各調査ともに概ね2-3年以内に同種の調査実施されており、品質の問題がなければ当該調査の再実施は必要ない。

需要予測は計画策定と同時並行で行い
継続して計画をアップデート。
既存M/P調査が存在する場合には、当
時の需要予測をある程度参考にするこ
とは可能。
ただし、前回のM/Pのモデルの利用に
ついては、現在の状況（平均乗車人数
やトリップレート、モード選好等）に適合
しているものか精査が必要。

タブレット/モバイル機器/紙
ベースの調査、インターネット
/ショッピングモール/オフィス
補足調査、手動カウント、
CCTVカメラ等による撮影

前回のM/Pのモデルの利用について
は、現在の状況（平均乗車人数やトリッ
プレート、モード選好等）に適合している
ものか精査が必要。
ネットワーク全体への影響が限られる場
合は、対象地域をコリドーに限定した検
討も可能。

基本的に時間的変化も含めた交通行動
や駅までの距離を直接反映した交通行
動の予測が必要で、非集計モデル構築
を前提。

タブレット/モバイル機器/紙
ベースの調査、インターネット
/ショッピングモール/オフィス
補足調査

タブレット/モバイル機器/紙
ベースの調査、インターネット
/ショッピングモール/オフィス
補足調査、手動カウント、
CCTVカメラ等による撮影

タブレット/モバイル機器/紙
ベースの調査、インターネット
/ショッピングモール/オフィス
補足調査、手動カウント、
CCTVカメラ等による撮影

開発の長期的な方向性を示
すことでアカウンタビリティを
高める一方、短期的には顕
在化した交通問題の解決を
図る。
政策決定のために将来像・ビ
ジョンを議論し、かつ様々な
政策・計画の交通への影響
を科学的に評価・分析した
上、インフラ整備計画及び事
業優先度を提示。

短期インフラ整備計画

需要予測に十分な時間的余
裕がなく、かつ短期的なイン
フラ整備リストが必要とされる
場合、既存の計画等を束ね
てハイレベルでの合意を重ね
案件群の選定や優先順位付
けを行うもの。

F/S（交差点改良等）

具体的な事業（道路、鉄道、
橋等）のフィージビリティを検
討する。路線選定、駅等の配
置、採算性など事業として評
価・分析を行う。
通常、高精度かつ短期間で
の需要予測の実施が求めら
れる。

M/P（初回）
タブレット/モバイル機器/紙
ベースの調査、インターネット
/ショッピングモール/オフィス
補足調査、手動カウント、
CCTVカメラ等による撮影

F/S（大規模インフラ）

駐車実態調査、SP調
査、交差点交通量調
査

駐車実態調査、SP調
査、交差点交通量調
査

必要に応じて交通量カ
ウント調査(交通量キャ
リブレーション、環境影
響評価用)、交差点交
通量調査(工事時の切
り回し計画)等

駐車実態調査、交差
点交通量調査

必要に応じて
[主にOD補完用]
コードンライン調査、公共交
通コリドーOD調査、大規模施
設OD調査、トラックOD調査
[主にキャリブレーション用]
スクリーンライン調査、走行速
度調査

必要に応じて
[主にOD補完用]
コードンライン調査、公共交
通コリドーOD調査、大規模施
設OD調査、トラックOD調査
[主にキャリブレーション用]
スクリーンライン調査、走行速
度調査

必要に応じて
[主にOD補完用]
コードンライン調査、公共交
通コリドーOD調査、大規模施
設OD調査、トラックOD調査
[主にキャリブレーション用]
スクリーンライン調査、走行速
度調査

必要に応じて
[主にOD補完用]
コードンライン調査、公共交
通コリドーOD調査、大規模施
設OD調査、トラックOD調査
[主にキャリブレーション用]
スクリーンライン調査、走行速
度調査

[主にOD補完用]
コードンライン調査、公共交
通コリドーOD調査、大規模施
設OD調査、トラックOD調査
[主にキャリブレーション用]
スクリーンライン調査、走行速
度調査

交通施策（TDM、TOD等）

TODに伴う交通行動の変化
やTDMや料金設定など、立
案した交通施策などの検証
を行う。
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5.2 マスタープラン(M/P)策定 

都市交通 M/P 策定の主たる目的は、開発の長期的な方向性を示すことでアカウンタビリティを高める一方、

短期的には顕在化した交通問題の解決を図ることにある。具体的には、現在の都市の交通状況を把握し問題点

や課題等を整理した上で、政策決定のために将来像・ビジョンを議論し、かつ様々な政策・計画の交通への影響

を科学的に評価・分析した上で、インフラ整備計画及び事業優先度を提示するものである。 

M/P 策定については、M/P 策定が初回または PT 調査等が近年未実施の場合と、M/P を更新し策定する場

合に大別して、交通調査・需要予測手法等に係る提案内容を以下に詳述する。 

5.2.1 M/P 策定が初回または PT 調査等が近年未実施の場合 

M/P 策定が初回の場合の他、M/P 策定の基幹調査であった PT 調査等が近年（概ね 10 年を超え）未実施

で調査データの更新も困難と判断される場合が、これに該当する。なお、近年 PT 調査等が実施されていても

オリジナルのデータベースが入手できない場合や、調査データの質に明らかに問題がある場合も、これに該

当する。 

1) 基幹交通調査 

需要予測モデルの構築に不可欠となる基幹交通調査の内容は、相手国のみならず他ドナーなどからも

注目され、M/P 策定後も F/S 等に利用されるなど貴重なデータベースとして有効に調査データが活用され

ることが想定されるなどの理由で、一定の信頼度を確保した現況 OD 表の作成が必要な場合がある。一方

で、OD 表は頻繁に変化するため、むしろ効率の良い OD 表の更新を優先させたい場合もあり，その２つに

分けられる。 

 一定の信頼度を確保した現況OD表の作成が必要な場合： 大規模PT調査、及び補足（トリップレー

ト修正・確認用）調査としての ADS（500～1,000 人サンプル程度） 

 OD 表の更新を優先させたい場合： ADS（都市規模や調査日数にもよるが 5,000 世帯サンプル程度）

及び通勤通学調査（分析対象ゾーンごとに 100～400 世帯サンプル程度。世帯マイクロデータ生成

(Population Synthesis)を考慮するとサンプル率1%程度） 

なお、前者の場合の大規模 PT 調査については、「総合都市交通体系調査の手引き（案）」（国土交通省

都市・地域整備局都市計画課都市交通調査室、平成 19 年 9 月）により、カテゴリー数に応じた PT 調査の

サンプル率（次式）及びサンプル数の算定式が提案されている。すべてのゾーンあるいは OD ペアが同じ

トリップ数という前提である点を留意する必要がある。算定したサンプル数はしばしば膨大となることがあ

り、実際の調査監理も考慮し、十分な調査期間を確保することが望ましい。また、サンプル数設定にあたっ

ては、4 章に記載した通り調査の目的を明確に設定し、開発途上国における調査実施上の留意点を踏まえ

て多角的に検討する必要がある。 

RSDሺAሻ ൌ KඥሺZK െ 1ሻ ∙ ሺ1 െ 𝑟ሻ/𝑟/N 

ここで、 

RSD(A): 相対誤差（日本の PT 調査においては 20％以下）、 

K: 信頼係数（信頼度95%の時1.96）、 

N: 母集団の大きさ（直前の国勢調査より５歳以上人口を推計し、生成原単位を乗じたもの）、 

ZK: カテゴリー数（OD ペア数あるいは基本ゾーン数84×目的分類数×手段分類数等）、 

                                                 
84 OD 表であれば OD ペア数、ゾーンごとの発生集中量であれば基本ゾーン数 
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r: サンプル率 

また、後者の場合の通勤通学調査については、後述する必要関連データとしての人口センサスが通勤・

通学先を含む個票レベルまで入手できる場合には、人口センサスの個票で通勤通学先ゾーンまで特定で

きるため通勤通学調査は実施しなくても良い。 

2) 通常必要交通調査 

基幹交通調査以外に通常必要な交通調査は、以下のとおりで、主に OD 表の補完用途に使われるもの

と、主に需要予測モデルのキャリブレーション用に使われるものの２種類に分けられる。 

 主にOD補完用： コードンライン調査、公共交通コリドーOD調査、大規模施設OD調査、トラックOD

調査 

 主にキャリブレーション用： スクリーンライン調査、走行速度調査 

3) その他交通調査 

その他、状況に応じて以下の交通調査が必要となる。 

 駐車実態調査： 駐車スペースの供給量と需要量を把握するとともに、都心部の自動車トリップの発

生集中量や OD を調査し、都心部における駐車対策や駐車課金などの TDM 施策の検討の基礎

データとする。 

 SP 調査： TDM 施策や新規公共交通路線など、現況解析では得られない状況下の交通手段選択に

関して利用意思、例えば課金に対する支払意思や交通行動の変化などを把握し、交通手段選択モ

デル（通常は非集計モデル）の構築や時間価値の推定に用いる。公共交通サービス改善計画の策

定や公共交通料金政策の提言の際のバックデータにも使用する。 

 交差点交通量調査： 主要交差点における交通流の実態を把握し交差点解析を行い、交通管理方策

（信号システムの改善計画等）の策定やフライオーバー等建設の必要性の検討に用いる。またフラ

イオーバーが必要な場合には、設計へのインプットデータとする。 

4) 調査手段 

基幹交通調査の調査手段については、従来の紙ベースの調査の他、モバイル端末（タブレット）を持った

調査員が電子調査票に直接入力する方法があり、都市の成熟段階に関係なく世界で既に広く実施されて

いる。世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが主体的に開発したソフトウェアである「サーベイソ

リューション」はその代表であり、既に 70 ヶ国以上への利用実績がある。また、開発途上国の都市におけ

る交差点交通量調査の調査手段では、日本で使用されるような自動交通量観測機器（トラフィックカウン

ター）は、途上国特有の複雑な交通流では誤差が大きいため、調査員の観測による交通量の手動計測が

主流である。ただし、CCTV カメラ等のビデオ画像による手動計測は可能である。 

また、収集の困難な高所得者層データ等の確保のため、調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載し

た自身のモバイル機器（スマートフォン）を持ち歩くことにより、自動検出されたトリップに追加情報を入力し

てもらうトリップ調査手法が実用化されているが、所得階層を問わずスマートフォンが普及していることが

望ましい。同様に、収集の困難な高所得者層データ等の確保のための調査手段として、ショッピングモー

ル・オフィス等での補足調査、インターネットによる調査が考えられ、それぞれ 1,000 程度の高所得者層サ

ンプルを収集できる調査規模が想定される。 

5) 関連データ 

OD 表の推計及び需要予測モデルの構築に必要となる関連データは、以下のとおりである。 
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 人口センサスデータ： 集計（四段階推計）モデル構築の場合は交通解析ゾーンベースの集計デー

タでも良い。PT 調査データの拡大係数の確定や、ゾーン別将来人口の推計に必須である。一方、

非集計モデル構築の場合には、世帯マイクロデータ構築の基礎として人口センサスの個票が必須

である。 

 道路インベントリデータ： 道路分類、幅員、延長、車線数、路面状況などの基礎情報を含む道路イ

ンベントリデータは、交通需要予測モデルに使用される道路ネットワーク作成の基礎資料として必

須である。さらに、道路整備状況の確認などにも用いて、M/P 策定のための基礎資料となる。 

6) モデル・予測手法 

交通需要予測モデルについては、一定の信頼度を確保した現況OD 表の作成が必要な場合と、そうでな

い場合とに分けられる。一定の信頼度を確保した現況OD 表の作成が必要な場合には、大規模PT 調査及

び補足（トリップレート修正・確認用）調査としての ADS が実施されるので、集計モデルまたは非集計モデ

ル何れのモデルも構築が可能である。とりわけ途上国側が需要予測モデルの基礎の技術移転を要望して

いる場合や、または M/P の内容が道路や公共交通のインフラ整備が主で TDM 等交通施策のニーズはま

だそれほど高まっていないと想定される場合には、従来どおりの集計（四段階推計）モデルが推奨される。

その際には、技術移転のツールとして初心者にも理解しやすい JICA-STRADA の活用が適している。 

一方、上記に該当しない場合には、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデル

が推奨される。また、一定の信頼度を確保した現況OD 表の作成が特に必要でない場合にも、ABM を含め

た非集計モデルの構築が推奨される。社会経済状況の急速な変化も想定され、需要予測モデルも頻繁に

変化することから、効率の良いモデルの作成・更新が望まれる。 

5.2.2 M/P を更新する場合 

M/P 策定が既に二回目以降で、かつ前回の M/P 策定の基幹調査であった PT 調査等が近年（概ね 10 年

以内）実施されているため、調査データや需要予測モデルの更新もある程度可能と判断される場合が、これ

に該当する。需要予測モデルを含めた調査データ一式が入手されていることが前提となるが、近年 PT 調査

等が実施されていてもオリジナルのデータベースが入手できない場合や、調査データの質に明らかに問題

がある場合には、5.2.1 を参照。 

1) 基幹交通調査 

需要予測モデルの構築に不可欠となる基幹交通調査としては、前回の PT 調査データや OD 表を更新す

ることを前提に、基本的に ADS（都市規模や調査日数にもよるが 5,000 世帯サンプル程度）のみとなる。た

だし、非集計モデルを行う場合で、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口センサスの個票データが

得られない場合には、補足調査として通勤通学調査（新規開発地等社会経済データの変化が想定される地

域ではゾーンごとに 100～400 世帯程度）の実施を推奨する。 

2) 通常必要交通調査 

基幹交通調査以外に通常必要な交通調査は、以下のとおりで、主に OD 表の補完用途に使われるもの

と、主に需要予測モデルのキャリブレーション用に使われるものの２種類に分けられる。なお、実施にあ

たっては過去に実施された調査からの経過年数や想定される施策を踏まえて個々に必要性を判断する。 

 主に OD 補完用： 必要に応じてコードンライン調査、公共交通コリドーOD 調査、大規模施設 OD 調

査、トラック OD 調査 
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 主にキャリブレーション用： スクリーンライン調査、走行速度調査 

3) その他交通調査 

その他、状況に応じて以下の交通調査が必要となる。 

 駐車実態調査： 駐車スペースの供給量と需要量を把握するとともに、都心部の自動車トリップの発

生集中量や OD を調査し、都心部における駐車対策や駐車課金などの TDM 施策の検討の基礎

データとする。 

 SP 調査： TDM 施策や新規公共交通路線など、現況解析では得られない状況下の交通手段選択に

関して利用意思、例えば課金に対する支払意思や交通行動の変化などを把握し、交通手段選択モ

デル（通常は非集計モデル）の構築や時間価値の推定に用いる。公共交通サービス改善計画の策

定や公共交通料金政策の提言の際のバックデータにも使用する。 

 交差点交通量調査： 主要交差点における交通流の実態を把握し交差点解析を行い、交通管理方策

（信号システムの改善計画等）の策定やフライオーバー等建設の必要性の検討に用いる。またフラ

イオーバーが必要な場合には、設計へのインプットデータとする。 

4) 調査手段 

基幹交通調査の調査手段については、従来の紙ベースの調査の他、モバイル端末（タブレット）を持った

調査員が電子調査票に直接入力する方法があり、都市の成熟段階に関係なく世界で既に広く実施されて

いる。世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが主体的に開発したソフトウェアである「サーベイソ

リューション」はその代表であり、既に 70 ヶ国以上への利用実績がある。また、開発途上国の都市におけ

る交差点交通量調査の調査手段では、日本で使用されるような自動交通量観測機器（トラフィックカウン

ター）は、途上国特有の複雑な交通流では誤差が大きいため、調査員の観測による交通量の手動計測が

主流である。ただし、CCTV カメラ等のビデオ画像による手動計測は可能である。 

また、収集の困難な高所得者層データ等の確保のため、調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載し

た自身のモバイル機器（スマートフォン）を持ち歩くことにより自動検出されたトリップに追加情報を入力して

もらうトリップ調査手法が実用化されているが、所得階層を問わずスマートフォンが普及していることが望

ましい。同様に、収集の困難な高所得者層データ等の確保のための調査手段として、ショッピングモール・

オフィス等での補足調査、インターネットによる調査が考えられ、それぞれ 1,000 程度の高所得者層サンプ

ルを収集できる調査規模が想定される。 

5) 関連データ 

OD 表の推計及び需要予測モデルの構築に必要となる関連データは、以下のとおりである。 

 前回の M/P 調査におけるモデルへの入力値： 前回の需要予測モデルは集計（四段階推計）モデ

ルであったと考えられる場合、モデルに入力されている交通解析ゾーン別の各社会経済指標（すな

わち、PT 調査の集計データ）が、調査データ及び需要予測モデル更新のベースとして必須である。 

 人口センサスデータ： 集計（四段階推計）モデル構築の場合は交通解析ゾーンベースの集計デー

タでも良いが、非集計モデル構築の場合には、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口セン

サスの個票データが必要となる。 

 CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）や WiFi・Bluetooth 端末等の MAC アドレス照合

データは、現況OD表の補正や継続的な交通状況の変化等の分析に利用できるデータとしてあると

良い。特に、現況OD 表をベースとした短期的な施策の詳細な評価が必要な場合、現況OD 表の精
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度向上が望ましく、CDR データ等と過去の PT 調査データを複合的に活用することで現況 OD 表の

更新が可能である。 

 衛星画像データ： 現況及び過去（可能であれば前回 M/P 策定時点）の衛星画像を比較することに

より土地・建物利用の変化を把握し、前回の PT 調査データを基に社会経済指標を推計するために

必要となる。 

6) モデル・予測手法 

交通需要予測モデルについては、前回 M/P における大規模 PT 調査データの利用も可能で、かつ今回

の基幹交通調査としての ADS もあるので、集計モデルまたは非集計モデル何れのモデルも構築が可能で

ある。とりわけ途上国側が需要予測モデルの基礎の技術移転を要望している場合や、または M/P の内容

が道路や公共交通のインフラ整備が主で TDM 等交通施策のニーズはまだそれほど高まっていないと想

定される場合には、従来どおりの集計（四段階推計）モデルが推奨される。その際には、前回 M/P におけ

る大規模 PT 調査データに、今回の ADS よりトリップレートの修正が施された集計データを使用することに

なる。また、技術移転のツールとして初心者にも理解しやすい JICA-STRADA の活用が適している。 

一方、上記に該当しない場合には、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデル

が推奨される。社会経済状況の急速な変化も想定される場合には、需要予測モデルも頻繁に変化すること

から、効率の良いモデルの作成・更新が望まれる。 

5.3 短期インフラ整備計画策定 

短期インフラ整備計画策定とは、需要予測に十分な時間的余裕がなく、かつ短期的なインフラ整備リストが必

要とされる場合、既存の計画等を束ねてハイレベルでの合意を重ね案件群の選定や優先順位付けを行うもの

である。交通調査や需要予測は短期インフラ計画策定と同時並行で行い、継続しながら計画をアップデートして

行くことになる。 

1) 基幹交通調査 

基幹交通調査については、既存 M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要

予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合には、基幹交通調査としては、前回の PT 調査データや OD 表を更新することを前提に、基

本的に ADS（都市規模や調査日数にもよるが 5,000 世帯サンプル程度）のみとなる。ただし、非集計モデル

を行う場合で、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口センサスの個票データが得られない場合に

は、補足調査として通勤通学調査（新規開発地等社会経済データの変化が想定される地域ではゾーンごと

に 100～400 世帯程度）の実施を推奨する。 

後者の場合には、ADS（都市規模や調査日数にもよるが5,000世帯サンプル程度）及び通勤通学調査（分

析対象ゾーンごとに 100～400 世帯サンプル程度。世帯マイクロデータ生成(Population Synthesis)を考慮す

るとサンプル率 1%程度）の実施を推奨する。なお、後述する必要関連データとしての人口センサスが個票

レベルまで入手できる場合には、人口センサスの個票で通勤通学先ゾーンまで特定できるため通勤通学

調査は実施しなくても良い。 

2) 通常必要交通調査 

基幹交通調査以外に通常必要な交通調査は、以下のとおりで、主に OD 表の補完用途に使われるもの

と、主に需要予測モデルのキャリブレーション用に使われるものの２種類に分けられる。なお、実施にあ
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たっては過去に実施された調査からの経過年数や想定される施策を踏まえて個々に必要性を判断する。 

 主にOD補完用： コードンライン調査、公共交通コリドーOD調査、大規模施設OD調査、トラックOD

調査 

 主にキャリブレーション用： スクリーンライン調査、走行速度調査 

3) その他交通調査 

その他、状況に応じて以下の交通調査が必要となる。 

 駐車実態調査： 駐車スペースの供給量と需要量を把握するとともに、都心部の自動車トリップの発

生集中量や OD を調査し、都心部における駐車対策や駐車課金などの TDM 施策の検討の基礎

データとする。 

 SP 調査： TDM 施策や新規公共交通路線など、現況解析では得られない状況下の交通手段選択に

関して利用意思、例えば課金に対する支払意思や交通行動の変化などを把握し、交通手段選択モ

デル（通常は非集計モデル）の構築や時間価値の推定に用いる。公共交通サービス改善計画の策

定や公共交通料金政策の提言の際のバックデータにも使用する。 

 交差点交通量調査： 主要交差点における交通流の実態を把握し交差点解析を行い、交通管理方策

（信号システムの改善計画等）の策定やフライオーバー等建設の必要性の検討に用いる。またフラ

イオーバーが必要な場合には、設計へのインプットデータとする。 

4) 調査手段 

基幹交通調査の調査手段については、従来の紙ベースの調査の他、モバイル端末（タブレット）を持った

調査員が電子調査票に直接入力する方法があり、都市の成熟段階に関係なく世界で既に広く実施されて

いる。世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが主体的に開発したフリーソフトウェアである「サーベイ

ソリューション」はその代表であり、既に 70 ヶ国以上への利用実績がある。また、開発途上国の都市にお

ける交差点交通量調査の調査手段では、日本で使用されるような自動交通量観測機器（トラフィックカウン

ター）は、途上国特有の複雑な交通流では誤差が大きいため、調査員の観測による交通量の手動計測が

主流である。ただし、CCTV カメラ等のビデオ画像による手動計測は可能である。 

また、収集の困難な高所得者層データ等の確保のため、調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載し

た自身のモバイル機器（スマートフォン）を持ち歩くことにより自動検出されたトリップに追加情報を入力して

もらうトリップ調査手法が実用化されているが、所得階層を問わずスマートフォンが普及していることが望

ましい。同様に、収集の困難な高所得者層データ等の確保のための調査手段として、ショッピングモール・

オフィス等での補足調査、インターネットによる調査が考えられ、それぞれ 1,000 程度の高所得者層サンプ

ルを収集できる調査規模が想定される。 

5) 関連データ 

OD 表の推計及び需要予測モデルの構築に必要となる関連データについては、既存 M/P 調査が存在し

（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可

能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、既存交通調査データ一式や需要予測モデルの

更新を目指す。 

 前回の M/P 調査におけるモデルへの入力値： 前回の需要予測モデルは集計（四段階推計）モデ

ルであったと考えられるが、モデルに入力されている交通解析ゾーン別の各社会経済指標（すなわ
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ち、PT 調査の集計データ）が、調査データ及び需要予測モデル更新のベースとして必須である。 

 人口センサスデータ： 集計（四段階推計）モデル構築の場合は交通解析ゾーンベースの集計デー

タでも良いが、非集計モデル構築の場合には、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口セン

サスの個票データが必要となる。 

 CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）や WiFi・Bluetooth 端末等の MAC アドレス照合

データは、現況OD表の補正や継続的な交通状況の変化等の分析に利用できるデータとしてあると

良い。特に、現況OD 表をベースとした短期的な施策の詳細な評価が必要な場合、現況OD 表の精

度向上が望ましく、CDR データ等と過去の PT 調査データを複合的に活用することで現況 OD 表の

更新が可能である。 

 衛星画像データ： 現況及び過去（可能であれば前回 M/P 策定時点）の衛星画像を比較することに

より土地・建物利用の変化を把握し、前回の PT 調査データを基に社会経済指標を推計するために

必要となる。 

後者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、基本的に新規の需要予測モデルの構築を目指

す。 

 人口センサスデータ： 非集計モデルによる需要予測のため、世帯マイクロデータ構築の基礎として

人口センサスの個票が必須である。 

 道路インベントリデータ： 道路分類、幅員、延長、車線数、路面状況などの基礎情報を含む道路イ

ンベントリデータは、交通需要予測モデルに使用される道路ネットワーク作成の基礎資料として必

須である。さらに、道路整備状況の確認などにも用いて、M/P 策定のための基礎資料となる。 

6) モデル・予測手法 

需要予測モデルについても、既存 M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式

や需要予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される場合と、そうでない場合

に大別される。 

前者の場合、なるべく短期間での需要予測を目指すため、前回の需要予測モデルの更新を基本と

し、集計モデルまたは非集計モデルの何れのモデルでも更新を図ることを推奨する。なお、既存 M/P 調

査が存在する場合には、短期インフラ整備計画策定に、当時の需要予測をある程度参考にすること

は可能である。また、前回の M/P のモデルのパラメータ等をそのまま利用する際には、現在の状況

（平均乗車人数やトリップレート、モード選好等）に適合しているものか精査が必要である。 

一方、後者の場合には、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデルが推奨さ

れる。また、なるべく短期間でのモデル構築及び需要予測を終えるため、モデル構造についてはある程度

集計的要素を取り込むなど、技術的な簡素化の検討も考えられる。さらに、社会経済状況の急速な変化も

想定される場合には、需要予測モデルも頻繁に変化することから、効率の良いモデルの作成・更新が望ま

れる。 

5.4 フィージビリティスタディ(F/S) 

フィージビリティスタディ(F/S)では、具体的な事業（道路、鉄道、橋等）のフィージビリティを検討する。すなわ

ち、路線選定、駅等の配置、採算性などを事業として評価・分析を行い、通常、高精度かつ短期間での需要予測

の実施が求められる。F/S については、対象が大規模インフラの場合と交差点改良等比較的規模が小さい場合

に、大別して交通調査・需要予測手法に係る提案内容を詳述する。 
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5.4.1 大規模インフラが対象の場合 

大規模な道路や公共交通などのインフラが対象の場合には、都市圏全体の交通行動に影響することが考

えられるため、M/P 策定等の調査と同様に都市圏全体の交通調査や需要予測が必要となる。そのため、既

存M/P 調査の有無など、基本的な場合分けは 5.2 や 5.3 とほぼ同じである。 

1) 基幹交通調査 

基幹交通調査については、既存 M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要

予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合には、基幹交通調査としては、前回の PT 調査データや OD 表を更新することを前提に、基

本的に ADS（都市規模や調査日数にもよるが 5,000 世帯サンプル程度）のみとなる。ただし、非集計モデル

を行う場合で、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口センサスの個票データが得られない場合に

は、補足調査として通勤通学調査（新規開発地等社会経済データの変化が想定される地域ではゾーンごと

に 100～400 世帯程度）の実施を推奨する。 

後者の場合には、ADS（都市規模や調査日数にもよるが5,000世帯サンプル程度）及び通勤通学調査（分

析対象ゾーンごとに 100～400 世帯サンプル程度。世帯マイクロデータ生成(Population Synthesis)を考慮す

るとサンプル率 1%程度）の実施を推奨する。なお、後述する必要関連データとしての人口センサスが個票

レベルまで入手できる場合には、人口センサスの個票で通勤通学先ゾーンまで特定できるため通勤通学

調査は実施しなくても良い。 

さらに、何れの場合においても補足調査（対象を都市圏の一部に絞った調査）として、SP 調査が必須で

ある。TDM 施策や新規路線など、現況解析では得られない状況下の交通手段選択に関して利用意思、特

に料金に対する支払意思や交通行動の変化などを把握し、交通手段選択モデル（通常は非集計モデル）

の構築や時間価値の推定に用いる。交通サービス改善計画の策定や料金政策の提言の際のバックデー

タにも使用する。 

2) 通常必要交通調査 

基幹交通調査以外に通常必要な交通調査は、以下のとおりで、主に OD 表の補完用途に使われるもの

と、主に需要予測モデルのキャリブレーション用に使われるものの２種類に分けられる。 

 主にOD補完用： コードンライン調査、公共交通コリドーOD調査、大規模施設OD調査、トラックOD

調査 

 主にキャリブレーション用： スクリーンライン調査、走行速度調査 

3) その他交通調査 

F/S対象案件にもよるが、交通量のキャリブレーション用や環境影響評価のベースライン調査として対象

となる施設周辺の交通量カウント調査を実施したり、工事の際の車両の切り回しの検討のために施設周辺

交差点での交差点交通量調査を実施するケースがある。その他、特に必要となる交通調査はない。 

4) 調査手段 

基幹交通調査の調査手段については、従来の紙ベースの調査の他、モバイル端末（タブレット）を持った

調査員が電子調査票に直接入力する方法があり、都市の成熟段階に関係なく世界で既に広く実施されて

いる。世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが主体的に開発したフリーソフトウェアである「サーベイ

ソリューション」はその代表であり、既に 70 ヶ国以上への利用実績がある。 
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また、収集の困難な高所得者層データ等の確保のため、調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載し

た自身のモバイル機器（スマートフォン）を持ち歩くことにより自動検出されたトリップに追加情報を入力して

もらうトリップ調査手法が実用化されているが、所得階層を問わずスマートフォンが普及していることが望

ましい。同様に、収集の困難な高所得者層データ等の確保のための調査手段として、ショッピングモール・

オフィス等での補足調査、インターネットによる調査が考えられ、それぞれ 1,000 程度の高所得者層サンプ

ルを収集できる調査規模が想定される。 

5) 関連データ 

OD 表の推計及び需要予測モデルの構築に必要となる関連データについては、既存 M/P 調査が存在し

（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可

能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、既存交通調査データ一式や需要予測モデルの

更新を目指す。 

 前回の M/P 調査におけるモデルへの入力値： 前回の需要予測モデルは集計（四段階推計）モデ

ルであったと考えられるが、モデルに入力されている交通解析ゾーン別の各社会経済指標（すなわ

ち、PT 調査の集計データ）が、調査データ及び需要予測モデル更新のベースとして必須である。 

 人口センサスデータ： 集計（四段階推計）モデル構築の場合は交通解析ゾーンベースの集計デー

タでも良いが、非集計モデル構築の場合には、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口セン

サスの個票データが必要となる。 

 CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）や WiFi・Bluetooth 端末等の MAC アドレス照合

データは、現況OD表の補正や継続的な交通状況の変化等の分析に利用できるデータとしてあると

良い。特に、現況OD 表をベースとした短期的な施策の詳細な評価が必要な場合、現況OD 表の精

度向上が望ましく、CDR データ等と過去の PT 調査データを複合的に活用することで現況 OD 表の

更新が可能である。 

 衛星画像データ： 現況及び過去（可能であれば前回 M/P 策定時点）の衛星画像を比較することに

より土地・建物利用の変化を把握し、前回の PT 調査データを基に社会経済指標を推計するために

必要となる。 

後者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、基本的に新規の需要予測モデルの構築を目指

す。 

 人口センサスデータ： 非集計モデルによる需要予測のため、世帯マイクロデータ構築の基礎として

人口センサスの個票が必須である。 

 道路インベントリデータ： 道路分類、幅員、延長、車線数、路面状況などの基礎情報を含む道路イ

ンベントリデータは、交通需要予測モデルに使用される道路ネットワーク作成の基礎資料として必

須である。さらに、道路整備状況の確認などにも用いる。 

6) モデル・予測手法 

需要予測モデルについても、既存 M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需

要予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される場合と、そうでない場合に大別され

る。 

前者の場合、なるべく短期間での需要予測を目指すため、前回の需要予測モデルの更新を基本とし、集

計モデルまたは非集計モデルの何れのモデルでも更新を図ることを推奨する。なお、既存 M/P 調査が存
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在し、時間もそれほど経過していない（概ね 2-3 年以内の）場合には、当時の需要予測モデルをそのまま

使用することは可能である。ただし、前回の M/P のモデルのパラメータ等をそのまま利用する際には、現

在の状況（平均乗車人数やトリップレート、モード選好等）に適合しているものか精査が必要である。 

一方、後者の場合には、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデルが推奨さ

れる。また、なるべく短期間でのモデル構築及び需要予測を終えるため、モデル構造についてはある程度

集計的要素を取り込むなど、技術的な簡素化の検討も考えられ、効率の良いモデルの作成・更新が望まれ

る。特に一路線の道路や公共交通などのコリドー整備が対象で、整備前後もほとんどのトリップがそのコリ

ドーを通ることになるなど、ネットワーク全体への影響が限られる場合は、対象地域をコリドーに限定した

需要予測の検討も可能である。 

5.4.2 交差点改良等が対象の場合 

交差点改良等、地点的な整備で比較的小規模インフラが対象の場合には、都市圏全体の交通行動への影

響は限定的となることが考えられるため、M/P 策定等の調査と異なり対象地点周辺の交通調査や需要予測

が必要となる。そのため、既存 M/P 調査の有無などの場合分けはあるが、交通調査や関連データ、需要予

測手法の内容も異なっている。 

1) 基幹交通調査 

基幹交通調査としては、マイクロシミュレーションへの入力も意識し、対象地点周辺の交通状況を正確に

把握するため、交差点交通量調査を実施する。交差点交通量調査は、主要交差点における交通流の実態

を把握し交差点解析を行い、交通管理方策（信号システムの改善計画等）の策定やフライオーバー等建設

の必要性の検討に用いる。ピーク時の実需要を把握するためには合わせて渋滞長調査や信号現示の調

査 も必要である。またフライオーバーが必要な場合には、設計へのインプットデータとする。 

その他の基幹交通調査については、対象地点の周辺状況は大きく変わらないと予測される場合には、

後述するように対象地点周辺に絞った需要予測の検討となるため、対象地点周辺のみを切り出した分析が

可能である。OD についてはナンバープレート調査等のそこを通過する自動車トリップの OD パターンを把

握するための調査の実施が望ましいが、対象交差点数が限られており OD パターンが想定できる場合に

は交差点交通量調査から OD パターンを推定することも可能である。 

対象地点の周辺状況が大きく変わると予測される場合には、既存M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、

かつ交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される場合

と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合には、既存 M/P 調査以来の対象地点周辺のトリップレートや機関分担などの交通行動の変

化を想定し、補足調査として対象地点周辺で ADS（1,000 世帯サンプル程度）も実施し、既存 M/P 調査にお

ける OD 表や需要予測モデルなどの精度を対象地点周辺で高めておく。 

後者の場合には、（連続した交差点の改良や近傍での新たな道路や公共交通の整備など）さらに対象地

点の周辺状況が大きく変わると予測される場合と、そうでない場合とに分けられる。 

対象地点の周辺状況が大きく変わると予測される場合には、都市圏全体の需要予測モデルを構築する

必要があるため、ADS（都市規模や調査日数にもよるが5,000世帯サンプル程度）及び通勤通学調査（分析

対象ゾーンごとに 100～400 世帯サンプル程度。世帯マイクロデータ生成(Population Synthesis)を考慮する

とサンプル率 1%程度）の実施も推奨する。なお、後述する必要関連データとしての人口センサスが個票レ

ベルまで入手できる場合には、人口センサスの個票で通勤通学先ゾーンまで特定できるため通勤通学調
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査は実施しなくても良い。 

2) 通常必要交通調査 

基幹交通調査以外に通常必要な交通調査は、以下のとおりで、主に OD 表の補完用途に使われるもの

と、主に需要予測モデルのキャリブレーション用に使われるものの２種類に分けられる。なお、実施にあ

たっては過去に実施された調査からの経過年数や想定される施策を踏まえて個々に必要性を判断する。 

 主にOD補完用： コードンライン調査、公共交通コリドーOD調査、大規模施設OD調査、トラックOD

調査 

 主にキャリブレーション用： スクリーンライン調査、走行速度調査 

既存M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能でそ

れらの更新もある程度可能と判断される場合にはそれらの更新に、そうでない場合には新規需要予測モ

デルの構築に、上記調査が必要となる。 

ただし、対象地点の周辺状況は大きく変わらないと予測される場合には、上記のうち対象地点周辺に

絞った走行速度調査のみが必要調査となる。 

3) その他交通調査 

F/S 対象案件にもよるが、その他、特に必要となる交通調査はない。 

4) 調査手段 

基幹交通調査の調査手段については、従来の紙ベースの調査の他、モバイル端末（タブレット）を持った

調査員が電子調査票に直接入力する方法があり、都市の成熟段階に関係なく世界で既に広く実施されて

いる。世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが主体的に開発したフリーソフトウェアである「サーベイ

ソリューション」はその代表であり、既に 70 ヶ国以上への利用実績がある。また、開発途上国の都市にお

ける交差点交通量調査の調査手段では、日本で使用されるような自動交通量観測機器（トラフィックカウン

ター）は、途上国特有の複雑な交通流では誤差が大きいため、調査員の観測による交通量の手動計測が

主流である。ただし、CCTV カメラ等のビデオ画像による手動計測は可能である。 

また、収集の困難な高所得者層データ等の確保のため、調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載し

た自身のモバイル機器（スマートフォン）を持ち歩くことにより自動検出されたトリップに追加情報を入力して

もらうトリップ調査手法が実用化されているが、所得階層を問わずスマートフォンが普及していることが望

ましい。同様に、収集の困難な高所得者層データ等の確保のための調査手段として、ショッピングモール・

オフィス等での補足調査、インターネットによる調査が考えられ、それぞれ 1,000 程度の高所得者層サンプ

ルを収集できる調査規模が想定される。 

交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能な既存 M/P 調査（概ね 10 年以内）が存在せず、か

つ対象地点の周辺状況は大きく変わらないと予測される場合には、交差点交通量調査用に上記の CCTV

カメラ等のビデオ画像による手動計測が可能であるほか、ナンバープレート調査用に WiFi・Bluetooth 端末

等の MAC アドレス照合も有用である。 

5) 関連データ 

OD 表の推計及び需要予測モデルの構築に必要となる関連データについては、対象地点の周辺状況は

大きく変わらないと予測される場合には、後述するマイクロシミュレーションの構築用に対象地点周辺の道

路幾何構造データのみが必要となる。対象地点の周辺状況が大きく変わると予測される場合、既存M/P調

査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能でそれらの更新も
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ある程度可能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、既存交通調査データ一式や需要予測モデルの

更新を目指す。 

 前回の M/P 調査におけるモデルへの入力値： 前回の需要予測モデルは集計（四段階推計）モデ

ルであったと考えられるが、モデルに入力されている交通解析ゾーン別の各社会経済指標（すなわ

ち、PT 調査の集計データ）が、調査データ及び需要予測モデル更新のベースとして必須である。 

 人口センサスデータ： 集計（四段階推計）モデル構築の場合は交通解析ゾーンベースの集計デー

タでも良いが、非集計モデル構築の場合には、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口セン

サスの個票データが必要となる。 

 CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）や WiFi・Bluetooth 端末等の MAC アドレス照合

データは、現況OD表の補正や継続的な交通状況の変化等の分析に利用できるデータとしてあると

良い。特に、現況OD 表をベースとした短期的な施策の詳細な評価が必要な場合、現況OD 表の精

度向上が望ましく、CDR データ等と過去の PT 調査データを複合的に活用することで現況 OD 表の

更新が可能である。 

 衛星画像データ： 現況及び過去（可能であれば前回 M/P 策定時点）の衛星画像を比較することに

より土地・建物利用の変化を把握し、前回の PT 調査データを基に社会経済指標を推計するために

必要となる。 

後者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、基本的に新規の需要予測モデルの構築を目指

す。 

 人口センサスデータ： 非集計モデルによる需要予測のため、世帯マイクロデータ構築の基礎として

人口センサスの個票が必須である。 

 道路インベントリデータ： 道路分類、幅員、延長、車線数、路面状況などの基礎情報を含む道路イ

ンベントリデータは、交通需要予測モデルに使用される道路ネットワーク作成の基礎資料として必

須である。さらに、道路整備状況の確認などにも用いる。 

6) モデル・予測手法 

需要予測モデルについても、対象地点の周辺状況は大きく変わらないと予測される場合と対象地点の周

辺状況が大きく変わると予測される場合に分けられる。 

対象地点の周辺状況が大きく変わらないと予測される場合には、便益や影響の範囲も限定されるが対

象地点の周辺に限定したマイクロシミュレーションによる需要予測や交差点解析による影響検討も可能で

ある。その場合、都市圏全体の需要予測モデルがないため、将来交通需要は社会経済のマクロ値の伸び

に合わせることになるが、マイクロシミュレーションや交差点解析による長期的な予測は困難であることに

留意すべきである。 

さらに、対象地点の周辺状況が大きく変わると予測される場合は既存 M/P 調査が存在し（概ね 10 年以

内）、かつ交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される

場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合、なるべく短期間での需要予測を目指すため、前回の需要予測モデルの更新を基本とし、集

計モデルまたは非集計モデルの何れのモデルでも更新を図ることを推奨する。なお、既存 M/P 調査が存

在し、時間もそれほど経過していない（概ね 2-3 年以内の）場合には、当時の需要予測モデルをそのまま

使用することは可能である。ただし、前回の M/P のモデルのパラメータ等をそのまま利用する際には、現
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在の状況（平均乗車人数やトリップレート、モード選好等）に適合しているものか精査が必要である。 

上記需要予測モデルの出力結果を用いて、エリアを対象地点周辺に絞り込み、メソまたはマイクロシミュ

レーションにより、プロジェクト有りまたは無しの場合の交通流の詳細や渋滞の発生状況の変化の状況を

把握することができる。なお、市販の需要予測ソフトウェアでは、上記の都市圏需要予測モデルの交通配

分ネットワークから対象地点周辺のメソまたはマイクロシミュレーション用ネットワークを切り出して、直接シ

ミュレーションを実行することも可能である。 

一方、後者の場合には、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデルが推奨さ

れる。M/P 策定の場合と同様にモデルを作成しなおす必要があるため費用と時間を要することになるが、

なるべく短期間でのモデル構築及び需要予測を終えるため、モデル構造についてはある程度集計的要素

を取り込むなど、技術的な簡素化の検討も考えられ、効率の良いモデルの作成・更新が望まれる。さらに、

前者の場合と同様に、需要予測モデルの出力結果を用いて、エリアを対象地点周辺に絞り込み、メソまた

はマイクロシミュレーションにより、プロジェクト有りまたは無しの場合の交通流の詳細や渋滞の発生状況

の変化の状況を把握することができる。 

5.5 交通施策の立案（TOD, TDM 等） 

TOD に伴う交通行動の変化や TDM や料金設定など、立案した交通施策などの検証を行う。通常は、都市圏

全体の交通行動に影響することが考えられるため、F/S（大規模インフラ）等の調査と同様に都市圏全体の交通

調査や需要予測が必要となる。そのため、既存 M/P 調査の有無など、基本的な場合分けは 5.4.1 とほぼ同じで

ある。 

1) 基幹交通調査 

基幹交通調査については、既存 M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要

予測モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合には、基幹交通調査としては、前回の PT 調査データや OD 表を更新することを前提に、基

本的に ADS（都市規模や調査日数にもよるが 5,000 世帯サンプル程度）のみとなる。ただし、非集計モデル

を行う場合で、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口センサスの個票データが得られない場合に

は、補足調査として通勤通学調査（新規開発地等社会経済データの変化が想定される地域ではゾーンごと

に 100～400 世帯程度）の実施を推奨する。 

後者の場合には、ADS（都市規模や調査日数にもよるが5,000世帯サンプル程度）及び通勤通学調査（分

析対象ゾーンごとに 100～400 世帯サンプル程度。世帯マイクロデータ生成(Population Synthesis)を考慮す

るとサンプル率 1%程度）の実施を推奨する。なお、後述する必要関連データとしての人口センサスが個票

レベルまで入手できる場合には、人口センサスの個票で通勤通学先ゾーンまで特定できるため通勤通学

調査は実施しなくても良い。 

さらに、何れの場合においても補足調査（対象を都市圏の一部に絞った調査）として、SP 調査が必須で

ある。TDM 施策や TOD など、現況解析では得られない状況下での交通手段選択に関して利用意思、特に

課金に対する支払意思や交通行動の変化などを把握し、交通手段選択モデル（通常は非集計モデル）の

構築や時間価値の推定に用いる。交通サービス改善計画の策定や料金政策の提言の際のバックデータに

も使用する。なお、交通施策による交通行動の影響範囲が全都市圏に及ぶと考えられる場合には、全都市

圏を対象に広くまんべんなく1,000世帯サンプル程度を対象とする。また、上記ADSと同時に実施するのも

一つの方法でもある。 
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2) 通常必要交通調査 

基幹交通調査以外に通常必要な交通調査は、以下のとおりで、主に OD 表の補完用途に使われるもの

と、主に需要予測モデルのキャリブレーション用に使われるものの２種類に分けられる。なお、実施にあ

たっては過去に実施された調査からの経過年数や想定される施策を踏まえて個々に必要性を判断する。 

 主にOD補完用： コードンライン調査、公共交通コリドーOD調査、大規模施設OD調査、トラックOD

調査 

 主にキャリブレーション用： スクリーンライン調査、走行速度調査 

3) その他交通調査 

その他、状況に応じて以下の交通調査が必要となる。 

 駐車実態調査： 駐車スペースの供給量と需要量を把握するとともに、都心部の自動車トリップの発

生集中量や OD を調査し、都心部における駐車対策や駐車課金などの TDM 施策の検討の基礎

データとする。 

 交差点交通量調査： 主要交差点における交通流の実態を把握し交差点解析を行い、交通管理方策

（信号システムの改善計画等）の策定やフライオーバー等建設の必要性の検討に用いる。またフラ

イオーバーが必要な場合には、設計へのインプットデータとする。 

4) 調査手段 

基幹交通調査の調査手段については、従来の紙ベースの調査の他、モバイル端末（タブレット）を持った

調査員が電子調査票に直接入力する方法があり、都市の成熟段階に関係なく世界で既に広く実施されて

いる。世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが主体的に開発したフリーソフトウェアである「サーベイ

ソリューション」はその代表であり、既に 70 ヶ国以上への利用実績がある。また、開発途上国の都市にお

ける交差点交通量調査の調査手段では、日本で使用されるような自動交通量観測機器（トラフィックカウン

ター）は、途上国特有の複雑な交通流では誤差が大きいため、調査員の観測による交通量の手動計測が

主流である。ただし、CCTV カメラ等のビデオ画像による手動計測は可能である。 

また、収集の困難な高所得者層データ等の確保のため、調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載し

た自身のモバイル機器（スマートフォン）を持ち歩くことにより自動検出されたトリップに追加情報を入力して

もらうトリップ調査手法が実用化されているが、所得階層を問わずスマートフォンが普及していることが望

ましい。同様に、収集の困難な高所得者層データ等の確保のための調査手段として、ショッピングモール・

オフィス等での補足調査、インターネットによる調査が考えられ、それぞれ 1,000 程度の高所得者層サンプ

ルを収集できる調査規模が想定される。 

5) 関連データ 

まず必要になる関連データの一つは人口センサスデータで、非集計モデルによる需要予測のため、世

帯マイクロデータ構築の基礎として通勤通学先ゾーンまで特定できる人口センサスの個票が必須である。

その他、OD 表の推計及び需要予測モデルの構築に必要となる関連データについては、既存 M/P 調査が

存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要予測モデルが入手可能でそれらの更新もある

程度可能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、既存交通調査データ一式や需要予測モデルの

更新を目指す。 

 前回の M/P 調査におけるモデルへの入力値： 前回の需要予測モデルは集計（四段階推計）モデ
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ルであったと考えられるが、モデルに入力されている交通解析ゾーン別の各社会経済指標（すなわ

ち、PT 調査の集計データ）が、調査データ及び需要予測モデル更新のベースとして必須である。 

 CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）や WiFi・Bluetooth 端末等の MAC アドレス照合

データは、現況OD表の補正や継続的な交通状況の変化等の分析に利用できるデータとしてあると

良い。特に、現況OD 表をベースとした短期的な施策の詳細な評価が必要な場合、現況OD 表の精

度向上が望ましく、CDR データ等と過去の PT 調査データを複合的に活用することで現況 OD 表の

更新が可能である。 

 衛星画像データ： 現況及び過去（可能であれば前回 M/P 策定時点）の衛星画像を比較することに

より土地・建物利用の変化を把握し、前回の PT 調査データを基に社会経済指標を推計するために

必要となる。 

後者の場合に必要な関連データは、以下のとおりで、基本的に新規の需要予測モデルの構築を目指

す。 

 道路インベントリデータ： 道路分類、幅員、延長、車線数、路面状況などの基礎情報を含む道路イ

ンベントリデータは、交通需要予測モデルに使用される道路ネットワーク作成の基礎資料として必

須である。さらに、道路整備状況の確認などにも用いる。 

6) モデル・予測手法 

需要予測モデルについては、基本的に時間的変化も含めた交通行動や駅までの距離を直接反映した交

通行動の予測が必要で、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデル構築を前提

とする。詳細については、既存M/P 調査が存在し（概ね 10 年以内）、かつ交通調査データ一式や需要予測

モデルが入手可能でそれらの更新もある程度可能と判断される場合と、そうでない場合に大別される。 

前者の場合、なるべく短期間での需要予測を目指すが、前回の需要予測モデルが集計モデルの場合で

も非集計モデルに更新を図ることを推奨する。（留意点については後者と共通である。）なお、既存 M/P 調

査における需要予測で非集計モデルが存在し、時間もそれほど経過していない（概ね 2-3 年以内の）場合

には、当時の需要予測モデルをそのまま使用することは可能である。ただし、前回のM/Pのモデルのパラ

メータ等をそのまま利用する際には、現在の状況（平均乗車人数やトリップレート、モード選好等）に適合し

ているものか精査が必要である。 

一方、後者の場合にも、アクティビティベースト需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデルが推奨され

る。なお、対象施策にもよるが、なるべく短期間でのモデル構築及び需要予測を終えるため、モデル構造

についてはある程度集計的要素を取り込むなど、技術的な簡素化の検討も考えられ、十分な説明に耐え

つつも効率の良いモデルの作成が望まれる。 

5.6 交通データの更新・M/P のアップデート（能力強化） 

C/P 機関が自ら交通データのアップデート及び計画の見直しを行う意思のある都市に対して、データ・モデル

更新等の能力強化を支援する技術協力を行う。かつて実施されている M/P 策定における需要予測モデルを含

めた調査データ一式が入手されていることが前提となるが、近年 PT 調査等が実施されていてもオリジナルの

データベースが入手できない場合や、調査データの質に明らかに問題がある場合も想定しておく。 

1) 基幹交通調査 

需要予測モデルの構築に不可欠となる基幹交通調査としては、前回の PT 調査データや OD 表を更新す

ることを前提に、基本的に ADS（都市規模や調査日数にもよるが 5,000 世帯サンプル程度）のみとなる。た
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だし、非集計モデルを行う場合で、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口センサスの個票データが

得られない場合には、補足調査として通勤通学調査（新規開発地等社会経済データの変化が想定される地

域ではゾーンごとに 100～400 世帯程度）の実施を推奨する。 

2) 通常必要交通調査 

基幹交通調査以外に通常必要な交通調査は、以下のとおりで、主に OD 表の補完用途に使われるもの

と、主に需要予測モデルのキャリブレーション用に使われるものの２種類に分けられる。なお、実施にあ

たっては過去に実施された調査からの経過年数や想定される施策を踏まえて個々に必要性を判断する。 

 主にOD補完用： コードンライン調査、公共交通コリドーOD調査、大規模施設OD調査、トラックOD

調査 

 主にキャリブレーション用： スクリーンライン調査、走行速度調査 

3) その他交通調査 

途上国側の要望にもよるが、その他、特に必要となる交通調査はない。 

4) 調査手段 

基幹交通調査の調査手段については、従来の紙ベースの調査の他、モバイル端末（タブレット）を持った

調査員が電子調査票に直接入力する方法があり、都市の成熟段階に関係なく世界で既に広く実施されて

いる。世界銀行開発経済総局(DEC)研究グループが主体的に開発したフリーソフトウェアである「サーベイ

ソリューション」はその代表であり、既に 70 ヶ国以上への利用実績がある。 

また、収集の困難な高所得者層データ等の確保のため、調査対象者が GPS 機能及び加速度計を搭載し

た自身のモバイル機器（スマートフォン）を持ち歩くことにより自動検出されたトリップに追加情報を入力して

もらうトリップ調査手法が実用化されているが、所得階層を問わずスマートフォンが普及していることが望

ましい。同様に、収集の困難な高所得者層データ等の確保のための調査手段として、ショッピングモール・

オフィス等での補足調査、インターネットによる調査が考えられ、それぞれ 1,000 程度の高所得者層サンプ

ルを収集できる調査規模が想定される。 

5) 関連データ 

OD 表の推計及び需要予測モデルの構築に必要となる関連データは、以下のとおりである。 

 前回の M/P 調査におけるモデルへの入力値： 前回の需要予測モデルは集計（四段階推計）モデ

ルであったと考えられるが、モデルに入力されている交通解析ゾーン別の各社会経済指標（すなわ

ち、PT 調査の集計データ）が、調査データ及び需要予測モデル更新のベースとして必須である。 

 人口センサスデータ： 集計（四段階推計）モデル構築の場合は交通解析ゾーンベースの集計デー

タでも良いが、非集計モデル構築の場合には、通勤通学先ゾーンまで特定できる最新の人口セン

サスの個票データが必要となる。 

 CDR（Call Detail Record：携帯電話位置情報データ）や WiFi・Bluetooth 端末等の MAC アドレス照合

データは、現況OD表の補正や継続的な交通状況の変化等の分析に利用できるデータとしてあると

良い。特に、現況OD 表をベースとした短期的な施策の詳細な評価が必要な場合、現況OD 表の精

度向上が望ましく、CDR データ等と過去の PT 調査データを複合的に活用することで現況 OD 表の

更新が可能である。 

 衛星画像データ： 現況及び過去（可能であれば前回 M/P 策定時点）の衛星画像を比較することに

より土地・建物利用の変化を把握し、前回の PT 調査データを基に社会経済指標を推計するために
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必要となる。 

6) モデル・予測手法 

交通需要予測モデルについては、基幹交通調査としての ADS を実施するので、集計モデルまたは非集

計モデル何れのモデルも構築が可能であるが、とりわけ途上国側が需要予測モデルの基礎的な技術移転

を要望している場合には、従来どおりの集計（四段階推計）モデルが推奨される。その際には、今回収集さ

れる ADS データのサンプルの不足が懸念されるが、能力強化のみが目的であれば、交通解析ゾーンを粗

くして中ゾーンレベルにするなど、総ゾーン数（＝カテゴリー数）を少なくしてモデルを構築するなどの工夫

が必要である。また、技術移転のツールとして初心者にも理解しやすい JICA-STRADA の活用が適してい

る。 

一方、さらに高度な政策立案の際の分析について技術移転を望んでいる場合は、アクティビティベースト

需要予測モデル(ABM)を含めた非集計モデルを構築・活用する能力強化プログラムの設定、もしくは別案

件としての支援が推奨される。社会経済状況の急速な変化も想定される場合には、需要予測モデルも頻繁

に変化することから、効率の良いモデルの作成・更新の技術移転が望まれる。また、地元の大学等研究機

関やコンサルタントとの連携も必要である。 

 

5.7 基幹交通調査の仕様 

上記基幹交通調査のうち、PT 調査、通勤通学調査、ADS の標準的な各仕様は下表を基本とする。ただし、具

体的な調査箇所及び必要なデータを得るために既存データの活用、分析方法の改善により、さらに適切な調査

種目、規模縮小の代替案があれば、この限りでない。特に調査対象地域の外延ゾーン（概ね全体ゾーン数の２

割程度）では市街化密度も低く、効率的な調査実施の観点から所要の OD が得られる簡便な方法については、

その都度検討が必要である。 
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表 5.2 各交通調査の標準仕様（案） 

項 目 目 的 内 容 規 模 

パーソン・トリッ

プ(PT)調査 

調査対象地域内の居住

者を対象に定常的な交

通行動を把握し、現況

交通パターン(OD)の再

現、将来交通需要の予

測に用いる。 

- 目的（通勤、通学、業務、買い

物、帰宅等） 

- 利用交通機関（徒歩、自転車、

オートバイ、乗用車、タクシー、

バス（大・中・小）、電車、貨物

車等） 

- 運転者の別・乗車人員 

- 出発地、出発時刻 

- 到着地、到着時刻 

- 費用（運賃、有料道路、駐車代

等） 

- 乗換え地点 

- 世帯属性（世帯収入・支出、保

有車両数、世帯構成員等） 

- 個人属性（年齢・性別、職業・学

校種別、通勤・通学地、従業員

数、職種・産業分類、個人収入

車両利用可能状況等） 

- ゾーニング：都市規模にもよ

るが 100～400 ゾーン程度 

- サンプル率：市内3%、周辺自

治体2%程度 

※上記は調査目的、現地コンサ

ルタントの経験・能力等の開

発途上国での調査実施上の

留意点も含めて総合的に検

討して決定 

- サンプリングデータ：最新の

センサスデータをベースに

する 

- 調査手法：調査員による家庭

訪問、調査票留め置き式（通

常2 回訪問） 

通勤通学調査 人口センサスの中に通

勤通学情報が含まれて

いない場合や、センサ

ス個票が入手できない

場合に代用。過去に実

施された PT 調査結果

の更新にも用いる。 

- 世帯属性（世帯収入・支出、保

有車両数、世帯構成員等） 

- 個人属性（年齢・性別、職業・学

校種別、通勤・通学地、従業員

数、職種・産業分類、個人収入

車両利用可能状況等） 

- ゾーニング（未設定の場合）：

都市規模にもよるが 100～

400 ゾーン程度 

- サンプル率：分析対象ゾーン

ごとに 100～400 世帯サンプ

ル程度。世帯マイクロデータ

生成(Population Synthesis)を

考慮するとサンプル率1%程

度 

- サンプリングデータ：最新の

センサスデータをベースに

する 

- 調査手法：調査員による家庭

訪問（通常1 回訪問）、従来

の紙ベースの調査の他、モ

バイル端末（タブレット）を

持った調査員が電子調査票

に直接入力する方法があり 

アクティビティダ

イアリー調査

(ADS) 

PT 調査では把握が難

しい短トリップやトリッ

プチェーン、世帯構成

人員相互の関係（他の

世帯人員の学校・職場

への送迎など）を収集

でき、アクティビティ

ベースト需要予測モデ

ル構築のためのデータ

や PT 調査のトリップ

レートの補正に用い

る。 

- 時間軸に沿って数日に亘る活

動（在宅及び宅外）と移動（活動

場所(OD)と利用交通手段・費用

等） 

- 世帯属性（世帯収入・支出、保

有車両数、世帯構成員等） 

- 個人属性（年齢・性別、職業・学

校種別、通勤・通学地、従業員

数、職種・産業分類、個人収入

車両利用可能状況等） 

- サンプル率：都市規模や調

査日数にもよるが 5,000 世帯

程度（トリップレートの補正目

的の場合500～1,000 人程

度） 

- サンプリングデータ：最新の

センサスデータをベースに

する 

- 調査手法：調査員による家庭

訪問、調査票留め置き式（通

常2 回訪問）、この他回答者

のスマートフォン等モバイル

機器を活用した調査手段も

あり 
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第 6 章 結論及び今後の方針 

6.1 JICA の交通計画における目的 

JICA はこれまで多くの開発途上国の都市において交通分野のマスタープラン（M/P）策定支援を中心と

した各種調査を行っている。それらは、人口、雇用数、社会情勢等の計画フレームを踏まえて急激に増加

する交通需要に対応するための道路・鉄道・バスインフラ整備の提案を中心に、需要をコントロールする施

策も合わせて提案するものもあったが、実際には、交通量が増え問題が顕著化した後に、需要に追随す

る形でインフラ整備が事業化することが多かった。すなわち、「M/P の策定根拠」や「インフラ整備の投資

判断の根拠」としての目的に需要予測を活用することが多かった。 

しかしながら、本来、交通分野の各種調査データ、特に M/P 策定支援の中で実施される交通需要予測

は、インフラ整備計画を提示するだけでなく、その都市の行政・住民・民間企業などのステークホルダーと

の対話を踏まえて、そこに住む人々が将来どのようなまちにしたいのか、交通、土地利用や施設配置に

よって何を実現したいのかを引き出し、それを実現するための政策・計画を支えるエビデンスとなるもので

あり、様々なレベルでの活用が望まれる。また、様々なステークホルダーが同じビジョンをもってまちづく

りに関わるプラットフォーム的役割を担うこともできる。 

このように、都市交通における需要予測は、上記二つの目的に加え「都市ビジョンに基づく政策・計画の

意思決定及び合意形成の支援のためのツール」としても活用が可能である。過去案件における需要予測

の検証を踏まえると、社会経済的な変化が大きく、政策も頻繁かつ大きく変わる可能性のある開発途上国

において、長期的な需要予測はなかなか当たらないが、M/P 調査における長期的な予測は、むしろ、この

政策決定や合意形成のためのツールとして、都市の将来像やビジョンの議論に資することがさらに望まれ

る。 

 

6.2 本プロジェクト研究の問題意識に対する結論 

6.2.1 需要予測の改善 

都市交通 M/P 案件のレビューにて検証している集計モデル（四段階推定法）に基づく過去の需要予測結果

では、長期的な需要予測はなかなか当たらず、その一因として一部のプロジェクトに予測人口等の計画フ

レームにある程度のずれが生じていることが確認された。都市部への集中や移住も考慮に入れて人口等の

予測を行うことは重要である一方、計画フレーム自体は先方政府との合意の結果で決めることも多い。すな

わち、前述の「M/P の策定根拠」「インフラ整備の投資判断の根拠」としての需要予測の精度を確保しながら、

「都市ビジョンに基づく政策・計画の意思決定及び合意形成の支援のためのツール」のための合意を得ること

が難しい場合もある。 

また、過去の需要予測の検証結果では、計画フレーム以外にも、交通調査の精度の問題のほか、四段階

推定法の各段階でずれや変化が見られ、ずれの構造要因についても分析を行った。その結果、社会経済的

成長やライフスタイルの変化によるところが大きく、さらに構造上 Home-Based/Non-home based を区別する

必要のある発生集中モデル、これまでの集計ベースでのモデル化よりもむしろ異なる属性を持つ個人の目的

地選択をモデル化することが有効になる可能性が示唆される分布モデル、本来は非集計モデル（手段選択モ

デル）でありながらも集計ベースでの予測が行われることの多い機関分担モデル、ピーク時を含めた時間帯
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別交通量ではなく一日当たりの交通量のみを対象としたネットワーク配分など、四段階推定モデルの各段階

で問題点や課題が明らかになった。 

一方、海外ではアクティビティベースト需要予測モデル(ABM)をはじめとする非集計モデルによる手法が研

究開発され一部実用化されており、日本でも早晩 ABM へ移行を検討していることが分かった。開発途上国に

おいても ABM は、個々人のアクティビティに着目し、途上国特有の交通動態（例：徒歩を中心にした移動、車

で子供を学校に送ってから出勤し運転手が車で家に戻る、等）を反映し、アクティビティの派生需要としてのト

リップを予測することで、より実態に即した需要予測が可能になる。これが「M/P の策定根拠」「インフラ整備

の投資判断の根拠」のみならず「都市ビジョンに基づく政策・計画の意思決定及び合意形成の支援のための

ツール」としてもより適切で、目指す都市像を実現するために必要な分析・計画立案の説明力を高めることが

期待される。 

なお、「都市ビジョンに基づく政策・計画の意思決定及び合意形成の支援のためのツール」として需要予測

結果を活用していく場合、ステークホルダーとの対話を踏まえて、何をやりたいのか引き出せる形にできる能

力、機能が必要である。また、非集計の需要予測手法では、様々な政策立案や政策決定のために将来像や

ビジョンを議論するためのツールとして、個々人の選好を考慮して政策や環境変化による行動変容をモデル

化することで、より多様な政策評価や環境の変化に柔軟に対応することが可能である。また、いずれにしても

変化のスピードが速い開発途上国においては、計画の定期的な見直しが必要である。 

6.2.2 調査目的及び協力ニーズに応じた交通調査・需要予測 

交通調査においては、従来の基幹交通調査である PT 調査の現況と問題点や課題について、膨大な調査

サンプルの数や質などに直接影響する様々な現場での問題や途上国特有の問題が示された。さらに、既存

PT 調査サンプル数縮減の需要予測に対する影響について検証した結果、特に精緻な OD 表の作成には PT

調査のサンプル数縮減は困難が伴うことが分かった。一方、アクティビティダイアリー調査(ADS)は、PT 調査

（および集計ベースでの需要予測）の問題点であるトリップの漏れや回答者にとって理解しにくいという課題を

解決し、かつ世帯構成員間の関係や時間的変化、トリップ間の関係に係る開発途上国特有の交通行動を捉え

ることができる点において、これまで途上国における JICA の交通調査の問題をより克服し、途上国特有の交

通行動をより反映できる可能性がある。そのため、交通調査にも ADS を適用し、世帯構成員間の関係、時間

的変化、トリップ間の関連を考慮することを推奨する。 

一方、交通調査と同時に収集されてきた社会経済に係るデータについては、これまでの社会経済指標

（ゾーン指標）の作成目的に加え、先述のとおり非集計モデルの適用を前提に世帯マイクロデータ 

(Population Synthesizer)作成のためにも必要であり、前者についてはセンサス（国勢調査）の集計データが、

後者についてもセンサスの個票データが利用できる。しかし、開発途上国においてはセンサスの個票データ

が入手できないケースや通勤通学地情報が含まれていないケース、さらに信頼できる社会経済統計そのも

のがないケースもあるため、必要に応じて簡素化した通勤通学調査を包括的に実施することで社会経済デー

タを補完することが望ましい。 

さらに、近年、世界では携帯電話やGPSを搭載したスマートフォンなど、利用者の行動を追跡できる端末が

急激に普及しており、ここから得られる情報を利用した新しい交通データ収集方法も様々な機関で研究・試行

されていることから、今後 JICA の交通調査の効率化にも活用できる可能性がある。また、モバイルデータ

（CDR、MAC アドレス等）については、今後の研究次第で将来的に活用が広がる可能性はあるものの、現時

点では現況OD 表の補正や継続的な交通状況の変化等に用途が限られる。 
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調査目的及び協力ニーズに応じて必要な交通調査や需要予測の内容も異なるため、精緻な OD 表の作成

や基礎的な集計（四段階推計）モデルの技術移転が求められないなど条件が整った場合には、M/P（初回）、

M/P（更新）、F/S、その他施策（TDM 等）の調査においては、ADS を実施しかつ ABM をはじめとする非集計

の組み合わせで調査を実施していくことが妥当と考えられる。 

さらに、能力強化の対象として、交通調査データや需要予測モデルの更新に係る技術移転そのものが要請

される場合もある。途上国側が交通調査・需要予測の基本的な考え方について技術移転を望んでいる場合は、

PT 調査（または ADS）及び従来の四段階推計モデルを採用し、M/P 調査の活動の一環として勉強会等を開

催し行う。さらに高度な政策立案の際の分析については、非集計モデル等を活用して能力強化プログラムを

設定もしくは別案件としての支援が考えられる。 

6.2.3 交通調査・需要予測に係る時間の縮減 

M/P 策定において本プロ研の当初の課題であった交通調査や需要予測にかかる時間を簡単に短縮する

方法は、現時点ではない。ただし、交通調査については、５章で説明したように調査目的及び相手国の状況

や要望により、推奨する基幹交通調査の内容も変わり、それが従来の大規模PT調査に比べ少ないサンプル

数での調査になるのであれば、ある程度の時間の短縮は期待できる。一方、需要予測については、集計モデ

ルにせよ非集計に基づくモデルにせよ、時間が短縮は困難なことが、先進国における実務例から明らかに

なっている。 

また、新たなデバイスとしてタブレット等のモバイル端末を持った調査員によるインタビュー調査では調査

時間が半減したとの報告もあるが、M/P 案件のレビューでは様々な問題や課題も指摘されていることから、

新たなデバイスの活用可能性の検討をしている他 M/P 案件での調査実施結果を踏まえ、結論付けることに

なる。 

6.2.4 交通調査・需要予測に係る費用の縮減 

費用面においても、M/P 策定において本プロ研の当初の課題であった交通調査や需要予測にかかる予算

の短縮に有効な方法は、現時点ではない。先述したように基幹交通調査にも ADS を適用する場合、サンプル

数は従来の大規模PT調査に比べ少なくなるが、一票当たりの単価が上がるため、予算の短縮につながるか

どうかは一概には言い切れない。 

需要予測についても、従来の集計（四段階推計）モデルから ABM をはじめとする非集計に基づくモデルの

開発途上国での実務への適用にあたり、費用の縮減を含めた様々な効果の検証を行う必要がある。 

 

6.3 今後の具体的な方針 

6.3.1 アクティビティダイアリー調査（ADS）と非集計需要予測手法の活用 

協力目的に応じて、最も適した交通調査・調査手段・関連データ・モデルを活用することとする。第５章で述

べたように、協力形態や目的、都市の状況にもよるが、基幹交通調査としては従来の大規模 PT 調査に比べ

より少ないサンプル（都市規模や調査日数にもよるが 5,000 世帯サンプル程度）でのアクティビティダイアリー

調査（ADS）、及び社会経済データ収集用に通勤通学調査（分析対象ゾーンごとに 100～400 世帯サンプル程

度、世帯マイクロデータ生成(Population Synthesis)を考慮するとサンプル率 1%程度）を実施し、交通需要予測



140 

モデルはアクティビティベーストモデル（ABM）をはじめとする非集計モデルを活用し、より開発途上国の政

策・計画のニーズに応えていくことを柱とし、交通需要予測の改善を試みる。また、都市の成長段階も考慮に

入れ、従来の集計モデルでの技術移転ニーズのある場合や、TDM 等の交通施策の分析・検討を伴わない場

合、既に存在する集計モデルを更新する方が効率的な場合などは、引き続き集計（四段階推計）モデルによ

る需要予測も選択肢の一つとして活用する。統計的に一定の信頼度を確保した現況 OD 表の作成が必要な

場合は、これまでも行っている大規模PT 調査の実施を基本とする。 

このような取り組みを試行しながら、開発途上国の特徴を踏まえた交通調査・交通需要予測のあり方につ

いて引き続き検討を行っていく。 

6.3.2 交通調査における新たなデバイスの活用可能性の検討 

交通調査手法については、新しい情報技術やデバイスの活用を促進し、活用可能性を引き続き検討する。 

初回 PT 調査対象地域では、ボリビア（サンタクルス）の事例や世銀の「サーベイソリューション」など、タブ

レット端末を使った PT 調査の先行事例を踏まえて調査精度や効率の改善を図る。また、現在進行中の「コン

ゴ民主共和国キンシャサ市都市交通マスタープラン策定プロジェクト」における事例（タブレットを利用した通

勤通学調査(主に社会経済属性の推計用)と紙ベースのアクティビティダイアリー調査(ADS)を用いて非集計で

四段階推計モデルの構築を検討中）、及び「JABODETABEK 都市交通政策統合プロジェクト(JUTPI)フェーズ２」

における事例（回答者のモバイル機器による ADS 調査及び調査員のタブレット端末による家庭訪問調査）も、

実施結果を検証の上、今後の協力に反映していく。 

この他、交通調査に関しては、これまで困難であった高所得者層のデータ取得の問題については、既に実

績のあるショッピングモール・オフィス等補足調査やインターネットによる調査が手段として考えられるほか、

上記の回答者のモバイル機器による ADS の途上国への適用が今後の課題である。新たなデバイスの活用

可能性については、技術は日進月歩で進化していくので、新たな次の可能性を常に検討していく。 
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